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はじめに 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 

 
本書は、「極低電力回路・システム技術開発（低消費電力メニーコア用アーキ

テクチャとコンパイラ技術）（グリーンＩＴプロジェクト）」の事後評価報告書

であり、第３６回研究評価委員会において設置された「極低電力回路・システ

ム技術開発（低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術）（グリ

ーンＩＴプロジェクト）」（事後評価）研究評価分科会において評価報告書案を

策定し、第３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日）に諮り、確定され

たものである。 

 
 
 

平成２６年３月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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「極低電力回路・システム技術開発（低消費電力メニーコア用アー

キテクチャとコンパイラ技術）（グリーンＩＴプロジェクト）」 

事後評価分科会委員名簿 

 
（平成２５年１２月現在） 

   氏名 所属、役職 

分科 

会長 中島
なかしま

 浩
ひろし

 
京都大学 学術情報メディアセンター センター長/教

授 

分科 

会長 

代理 
今井
い ま い

 正治
まさはる

 
大阪大学 大学院情報科学研究科 情報システム工学専

攻 教授 

委員 

猪飼
い か い

 英雄
ひ で お

 トヨタ自動車株式会社 第２電子開発部 GM 

佐藤
さ と う

 三
みつ

久
ひさ

 筑波大学大学院 システム情報工学研究科 教授 

鈴木
す ず き

 正人
ま さ と

 パナソニック株式会社 システム LSI 事業部 参事 

橋口
はしぐち

 昭彦
あきひこ

 
ソニー株式会社 デバイスソリューション事業部 アナ

ログ LSI 事業部 部長 

敬称略、五十音順 
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審議経過 

 
● 第１回 分科会（平成２５年１２月９日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 

公開セッション 
７．全体を通しての質疑 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
● 第３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
組込プロセッサに要求される低電力・低消費エネルギーと、リアルタイム応

用などで求められる性能および幅広い機能の実現という一種相反する課題を、

メニーコアプロセッサという汎用的なアプローチにより解決しようという着眼

点は評価できる。同時に開発されたソフト開発ツールも含め当初の数値目標を

達成しており、得られた知見は今後の情報・エネルギー産業基盤となる有望な

要素技術の確立に役立つものとして期待される。 
一方、２年半弱というプロジェクト実施期間の制約のため、メニーコア組込

プロセッサのフィージビリティ提示にまで至っておらず、成果をベースとした

研究開発やビジネスの展開も展望しづらい。実施期間の妥当性、所与の期間に

見合った研究開発の目標・テーマ・実施内容の設定、成果のビジネス展開に関

する要求・方針など、プロジェクトの開始時における枠組構築の妥当性に疑問

が残る。また、汎用メニーコア、特定アプリケーション向けメニーコア、ソフ

トウェア開発環境を開発されたが、それぞれの活動の連携が少ない。更に、今

回の画像認識など並列処理が向くアプリは問題ないが、ほとんどの車両制御は

逐次処理であり、今回の技術をそれにどう適用するか検討が必要である。 

 
２）今後に対する提言 
メニーコア組込プロセッサというコンセプトに向けて、積み残された課題を

整理・精査し、本プロジェクトで構築した産学連携体制を生かしつつ、研究開

発が継続されることを期待する。新規アーキテクチャの普及のためには、実用

化のレベルまで継続的なフォローが必要であり、顧客製品への導入容易性を確

保することが、最終的に市場に受け入れられる必須要件である。 
一方、今回取り上げたメニーコアプロセッサのアーキテクチャ（構造）は、

現在世界各国で研究されているアーキテクチャの一つであり、他にも様々なア

ーキテクチャが考えられている。実用化・事業化を成功させるためには、マー

ケットの分析を行い、重要な応用分野（キラーアプリ）に適したアーキテクチ

ャを検討する必要もある。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
情報機器の機能・性能を向上させつつ消費電力・エネルギーの削減を図るこ
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とを目指した低消費電力メニーコアは、社会的要請や産業技術の発展のために

極めて重要なテーマである。不可分であるアーキテクチャとコンパイラを同時

開発するには民間企業では負荷が余りに大きく、また産学総力をあげて取り組

むべき課題でもあり、国(NEDO)の関与は必須である。メニーコアプロセッサの

マーケットは、近い将来、急速に広がる可能性もあり、わが国がこの技術を保

有することによって、国際競争力が強化されると期待でき、事業の目的として

も妥当である。 
一方、メニーコアの研究意義の大きさに比べて、本プロジェクトの規模およ

び期間や予算が過小に見積もられていたように思われる。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
メニーコア組込プロセッサのコンセプトに沿って、短期的な観点でも実用化

が見込まれるテーマの設定と研究開発体制の構築を行ったことは評価できる。 
一方、基盤技術の研究開発テーマである汎用システム LSI メニーコアは、具

体的な「モノ」の創出に偏りすぎており、メニーコア組込プロセッサのコンセ

プトに重要な課題（想定される応用例の設定、リアルタイム性など応用例に求

められる課題への対応など）の検討を十分に実施できる計画になっていない。

この分野は実用化に最も多くの開発リソースを必要とする。実用化に近いレベ

ルまで開発がされなければ、受け入れが進まないと予想する。その観点より、

今後も継続した技術開発が必要。また、産学の研究開発テーマが、「学」におけ

る 2020 年ターゲット（汎用システム LSI メニーコア）と「産」における 2014-15
年ターゲット（ビデオマイニング向けメニーコア及びソフトウェア開発環境）

という、本質的に協調が困難な形で設定され、プロジェクト全体としての成果

にアピール力が乏しい結果を招く一因となっている。当初目標とした実施計画

は、プロジェクトの期間や予算と比べて無理があり、やや欲張りすぎていたよ

うに感じる。「産」のテーマである短期目線のものは、ものづくりまで考えた体

制が必要であったのではないか。知財についても、4 件の特許出願のみ。件数が

すべてではないが知財戦略が希薄ではないか。 

 
３）研究開発成果について 
汎用システム LSI メニーコア（SMYLEref）の目標性能である電力効率 10 倍

について、製作した FPGA プロトタイプでの評価に基づいて一定のアプリケー

ション適用性に関して目標達成の見通しが得られたことは評価できる。またビ

デオマイニング向けメニーコア（SMYLEvideo）およびソフトウェア開発環境

についても、それぞれ計画当初の目標をほぼ達成しており、短期間にしては十

分な成果をあげている。また、成果の発信も十分にできている。 
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一方、SMYLEref の評価におけるアプリケーション適用の妥当性、リアルタ

イム応用に対するアーキテクチャの適合性、想定される具体的応用事例の提示

など、フィージビリティを示すために必要な重要課題への回答が得られるには

至っていない。具体的な製品化に使用する事を想定した場合、開発に相当の負

担が生じる。事業化には、さらに一気通貫して扱える環境が必要。半導体業界

は開発側もユーザ側も変化が速い。現状のベンチマークは理解したが、陳腐化

しないよう、幅広く、最新の情報を取得し優位性を確認していく必要がある。 

 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
短期的な実用化・事業化を企図した SMYLEvideo およびソフトウェア開発ツ

ールについて、技術的な観点で実用化・事業化の見通しが得られていると判断

できる。特に SMYLEvideo については、企業が主体的に実用化を考えており、

市場インパクトが強い製品に繋がる技術成果も得られている。 
一方、汎用システム LSI メニーコアの実用化・事業化までには、今後さらに

5 年～10 年は必要であると思われる。短期・中期での事業の成功を考えるので

あれば、具体的な応用分野を決めて、それに適したアーキテクチャを開発する

ことが有効であろう。有望な応用分野としては、画像処理以外にも基幹系の通

信システムなどが考えられる。世界に比べて少し遅れている感がある。今から

半導体メーカと協力して、製品化へのシナリオを明確にすべきである。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第３８回研究評価委員会（平成２６年３月２７日開催）に諮り、本評価報告

書は確定された。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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研究評価委員会 

委員名簿（敬称略、五十音順） 

 

職 位 氏 名 所属、役職 

委員長 西村 吉雄 技術ジャーナリスト 

委員長

代理 
吉原 一紘 

オミクロンナノテクノロジージャパン株式会社 

最高顧問 

委員 

安宅 龍明 
独立行政法人産業技術総合研究所 つくばイノベーショ

ンアリーナ推進本部 共用施設調整室 招聘研究員 

伊東 弘一 
学校法人早稲田大学 理工学術院 招聘研究員 
公立大学法人大阪府立大学 名誉教授 

稲葉 陽二 学校法人日本大学 法学部 教授 

小林 直人 学校法人早稲田大学 研究戦略センター 副所長／教授 

佐久間一郎 
国立大学法人東京大学 大学院工学系研究科 附属医療

福祉工学開発評価研究センター センター長／教授 

佐藤 了平 
国立大学法人大阪大学 産学連携本部 名誉教授／特任

教授 

菅野 純夫 
国立大学法人東京大学 大学院新領域創成科学研究科 
メディカルゲノム専攻 教授 

宮島  篤 国立大学法人東京大学 分子細胞生物学研究所 教授 

吉川 典彦 
国立大学法人名古屋大学 大学院工学研究科 マイク

ロ・ナノシステム工学専攻 教授 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員の主な指摘事項を、

参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 
１．１ 総論 
１）総合評価 

組込プロセッサに要求される低電力・低消費エネルギーと、リアルタイム応

用などで求められる性能および幅広い機能の実現という一種相反する課題を、

メニーコアプロセッサという汎用的なアプローチにより解決しようという着眼

点は評価できる。同時に開発されたソフト開発ツールも含め当初の数値目標を

達成しており、得られた知見は今後の情報・エネルギー産業基盤となる有望な

要素技術の確立に役立つものとして期待される。 
一方、２年半弱というプロジェクト実施期間の制約のため、メニーコア組込

プロセッサのフィージビリティ提示にまで至っておらず、成果をベースとした

研究開発やビジネスの展開も展望しづらい。実施期間の妥当性、所与の期間に

見合った研究開発の目標・テーマ・実施内容の設定、成果のビジネス展開に関

する要求・方針など、プロジェクトの開始時における枠組構築の妥当性に疑問

が残る。また、汎用メニーコア、特定アプリケーション向けメニーコア、ソフ

トウェア開発環境を開発されたが、それぞれの活動の連携が少ない。更に、今

回の画像認識など並列処理が向くアプリは問題ないが、ほとんどの車両制御は

逐次処理であり、今回の技術をそれにどう適用するか検討が必要である。 

 
〈主な肯定的意見〉 
○ 組込プロセッサに要求される低電力・低消費エネルギーと、リアルタイム

応用などで求められる性能および幅広い機能の実現という一種相反する

課題を、メニーコアプロセッサという汎用的なアプローチにより解決しよ

うという着眼点は評価できる。また産学連携の研究開発体制を構築し、そ

れぞれのチームがメニーコア組込プロセッサという共通コンセプトに基

づいて一定の成果を挙げたことも評価できる。 
○ 今回提案された、汎用組込みメニーコアと主要応用分野である画像処理用

メニーコアの２つの低消費電力メニーコアアーキテクチャおよび、同時に

開発されて既に実用化レベルにあるソフト開発ツールは当初の数値目標

を達成しており、得られた知見は今後の情報・エネルギー産業基盤となる

有望な要素技術の確立に役立つものとして期待される。 
○ 短期間にもかかわらず、メニーコアのアーキテクチャについて評価できる

だけの設計を行い、既存の方式に比べて優位性があることを検証したこと。

ビデオ向けのメニーコアアーキテクチャを設計し、既存の方式に対して優

位性を証明したこと。OpenCL (Open Computing Language)を中心とし

て、メニーコア向けのコンパイラ、ライブラリなどを開発したことは評価
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できる。 
○ 開発費用の増加、搭載素子数の増加、パフォーマンス要求の増加という半

導体のトレンドの対応の一環として、チップあたりのプロセッサ数が増加

することは明白であり、そこにフォーカスして、HW/SW/アプリケーショ

ンを統合して対象としたことは非常に有意義であった。この 3 つの領域を

短期間に研究開発を行い、一定のフィジビリティスタディが行われ、一部

は事業化のめどが立っていることは評価できる。 
○ 電子化が進む自動車においては制御処理が増大し MCU (Micro Control 

Unit)の性能向上が必要である一方、電動化が進むと電力消費は燃費悪化

につながるという、相反する状況において、今回の研究は非常に期待でき

るものである。また実際のアプリでの評価、ユーザ適用まで考慮している

点も評価できる。 
○ メニーコアシステムの低消費電力化と高性能化は、今後のわが国の電機産

業および半導体産業にとって非常に重要な課題であり、このテーマに関連

したプロジェクトを実施されたことは高く評価できる。 

 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● ２年半弱というプロジェクト実施期間の制約のため、メニーコア組込プロ

セッサという解のフィージビリティ提示にまで至っておらず、成果をベー

スとした研究開発やビジネスの展開も展望しづらい。このような結果とな

った理由として、実施期間の設定自体の妥当性、所与の期間に見合った研

究開発の目標・テーマ・実施内容の設定、成果のビジネス展開に関する要

求・方針など、プロジェクトの開始前後における枠組構築の妥当性に問題

があったのではないかという印象が強い。 
● 今回の画像認識など並列処理が向くアプリは問題ないが、ほとんどの車両

制御は逐次処理であり、今回の技術をそれにどう適用するかをご検討いた

だきたい。 
● 汎用メニーコア、特定アプリケーション向けメニーコア、ソフトウェア開

発環境を開発されたが、それぞれの活動の依存関係が弱く見える。 
● GPU (Graphics Processing Unit)との連続性を考えたのであろうが、シス

テムソフトウェアについては、なぜ OpenCL を中心としたのか。単にメ

ニーコアであれば、OpenMP (Open Multi-Processing)などでもよかった

はず。電力評価では、アーキテクチャでの相対評価になっているが、プロ

セス技術も考慮した、他のメニーコアとの比較が望ましかった。FPGA 
(Field Programmable Gate Array) での評価の意味づけがわからない。ア

ーキテクチャを具体化するという観点からはよかったかもしれないが、電
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力を焦点にするのであればチップを作らなくてもチップの設計（論理設計、

レイアウト、できれば物理設計）をし、そのレベルの電力評価をするべき

ではなかったのか。 
● 研究期間や予算の制約のために生じた、細目レベル（研究開発シナリオ）

での当初実施計画からのズレや、研究・開発・事業化の各項目に独自性が

強く、上流の成果を下流に活かしつつ下流での課題を上流にフィードバッ

クするという本来あるべき連携が少ない点、性能や消費電力の評価方法が

必ずしも十分ではない点、など今後の補強が待たれる事項もある。また、

一定の特許出願は行われているものの戦略面において希薄さを感じる部

分が残る。知財の現状把握と分析を行い、保有知財として強化すべき分野

を特定（できれば併せて回避すべき知財を認識）するという知財戦略の骨

格部分は、研究開発戦略と表裏一体である。明確で強力な研究成果は知的

財産権であり、知財が事業の成否を決めるといっても過言ではない。 
● このテーマは解決すべき課題が多く、実用化までの道のりが長い。短期間

の研究開発での実用化や事業化は容易ではないと思われる。 

 
〈主なその他の意見〉 
・ 時間の問題もあったのだろうが、やはり、汎用のメニーコア（SMYLEref）

とビデオ向けのメニーコア（SMYLEvideo）が違うのは違和感がある。本

来としては、SMYLEref の拡張・延長として SMYLEvideo が位置づけら

れるのがよかった。メニーコアは、半導体テクノロジーとの関連なしには

考えられないのが本来の姿。その意味では企業としてチップに近いメーカ

が入っているべき。 
・ 本プロジェクトの当初目標とした取組範囲が極めて広く、実行時に方向性

が曖昧になる可能性をはらんでいた。テーマ内容を例えば汎用組込みメニ

ーコアのフィジビリティスタディに絞り込むなど、位置づけを具体化して

スタートすれば、一層明確な成果が得られたかもしれない。 
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２）今後に対する提言 

メニーコア組込プロセッサというコンセプトに向けて、積み残された課題を

整理・精査し、本プロジェクトで構築した産学連携体制を生かしつつ、研究開

発が継続されることを期待する。新規アーキテクチャの普及のためには、実用

化のレベルまで継続的なフォローが必要であり、顧客製品への導入容易性を確

保することが、最終的に市場に受け入れられる必須要件である。 
一方、今回取り上げたメニーコアプロセッサのアーキテクチャ（構造）は、

現在世界各国で研究されているアーキテクチャの一つであり、他にも様々なア

ーキテクチャが考えられている。実用化・事業化を成功させるためには、マー

ケットの分析を行い、重要な応用分野（キラーアプリ）に適したアーキテクチ

ャを検討する必要もある。 

 
〈主な今後に対する提言〉 
・ メニーコア組込プロセッサというコンセプトに向けて、積み残された課題

を整理・精査し、本プロジェクトで構築した産学連携体制を生かしつつ、

各参加機関において継続的に研究開発を実施することを期待する。 
・ 実用化・事業化を成功させるためには、特にマーケティングが重要である

と思われる。マーケットの状況、基盤技術の水準（state-of-the-art）は刻々

変化しているので、マーケティングおよびそれに基づいた目標の再設定を、

今後も継続して行う必要があると考えられる。また、今回取り上げたメニ

ーコアプロセッサのアーキテクチャ（構造）は、現在世界各国で研究され

ているアーキテクチャの一つであり、他にも様々なアーキテクチャが考え

られている。したがって、マーケット（応用分野）の分析を行い、重要な

応用分野（キラーアプリ）に適したアーキテクチャを検討する必要がある

と思われる。プロジェクトの実施開始時期が遅延した場合や、予算規模が

縮小された場合には、プロジェクトのゴール（達成すべき目標）や研究ス

ケジュールの見直し、予算執行の柔軟化（翌年度への予算の繰越し）など

の措置を取っていただけると、より大きな成果が得られると思う。 
・ 今回開発されたプラットホームはフィジビリティスタディが完了したレ

ベルと理解している。新規アーキテクチャの普及のためには、実用化のレ

ベルまで継続的なフォローが必要であり、顧客製品への導入容易性を確保

することが、最終的に市場に受け入れられる必須要件である。 
・ 本プロジェクトを汎用組込みメニーコアの先導研究と位置付け、本プロジ

ェクトの成果を活かしつつ当初目指した研究開発が継続されることを期

待する。またその支援を NEDO にお願いしたい。 
・ ソフトウェアという観点からの発展としては、開発されたソフトウェアを
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すでにあるメニーコアに適用して低電力化ができるかを検証することが

考えられる。アーキテクチャという観点からとしては、チップを作らなく

ても設計して電力シミュレーションを行って、最先端の半導体テクノロジ

ーを仮定して、実際の電力の評価を行うことが考えられる。これをもって、

既存のメニーコアプロセッサとの比較が望ましい。 
・ メニーコア適用のうれしさを半導体メーカと共有していただき、世界で勝

つべく早々の製品適用を期待している。ただ自動車でのビジネスとして成

立させるためには、ほとんどの車両制御が逐次処理であり、今回の技術を

それにどう適用するかの改善を実施する必要がある。 

 
〈主なその他の意見〉 
・ 中間評価の要否をプロジェクトの期間に基づいて判断するのではなく、短

期であっても計画の方向性を一定以上変更する場合は、採択委員会または

他の何らかのアセスメントを臨機応変に行った方がよいのではないか。知

財の戦略系および実行系の方向付け（アセスメント）の仕組が必要ではな

いか。既存ソフトを流用できる仕組みづくりを望む。 
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１．２ 各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

情報機器の機能・性能を向上させつつ消費電力・エネルギーの削減を図るこ

とを目指した低消費電力メニーコアは、社会的要請や産業技術の発展のために

極めて重要なテーマである。不可分であるアーキテクチャとコンパイラを同時

開発するには民間企業では負荷が余りに大きく、また産学総力をあげて取り組

むべき課題でもあり、国(NEDO)の関与は必須である。メニーコアプロセッサの

マーケットは、近い将来、急速に広がる可能性もあり、わが国がこの技術を保

有することによって、国際競争力が強化されると期待でき、事業の目的として

も妥当である。 
一方、メニーコアの研究意義の大きさに比べて、本プロジェクトの規模およ

び期間や予算が過小に見積もられていたように思われる。 

 
〈主な肯定的意見〉 
○ メニーコアプロセッサは、IT イノベーションプログラムの目標の一つで

ある、ネットワークの高性能化と低消費電力化を達成するための必須の技

術要素である。メニーコアプロセッサの実用化と普及には、今後さらに数

年以上の期間が必要であると考えられるので、民間活動のみでの研究開発

には限界がある。したがって、国がこの分野の研究開発を促進するために

助成事業を実施するのは妥当であると評価できる。メニーコアプロセッサ

は、計算サーバ、データセンター、基幹系通信システム、高性能化が要求

される組込みシステムなどの分野で広く使われることになると考えられ

る。したがって、メニーコアプロセッサのマーケットは、近い将来、急速

に広がる可能性がある。わが国がこの技術を保有することによって、国際

競争力が強化されると期待できる。 
○ 低消費電力メニーコアは情報技術の基盤となるものであり、我が国の産業

競争力を回復する有望な要素技術の１つであることは疑いないが、不可分

であるアーキテクチャとコンパイラを同時開発するには民間企業では負

荷が余りに大きく、また産学総力をあげて取り組むべき課題でもあり、国

(NEDO)の関与は必須である。 
○ 情報機器の機能・性能を向上させつつ消費電力・エネルギーの削減を図る

ことは、社会的要請や産業技術の発展のために極めて重要なテーマであり、

その解決策として組込メニーコアプロセッサのコンセプトを採り上げた

ことも高く評価できる。 
○ 低電力・低エネルギー化の実現をメニーコアアーキテクチャ開発のターゲ

ットと置いて推進されている。NEDO 発のメニーコアアーキテクチャの



 

1－7 
 

ポジショニングを明確化させ、将来への期待を持たせるものである。非常

に限られた時間内でその実現可能性を明らかにしたことは、評価に値する。 
○ メニーコアで省電力化ができることについて、限定的ではあるが検証でき

た。アーキテクチャの研究は現在の日本企業ではむずかしいので、大学・

研究機関が率先して行うべきであり、その意味でも重要。 
○ 背景、目的など含めて妥当だと考える。特に技術開発に多額の費用がかか

る半導体においては NEDO の牽引は必須だったと思う。 

 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 汎用組込み低消費電力メニーコアの事業効果は、既存製品の省エネルギー

に留まらず、ウェアラブルコンピューティングのような従来は消費電力の

制約により実現できなかった新製品の開拓ひいては新規市場の創造にも

及び、定性的ではあるが事業原簿に書かれた以上の経済効果があるものと

期待される。なお、電力削減効果の試算として ECU とルータを例示して

いるが、メニーコアの応用分野としての提案と誤解される可能性があるの

ではないか。 
● プロセッサ・アーキテクチャと IT 機器の省エネを考えるとき、メニーコ

アだけでなく、低電力のモバイルプロセッサの利用やシステムソフトウェ

アによる省電力化など、幅広い選択肢で考えるべき。（すでに、このよう

なテーマで行われている？） 

 
〈主なその他の意見〉 
・ メニーコアの研究意義の大きさに比べて、本プロジェクトの規模および期

間や予算が過小に見積もられていたように思われる。 
・ 本件、ターゲットを達成するために電源電圧を 40%下げる事が必要とな

る。NEDO が中心となり、回路技術開発等も含めて推進が望まれる。 
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２）研究開発マネジメントについて 

メニーコア組込プロセッサのコンセプトに沿って、短期的な観点でも実用化

が見込まれるテーマの設定と研究開発体制の構築を行ったことは評価できる。 
一方、基盤技術の研究開発テーマである汎用システム LSI メニーコアは、具

体的な「モノ」の創出に偏りすぎており、メニーコア組込プロセッサのコンセ

プトに重要な課題（想定される応用例の設定、リアルタイム性など応用例に求

められる課題への対応など）の検討を十分に実施できる計画になっていない。

この分野は実用化に最も多くの開発リソースを必要とする。実用化に近いレベ

ルまで開発がされなければ、受け入れが進まないと予想する。その観点より、

今後も継続した技術開発が必要。また、産学の研究開発テーマが、「学」におけ

る 2020 年ターゲット（汎用システム LSI メニーコア）と「産」における 2014-15
年ターゲット（ビデオマイニング向けメニーコア及びソフトウェア開発環境）

という、本質的に協調が困難な形で設定され、プロジェクト全体としての成果

にアピール力が乏しい結果を招く一因となっている。当初目標とした実施計画

は、プロジェクトの期間や予算と比べて無理があり、やや欲張りすぎていたよ

うに感じる。「産」のテーマである短期目線のものは、ものづくりまで考えた体

制が必要であったのではないか。知財についても、4 件の特許出願のみ。件数が

すべてではないが知財戦略が希薄ではないか。 

 
〈主な肯定的意見〉 
○ 組込メニーコアプロセッサのコンセプトに沿って、短期的な観点でも実用

化が見込まれるテーマの設定と研究開発体制の構築を行ったことは評価

できる。 
○ 大学を中心とした基盤技術開発の目標は、この分野の世界の他の研究機関

で実施されてきた研究と比較して妥当であると評価できる。また、参加企

業を中心に実施されてきた実用化・事業化に向けての目標も、現在の世界

の技術水準と比較して妥当であると評価できる。目標達成に必要な要素技

術は、ほぼ取り上げられている。研究報告書からは、基盤技術開発チーム

内部、応用技術開発チームの各企業の内部での事業体制は良好であったと

評価できる。 
○ 非常に短期間のプロジェクトであり、当初のターゲットを現実的なレベル

に修正しながら、有効な成果を上げていると理解する。3 種類の技術領域

の並行開発が必要であったが、個々の活動成果は出ていると認識した。 
○ 短期間にしては、適当な体制と十分な成果を上げているといえるのではな

いか。 
○ 事業化後の競争力や他のプロジェクトとの整合性から数値目標は妥当。 
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〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 2020 年ごろの実用化を目指す技術の研究であることと、研究期間が２年

半弱であることを踏まえると、本プロジェクトで実施する基盤技術の研究

開発テーマが、現時点でかつ限られた期間で実施可能な具体的な「モノ」

の創出に偏りすぎており、組込メニーコアプロセッサのコンセプトにとっ

てより重要と思われる課題（想定される応用例の設定、リアルタイム性な

ど応用例に求められる課題への対応など）の検討を十分に実施できる計画

になっていなかったという印象が強い。また産学の研究開発テーマが、

「学」における 2020 年ターゲットと「産」における 2014-15 年ターゲッ

トという、本質的に協調が困難な形で設定されており、プロジェクト全体

としての成果にアピール力が乏しい結果を招く一因となっている。 
● ユーザに無条件に受け入れられるターゲットまでは達成できていない。こ

の分野は実用化に最も多くの開発リソースを必要とする。実用化に近いレ

ベルまで開発がされなければ、受け入れが進まないと予想する。その観点

より、今後も継続した技術開発が必要。また、知財については、4 件の特

許出願のみ。件数がすべてではないが、自身の優位性を担保しながら普及

を図る知財戦略を明確化し、実行していただくことを期待する。 
● 今回のプロジェクトは期間重視だったようにも感じた。中長期目線のもの、

短期目線のものの分け方、繋がりが理解しがたかった。特に短期目線のも

のは、ものづくりまで考えた体制が必要であった。 
● 基盤技術開発、実用化、製品化の方向性は、マーケティングに基づいて決

定すべきである。しかし、大学を中心とした基盤技術開発の方向性（汎用

メニーコア SoC）と、メーカを中心にした実用化・製品化の方向性（画像

処理向きメニーコア）が若干ずれていると思われる。事業原簿の「I-4 プ
ロジェクト実施により期待される効果（費用対効果）」では、市場創出効

果の例として、車載 ECU と通信機器（基幹系通信制御システム）の 2 つ

が挙げられている。このうち、基幹系通信制御システムは、メニーコアプ

ロセッサの応用として適していると考えられる。しかし、車載 ECU はリ

アルタイム性を要求されているので、メニーコアプロセッサの応用として

適しているかどうかはやや疑問である。自動車の制御（ECU）では、処

理の並列性がそれほど高くなく、スループットよりもレイテンシが重視さ

れるからである。自動車への応用を考えるのであれば、前方や後方の監視

システム（画像処理）が適していると思われる。メニーコアプロセッサの

アーキテクチャ（構成方法）にはいくつかのバリエーションがあり、それ

らの性能は実行されるアプリケーションによって大きく変化するので、今
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後主流となるアプリケーションのマーケティングが非常に重要である。す

なわち、将来需要が多いと見込まれる応用分野の調査、およびその技術が

用いられることによって新たに開拓されるマーケットの予想の両方を考

慮して、開発戦略を策定すべきである。本来は、基盤技術を確立し、その

成果を実用化・事業化に活用するのが理想的なプロジェクトの進め方であ

ると思われる。しかし本プロジェクトの場合、前にも述べたように、基盤

技術開発チームの研究成果（汎用メニーコアプロセッサ技術）が直接、応

用技術開発チーム（実用化・事業化）の開発内容（画像応用向けメニーコ

アプロセッサ）に反映されておらず、応用技術開発チームの各企業がプロ

ジェクト開始以前から保持していた技術を発展させた形になっている。た

だし、この点は、研究開発期間が 2 年 3 ヶ月であることを考慮すると致し

方ないのかも知れない。 
● 本プロジェクトの問題点の一つに、アカデミアによる 2020 年頃の実用化

をターゲットとした技術の研究と、企業による 2014-15 年の実用化を目指

す開発との混在が挙げられる。このように、産学の協調がそもそも難しい

研究開発テーマ設定が、事業の全体的な方針によって誘導されたのであっ

たならば、事業方針自体に問題があると言わざるを得ない。 
● 目標達成のシナリオと研究期間や予算などの制約条件との間の整合性や、

研究項目間の連携、研究から事業化への一貫性など、マネジメント面で課

題が見られる。また、体制に半導体事業者が含まれれば、これまでに蓄積

された知見が活かせ、実用化の幅が拡大する可能性がある。また、技術開

発マネジメントに不可欠な知財戦略が希薄ではないか。パテントマップに

より知財力を俯瞰し、知財による事業チャンスの最大化とリスクの最小化

を開発シナリオに盛り込むことにより事業化・実用化の拡大が期待できる。 
● そもそも、期間が短すぎる。 

 
〈主なその他の意見〉 
・ 当初目標とした実施計画を細目レベル（研究開発シナリオ）で見ると、プ

ロジェクトの期間や予算と比べて無理があり、やや欲張りすぎていたよう

に感じる。 
・ 企業によって開発されたシステムソフトウェアに関しては、事業化につい

ては難しいものがあり、その点では甘いといわれても仕方のないものがあ

る。 
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３）研究開発成果について 

汎用システム LSI メニーコア（SMYLEref）の目標性能である電力効率 10 倍

について、製作した FPGA プロトタイプでの評価に基づいて一定のアプリケー

ション適用性に関して目標達成の見通しが得られたことは評価できる。またビ

デオマイニング向けメニーコア（SMYLEvideo）およびソフトウェア開発環境

についても、それぞれ計画当初の目標をほぼ達成しており、短期間にしては十

分な成果をあげている。また、成果の発信も十分にできている。 
一方、SMYLEref の評価におけるアプリケーション適用の妥当性、リアルタ

イム応用に対するアーキテクチャの適合性、想定される具体的応用事例の提示

など、フィージビリティを示すために必要な重要課題への回答が得られるには

至っていない。具体的な製品化に使用する事を想定した場合、開発に相当の負

担が生じる。事業化には、さらに一気通貫して扱える環境が必要。半導体業界

は開発側もユーザ側も変化が速い。現状のベンチマークは理解したが、陳腐化

しないよう、幅広く、最新の情報を取得し優位性を確認していく必要がある。 

 
〈主な肯定的意見〉 
○ SMYLEref の目標性能である電力効率 10 倍について、製作した FPGA プ

ロトタイプでの評価に基づいて一定の application-mix に関して目標達成

の見通しが得られたことは評価できる。また SMYLEvideo およびソフト

ウェア開発環境についても、それぞれ計画当初の目標に沿った成果と実用

化の見通しが得られている。 
○ それぞれ目標性能、消費電力を達成できたことはすばらしい。特に消費電

力についてはコンペティタに対するアドバンテージは大きい。成果の発信

も十分にできている。 
○ 短期間にしては十分な成果をあげていると思う。 
○ HW プラットホームとして、基本的なアーキテクチャ、スケーリング技術、

スケジューリング技術、プログラミング・フレームワークの提供、シミュ

レータの用意が実現できている。特定用途向けプロセッサについても、今

回のメニーコア技術の優位性が確認され、プロファイリング、C からの移

植技術、性能評価環境が用意された。同一コア数で、4 倍の能力を達成し

たので、電源電圧 40%、周波数 1/4 とすれば、消費電力は 1/10 となる事

を定量的に示している。 
○ 大学を中心にした基盤技術開発チーム、および企業を中心とした実用化・

事業化チームは、それぞれが設定した目標に対して、ほぼ満足できる達成

度であると評価できる。また、それぞれの成果からは、新しい知見が得ら

れていると認められる。得られた成果（学会発表、特許など）は、研究開
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発期間および研究開発費を考慮すると妥当な質および量であると評価で

きる。説明を受けた範囲では、知的財産権等の取得は適切に行われたと評

価できる。 
○ 汎用のメニーコアアーキテクチャおよびビデオマイニングに特化したメ

ニーコアアーキテクチャが提案され、数値目標は達成されている。また、

従来のソフトウェア資産を継承するための開発ツールも構築され、実用化

の途上にある点はそれぞれ成果として評価できる。 

 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 要素技術は開発が進んだと認識するが、プロファイリングから SW 開発、

HW の定義までが統合された環境には達成していない。具体的な製品化に

使用する事を想定した場合、開発に相当の負担が生じる。事業化には、さ

らに一気通貫して扱える環境が必要。半導体業界は開発側もユーザ側も変

化が速い。現状のベンチマークは理解したが、陳腐化しないよう、幅広く、

最新の情報を取得し優位性を確認して頂きたい。 
● 本プロジェクトの目標は、2020 年頃の実用化を念頭に組込メニーコアプ

ロセッサによる低電力・高電力効率の情報機器実現のフィージビリティを

示すことにあると考えられるが、 SMYLEref の評価における

application-mix の妥当性、リアルタイム応用に対するアーキテクチャの

適合性、想定される具体的応用事例の提示など、フィージビリティを示す

ために必要な重要課題への回答が得られるには至っていない。また

SMYLEref やソフトウェア開発ツールについても、将来的に組込メニー

コアに繋がる技術となっているかどうか、必ずしも明確ではない。 
● 汎用メニーコアプロセッサの応用分野は、「組み込みシステム」であると

の説明であるが、「組み込みシステム」は単一の応用分野ではなく、マル

チメディア情報処理システム、基幹系通信システム、実時間制御システム

などの、性質（潜在的な並列性、実時間制約など）の異なる応用分野の総

称である。汎用メニーコアプロセッサの評価には 6 種類のベンチマークプ

ログラムが用いられているが、Linearsearch および Runlength を除いて、

潜在的な並列性の高い応用プログラムである。画像系の応用プログラムは

潜在的な並列性が高いので、メニーコアプロセッサに適していると言える。

基幹系通信システムでは、スループットが重要であるが、レイテンシも無

視できない。しかし、実時間制御システムは潜在的な並列性が高いとは言

えず、スループットよりもレイテンシが重要な評価基準になる。これらの

点を考慮すると、汎用メニーコアプロセッサの評価方法には改善の余地が

あると考えられる。また、現在広く用いられている GPGPU 
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(General-purpose computing on graphics processing units)などとの性

能比較を行うべきであると思われる。 
● 成果の結実を目指し、下記の各項目が強化されることを期待する。 

・メニーコアコンパイラの技術限界や制約条件の明確化 
・高性能コアやハードエンジンとのベンチマーク（性能、消費電力） 
・メニーコアと他のアーキテクチャとの境界条件 
・画像処理以外のアプリケーション（例えば、通信変復調や暗号符号復号） 
知財成果として特許出願 4 件で十分と判断できる根拠が不明であるが、研

究発表 55 件と比較すると未出願発明の残留が懸念される 
● 汎用メニーコアについては、この先、どのように展開させることができる

か、難しいものがある（研究としてはいいが）。ソフトウェアについても、

この先の展開を考えるべき。 
● 成果の活用という意味では少し弱い感じを受ける。その辺りをもう少し説

明いただけるとよい。 

 
〈主なその他の意見〉 
・ 研究期間および予算の制約上、上記のすべてをプロジェクト内で遂行する

ことは困難であったと理解するが、ここで終わらせないで欲しい。実施者

においては今回明らかになった課題の解決を目指し、また実施者外におい

ても本プロジェクトが呼び水となって汎用組込みおよびサーバ用途のメ

ニーコアの研究開発が一層活発化されることを願う。 



 

1－14 
 

４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

短期的な実用化・事業化を企図した SMYLEvideo およびソフトウェア開発ツ

ールについて、技術的な観点で実用化・事業化の見通しが得られていると判断

できる。特に SMYLEvideo については、企業が主体的に実用化を考えており、

市場インパクトが強い製品に繋がる技術成果も得られている。 
一方、汎用システム LSI メニーコアの実用化・事業化までには、今後さらに

5 年～10 年は必要であると思われる。短期・中期での事業の成功を考えるので

あれば、具体的な応用分野を決めて、それに適したアーキテクチャを開発する

ことが有効であろう。有望な応用分野としては、画像処理以外にも基幹系の通

信システムなどが考えられる。世界に比べて少し遅れている感がある。今から

半導体メーカと協力して、製品化へのシナリオを明確にすべきである。 

 
〈主な肯定的意見〉 
○ 短期的な実用化・事業化を企図した SMYLEvideo およびソフトウェア開

発ツールについて、技術的な観点で実用化・事業化の見通しが得られてい

ると判断できる。特に SMYLEvideo については、市場インパクトが強い

製品に繋がる技術成果が得られていると判断する。 
○ 1-2 年後という短期での実用化・事業化を目指し、実施者の２つの企業が

実際に事業として開始した点は評価される。特にソフトウェア開発環境に

おける実用化の短期的課題を既存ソフト資産活用および性能見積と捉え、

それらの解を導いた点。 
○ 長期的な展望としては、この技術は将来非常に重要になると考えられるの

で、この分野の技術開発を開始したことは大いに評価できる。 
○ ビデオプロセッサ、並列化プログラミング技術は個々に事業化が可能であ

ると判断している。NEDO の適切なサポートの成果と評価している。 
○ 短期アイテムは着実に事業化に向けた活動を始められていることは良い

と思う。 
○ SMYLEvideo については、企業が主体的に実用化を考えており、非常に

望ましい。 

 
〈主な問題点・改善すべき点〉 
● 汎用メニーコアプロセッサの実用化・事業化までには、今後さらに 5 年～

10 年は必要であると思われる。短期・中期での事業の成功を考えるので

あれば、具体的な応用分野を決めて、それに適したアーキテクチャを開発

することが有効であろう。たとえば、有望な応用分野としては、画像処理

以外にも基幹系の通信システムなどが考えられる。 
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● 世界に比べて少し遅れている感がある。製品適用への開発を加速させてい

ただきたい。 
● 中長期的には、SMYLEref の 2020 年頃の実用化を目指すという目標に立

てば、汎用組込みメニーコアアーキテクチャの本質課題を追究し、制約と

なる境界条件と段階的な実用分野の関係（条件1ならば分野1が実用可能、

条件 2までなら分野 2、というようなロードマップ）を検討してはどうか。 
● SMYLEref をベースとした組込メニーコアの実用化・事業化について、

将来的な見通しが立ったとは言い難い。 
● メニーコアを含めて、新規アーキテクチャが市場で継続的なプロダクトと

して認知されるには非常に時間がかかる。技術開発及び、周辺技術の事業

化を推進していくことが今後も必要と考える。 
● 基盤技術については今から半導体メーカと協力して、製品化へのシナリオ

を明確にすべき。短期のものは製品化時期、内容などもっとアピールすべ

き。 

 
〈主なその他の意見〉 
・ コンパイラ、ライブラリなどのソフトウェアについては、一般的に展開は

なかなか難しいものがあると思う。その意味では始まる前に方針と位置付

けについて十分な検討が必要なのではないか。 
・ 実用化・事業化と研究（本質課題と解の追求）の両方の成果を求めるのは

理想であるが、技術の成熟度に応じて主従を明確にした方がよいのではな

いか。 
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２．評点結果 
２．１ プロジェクト全体 

 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.7 A A A A B B

２．研究開発マネジメントについて 1.5 B C C C A C

３．研究開発成果について 1.7 C B C C A B

４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
1.8 B B B B C B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

平均値 

1.8 

1.7 

1.5 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての見

通し及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 



 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

「極低電力回路・システム技術開発｣ 

（グリーン ITプロジェクト）｣  

｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣ 

 

 

 
事業原簿 

（公開） 

 

担当部 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

 

 

｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャと

コンパイラ技術｣事後評価第一回分科会 

事業原簿（公開）【資料５－２】 

 

nakamuramao
長方形
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概 要 
 最終更新日  平成２５年４月２５日  

プログラム（又は施
策）名 

ＩＴイノベーションプログラム・ナノテク・エネルギーイノベーションプログラム 

プロジェクト名 

「極低電力回路・システム技術開発｣ 

（グリーン IT プロジェクト）｣研究開発項目⑦  

｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣ 

 

プロジェクト番

号 
Ｐ０９００３  

担当推進部/担当者 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者：田崎 英明     （平成２２年１２月～平成２４年２月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者：畠山 敦       （平成２４年３月～平成２４年１２月） 

電子・材料・ナノテクノロジー部 担当者：高井 伸之     （平成２５年１月～平成２５年２月） 

 Ⅰ.事業の位置付け・必要性について 

０．事業の概要 

情報通信機器や車載機器等の高度化・設置数の急激な増加に伴い、情報処理量とエネルギー消費量の増大

が見込まれ、これらの機器に組み込まれるプロセッサの高性能化・高機能化だけでなく低消費電力化が重要な課

題となっている。そこで、多数のプロセッサコアをワンチップに搭載したメニーコア・プロセッサ（＊）によって、この課

題を解決することが有望と考えられているが、平成21年度のメニーコア・プロセッサ先導研究で得られた知見によ
れば、高性能・高機能かつ低消費電力のメニーコア・プロセッサの実現には、半導体集積回路（ＬＳＩ）設計技術の

みならず、ソフトウェアによる周波数・電圧等のきめ細かい電力制御を行うことが必要である。コア数が増えるに

伴い、人間がアプリケーショ ンプログラムの中に電力制御の仕組みを組み込んでいくことは非常に困難が伴うた
め、API（コンパイラへの指示）等を用いたコンパイラ技術の開発が必須である。 

 
（＊）コア数が32～64以上を指す。 

Ⅰ．事業の位置付
け・必要性に

ついて 

新・国家エネルギー戦略（２００６年５月経済産業省）では、２０３０年に３０％以上のエネルギー消費効率の改

善を目標として掲げている。本目標を達成するためには、情報通信機器の 3 次元半導体実装、微細化／高密度
化、電力回路設計等ハードウェア技術開発が必要であるが、本分野でも限界が見えだしてきている状況を鑑み

て、本プロジェクトでは、効率化、省エネルギー化を実現する１アプローチとして複数プロセス構成で性能を向上さ

せたマルチコア・メニーコアのソフトウェア制御技術を開発する。（ハードウェア技術開発は「極低電力回路・システ
ム技術開発｣（研究開発項目①～⑥）をテーマとする別プロジェクトとして取り組んだが、これは本プロジェクト範囲

外とする。 

 Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

事業の目標 

あるべき低消費電力メニーコア用アーキテクチャを提案し、開発するコンパイラ技術を用いて既存技術と比

べて電力当たりの処理性能２倍を達成する。かつ、メニーコア・プロセッサ上で組込み向けアプリケーションプロ
グラム実行時の電力消費量を１／１０以下にする。  

 

 
 

 

事業の計画内容 

主な実施事項 ２０１０  ２０１１  ２０１２  

① メニーコア基盤技術開発 
（メニーコア・アーキテクチャ 
設計・実装評価） 

→ → → 

② メニーコア応用技術開発 
（ビデオマイニング向けメニー

コア開発） 
→ → → 

③ メニーコア応用技術開発  

（ソフトウェア開発環境開発） 

 
→ → → 
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開発予算 
(会計・勘定別に事

業費の実績額を

記載) 
（単位：百万円） 

会計・勘定 合計 ２０１０  ２０１１  ２０１２  

一般会計 
 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ － 

特別会計 

（需給） 

 

３７０ ２０ 

 

１５０ ２００ 

加速予算 

 

 

－ － 

 

－ － 

総予算額 
 

３７０ ２０ 
 

１５０ ２００ 

開発体制 

経産省担当原課 商務情報政策局情報通信機器課 

プロジェクトリーダー 

 

九州大学  井上 弘士 准教授（ＰＬ） 

立命館大学 冨山 宏之 教授（サブＰＬ） 
 

委託先／再委託先 

企業、研究機関：（国）九州大学、（学）立命館大学、（国）電気通信大学、 

（株）トプスシステムズ、（株）フィックスターズ 
再委託先：（社）JEITA、キャッツ（株）、イーソル（株）、（国）東京農工大学 

情勢変化への対応 

CEATEC2011、CEATEC2012 の NEDO ブースにメニーコア成果の展示、メニーコア成果の発表を行い、世界で初

めの 128 メニーコアの実証評価結果をアピールした。  
また｢メニーコア・シンポジウム｣を年一回（2011 年 3 月、2012 年 2 月）に開催して、外部有識者、ユーザの意見を

聴取してプロジェクト運営管理に反映した。 

具体的には 2011 年3月のメニーコア・シンポジウムでは参加したトヨタ自動車、デンソー等のユーザ部門の技
術者と意見交換を行い、メニーコアの適用用途として、車載向けビデオマイニング用途のアイデアを得て、ビデオ

マイニングデモシステムの開発を行った。本成果はCEATEC2011、CEATEC2012にて披露して関係者に情報発信

した。 

評価に関する事項  

事前評価 平成２２年度実施 

中間評価 なし 

事後評価 平成２５年度 事後評価実施 

Ⅲ．研究開発成果

について 

 メニーコア・アーキテクチャ開発 

メニーコアにより、多種多様な SoC（Systemon Chip）に適用可能なプラットフォーム（通称：SMYLEref）を設
計開発した。本アーキテクチャに基づき、128 コアを搭載した FPGAプロトタイプを開発してその実現性を実

証／評価した。本プロトタイプ上で、並列化された単一アプリケーショ ンを順次実行する従来の方式と比較し

て、消費エネルギーの 1/10削減を実証した。 
 ビデオマイニング向けメニーコア開発 

今後の需要拡大が見込まれるビジュアルコンピューティング（特に動画像認識）向けにメニーコアチップ（通

称：SMYLEvideo）を設計した。本チップベースでシミュレーションの結果、従来型の汎用マルチコア・プロセッ
サと比較して、性能が約 30 倍（700GOPS相当）、消費電力1/300 以下という大きな優位性があることを実証

した。 

 メニーコア用ソフトウェア開発環境開発 
本メニーコア用ソフトウェア開発環境として３つのサポートツールを開発した。第 1は、前述した SMYLErefで

の利用を想定したC-to-OpenCL半自動ソースコード変換ツール、第 2 はメニーコアシステムにソフトウェア

を移植した際の性能を推定するツールを開発した。第 3は、メニーコアの評価やプログラム最適化知識の共
有を目的としたベンチマークを開発した。本ツールにより、メニーコアの移行・普及を促進する環境を形作っ

た。 
投稿論文  ３９件（内 「査読付き」１１件） 

特  許  ４件（内「登録済」０件） 

その他の外部発表 
（プレス発表等） 

 
２８件（内 外部発表 ２８件、プレス他 ０件） 

Ⅳ．実用化・事業
化に向けた見

通しについて 

 メニーコア基盤研究で開発した成果を生かして、車載の衝突回避用ビデオマイングシステムの IP販売事業

（略称：SMYLEVideo）を2013 年より販売を開始した。本 SMYLEvideoはスマートフォン・タブレット、デジタル
カメラ、デジタルテレビ、自動車、監視装置、ロボットなど、次世代の様々なスマートな情報機器への応用が

期待され現在、実用化開発について、顧客と商談を進めている。（（株）トプスシステムズ） 
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 メニーコア用ソフトウェア開発環境は今後の需要が高く、かつ、高速処理のためのソフトウェアの最適化が
強く要求されるであろう 4分野（ライフイノベーション、インターネット・アプリケーショ ン、ファイナンス、ビジュ
アルコンピューティング）を狙ってOpenCLソースコード、最適化による性能向上を評価したレポートを無償公

開を既に開始した（http://sourceforge.net/projects/bemap/）。これらの成果に関しては、メニーコア向けベ

ンチマークとしての普及を期待することができる。また、フィックスターズにおいては、これら公開済みプログ
ラムをサンプルとした有償での組み込みサービスのビジネスを展開しライセンス販売も展開する。（（株）フィ

ックスターズ） 
 

 

Ⅴ．基本計画に関

する事項 

作成時期 
平成２１年３月 制定訂 

変更履歴 
平成２２年８月 本プロジェクトの研究開発項目⑦の追加 
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プロジェクト用語集 
Ｎｏ． 用語 意味・説明 

1 L1キャッシュ マイクロプロセッサ内部に設けられた高速記
憶装置。使用頻度の高いデータを記憶してお

くことにより、低速なメインメモリへのアクセス
を減らし処理を高速化する。階層メモリにおい

て、CPUにもっとも近い位置（CPUが最初にデ
ータ参照を試みる位置）のキャッシュを L1（レ

ベル 1）キャッシュと呼ぶ。 

2 L2キャッシュ 階層メモリにおいて、L1キャッシュの下層に位
置するキャッシュメモリである。 通常は L1キ

ャッシュより大容量かつ低速となる。 

3 プロセッサコア マイクロプロセッサであり、プログラムを実行

する機能を有する。複数のマイクロプロセッサ
が 1個の LSIに搭載されるマルチコアにおい

て、1個のマイクロプロセッサを「プロセッサコ
ア」と呼ぶ。 

4 コア プロセッサコアの略称。 

5 マルチコア 複数のコアを1個の LSIに集積したマイクロプ
ロセッサ・チップ。一般的には 4〜8個のコアを

搭載する場合が多いが、高性能サーバ向け
では 16個のコアを搭載する場合もある。 

6 メニーコア 多数のコアを1個の LSIに集積したマイクロプ
ロセッサ・チップ。一般には 64〜128個以上の

コアを搭載する。コア間通信は NoC

（Network-on-Chip: LSIチップ上に実現された
ネットワーク）上でパケット単位で実現する場

合が多い。現在、64個や 100個程度のメニー
コアのチップ化が報告されている。 

7 スレッド プログラムの実行における処理の分割単位。
スレッド間でメモリ空間を共有しており、依存

関係が無い場合は並列に実行することができ
る。タスクは 1個以上のスレッドで構成される

ことになる。 

8 ヘテロジニアスコンピュー
ティング 

種類の異なる複数の実行ユニットを用いたコ
ンピューティング。 

9 ホモジニアスコンピューテ
ィング 

同一種類の複数の実行ユニットを用いたコン
ピューティング。 

10 ベンチマーク・プログラム コンピュータシステムの性能を測定するため
のプログラム。 

11 レイテンシ 遅延時間。例えば、メモリ読出しレイテンシと

言った場合には、メモリに対してアクセスを開
始してから読出しが完了するまで（読出したデ

ータを取得するまで）に要する時間となる。 
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ＮＯ 用語 意味・説明 

12 仮想アクセラレータ 本プロジェクトで定義した用語。VAM(Virtual 

Accelerator on Manycore)と略す場合もある。

メニーコア上に実装された 1個以上のコアで
構成され、1つのプログラムまたはタスクを実

行する。実行対象プログラムまたはタスクの
特性（例えば、内在する並列性など）に応じ

て、その構成（例えば、使用するコア数など）
を設定できる。 

13 BEMAP 本プロジェクトで開発したメニーコア向けベン
チマークプログラム集。 

14 PEMAP 本プロジェクトで開発した、ソフウェア移植後

の性能を見積るためのツール。 

15 CLTrump 本プロジェクトで開発した、逐次Cソースコード

から並列化したOpneCLソースコードを生成す
るコンパイラ。 

16 FPGA Field Programmable Gate Array の略。書き換
え可能な LSI。 

17 GPU Graphics Processing Unitの略。パーソナルコ

ンピュータやワークステーション等に組み込ん
でグラフィックス処理を高速に行う装置。 

18 OpenCL Open Computing Languageの略。ヘテロジニ
アス・コンピューティングによる並列処理を前

提としたプログラム開発を効率的に行うため
のプログラミング・モデルと実行フレームワー

ク。 

19 SoC システム・オン・チップの略。プロセッサ・コア、

メモリ、周辺回路、専用回路、ソフトウェア、な

ど、システム構成要素を 1個の LSIに集積す
る。 

20 SMYLERef 本プロジェクトで開発した、汎用メニーコア
SoCを実現するためのメニーコア・アーキテク

チャ。 

21 SMYLEVideo 本プロジェクトで開発した、ビジュアル・コンピ

ューティング（特に動画像認識）向けメニーコ

ア・アーキテクチャ。 
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Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 
1. NEDOの事業としての妥当性 
1-1 政策上の位置づけ 

 
新国家エネルギー戦略（2006年5月経済産業省）では、2030年に30％以上のエネルギー消費効率の改

善を目標として掲げている。また｢第三期科学技術基本計画｣においてもＩＴ技術による省エネルギー
技術開発の重要性を提唱している。 

現在、エネルギー資源の約8割を海外に依存する我が国にとって、エネルギーの効率的利用、即ち「省

エネルギー」を図ることは、エネルギー政策上の重要な課題である。新国家エネルギー戦略の元、省
エネルギー技術の開発・導入を進め、もって我が国におけるエネルギーの安定供給の確保を図ること

を目的として「エネルギーイノベーションプログラム」が策定された。また21世紀の革新的技術とし

て情報、環境、安全/安心、エネルギーなどの広範な分野のＩＴ技術を開発して電力制御することによ
り、機能・特性の向上や新機能の発現を図る基盤技術を構築し、ＩＴの利活用の深化・拡大を図り、

より豊かな国民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向上を図ることを目的として「ＩＴイ
ノベーションプログラム」が策定された。 

｢エネルギーイノベーションプログラム」での総合エネルギー効率の向上の一環で情報通信機器の省

エネルギー化施策として、また「ＩＴイノベーションプログラム」での情報通信機器による消費電力
量の大幅な増大に対応し環境調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別のデバイスや機器に加え、ネッ

トワーク全体での革新的な省エネルギー技術の開発の具体化施策として本プロジェクトを発足させた。 

 
図1-1．プロジェクト実施の社会的背景 
 

 

 

図 1-2．国の政策上の本プロジェクトの位置づけ 
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現在は情報通信技術の進展により、中核から末端まで情報通信技術を適用した情報通信機器が普及
している。特に情報通信機器の高度化・設置台数の急激な増加に加え、ブロードバンド通信の普及、

情報サービスの拡大等により多種多様なマルチメディアデータや動画コンテンツなど大容量データが、

ネットワーク情報端末を介して流れ社会で扱う情報量は急激に増大しつつある。今後、省エネルギー
消費効率目標を達成するためには、社会に普及したこれらの情報通信機器の低消費電力化が求められ

る。また地球温暖化の観点からもCO2排出抑制のため、情報通信機器の省エネルギー化が求められる。

情報通信機器の低消費電力化の実現に向けては半導体集積回路（ＬＳＩ）の低消費電力化、ロジック
やメモリなど構成回路の極低電圧化はもちろん、電源電圧をきめ細かく制御可能な電源、ＬＳＩチッ

プと外部との各種Ｉ／Ｏインタフェースなど、ＬＳＩでの実用化に向けた様々な回路技術、インタフ
ェース設計技術等のハードウェア上の対策が必要である。低消費電力対策としてはこれらのハードウ

ェア対策だけに頼らず、プロセッサコアを中心としたシステムの消費電力削減を図るにはソフトウェ

アによる省電力化技術による省エネルギー化対策も施策することも重要と考えられる。 

 

図 1-3．省エネルギー化に向けた確認的技術開発の必要性 

 
1-2 NEDOが取り組むべき意義 

 
世界の至る所に利用される情報通信機器についての省エネルギ－化の実現は、低炭素社会の実現に

向けて社会的にも重要であり、国家にとって解決すべき課題である。 

このような省エネルギー化された情報通信機器を実現する研究開発は難易度が高く、且つ大掛かり
な投資規模が必要なため、開発リスクが高い。また市場が不確定な状況での開発リスクの高い大規模

な研究投資が要求される。 

そのため本課題については国家プロジェクトとして取り組む必要があると判断される。革新的な省
電力化技術を効率的に開発するためには、企業単独で取り組むよりは、共通の課題を抱え異なる技術

力を持つトップレベルの研究ポテンシャルを有する企業・大学が連携し、産学連携による総合的な取

り組みが求められる。このような産学連携による技術開発を行うことによって、その成果を適用した
低消費電力で高性能な情報通信機器の実用化及び普及拡大が期待され、国内企業の国際競争力の強化

にもつながる。国家プロジェクトとして大学、企業が相互連携して各々の技術を結集して低消費電力
情報通信機器システム革新を推進することが効果的且つ効率的と考えられる。 

このような情報通信機器の省エネルギー化が実現できれば、デバイス事業においても、システムイ

ンテグレーション事業、サービス事業等の関連事業においても企業競争力強化につながる。さらにそ
の応用分野としては自動車産業、医療機器産業等へも拡大が期待できる。 
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図 1-4．NEDOで取り組むべき必要性 

 

1-3. 事業の背景・目的・位置づけ 

 
前述したとおり情報通信機器の低消費電力化は国家的課題である。それを実現するソリューショ

ンとして従来の半導体技術の延長としてチップの高密度化・LSIの低消費電力化等を進めるハードウ
ェアアプローチに頼るだけではなく、ソフトウェアやプロセッサアーキテクチャによるアプローチ

により低消費電力化も考えられる。ハードウェアによるアプローチは、別途ＮＥＤＯ｢極低電力回

路・システム技術開発｣の①～⑥の研究項目の技術開発事業にて取り組むが、本プロジェクトでは、
｢極低電力回路・システム技術開発｣研究項目⑦としてソフトウェア技術開発を用いたアプローチに

よる低消費電力化を実現する基盤技術開発に取り組む。 

 
 

図 1-5．NEDO中期目標での位置づけ 
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本技術開発の成果を社会に浸透する情報通信機器に適用することにより、自動車分野、携帯電話分野⁸

医療分野、基幹通信分野など社会全体の幅広い分野での効果が期待できる。 
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1-4 プロジェクト実施により期待される効果（費用対効果） 
 

本事業を実施し、従来の技術では実現できない、高効率な情報通信機器や、それらを組み合わせた

情報通信システムを構築する基盤技術の確立を行うことにより、日本の半導体産業、情報機器・家電
機器企業、関連企業等の競争力強化と産業活性化とともに、国内エネルギー消費量削減に大きく貢献

することが期待される。 

本事業の実施効果として、例えば車載組込機器、通信機器に本事業の開発成果を適用した場合の効
果を以下に示す。 

車載ＥＣＵ機器に本事業成果を適用した場合を想定すると、2020年には、6.5億 kWh/年の電力消費
が想定されるが、本事業の効果により３億ｋWh/年の省ネルギー効果が期待できる。 

また通信機器に本事業成果を適用した場合を想定すると、2025年には、168億 kWh/年の電力消費が

想定されるが、本事業の効果により、52億ｋWh/年の省ネルギー効果が期待できる。（概ね原発 1.5基
分(*4)。 

 
図 1-6. プロジェクト実施により期待される効果例①：車載組み込みシステム応用 
 

 
 

   図 1-7. プロジェクト実施により期待される効果例②：通信機器応用 
 

52億 kWh/年 

（単位：万 kWh/年） 



Ⅰ-6 

--------------------------------――――――――――――――――――――――――――― 
(*1)算出根拠：： 

省エネルギー効果は、①普及台数*②一台当たりの消費電力量*③システム内ﾌﾟﾛｾｯｻ電力消費比率*④省エネルギー効

果 にて計算する。 
上記中、④については、本紙Ⅱ.1事業の目標より、90%（省エネ効果 1/10以下） を適用。 

 

上記を前提にして以下のように試算する。 
●車載チップについては、国際市場で 

 2010年：①自動車 ECU台数：1,517,300千台 （*6） 

 2020年： 自動車 ECU台数：3,273,600千台（*6） 

    ② 各自動車の年間走行時間：200時間と想定。 
      ECUの平均消費電力を 1Wと想定。（*1）(*7) 

ECUの中で③CPUの電力消費の占める割合：50% と想定。(*3) 

 
想定 ECU電力消費量は（①*②）：により 

  2010年：1,517,300千台*200Wh = 30,346万ｋWh/年 

  2020年：3,273,600千台*200Wh = 65,472万ｋWh/年 
 

 

  そのうち、2020年においてのﾒﾆｰｺｱ適用による省エネ効果（①*②*③*④） 
＝65,472万ｋWh/年*50%%*0.9 =29,462万ｋWh  

 

 
●通信機器については国際市場で 

 2010年： ｸﾗｽﾀ型ﾙｰﾀ台数：5千台 高信頼型ﾙｰﾀ台数：330千台、普及型ﾙｰﾀ：1,494千台 （*2）  

 2025年：①ｸﾗｽﾀ型ﾙｰﾀ台数：5千台 高信頼型ﾙｰﾀ台数：303千台、普及型ﾙｰﾀ：1,663千台 （*2） 
ﾙｰﾀ中で③CPUの電力消費の占める割合：40% と想定。(*3) 

 

2025年の年間ﾙｰﾀﾀｲﾌﾟ別消費電力量： 
2010年： ｸﾗｽﾀ型ﾙｰﾀ：52,560ｋW 高信頼型ﾙｰﾀ：22,601Kwh、普及型ﾙｰﾀ：1,511Kwh （*2） 

2025年：②ｸﾗｽﾀ型ﾙｰﾀ：91,104ｋW 高信頼型ﾙｰﾀ：39,175Kwh、普及型ﾙｰﾀ：1,261Kwh （*2） 

2010年の通信機器の年間のルータ消費電力量： 
（ｸﾗｽﾀﾀｲﾌﾟﾙｰﾀ：5千台*52,560kWh/年）＋（高信頼ﾙｰﾀ：330千台*22,2,601kWh/年） 

＋（普及ﾀｲﾌﾟﾙｰﾀ：1,494千台*1,511kWh/年） 

＝ 100億 kWh/年。 
 

 

2025年の通信機器の年間のルータ消費電力量（①*②）： 
（ｸﾗｽﾀﾀｲﾌﾟﾙｰﾀ：5千台*91,104kWh/年）＋（高信頼ﾙｰﾀ：303千台*22,39,175kWh/年） 

＋（普及ﾀｲﾌﾟﾙｰﾀ：1,663千台*1,261kWh/年） 

＝ 144億 kWh/年。 
 

 

    その内、本事業の省エネ効果：（①*②*③*④）  144億 kwh/年 0.40* 9/10 = 52億 kwh/年。 
 

 

 
(*1)｢大原雄介 カーWathc｢ECUとは｣（2011年 9月） 

http://car.watch.impress.co.jp/docs/series/cew/20110907_475672.html 

（*2）「平成 24年度 我が国情報経済社会における基板整備（情報通信機器のエネルギー消費量に関わる調査｣ 
：（株）NTTデータ研究所 p51、p61より引用。 

(*3) 車載 ECU内 CPUは 50%、ルータ内 CPU比率は 40%と想定して計算。 

(*4)「2009年度(平成 21年度)福島第一原子力発電所｣（1号機データ」（37億 kWh/年）東京電力 より引用。 
(*5) ※原油換算値は 2.54E-4kL/kWh、CO2トン換算値は 0.555kg-CO2/kWh換算。 

(*6) ｢車載 ECU ｱﾅﾗｲｼﾞﾝｸﾞ&ﾏｰｹｯﾄﾚﾎﾟｰﾄ 2010｣富士キメラより引用 

(*7) ｢富士通テン技報｣ Vol.23 富士通 より引用 
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Ⅱ．研究開発マネジメントについて 
１． 事業の目標 

本メニーコアプロジェクトは、｢極低電力回路・システム技術開発｣プロジェクトによる省電力化研究

開発の研究項目の 7番目の研究項目である。｢極低電力回路・システム技術開発｣プロジェクトの 6つ
の研究項目（注）では、ロジック回路技術開発、メモリ回路技術開発などハードウェア技術開発アプ

ローチにより低消費電力化をテーマに取り組んでいる。ただし 2009年度に行った先導研究で得られた
知見によりフトウェア技術による低消費電力化施策として高性能・高機能かつ低消費電力の施策とし

てメニーコアが有効であることがわかったため、７番目の研究項目としてソフトウェアという異なる

観点から目標達成を目指して本｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣開発に取
り組んだ。設定目標としては、｢極低電力回路・システム技術開発｣プロジェクトの他のハードウェア

的アプローチ（注）の研究項目にて設定された目標と整合させて、異なるソフトウェア的アプローチ

で以下の 3つの目標達成を目指した。 
－低消費電力メニーコアアーキテクチャを提案すること  

－既存技術と比べて電力当たりの処理性能２倍以上を達成すること  
－組み込み向けアプリケーション実行時電力消費量１／１０以下とすること  

（注）プロジェクトとしてその他にハードウェア的アプローチによる省電力化技術開発（基本計画の研究開発項目①～ 

⑥（ロジック回路技術開発、メモリ回路技術開発、アナログ回路技術開発、電源回路技術等）は技術的要素が異なるた
め、今回の事後評価の対象外とする。（研究開発項目①～⑥の事後評価分科会は別途 11/19(火)（開催済）。 

  
図 2-1．目標設定の根拠 

 

 
 

 図 2-2.メニーコア化に取り組む意義と効果 
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メニーコアにより電力量に対する省エネルギー化に取り組むとともに、メニーコアにより期待される
電力当たりの性能向上も目標として設定した。 

なお、メニーコアを適用する理由を以下に述べる。かつては半導体の微細化技術により、半導体の

高集積化、低消費電力化が飛躍的に向上してきた。しかし昨今の微細化技術の制約、限界があるため
に、さらなる性能向上を図るためには、ソフトウェア技術等革新的な技術の観点からの可能性も考慮

した対策が望まれる。メニーコア方式による性能向上を実現するためには、ソフトウェアによる周波

数・電圧等のきめ細かい電力制御を行うことが必要であることがわかっている。コア数が増えるに伴
い、手動でアプリケーションプログラムの中に電力制御の仕組みを組み込んでいくことには非常な困

難が伴うため、API（コンパイラへの指示）等を用いたコンパイラ技術の開発も合わせて行う。このよ
うなアプローチにより、幅広い用途により省エネルギー化が期待されるメニーコアシステムの実用化

事業化実現に貢献可能となる。 

 
 

２. 事業の計画内容 
2-1  研究開発の内容 

 低消費電力メニーコア用アーキテクチャを検討し、組込み用のメニーコア・プロセッサ及び各種サ

ーバ上でコンパイラの動作を可能とするAPI（コンパイラへの指示）を策定する。そのAPIを用いたコ
ンパイラを開発し、組込み向けアプリケーションプログラムで評価する。評価結果をもとにアーキテ

クチャとAPIへのフィードバックを行うこととした。 

併せて提案する技術を適用するアプリケーションの拡大に向けた検討に取り組む計画とした。 
   

 
2-2 研究開発の実施計画 

本事業は適宜体制の最適に変更しつつ、約 2年 3ヶ月に渡り、メニーコアの基盤技術、メニーコア応

用技術に分けながら連携しつつ、研究開発する計画とした。 

   

         図 2-3.プロジェクト開発工程と予算計画 

   

なお、情勢の変化や市場調査・技術動向調査結果等に基づき、適宜課題対策・解決を行うこととした。   
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2-3研究開発の実施体制 
 

本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ技術開発機構」

という。）が本邦の企業、大学委等の研究機関から公募によって研究開発実施者を選定し実施した。 
研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率

的な研究開発の推進を図る観点から、研究体にはＮＥＤＯ技術開発機構が委託先決定後に指名する研

究開発責任者（プロジェクトリーダー。以下、PLと略す）を置いた。PLに関しては委託先で中心的な
役割を果たし本分野で専門技術と知見を有する九州大学 井上准教授に委託した。 

委託先としては研究者を可能な限り結集して、効果的な研究開発体制を採った。PL下には、基盤研
究開発を主体として進める3大学と実用化に向けた応用研究開発を主体として進める２企業が参画す

る産学連携体制とした。 

 
   図2-4.実施体制（全体） 

 
2-4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメント 
 
（１）大学の技術開発から企業主体の技術開発に向けた技術移管の促進 

本事業は、大きく分けて基盤技術開発と応用技術開発に渡る３つの課題に取り組んだ。メニーコア

技術の基盤技術開発の課題については、適任と考えられるリーダとして九州大学が、応用技術開発の
課題についてはリーダとして適任として考えられる２企業が就任し推進した。但し、大学の基盤技術

開発成果を生かして速やかに実用化事業化できるように、大学が取り組む基盤技術開発の各課題に対

しては大学のみならず、各企業も連携参画して取り組むように研究開発を進めた。また各企業が取り
組む応用技術開発の各課題に対しても、企業が主体として進めるが、それを支援する形で大学が連携

参画する進め方とした。このような連携を行うことにより、大学から企業への速やかな基盤技術の技
術移管の促進と、実用化事業化に向けた応用技術開発の加速を図った。 

 
  図2-5.研究項目別実施体制 
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（２）実施者間の知財ルールに基づく知財管理 

最も効率的且つ迅速に各企業が各社の事業戦略に沿って特許を利用できるように、日本版バイドー

ル法により、特許はＮＥＤＯより各実施者に譲渡されるようにした。 なお特許出願後の状況の変更の
都度、実施者よりＮＥＤＯに通知報告するルールとした。 

また実施者間（３大学、２企業）は知財に関して共同研究契約書を締結した。本契約書に従い、単独

機関の発明は単独所有、複数機関の発明は持分に応じた共用所有とすることにした。  
出願した特許については、単独、共同を問わず出願時には出願の旨を他実施者に通知し情報共有する

仕組みとした。本知財計画により各実施者が本プロジェクトを通じて、知財の情報共有を図り、積極
的戦略的に実施者間で知財活用を促進できるようにした。（例：九州大学のメニーコアバリア同期の特

許を（株）トプスシステムズが利用してビデオマイニング製品に適用する計画となった。） 

   
  図2-6．知的財産権の効率的管理方式 
 

（３）研究成果の社外へのアピールによる企業連携・事業化促進  

本事業の成果に基づき、プロジェクト外の国内関連企業についても成果の活用を促し、メニーコア

実用化事業化を加速化するために、ＮＥＤＯ主催でメニーコアシンポジウムを2011年3月、2012年3月
の２回、開催し外部に広く成果をアピールした。さらにＣＥＡＴＥＣ（2011～2012年の2回）のＮＥＤ

Ｏブース等にても展示してプロジェクト研究開発成果の成果を公開した。またメニーコアの研究開発
成果について、展示やプレゼンテーションを行い、積極的に関連企業への情報発信アピールすること

により、関連企業との連携機会の創出、事業化の促進を図った。（ＣＥＡＴＥＣ2013の事例：ブース来

場者数：約15,000名。うち、約60名とプロジェクト成果に関わる具体的な意見交換を実施した。） 

 
  図2-7．メニーコアシンポジウム2012、CEATEC2012 
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2-5 情勢変化への対応等 
（１）タイムリなプロジェクト管理 

タイムリなプロジェクト管理を行うために以下の4つの対策を実施した。 
① PJ進捗会議によるフォローアップ 

PL主催による実施者リーダを招集した進捗会議を定期的に開催し、適宜進捗状況をチェックした。
また工程遅延や技術課題の明確化を行い、適宜、研究要員支援などの対策を実施した。開催に当た

ってはTV会議システムを最大限に活用してできる限り全員参加で開催した。ＮＥＤＯは進捗把握、

課題の対策施策のため本会議に出席して適宜対策施策支援を行った。（1回／2ヶ月程度。但し緊急課
題がある場合には臨時に開催。21回/2年開催） 

 

② 事業化に向けたヒアリング 
 本事業の成果が出始めた初年度末から2回（2011年5月、2012年5月）、成果を生かした事業化ヒア

リングをＮＥＤＯ主催で実施した。本ヒアリングレビューにより、本メニーコアを生かした分野と
して、ビデオマイニングに絞って、本技術利用候補の企業（自動車企業、半導体企業）とのコンタ

クトの開始・加速を促した。 

 
③ 市場調査・技術動向調査 

本プロジェクト期間内でも、再委託先を活用して、本メニーコア技術の用途、適用分野、市場につ

き調査を行った。（社）JEITAではメニーコア利用分野と市場領域の調査、eSOL（株）ではメニーコ
ア向けOS調査、CATS（株）ではメニーコア開発環境調査の分担を振り分け、市場性と技術動向の両

面で調査を行った。 
プロジェクト終了後の有望な用途、市場ニーズ調査の結果、メニーコアの付加価値を生かした汎用

ＳｏＣ用途、特定用途としてビデオマイニング用途を有望市場であることがわかった。ビデオマイ

ニングを適用した市場としては、車載用途、医療用途、インターネット検索用途等が想定される。
車載分野では、例えば車載カメラから得られた映像から障害物をオンラインで検知して衝突回避す

るシステムへの適用、医療分野では、内視鏡撮影映像から病巣をオンラインで検出するシステムへ
の適用、情報分野では、検索エンジンに組み込んでビデオデータからユーザ指定の映像を高速検索

するシステムへの適用など多くの市場が期待できる。またメニーコア開発環境についてもメニーコ

ア普及には不十分であることがわかり開発環境の充実化に向けた開発も行う計画とした。 
 

 

④ プロジェクト終了後の実用化支援 
プロジェクト終了後、研究成果を生かして各企業が実用化事業化の技術開発を継続して速やかに実

用化事業化することが重要である。事業化の課題としてメニーコア事業化への連携企業の参画を誘
導・促進するためにメニーコアモデル国際標準化とそれに基づく技術開発を行うことを目的として、

プロジェクト後、ＮＥＤＯ（所管：省エネルギー部）による実用化加速に向けた『多様なマルチ・

メニーコアの高度な活用を可能にする標準プラットフォーム開発とエコシステム構築による省エネ
ルギー技術の実用化』ＮＥＤＯ助成事業プログラム（企業が１／２負担。2013年度－2014年度の2年

間）プロジェクトに本プロジェクト実施者の（株）トプスシステムズと、車載メニーコアシステム
を指向するルネサス（株）が参画して技術開発を推進できるようにした。これによりメニーコア向

けソフトウェア開発環境・ツール提供企業が事業参画しやすい環境づくりと、本プロジェクトの成

果を元にした国際標準化（標準モデル）推進、事業化実用化のプラットフォーム拡充を図り、省エ
ネ促進メニーコアの情報通信機器の早期普及が可能となる。 
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図2-8. 情勢変化への対応 
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Ⅲ 研究開発成果について 

1 研究開発成果のまとめ 

1.1  目標の達成と成果の意義 

 基本計画にて定められた目標と成果の達成度を表 3-1 に示す。また、本事業では成果の

オープン化や情報発信にも積極的に取り組んでおり、その内容を表 3-2 ならびに表 3-3 に

まとめる。なお、全ての成果と分担は表 3-4の通りである。 

表 3-1 基本計画に対する研究開発成果 

目  標 研究開発成果 達成度 

あるべき低消費電

力メニーコア用ア

ーキテクチャを提

案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 SMYLEref：本事業終了後 5〜8年をターゲットにした汎用 SoC向けメニーコア。

並列化された複数アプリケーションの同時実行。HW バリアやコア割り当て等

の新技術を開発。FPGAプロトタイプにより 128コア動作を確認。OpenCLを採

用し、各種 API の策定と実装、ランタイムライブラリの開発、等により実行

環境も合わせて構築。 

 SMYLEvideo：本事業終了後 1〜2年をターゲットにしたビデオマイニング向け

アーキテクチャ。超高効率演算/通信機構を搭載し、複数タスクを同時実行。

低レイテンシ・コア間通信方式等の新技術を開発。FPGAボードで 2クラスタ

（容量の制約より縮小版）の動作を確認。 

達成◎ 

 

 

 

既存技術（平成 20

年度末の最新技

術）と比べて電力

当たりの処理性能

2 倍を達成する。

（ただし、チップ

試作は含まれない

ためシミュレーシ

ョンなどで確認） 

 SMYLEref：既存方式と比較して電力当たり 4倍の性能向上を FPGAプロトタイ

プを用いて確認（同世代ハードウェアでの比較）。これに加え、既存サーバ上

で動作する動的コア割り当て技術を開発し、64コア（16コア×4ソケット）

の実機システムで最大 4.3倍の性能向上を達成。 

 SMYLEvideo：平成 25年の専用 HW アクセラレータを具備した 4 コア程度の画

像認識プロセッサに対して約 3.2 倍の電力当たり性能の向上を達成。 

達成◎ 

既存技術（平成 20

年度末の最新技

術）と比べて、組

込み向けアプリケ

ーションプログラ

ム実行時の電力消

費量を 1/10 以下

にする。（ただし、

チップ試作は含ま

れないためシミュ

レーションなどで

確認） 

 SMYLEref：FPGA プロトタイプと見積りにより同一性能を前提とした場合には

消費電力量 1/10が達成可能であることを確認。実機サーバでの評価では、フ

ァン等の周辺機器も含めた電力消費量 1/4を達成。 

 SMYLEvideo：平成 25年の画像認識プロセッサに対して消費電力 1/2（電力消

費量 1/4）、回路規模 1/2相当を確認。 

達成○ 
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表 3-2 研究開発成果の公開 

  

目  標 研究開発成果 達成度 

ソフトウェア開発支援ツール

を開発し公開する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 並列化支援するツール CLtrumpを開発。逐次 Cプログラムを

入力し、並列化した OpenCLプログラムを出力。ユーザは本

ツールを用いてインタラクティブな並列化作業を効率良く

実施。ソースコードレベルで公開中 

http://ctrump.sourceforge.net/cltrump.html 

 メニーコアへのソフトウェア移植の際に使用できる性能見

積り支援ツール PEMAPを開発。ターゲット・プリケーション

を入力とし、性能推定用ダミー・ソースコードを自動生成。

2013年 12月を目処に希望するお客様に対してウェブベース

の実行サービスを公開予定。 

 高速ソフトウェア・ライブラリ BEMAPを開発。将来の主要 4

分野（ライフイノベーション、インターネット・アプリケー

ション、ファイナンス、ビジュアルコンピューティング）か

ら 8種類のコードを選択し、Cのリファレンス・ソースコー

ドならびに各種最適化を施した OpenCLソースコード、性能

評価レポートを無償公開。ベンチマーク・プログラムとして

も利用可能。 

http://sourceforge.jp/projects/sfnet_bemap/ 

達成◎ 

 

 

 

メニーコア評価環境を構築し

公開する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 複数の市販FPGAボードを接続したメニーコアFPGAプロトタ

イプ環境を開発（本プロジェクト終了時には 16 枚の FPGA

ボードを用いた 128コアの実行をサポート（画像処理アプリ

ケーションのデモシステムも開発）。全ての HDLコードなら

びに関連するソフトウェア（並列ライブラリなど）を公開可

能。 HDL レベルで公開可能な 128 コア規模の評価環境の開

発は世界初である。今後、マニュアルの整備、ウェブでの公

開、などが必要。 

 OpenCL プログラムを実行可能な機能シミュレータを開発。

一般的な LinuxPC上で動作可能であり、ソースコードレベル

で公開可能。今後、マニュアルの整備、ウェブでの公開、な

どが必要。 

達成○ 
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表 3-3 特許ならびに情報発信に関する成果 

出願特許数（うち海外出願） 4件（1件） 

研究発表・講演数（うち海外発表） 53件（22件） 

論文（うち海外論文） 2件（0件） 

 

 表 3-4 研究開発内容、分担、成果の一覧 

 

1.2  知的財産権等の取得 

 知的財産権の取得に関しては、以下のように国内外で実施した。 

1. 中村孝史、河合夏輝、田村陽介、“実行時間算出装置、実行時間算出方法、及びプログ

ラム” 出願番号 2012-251560、 出願日 2012年 11月 15日。本特許はフィックスター

汎用メニーコアSoC SMYLErefの開発
ビジュアル・コンピューティング向けメニーコア

SMYLEvideoの開発

九州大学

立命館大学

電気通信大学

東京農工大学

• クラスタ型ホモジニアス・アーキテクチャ開発
-基本アーキテクチャ開発
-ハードウェアバリア機構の開発（特許申請）
-メニーコア向けDVFS方式の開発
-動的コア割当て方式の開発

-低電圧キャッシュ制御方式の開発
-動的キャッシュ置換制御方式の開発

•組込みメニーコア向けOpenCL実行環境の構
築
-静的コア割り当て技術の開発

-応答時間短縮のための実行フレームワーク開
発

•評価検証環境の構築と評価
-128コア搭載FPGAプロトタイプ・システムの開
発(各種APIやLinuxベースOS含む)
-組込みOpenCL用高速ソフトウェア・エミュレー
タの開発
-従来の全コア使用による複数プログラム順次
実行方式と比較して約4倍の性能向上を確認
（動作周波数を1/4にし、低電圧化を進めるこ

とで、消費エネルギー1/10の実現可能性を確
認）

•実用化への取り組み
-トプスしてテムズへの技術移転（実用化を検
討）

トプス
システムズ

•動画像認識を対象としたアプリケーション分析
-SIFTのソフトウェア処理におけるボトルネック分析、
並列性解析、分散並列処理化

• ビデオマイニング向けヘアーキテクチャの開発
-2クラスタ（10コア）で15fpsでSIFT処理を実現

-スケーラブルなクラスタ型ヘテロジニアス・メニー
コア・アーキテクチャの開発
-タスク並列処理＋データ並列処理方式の開発
-ゼロオーバヘッド・コアFIFO通信同期方式の開発
（国内及び米国特許申請）
-画像認識系処理向け拡張複合命令の開発

•消費電力評価環境の開発
-コアのパイプライン粒度の電力モデルの開発
-アプリ動作時の消費電力評価環境の開発

• ソフトウェア開発環境の開発

-命令レベル・シミュレータの開発
•動画像認識用ソフトウェア開発
-分散並列処理型のSIFTソフトウェアの開発

•実用化への取り組み
-大規模FPGA(Xilinx V7 FPGA)による評価検証シ
ステムの開発
-ハードウェア・エミュレータによる検証環境の構築
-大手ユーザとの商談開始

メニーコア向けソフトウェア開発環境の構築 市場ならびに要求仕様の調査

フィックスターズ

•ユーザ/コンパイラ・インタラクティブコード生成
ツールCLtrumpの開発
-ソースコードやプロファイル情報に基づく並列
化技術の開発
-C-to-OpenCLソースコード生成技術の開発

-オープンソースとして公開中
•性能推定ツールPEMAPの開発
-異機種を対象とする性能推定方式の開発
-実行可能ダミーコード生成技術の開発

•ベンチマークプログラムセットBEMAPの開発
-主要4分野から8種類のアプリケーションを選
定
-C言語のリファレンスコードとOpenCLによる最
適化済みコードの開発（最適化に関するド
キュメントも含めてオープンソースとして公開

中）
•実用化への取り組み
-社内にてPEMAPを用いた性能推定を実施
-BEMAPをサンプルとした有償での組込み
サービスのビジネスを展開

-フィックスターズブランドM3に組込みライセン
ス販売を展開。多数の引き合いあり。契約処
理中の案件あり

トプス
システムズ

フィック
スターズ

•ユーザー企業へのヒアリング調査
- 関連企業にヒアリングを実施
- メニーコアのニーズが高い具体的な処理の調査
- 10年後も使用可能な画像認識系コンピューティ
ング・プラットフォームの要件を定義

•学会や展示会等におけるブース展示ならびにアン
ケート調査の実施

JEITA

キャッツ

eSOL

• メニーコア市場調査
-調査会社による一次調査結果の分析
-セミナー開催とその際のアンケート調査、学会調
査
-日本の強み分野である制御系や制御系と情報系
の融合分野への注力、普及促進策の提言

• ソフトウェア開発環境ならびに企業における課題の
調査
-関連企業のヒアリング等を実施
-並列化のみならず検証環境の重要性が明らかに

なった
• メニーコア向けオペレーティングシステムに関する
調査
-学会や文献調査、関連企業のヒアリング等を実施
-リアルタイム性を考慮したメニーコア向けオペレー
ティングシステムの開発の重要性、などの知見を
得た
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ズ社の事業戦略に位置付けられる「M3プラットフォーム」にて本成果を活用するため

に必要となる。 

2. 曽我武史、 佐々木広、 井上弘士、“同期処理回路及び同期処理方法”出願番号 特願

2012-207071、出願日 2012年 9月 20日。本特許は汎用性のある内容であり、多コア化

が進むにつれ重要性を増す技術である。トプスシステムズにおけるメニーコアの実用

化において利用を検討しており、技術移転は完了している。 

3. 松本祐教、内田裕之、“プロセッサコア、およびマルチコア・プロセッサ・システム”

出願番号 特願 2012-15988、出願日 2012年 1月 27日。本特許はトプスシステムズ社

が実用化を目指す SMYLEvideoで用いられる要素技術である。 

4. Yukoh Matsumoto and Hiroyuki Uchida、“PROCESSOR CORE AND MULTI-CORE PROCESSOR 

SYSTEM”出願番号 13718796、出願日 2012年 12月 28日(米国)。上記 3と同様であり、

海外戦略として米国特許の取得は重要である。 

1.3  成果の普及と情報発信 

 学会活動に関しては、論文誌 2 件、国際会議 8 件（最終成果報告書提出後に 1 件追加）、

国際会議招待論文 5件、国際会議招待講演 7件（最終成果報告書提出後に 1件追加）、国際

会議査読付きポスター発表 2 件、国内会議 1 件、国内会議ポスター発表 1 件、国内研究会

発表 15件、国内招待講演（パネル討論も含む）14件、にて研究成果を報告した。特に、並

列処理関係では世界トップクラスの会議である IEEE/ACM PACT（International Conference 

on Parallel Architecture and Compilation Technique）での 2 年連続の発表（論文採択

率は 20%未満）、EDA ならびに組込み分野で世界トップクラスの会議である DATE（Design, 

Automation and Test in Europe）での招待講演発表、ASPDAC（Asia and South Pacific Design 

Automation Conference）でのスペシャルセッション開催、著名人による招待講演のみで構

成される MPSoC（International Forum on Embedded MPSoC and Multicore）での講演など、

積極的に海外への情報発信を行った。なお、研究成果が認められ、Workshop on Advances in 

Networking and Computingでの Best Paper Award、先進的計算基盤システムシンポジウム

での優秀ポスター賞、情報処理学会山下記念賞、を受賞した。 

 産業界に対する情報発信としては、メニーコア研究・開発・応用の普及を目的とし、2012

年 3月と 2013年 1月の 2回にわたり NEDO主催メニーコア・シンポジウムを開催した。第 1

回は 165 名の参加者（内、企業参加者 122 名）であり、本プロジェクトを 1 年経過した段

階での中間報告に対して多くのフィードバックを頂いた。第 2 回は 150 名（内、企業参加

者 115 名）であり、本プロジェクトの最終成果を報告すると共に今後のメニーコア応用に

関する議論を行った。特にメニーコアの活用を検討しているユーザ視点からの意見が多く

あり、情報交換の場としても意義あるシンポジウムであった。 

 



Ⅲ-5 

 

2 研究開発成果の詳細：汎用メニーコア SoC SMYLErefの開発 

2.1  SMYLErefの狙い 

 現在、我が国の SoC（System on a Chip）ビジネスは成功しているとは言いがたい状況で

ある。これは、SoC開発コストの増大、ならびに、市場シェアの縮小が大きな原因と考える。

一般に、SoCでは応用に特化して他社との差別化を計るため、多品種少量生産とならざるを

得ない。ある特定分野において圧倒的なシェアを有する場合（例えば通信分野における

Qualcomm 社の SoC）には良いが、出荷数が小さい場合にはチップ当たりの開発コストが増

大し競争力を失ってしまう。したがって、様々な応用に利用できる「汎用 SoC プラットフ

ォーム」の実現が急務の課題となる。 

 この問題を解決する 1つのアプローチとして FPGA（Field Programmable Gate Array）の

採用が挙げられる。書換え可能なハードウェアを共通部品として使用することで出荷数を

増やすことが可能となる。しかしながら、本質的に HW（ハードウェア）設計が必要であり、

より大規模化／複雑化する昨今の SoC の置き換えを考えた場合には依然として開発コスト

増大の深刻化は避けられない。そこで本事業では、2020 年頃の実用化を目指し、汎用 SoC

を実現すべく、以下を目標とする研究開発を実施した。 

 

 完全 SW（ソフトウェア）処理：現在の SoC にはアプリケーションに応じた専用 HW マク

ロが多数搭載されている。これらを全て SW処理に置き換えることで汎用性 SoCの実現を

目指す。 

 高スループット＆低レイテンシ実行：リアルタイム処理が要求される組込みシステムで

は、応答時間の削減が極めて重要になる。そこで、高スループット化と低レイテンシ化

の両立を目指す。 

 

 これらの目標を達成するために、ハードウェア・プラットフォームとしてはメニーコア

を活用する。メニーコアの本質は、「低性能ではあるが小面積かつ低消費電力なコアを大多

数搭載し、極めて高い並列処理性能を得る」といった点にある。そして、性能を効率良く

電力消費量削減に変換（具体的には動作周波数と電源電圧の低下）し極めて高い電力効率

を実現する。すなわち、「空間的または時間的に無駄な処理（急がなくて良い処理）を検出

し、これに関するコアの稼働率を低くする」という従来の低消費電力化アプローチではな

く、メニーコアにおいては「大多数の小規模コアをフル活用し並列実行効率を最大化する」

ことがポイントとなる。また、組込みシステムは様々な製品に搭載されており、今後も多

様化の一途を辿ると考えられる。例えば、動画像圧縮/伸張といったストリーム処理、ロボ

ットや自動車などのマルチタスク処理、インターネット・アプリケーションに代表される

インタラクティブ処理など、その処理形態は応用によって様々である。したがって、この
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ような多種多様な状況においても常に高い並列化効率を達成できるメニーコア実行フレー

ムワークを構築しなければならない。そこで、本事業では、以下 2つの設計思想に基づき、

汎用 SoCを実現するメニーコア・アーキテクチャ SMYLErefと各種ソフトウェア実行／開発

環境の構築を行った。 

 

 アクセラレーション・プラットフォームとしてのメニーコア：多種多様な組込みアプリ

ケーションを効率良く実行するためには、IOアクセスや各種制御などの複雑な処理を必

要とする実行部分と、ある程度の並列化が期待できるカーネル部分を分離し、それぞれ

の特性に適したハードウェアで処理すべきである。そこで、メニーコアは、カーネル部

分を加速実行するためのアクセラレーション・プラットフォームとする。 

 マルチスレッド・マルチプログラム実行：コア数に対するスケーラビリティを維持する

ためには、データ／スレッドレベルの並列性だけでは不十分である。また、組込みシス

テムでは多数のタスクが同時に処理されなければならない場合が多い。そこで、メニー

コアでは、並列化された複数アプリケーションの同時実行を前提とした設計最適化を行

う。  

2.2  SMYLErefアーキテクチャ 

 SMYLErefアーキテクチャの全体像を図 2.2-1に示す。SMYLErefでは「仮想アクセラレー

タ（VAM: Virtual Accelerator on Manycore）」の概念を導入している。コンパイラは、ア

プリケーション特性に応じて自らが仮想アクセラレータの構成（アーキテクチャ）を決定

し、それに基づき実行コードを生成する。このように、コンパイラに対してハードウェア・

アーキテクチャの決定権を与えることで、自動並列化戦略の選択肢を拡大することができ

る。また、小規模コアに対して複数の仮想アクセラレータを同時にマッピング可能とする

ことで「コア数にスケール可能な性能向上」を実現する。以下、SMYLEref アーキテクチャ

の 3つの特徴を述べる。 

 

図 3-1 メニーコア上で動作する仮想アクセラレータ VAMの概念 
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図 3-2 クラスタ構成と VAMマッピングの例 

 

 クラスタ構造（付録：最終成果報告書第 2.1.2〜2.1.3 節）：図 3-2（A）で示すように、

SMYLErefはシンプルな数 のプロセッサコアをバスで結合したクラスタ構造となってお

り、クラスタ間は 2 次 メッシュのオンチップネットワークで結合される。プロセッサ

コアは MIPSベースの命令セットアーキテクチャであり、8KBの L1命令キャッシュ、およ

び、L1データキャッシュを有する（本事業最終年度において公開時のライセンス問題を

回避するため OpenRISCコアに変更）。図 3-2（B）のように、各 VAMは 1 以上のクラス

タにマッピングされる。本開発では、多くの場合において 8 並列程度までは十分なスケ

ーラビリティが存在することを想定し、単一クラスタ内のコア数を 8とした。 

 メモリアーキテクチャ（付録：最終成果報告書第 2.1.2 節）：各クラスタには分散共有

L2キャッシュの一部（L2キャッシュ・スライスと呼ぶ）が搭載される。各 L2キャッシ

ュ・スライスにはアドレスインターリーブ方式でメモリ空間が割り当てられている。し

たがって、物理的には分散した配置となっているが、論理的には共有した 1 の L2キャ

ッシュとなる。L2 キャッシュは共有方式を採るため、コヒーレンス制御は不要となる。

また、L1キャッシュにおいてもハードウェアでのコヒーレンス制御は保証しない。これ

は、SMYLErefでは OpenCLのプログラミングモデルを採用しており、基本的に OpenCLで

はキャッシュの一貫性はプログラマが保証する前提となっているためである。 

 VAM向けハードウェア／ソフトウェア・サポート（付録：最終成果報告書第 2.1.4〜2.1.5

節）：各クラスタに配置された L2キャッシュ・スライスでは、各 VAM に割り当てられた

クラスタに属する L2 キャッシュ・スライス群で LLCを構成する。VAM 間での L2キャッ

シュ競合を回避するための特別なアドレス変換機構により、分散共有キャッシュ・アク

セスにおける空間局所性を高める。また、グループ・ハードウェア・バリアは、それぞ

れの VAM に割り当てられたコアのみを対象とする高速同期機構であり、バタフライ方式

のソフトウェア実装と比較して 60 倍以上の高速化を実現している。さらに、DCFS

（Dynamic Core and Frequency Scaling）は複数コアで単一並列アプリケーションを実

行する際に電源電圧と動作周波数を動的に最適化する。 
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2.3  プログラミング・フレームワーク SMYLE OpenCL 

 SMYLEref 用のプログラミングモデルとして、仕様がオープンでありかつロイヤルティフ

リーである OpenCLを採用した。これまでに、GPUや汎用マルチコア/マルチプロセッサを対

象とした OpenCL環境がいくつか開発されているが、組込みシステムへの適用を考えた場合

にはいくつかの問題点がある。そこで、SMYLE OpenCL では、表 3-5 に示すような拡張を行

った。 

表 3-5 既存 OpenCL環境と SMYLE OpenCLの比較 

 既存 GPU向け OpenCL SMYLE OpenCL 

タスク並列実行 多くの場合は逐次実行モ

デルとして実装 

真の空間並列実行モデルとして実装 

→タスクレベル並列性の積極活用 

タスク実行単位 HWアーキテクチャ上のク

ラスタ単位（粗粒度） 

コア単位（細粒度） 

→コア利用率の向上 

アプリケーショ

ン実行 

単一プログラム 複数プログラム 

→プログラムレベル並列性の積極活用 

タスク割当て等

の実行制御 

全て実行時 可能な限りコンパイル時＋実行時 

→実行オーバヘッドの削減 

 

 

図 3-3 SMYLE OpenCLの全体像 

図 3-3 に、SMYLE OpenCL 環境の全体像を示す。SoC 設計者は、クロスコンパイラを用いて

実行すべき各プログラムをコンパイルする。これにより、メニーコア上に実装される VAM

にて加速実行されるデバイスコード、ならびに、制御を司るホストコードが生成される。

その後、全てのデバイスコードに対し、システムに搭載された総コア数を制約条件として

VAMが構成され（実行に使用するコア数が決定され）、具体的なマッピングが決まる。なお、

現在の SMYLEref 向け SMYLE OpenCL 環境においては、クロスコンパイラは GNU C コンパイ

ラをそのまま使用している。そのため、SMYLE OpenCL環境は、OpenCL言語独自のデータ型

Host CodeHost Code

OpenCL Program 3OpenCL Program 2OpenCL Program 1

Cross-Compiler

Device Code 1
Host Code 1..3

Device Code 2 Device Code 3
Light-Weight

Run-Time System

Static Mapping

Compile-Time Creation 
of Contexts

Mapper
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や構文はサポートしていない。以下、SMYLE OpenCL でのプログラムの典型的な実行の流れ

を示す。ここで、二重線で消去している 1〜4ならびに 8は、SMYLE OpenCLでは SoC設計時

に行われる（既存の OpenCLでは動的に実行される）処理の内容である。つまり、コンテキ

ストやコマンドキューなどのオブジェクトは設計時に作成しておき、製品の出荷時にメモ

リに書き込んでおく。また、各タスク（カーネルやアプリケーション）を実行するコアを

決定するタスクマッピング処理も設計時に行う。 

 

1. デバイス情報を取得、デバイスを確保 

2. コンテキストを生成 

3. コマンドキューやメモリバッファを生成し、コンテキストに格納 

4. カーネルをビルドし、コンテキストに格納 

5. 入力データをメモリバッファに格納 

6. カーネルを実行 

7. 実行結果をメモリバッファから読み出し 

8. コマンドキュー、メモリバッファ、コンテキストなどを解放 

 

 このような組込みシステム向け SMYLE OpenCL環境を構築するため、主に以下を新規開発

した。 

 

 ランタイムライブラリ（付録：最終成果報告書第 2.2.2節）ならびに低レベル API（付

録：最終成果報告書第 2.1.7節）：ホスト用ならびにデバイス用のランタイムライブラ

リ。OpenCLの仕様が定義している関数の中で、特に重要な物としてホスト用 28種、デ

バイス用 36種の仕様を策定し実装した。これに加え、SMYLErefアーキテクチャにおい

てホストコアから VAMを制御するための APIを設計し実装を行った。 

 タスクマッピング（付録：最終成果報告書第 2.2.3節）：各デバイス用コードについて、

そのデバイス用コードを実行する際に使用するコアを決定する処理（VAMを構成する処

理）である。具体的には、シングルコンテキスト静的タスクマッピング手法、ならび

に、マルチコンテキスト静的タスクマッピング手法を開発した。シングルコンテキス

ト静的タスクマッピングでは、タスクが排他的にコアを使用する。タスクは複数のコ

アを使用することはできるが、コアは複数のタスクを実行することができない。実行

時にコンテキストスイッチ（タスクの切替え）が発生しないため、リアルタイム性に

優れている。一方、マルチコンテキスト静的タスクマッピングでは、複数タスクが同

一コアを共有することを許す方式であり、コア利用率を高めることができる。これら

に関して線形計画問題として定式化し、マッピングを決定する技術を確立した。 

 機能シミュレータ開発（付録：最終成果報告書第 2.2.4節）：開発したランタイム・ラ

イブラリを用いた OpenCLプログラム実行を可能とする機能シミュレータを開発した。 
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2.4  128メニーコア FPGAプロトタイプ・システム 

 メニーコアのアーキテクチャやソフトウェアを検討・開発していくにあたり、その評価

環境の構築は重要な課題である。しかしながら、世界的に見ても、OS までを含めた大規模

メニーコアの評価技術は未だ確立されていない。そこで、SMYLEref の開発にあたっては、

FPGA を利用して評価環境を構築した。なお、本環境は HDL レベルで公開可能であり、本事

業に留まらず、メニーコア研究開発を遂行する企業や大学に公開することを前提としてい

る(pthread 相当の並列ライブラリも実装)。本プロトタイピングでは、Xilinx 社製の FPGA

チップである Virtex-6を搭載する ML605評価ボードを利用した。回路設計には VerilogHDL

を用い、 論理合成、マッピング、配置配線には Xilinx社の ISEを用いた。16枚の FPGAボ

ードを用いた 128コア SMYLErefのプロトタイプ外観を図 3-4に示す。本プロトタイプの内

容は以下の通りである（付録：最終成果報告書第 2.3節）。 

 

 

図 3-4 評価環境の外観 

 各クラスタは、MIPSベースの RISCコアを 8 、NoCのためのルータ、分散共有 L2キ

ャッシュ・スライスを搭載（図 3-2）。 

 ペリフェラル・クラスタは、SDRAM や UART、SysACE 等のコントローラを備えており、

それらは Xilinx 社が提供する PLB（Processor Local Bus）バスに結合される。ペリ

フェラル・クラスタ上のルータも PLB と接続されており、これによりオンチップネッ

トワークを介して、各コアとペリフェラルが接続されることになる。 

 ボード間の通信には高速シリアル通信インタフェースである rocket I/Oを使用。ルー

タモジュール内にボードを跨がって通信を行う際に使用する通信モジュールを開発し

た。各 FPGAボードには 1クラスタが搭載されており、これらが 16ボード接続して 128

コアとなる。 

 プロセッサコアのクロック周波数として数 10MHz程度、rocket I/Oによるルータ間は

5GHzでのシリアルデータの通信。 
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2.5  SMYLErefの評価 

 128コアを搭載したメニーコア FPGAプロトタイプに SMYLE OpenCL環境を実装して評価を

行った。ベンチマークとしては、本事業で開発したメニーコア向けベンチマーク BEMAP（付

録：最終成果報告書第 4.3節）に含まれる 6種類の OpenCLプログラムを用いた。 

 SMYLEref 最大の特長は、並列化された複数アプリケーションを同時実行する点にある。

そこで、FPGA プロトタイプでの評価に基づき、複数プログラム同時実行時の性能を見積っ

た（付録：最終成果報告書第 2.4.2節）。評価対象モデルは以下の通りである。 

(A) 逐次実行：各プログラムは、最も実行時間が短くなるコア数に対してのみタスクを

割り当て、データ並列処理により実行する。あるプログラムの実行が終了すると、

次のプログラムが最大 128コアを使用してデータ並列実行を行う。 

(B) アプリケーション並列実行：6つのプログラムを空間的に並列に実行する。SMYLE 

OpenCLで開発したシングルコンテキスト静的タスクマッピング手法（整数線形計画

法）に基づき、128コアを 6つのプログラムに割り当てる。 

 評価の結果、従来実行方式と比較して、SMYLErefは、全てのコアが使用／未使用関係な

く稼働時と同じ電力を消費すると仮定した場合に 4.03倍の電力当たり性能向上を実現でき

ることを確認した。したがって、性能一定の条件下では、動作周波数を 1/4とし、それに

伴い電源電圧を 40%程度削減することが可能となる（AMD社のプロセッサ Opteron6136では

動作周波数を 1/3にすることで約 30%の電源電圧低下が可能であり、動作周波数 1/4を許容

し電源電圧を 40%低下させることは十分可能と考える）。これにより、動的消費エネルギー

1/10（CMOS回路の動的消費電力は動作周波数と電源電圧の 2乗に比例するため、0.25×0.6

×0.6＝0.9倍）を達成できることが分かった。また、未使用コアは電力を全く消費しない

アイドル状態をサポートする場合には、電力当たりの性能向上比 2.5倍、消費エネルギー

1/7であった。 

 SMYLE OpenCLのもう 1つの特長は、実行の前処理／後処理を設計時に静的に行うため性

能オーバーヘッドが小さくなることである。そこで、以下の 3つの OpenCL処理系の比較を

行った（付録：最終成果報告書第 2.4.3節）。 

 FOXC/Intel：Intel Core i7（2.8GHz、4論理コア）上で、フィックスターズ社が開

発した OpenCL環境 FOXCを使用した場合 

 SMYLE OpenCL/FPGA：FPGA上に実装された SMYLErefアーキテクチャ（10MHz、4コア）

上で、SMYLE OpenCL環境を使用した場合 

 SMYLE OpenCL/Intel：Intel Core i7（2.8GHz、4論理コア）上で、SMYLE OpenCL

の機能シミュレータを使用した場合 

評価の結果、FOXC/Intelと比較して、SMYLE OpenCL/FPGAのコアの性能は 1000分の 1程度

であるにも関わらず実行時間は 45％程度短縮した。また、SMYLE OpenCL/Intelの実行時間

は FOXC/Intelの 20分の 1以下となり、SMYLE OpenCLの有効性が示された。 
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2.6  メニーコア向け動的コア数／周波数／電源電圧制御技術 

 本事業では組込みシステムへのメニーコア応用を前提としていたが、メニーコアの普及

を考えた場合にはサーバシステム応用も極めて大きな市場を有する。そこで、SMYLErefの

基本思想である「並列化された複数プログラムの同時実行」の効果をより明らかにするた

め、図 3-5（C）に示すタスクスケジューラを開発し Linuxに実装した（付録：最終成果報

告書第 2.1.6節）。本スケジューラは、プログラム実行中にハードウェア・カウンタの値に

基づき各プログラムのスケーラビリティを予測する。そして、各プログラムに割り当てる

べきコア数ならびに動作周波数と電源電圧を動的に最適化する。比較対象は、全てのコア

を使用して各並列プログラムを順番に実行する従来方式とした。64コア（16コア×4ソケ

ット）を搭載した実機サーバシステムを用いた評価を行った結果を図 3-6に示す（横軸は 4

つのベンチマークの組であり PARSECベンチマークセットより選択した）。この結果より、

SMYLEref実行方式では最大で 4.3倍の性能を達成し、その時の消費電力量は 1/4以下であ

ることが分かる。本評価では電力メータを用いてサーバシステム全体の消費電力（静的消

費電力も含む）を実測している。このように、プロセッサチップのみならず、システムレ

ベルで消費電力量を大幅に削減しており、提案方式の有効性が明らかになった。 

 

図 3-5：サーバシステムにおける動的コア割り当て方式（概念図） 

   

  図 3-6：従来実行方式と比較した際の性能向上比（上）と消費エネルギー（下） 

Active	


Idle	


（A）単一プログラム実行	
 （B）複数プログラム均一分割実行	
 （C）複数プログラム不均一分割実行	
〜SMYLEref実行方式〜	


hashimotokor
長方形

hashimotokor
長方形

hashimotokor
長方形

hashimotokor
長方形
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3 研究開発成果の詳細：ビジュアル・コンピューティング・メニー

コア SMYLEvideoの開発 

3.1  SMYLEvideoの狙い 

ビジュアル・コンピューティングは今後更なる市場拡大が期待できる極めて有望な分野

の１つである。その中でも、ビデオ・マイニング（膨大な動画像データの中から特定の動

画像の認識や追跡、検索、ダイジェストの抽出など）は多くのアプリケーションで必要と

される処理である。これまでにも、画像認識等を目的とした専用回路（つまり ASIC）が開

発された。しかしながら、特に画像認識に関しては年々新しいアルゴリズムが出現してお

り、設計コストならびに開発期間の観点から専用回路での実装は限界に近づきつつある。

そこで本事業では、2015年頃の実用化を目指し、以下を目標として研究開発を行った。 

 

 ビデオ・マイニングに特化したメニーコア・アーキテクチャの開発：現在の画像認

識用 SoCにはアプリケーションに応じた専用 HWマクロが多数搭載されている。こ

れらを全て SW処理に置き換えることで、新しいアルゴリズムの出現にも柔軟に対

応できる動画像認識向けメニーコアを開発する。特に、豊富なハードウェア資源を

効率良く活用することで、最新の動画像認識 LSIを凌駕する（もしくは遜色ない）

高い性能を実現し、その上で低消費電力化と小面積化を目指す。 

 特徴量抽出アプリケーションの開発：多くの動画像認識アプリケーションで必要と

なる特徴量抽出プログラムを対象とし、メニーコア・アーキテクチャの潜在能力を

最大限に活用するソフトウェアを開発する。 

 デモンストレーション・システムの開発：本事業終了後、速やかに事業化フェーズ

へと移行するため、FPGA 評価ボードを用いたプロトタイプによるデモンストレー

ション・システムを開発する。 

 

これらの目標を達成するためには、ビデオ・マイニングを対象としたハードウェアと

ソフトウェアの協調設計（コデザイン）が重要となる。そこで、本事業では、以下 2

つの設計思想に基づき、ビデオ・マイニング向けメニーコア・アーキテクチャ

SMYLEvideo  と各種ソフトウェアを開発した。 

 

 ソフトウェア実装を意識したハードウェア構成：並列処理モデルとして Kahn 

Process Networks (KPN)を採用し、ハードウェアでのストリーム処理を効率良く行

うための各種ハードウェア・サポートを搭載する。並列処理モデルに適した HWプラ

ットフォームを構築することで、無駄のない効率的な実行が可能となる。 
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 様々なレベルの並列性の活用：タスクレベル並列性とデータレベル並列性をバラン

ス良く活用することで、負荷の平均化を行う。これにより、豊富なハードウェア資

源を活用した効率的な超並列実行が可能となる。 

 アプリケーション特性に基づく徹底したハードウェア最適化：プロセッサ・コアの

設計において、SIMD幅の決定／選択や複合命令の導入など、徹底してビデオ・マイ

ニング・アプリケーションに特化した最適化を実施する。これにより、極めて高い

電力効率を実現できる。 

3.2  SMYLEvideoアーキテクチャ 

画像認識のアルゴリズムには潤沢な並列性を内含しており、マルチコア、メニーコアによ

って、効率的に処理速度の高速化が可能である。しかしながら、処理負荷自体は非常に高

く、リアルタイムの画像認識のためには、500GOPS(Giga Operation Per Second)を超える

程度の性能を実現する必要がある。このような性能を低消費電力で実現するには、10  以

上の演算コアを有機的に結合して、効率よく動作させるとともに、特定資源へのアクセス

の集中が生じないよう注意深くアーキテクチャ設計を行う必要がある。そこで、SMYLEvideo

ではトプスシステムズ社が有するヘテロジニアス・マルチコア TOPSTREAMTM アーキテクチャ

に、並列度を効率的に高めるべくコア数を増やせるクラスタ構造を融合して、所望の性能

を実現するアプローチを採った。SMYLEvideo のブロックズを図 3-7 に示す。以下、主な特

徴を示す（付録：最終成果報告書第 3.2.1節）。 

 

図 3-7 SMYLEvideoのブロック図 

 2 種類のクラスタを多数搭載したヘテロジニアス構成：クラスタ 0 は、主にフィル
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タ処理と特徴点抽出処理（全画像を探索）を担当する。一方、クラスタ 1 では、ク

ラスタ 0 で抽出した特徴点の解析を行う。これらのクラスタ構成は、データのロー

カリティやコア間交信の効率化を考慮して決定した。本クラスタペアを更に追加す

ることにより、スケーラブルに画像認識能力（一秒当たりのフレーム処理枚数）を

高めることが可能である。 

 ビット幅の異なる 2種類のコア：クラスタにはビット幅の異なる 2種類のコアを搭

載する。256 ビットデータレジスタバンクならびに SIMD 演算器を備える QVP(Quad 

Vision Processor)と、 64 ビットデータレジスタバンクならびに SIMD 演算器を備

える SVP(Single Vision Processor)である。これらは、処理フェーズによって使い

分けることができる。QVP/SVP では、演算処理のバックグランドでストリーム入出

力を行うことができ、入出力のための処理時間を隠蔽可能としている。これらコア

では、例えばガウシアン・フィルタ処理といった極めて高いレベルの拡張複合命令

をサポートしている。 

 最適化したコア間／クラスタ間通信：各コアに割り当てたプロセス間での通信を効

率的に行うため、図 3-8に示すレジスタファイル共有技術を導入した。また、図 3-9

で示すように命令レベルでコア間交信を明示的に示すことができ、プロセス間同期

オーバヘッドを大幅に削減できる。一方、各クラスタは、L2メモリや処理全体を司

る MC（Master Controller）、周辺ペリフェラルインタフェースと同様にスケーラブ

ルな NoC（Network on Chip）にて接続される。この NoCは必要な部分にデータコネ

クションを張った部分クロスバ構造であり、BUS型及び直結型の SBUSインタフェー

スに対応している。 

 

 

図 3-8 コア間のレジスタファイル共有（FIFO処理効率化） 
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図 3-9 prefix命令による同期オーバヘッド削減(ゼロオーバヘッド交信) 

 

 

3.3  動画認識アルゴリズム SIFTの実装 

今回メニーコア上への実装を行った SIFTとは Scale-invariant feature transformの略

である画像認識アルゴリズムである。このアルゴリズムは画像の回転、サイズの変化、照

明の変化などに対して安定した認識が行えるアルゴリズムとして知られており、例えば自

動車から撮影した動画像ストリームをこのアルゴリズムで解析することで、交通標識など

を自動認識させるような応用が期待されている。今回実装の参考としたソースコードは、

オープンソースプロジェクトである OpenCVプロジェクトに含まれているものである。物理

的な動画入力装置としては、1920x1080 ピクセルサイズのフルカラーHD ビデオカメラを用

いて動画像を入力し、これをハードウェアで 3 対 1 のダウンザイジングし 640x360 ピクセ

ルサイズ、モノクロ 256 階調グレースケール画像としたものをソフトウェアへの入力デー

タとしている。本実装において設定した性能目標は以下の通りである。 

 

 SMYLEvideo標準構成で 15fpsの実時間スループットを実現する 

 複数クラスタ動作させることで 30fps／60fpsへのスケーラビリティを確保する 

 

以下、本実装で実施した内容をまとめる（付録：最終成果報告書第 3.2.2節）。 

 

 固定小数点化による負荷の軽減：オリジナルの SIFT アルゴリズムは、倍精度浮動

小数点演算を多用し、主記憶メモリ上に展開した画像データを大量に読み書きする。

例えば、VGA サイズの１画面の処理には、PC での一般的な命令セットにおいて 3G
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から 9G サイクルもの演算処理が必要とされる。そこで、詳細な数値実験を行い、

オリジナルアルゴリズムとほぼ等価な結果を保証する範囲内で浮動小数点数を固

定小数点数へと変換した。 

 機能分割：メニーコアへの実装を意識した機能分割を実施した。まず、オリジナル

の OpenCV プログラムに対してプロファイリングを行い詳細な解析を行った。そし

て、オリジナルのソースコードを解読し、細粒度処理（意味のある一つのデータを

出力するために必要な入力とその処理の単位）にまで分解した後、次のような機能

に再構成（グルーピング）した。①ガウシアンフィルタおよび差分画像の生成機能、

②特徴点候補の発見機能、③特徴点候補の絞り込みによる特徴点確定機能、④特徴

点まわりの勾配強度、画素方向の算出機能、⑤勾配強度、画素方向にもとづく特徴

点主方向の決定機能、⑥特徴ベクトルの算出機能、⑦特徴ベクトルとテンプレート

（辞書）ベクトルの照合機能。 

 メニーコアへのマッピング：上記①〜⑦の各機能の特性を考慮し、QVP/SVPコアへ

の割り当てを行った。 

 細粒度 KPN 方式の実装：メモリアクセスの削減と電力効率の改善を目的とし、KPN

方式でソフトウェアを実装した。上述した①〜⑦の各機能をKPNの１プロセスとし、

その間を図 3-10のように接続した。 

 

 

 

図 3-10  各機能をつなぐ FIFO構成 
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3.4  評価環境／デモシステムの開発 

 SMYLEvideo の有効性を評価し、かつ、その実現可能性を実証するため、以下に示す評

価／デモ環境の構築を行った。 

 

 命令レベル・シミュレータの開発（付録：最終成果報告書第 3.4節）：メニーコア

向けに開発されたソフトウェア（バイナリ）の実行を模擬するシミュレータを開

発した。最大で11 のコアによるKPN方式での実行をシミュレーションできる。

また、開発したゼロオーバヘッドプロセッサ間通信機構などのハードウェア・サ

ポートも反映している。シミュレーションの様子を図 3-11に示す。なお、本シミ

ュレータはプログラム開発に使用できるようデバッグ機能を有する。 

 消費電力モデルの開発（付録：最終成果報告書第 3.3節）：過去に試作した実チッ

プ（TSMC180nmプロセス）を用いて、プロセッサ構成要素を活性化した際の消費電

力を測定した。そして、各種ハードウェアユニット稼働率（命令レベル・シミュ

レータにより取得可能）に基づく消費電力モデルを構築した。 

 FPGA評価／デモボードの開発（付録：最終成果報告書第 3.2.1節）：SMYLEvideo

のアーキテクチャを実証／評価するために VHDLを用いた RTL開発を行った。また、

図 3-12 に示す東京エレクトロンデバイス社の ASIC 開発評価プラットフォーム

TB-7V-2000T-LSI FPGAボードを用いて動作確認を行った。 

 

 

図 3-11 インストラクションシミュレータ（インタラクティブモード） 
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図 3-12 SMYLEvideoの実装検証ボード 

（東京エレクトロンデバイス ASIC開発評価プラットフォーム TB-7V-2000T-LSI） 

 

3.5  総合評価 

 SMYLEvideoの有効性を明らかにするため、SIFT実行に関する処理性能、消費電力、ハー

ドウェア規模、の 3つの視点から評価を行った（付録：最終成果報告書第 2.5節）。 

 まず、処理性能に関して報告する。SMYLEvideoの最小構成は 2クラスタ（合計 10 の演

算コア（QVP/SVP）が集積される。表 3-6にそれぞれの演算性能を示す（MCは制御用の小規

模コア）。 

 

表 3-6 各 DPEの演算処理性能(100MHz動作) 

 
GOPS値 

(16b Intel換算、ピーク) 

個数 

2 クラスタ 
合計 GOPS 

QVP 96 6 576 

SVP 24 4 96 

MC 0.1 1 0.1 

合計   672.1 

 

QVP ならびに SVP は、Intel 換算で約 60ステップを 1 サイクルで実行するガウシアンフィ

ルタ関係の複合命令を具備しており、演算のピーク値はそれに従って求めた。これによる

と、2クラスタ構成の SMYLEvideoは 672GOPSの理論ピーク性能、4クラスタ構成では１TOPS

を超える性能を達成可能であることが分かった。また、命令セットシミュレータを用いた

性能評価を行った結果、2 クラスタにそれぞれ 6 コア、4 コア、クラスタ外におかれた全体

制御用の 1 コアの計 11 コアからなる最小構成メニーコアシステム上に、SIFTアルゴリズムを
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搭載し、100MHzのコア動作速度にて 640*360サイズのモノクロ動画像に対して 15fpsの

性能を達成できることを確認した。 

 次に、消費電力評価の結果について報告する。本評価においては、開発した命令レベル

シミュレータ、ならびに、消費電力モデルを用いた。具体的には、SIFT 処理において高い

負荷となるガウシャンフィルタに着目し、その消費電力を推定した。その結果、180nm プ

ロセスを想定した場合には 35mWの消費電力であることが分かった。この処理は特徴点数が

2000 の場合、SIFT 処理全体のおよそ 5%となる。したがって、処理量比例と考えると SIFT

処理全体の消費電力はおおよそ 710[mW]となる。今回の実装では、これに対して MC および

周辺回路の消費電力が加わるため、合計およそ 850[mW]と予測される。しかしながら、この

値は 30MHz180nm 1.8V TSMC プロセスの値であるため、本事業でターゲットとする周波数

100MHz、40nm 1.1V TSMC プロセスに変換する必要がある。この場合、負荷容量は 1/3 にな

ると仮定すると、2クラスタ構成の SMYLvideoでは、 SIFT実行時の消費電力は約 350[mW]

と予測される。 

 次に、回路規模に関する評価結果を報告する。RTL 設計に基づき FPGA 用の合成を行った

結果を参考にし、ハードウェアの規模を算出した。その結果を表 3-7 に示す。この結果よ

り、2クラスタ構成の SMYLEvideoのチップサイズは、1.4mm□に約 2MBのオンチップメモリ

を加えた面積となる。これを加味するとおおよそ 1.7mm□の面積となると予想される。 

 

表 3-7 ハードウェア規模(製造プロセスは 40nmを仮定) 

 
単体 2クラスタ

集積数 

合計 

面積[um2] ゲート数 面積[um2] ゲート数 

SVP 96,192 146,396  4 384,768 585,584 

QVP 253,158 385,286  6 1,518,950 2,311,713 

MC 19,544 29,745  1 19,544 29,745 

IM(除くメモリ） 6,818 10,376  1 6,818 10,376 

DM(除くメモリ） 7,967 12,125  1 7,967 12,125 

MEMC 7,022 10,687  2 14,043 21,373 

I/O 4,185 6,369  1 4,185 6,369 

合計    1,956,275 2,977,285 

 

以下、既存の関連製品と比較結果をまとめる。 

 平成 24年 汎用マルチコア・プロセッサ(4コア 約 2.9GHz≒24GOPS,130Ｗ)と比較

して、性能が約 30倍（700GOPS相当）、消費電力 1/300以下（350mW程度）。 

 平成 25 年 商用の専用ハードウェアアクセラレータを具備した４コア程度の画像

認識プロセッサに対して、電力当たり性能 3.2倍、消費電力 1/2以下、回路規模 1/2

以下。 
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4 事業の成果詳細：メニーコア向けソフトウェア開発環境の構築 

4.1  狙い 

メニーコア時代においては、並列化効率の良いソフトウェアを如何に低コストで開発す

るかが極めて重要となる。特に組込みシステムにおいては、スーパーコンピュータ等を対

象とした高性能計算アプリケーション開発とは異なり、逐次処理を前提として開発された

ソフトウェア資産の再利用が必須である。また、並列アプリケーション開発に関する知識

や経験が十分に蓄積されているとは言い難く、真の意味でメニーコア向けソフトウェアの

開発を加速するためには、一企業におけるノウハウの蓄積に留まらずオープンな形での知

識の共有が必要不可欠となる。そこで、本事業においては、2014 年以降のメニーコア本格

普及を見据え、以下を目標として研究開発を行った。 

 

 プログラムの「移植」に重きを置いたソフトウェア開発環境の構築と公開：ハード

ウェア・プラットフォームがすでに決まっており、かつ、アプリケーションをスク

ラッチから開発する場合には、実行環境に応じた並列化をプログラム開発スタート

時から考慮すれば良い。しかしながら、既存のソフトウエア資産を活用する場合に

は、様々な「改良」が必要となる。特に、極めて高い並列化効率を実現するために

は、既存のソースコードを起点とした並列化だけでは不十分であり、並列アルゴリ

ズムの再検討やデータ構造の再構築など、より高いレベルでの最適化が求められる。

そこで、メニーコア・プラットフォームに対する逐次コードの移植をサポートする

ソフトウェア開発環境を構築する。そして、これらを可能な限りソースコードレベ

ルで公開する。 

 メニーコア向け高速ソフトウェアの開発とその公開による知識の共有：メニーコア

がある種のアクセラレータとして活用されることを鑑み、将来の主要アプリケーシ

ョンで核となるプログラムカーネルを選定すると供に、メニーコア向け最適化を実

施して高速ソフトウェア・ライブラリとする。そして、最適化手法やその効果など、

詳細を無償で公開することで、組込みシステムにおけるメニーコア・アプリケーシ

ョン開発に関する知識の共有を目指す。 

 

上記の成果を広く普及させるためには、ハードウェア・プラットフォームへの依存性を可

能な限り抑制する必要がある。そこで、具体的には、本事業で開発した SMYLErefアーキテ

クチャでの利用に限定せず、現在巨大な市場を獲得している Intel 社の汎用プロセッサや

NVIDIA社の汎用 GPUでの利用も可能な環境／ツールとして以下を開発した。 

 

 半自動並列化コンパイラ CLtrump（付録：最終成果報告書第 4.1 節）：「直列プログ
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ラム」を「並列プログラム」に書き換えるという移植作業を支援するツール。アル

ゴリズム選択などプログラマによるマクロレベルの手動最適化と、ループの変形な

どコンパイラによるミクロレベルの自動最適化の両方が必要であるとの考えに基づ

き、プログラマとコンパイラのインタラクティブなアプリケーション開発を支援す

る。逐次 C言語プログラムを入力とし、並列化された OpenCLプログラムが出力され

る。 

 移植後性能推定ツール PEMAP（付録：最終成果報告書第 4.2節）：既存のソフトウェ

アをメニーコアに移植する前に移植後の性能予測を可能とするダミーコード自動生

成ツール。特に産業界では、最終的な性能がある程度見込まれてから予算が確保で

きるケースが多く、短時間かつ低コストでの性能見積もり作業の実現に利用できる。 

 高速ソフトウェア・ライブラリ BEMAP（付録：最終成果報告書第 4.3節）：将来のメ

ニーコア応用が期待される主要分野から選択肢たアプリケーション・カーネル。並

列化前の C言語プログラム、並列化や各種最適化を施した OpenCLプログラム、なら

びに、各最適化効果に関する評価結果を公開。メニーコアの評価におけるベンチマ

ーク・プログラムとしての利用も可能。 

 

4.2  半自動並列化コンパイラ CLtrump 

 メニーコアを対象としたプログラム開発を考えた場合、主に、①手動で時間をかけて最

適化する、②自動最適化や pragmaを使って手軽に最適化する、の 2通りが考えられる。前

者においては、プログラマの能力を最大限発揮して高い性能が見込まれる反面、レジスタ

数の確認やループアンローリング、命令スケジューリングの変更といった時間のかかる作

業が多く、作業効率が悪くなる。一方、後者の場合には、OpenMPや HMPPといった代表的な

フレームワークが普及しているが、処理が複雑で適応できない場合があり、細かな最適化

に対応することが難しい。このように、手動最適化では自動最適化の恩恵である作業効率

の向上が受けられず、自動最適化では細部の最適化ができない、といった問題が生じる。 

メニーコア向けプログラムの開発作業を見渡した場合、ループ変形などの自動化可能部

分と、アルゴリズム選定やデータ構造の決定といったプログラマの介入を要する部分が混

在している。これら全てを完全自動化することは非現実的であり、人手による最適化と自

動最適化の両方を適材適所にバランス良く利用できる環境が望まれる。そこで、CLTrumpで

は、自動化可能な部分はツールで自動化し、手動化が必要な部分はユーザが自ら開発する

ようなインタラクティブな半自動並列プログラム開発環境の実現を設計方針とした。図

3-13に従来の開発方法と CLtrumpでの開発方法の比較を、また、図 3-14に CLtrumpを使っ

たソフトウェア開発フローを示す。 
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図 3-13 従来の開発方法と CLtrumpでの開発方法の比較 

 

 

図 3-14 CLTrumpを使った開発フローのイメージ 

 

開発工程において自動化部分と手作業の部分が混在しているため、インタラクティブに並

列コードを作成することが特徴的である。プログラマは、標準 C 言語で記載された直列コ

ードを入力し、OpenCL 仕様の並列コードを得ることができる。変換時には、並列箇所の提

案と承諾可否の確認といったインタラクティブな処理形態を採る。CLtrump自体はソースか

らソースに変換するソースジェネレータであり、変換後のコードもソースコードとしてプ

ログラマが解読でき、さらなる最適化を促すことができる。図 3-15に CLtrumpの画面の様

子を示す。画面右に入力ファイルが表示されており、これが OpenCL化されたソースコード

へと変換される。画面左下には入力された C 言語プログラムの解析結果が示されており、

ユーザはどの部分を並列化するか指定することができる。 
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図 3-15 OpenCL並列コードの出力 

4.3  性能推定ツール PEMAP 

アーキテクチャの異なるプロセッサ間の移植において、移植前と移植後の命令セットの

頻度分布やメモリアクセスパターンに何らかの関連性があることに着目し、移植前のプロ

グラムから、その特性を維持した移植後のダミーコードを自動生成する。ダミーコードは

計算結果の合致を犠牲にする変わりにプログラム特性を維持する。移植後の対象プロセッ

サでダミーコードを実行することで性能の目安となる見積もりが可能となる。PEMAPワーク

フローの全体概要を図 3-16 に示す。ユーザは、移植の対象となる C/C++ソースコードにお

いて、並列化対象ループの前後に PEMAP を呼び出すためのアノテーションを追加する。そ

して、当該ソースコードを x86 命令向けにコンパイルして実行する。この際、実行に使用

するハードウェア・プラットフォームは移植対象となるプラットフォームである必要はな

い。実行時における PEMAPの動作は以下の通りである。 

 

図 3-16 PEMAPのワークフローの全体概要 
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1. 実行において呼び出された PEMAP 関数は、予測対象ループを逆アセンブルした上で

解析し、ループレベルのコントロールフローグラフ（LCFG: Loop-level Control Flow 

Graph）を構築する。そして、LCFG の各シーケンスを解析し、読み出し／書き換え

を行うメモリアドレスやレジスタを明確にする。 

2. LCFG の解析後、性能推定の対象となる関数に含まれる機械語命令から、PEMAP が内

部で用いる中間表現（Intermediate Representation、 IR）を生成する。そして、

生成した IRを解析して各種変換や最適化を行う。 

3. 性能推定の対象となる関数に対して動的情報収集機能を埋め込みながら別領域にコ

ピーする。収集する情報としては、①条件付き分岐命令による分岐結果、②実行に

おけるメモリ読み出し／書き込みアクセス（以降、動的メモリアクセスと呼ぶ）で

のアドレス（ただし、実行前の静的解析が不可能なアクセスを対象）、ならびに、③

性能推定の対象となる関数に含まれるループ回転数である。 

4. IRから性能推定専用の並列化されたダミープログラムを自動生成する。 

 

本技術のポイントは、並列化や各種最適化を施した移植後の性能を正しく推定できるか、

すなわち、如何に移植後の最適化を想定した IR変換（上記作業の「2」）を実現するか、に

ある。これを実現すべく、条件付き分岐命令の検出やメモリアクセスを行う際のアドレス

がランダムなものであるかどうかを判定する解析技術、移植後の最適化を再現するための

技術、およびこれらの解析・最適化技術に好適な IRを開発した。 

 BEMAPに含まれる Gray Scaleベンチマークを選択して PEMAPの評価を行った。Gray Scale

ベンチマークは、入力された RGB 画像全体のグレースケールの画像を生成するベンチマー

クであるが、PEMAPのメモリアクセスパターンの評価のため、入力された RGB画像の一部の

みを処理対象とするよう修正を加えた。また、BEMAP のベンチマークは OpenCL で記述され

ているため、これを CUDA に修正した。実験結果を図 3-17 に示す。この結果から分かるよ

うに、様々なハードウェア・プラットフォームにおいて正しく実行時間を予測できている

ことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-17 PEMAPでの移植後実行時間予測結果 
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表 3-8 BEMAPの性能表 

 

4.4  高速ソフトウェア・ライブラリ BEMAP 

これまでフィックスターズが蓄積してきた最適化技術のノウハウを共有、さらには、メ

ニーコアソフトウェアの開発経験が少ないユーザを対象にライブラリとしてもすぐに活用

できるよう、高速処理が要求される分野の代表的なカーネルを開発しオープンソースとし

て公開した。2013 年 4 月現在 BEMAP では次に示す 8 種類の処理コード(ガウシアンフィル

タ、ブラック・ショールズ、リニアサーチ、グレースケール化、SIFT 処理、ランレングス

法、バックプロジェクション、モンテカルロ法)が含まれている。各処理コードには、シン

グルスレッドで動作するリファレンスコードと手動で並列化したコードがセットとなって

いる。手動で並列化したコードは最適化手法を指定することができるため自動並列コンパ

イラの性能を最適化手法ごとに手動の最適化と比較評価することが可能となる。BEMAPで公

開している、すべての処理に対する最適化の技術的な説明や評価結果はレポートとして Web

で公開している（http://sourceforge.jp/projects/sfnet_bemap/）。表 3-8 に BEMAP で公開している

コードの性能結果をまとめる。OpenCL のコードを測定したプロセッサは、現在市販されて

いるプロセッサで OpenCL のコンパイラが存在しているものを選択している。Intel 社の汎

用マルチコアプロセッサとして、6 コアの Nehalem と 4 コアの Ivy Bridge を選定し、GPU

として NVIDIA社の GTX570と GTX680で評価した。  
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5 事業の成果詳細：メニーコア市場調査 

マルチ・メニーコアの有望な適用分野や機器市場を明らかにすることを目的とし、以下

に示す市場調査を実施した。 

 全分野（付録：最終成果報告書第 5.1 節）：JEITA、キャッツ(株)、イーソル(株)に

よる調査。市場調査に際しては、シングルコアからマルチコアを経てメニーコアへ

とシフトしていく市場動向を把握するため、対象をメニーコアに限定せず、マルチ・

メニーコアを対象とした。マルチ・メニーコア技術のニーズは幅広く、組込み機器

全般に及ぶと考えられるが、有望な適用分野、機器市場として、市場規模、成長性、

日本の強み分野の観点から、日本の半導体産業が力を入れるべき分野にフォーカス

して調査した。海外企業の後追いよりは組込み系、中でも日本の強み分野である制

御系や制御系と情報系の融合分野においてビーイクルを選定し、開発/動作環境や

API、レガシーソフト有効活用といった課題を解決するようなプロジェクトを起こす

と共に、マルチ･メニーコア技術者の裾野を広げるような、手ごろなマルチ･メニー

コアツールキットの開発・頒布が、マルチ・メニーコアの普及と日本の半導体産業

の競争力強化に繋がるといえる。また、ヘテロジニアスマルチ・メニーコアが高性

能化を実現する有力候補となっていることから、コア数やコア種、メモリアーキテ

クチャなどのハードウェアの多様性を許容して、これをソフトウェアが統合的に扱

えるようにする必要がある。 

 画像処理分野（付録：最終成果報告書第 5.2 節）：トプスシステムズ社による調査。

優れたメニーコア・アーキテクチャが必要とされている画像認識系・超高精度描画

等の次世代画像処理である「ビジュアル・コンピューティング分野（ビデオマイニ

ングを含む）」について、特に積極的に新たな「市場を創る」ことを目指して、展示

会への出展、技術講演、アンケート調査、ユーザ候補企業訪問によるヒアリング等

により市場調査を実施した。その結果、『画像認識系のシステムには、10 年後も使

用可能なコンピューティング・プラットフォームが求められている』ということが、

明確になった。10年後も使用可能なコンピューティング・プラットフォームの主な

要件としては、①超高性能：1TOPS ~ 1POPS (Peta Operations Per Second)、②ス

ケーラビリティ：コア数やクラスタ数の増加に伴う演算処理能力の向上、③プログ

ラミング・モデル：スケーラビリティを活かせる並列処理モデルの確立、④ソフト

ウェア開発環境：並列化支援ツールの拡充、⑤低消費電力：～1.5W程度（組込みシ

ステムの場合）、⑥事業継続性：大手半導体ベンダーによるサポート・製造、が重要

であることが分かった。 

 ライフイノベーション、インターネットアプリケーション、ファイナンス分野（付

録：最終成果報告書第 5.3節）：本分野に関する調査を行い、第 4.4節で紹介した高

速ソフトウェア・ライブラリ BEMAPの開発へと繋げた。  
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IV．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

本事業の成果の実用化／事業化に関して以下にまとめる。トプスシステムズ、フィックス

ターズ、いずれの企業においても、本事業原簿作成時の 2013年 9月の段階において顧客を

獲得しており、更なる事業化拡大に向け進行中である。 

 

 

 トプスシステムズ フィックスターズ 

汎用 SoC事業 

（SMYLEref） 

ビデオマイニング SoC事業 

（SMYLEvideo） 

ソフトウェア開発支援事業

（CLtrump/PEMAP/BEMAP） 

成 果 の 実 用

化、事業化の

見通し 

FPMA(Field Programmable 

Many-core Array)というコンセ

プトに基づく事業化へと発展

させる。既存の ASIC の置換

えが期待されるデバイスとし

て FPGA がある。しかしなが

ら、最大の課題はハードウェ

ア設計を伴うことに起因する

低い生産である。FPMA は、

SMYLErefのメニーコア技術を

核とすることでソフトウェア処

理の高い生産性を維持する。

そして、FPGAと遜色ない高い

性能と安価で柔軟性を有する

SoC プラットフォームとして提

供する。 

画像認識系のプラットフォーム

として、自動車、医療機器、デ

ジタルカメラ、スマートフォン／

タブレット、デジタルテレビ、監

視装置、ロボットなどへの応用

を目指す。特に、本事業で開

発した SMYLEvideo 技術をベ

ースとし、ユーザが有する各種

環境(コアの種類やソフトウェア

など)に合わせて作り込む。こ

のように、ユーザの要求に対

するカスタマイズをサポートす

ることで多くのユーザ獲得を狙

う。2013年 3月よりユーザを獲

得し、すでに事業として進行し

ている。また、現在国内外の複

数メーカと商談を進めている。 

ソフトウェア開発支援ツール

CLtrumpならびに PEMAPを

活用して開発・検証されたメ

ニーコア向け高速ソフトウェ

ア・ライブラリ BEMAP を自社

のソフトウェア・プラットフォー

ムのブランドである M3 と統

合した。本事業でのポリシと

同様にオープンソースとして

おり、M3搭載ハードウェアの

販売、M3 のユーザ向けカス

タマイズ、保守やサポート、

といった事業化を進めてい

る。2013 年 9 月現在におい

て、すでに 2社にて導入が決

定しおり、その他にも複数の

引き合いを獲得している。 

事業化に向け

た具体的な取

り組み 

本事業で開発した SMYLEref

プロトタイプに関して設計デー

タを含む全ての情報を大学か

ら移転した。また、本事業に

関して社内でプロジェクトを立

ち上げ、半導体メーカと実用

化開発に関して商談を進めて

いる。 

 

2012年 1月にソフトウェア開発

を専門とする子会社（株式会

社 Cool Soft）を設立し、2013

年 9月までに国内外のソフトウ

ェア開発会社 5 社と提携した。

ま た 、 2013 年 7 月 に 米

Multicore Association に て

SHIM (Software Hardware for 

Multi-Many Core) WG を立上

げメニーコア標準モデルの策

定を開始した。ハードウェアに

関 し て は 、 FPGA へ

SMYLEvideo を搭載する新事

業を拡大するために、Xilinx 社

とのパートナーシップを確立

し、更に、チップの安定供給の

ために国内外の半導体ベンダ

ーとの戦略的提携を打診して

いる。 

M3 と統合するためにテスト

関係ツールの開発や複数ハ

ードウェア・プラットフォーム

対応などいくつかの追加開

発を行った。チップベンダが

新規チップを発表するに伴

いソフトウェアを更新し継続

的事業へと結びつける。 
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・ 

 

イノベーションプログラム基本計画 
（別 添） 

 

平成２０・０３・２７産局第１号   

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

 

ＩＴイノベーションプログラム基本計画 
 

１．目的 

我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新改革戦略、

科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴うエネルギー消費量の増大等の

課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信技術を開発し、実社会へ
の利用を促進する。また、情報システム・ソフトウェアについて品質、信頼性及び生産性の向上を推

進し、組込みソフトウェア産業強化、オープンソースソフトウェアを安心して活用するための環境整
備、独創的な人材の発掘等、我が国産業競争力強化のための必要な基盤整備を実施することによって、

ＩＴの利活用の深化・拡大を図り、より豊かな国民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向

上を図ることを目的とする。 

 

２．政策的位置付け 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改訂、経済財政

諮問会議報告） 

 ＩＴ革新による競争力強化、ＩＴ革新を支える産業・基盤の強化に必要な研究開発の推進に対
応 

○「第３期科学技術基本計画」(２００６年３月閣議決定) 

 国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進４分野である情報通信分野、分野別推進戦
略（２００６年３月総合科学技術会議）における重点分野である情報通信分野に位置づけられる

もの。 

○「ＩＴ新改革戦略」（２００６年１月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

 次世代のＩＴ社会の基礎となる研究開発の推進等に対応。 

 
 

３．達成目標 

（１） 情報経済社会を形成する上で必要不可欠な基盤技術である情報通信機器・デバイス等に関して

は、「革新的な技術の確立」と「その開発成果の普及促進」を図る。 

【目標】 

・情報通信機器・デバイス産業の付加価値額を、２０２０年度において、２００７年度比で、約５

０％増加させる。 

・半導体の微細化に係る革新的基盤技術の開発（テクノロジーノード４５ｎｍ以細） 

・情報家電の音声認識のタスク率（９５％以上の達成） 

・革新的な大型ディスプレイ技術の開発（消費電力を現状機器と比較して約５０％以下） 

・革新的なネットワーク機器技術の開発（消費電力を現状機器と比較して６０％以下） 

 

（２） 経済社会システムの信頼性確保に大きく寄与する情報システム・ソフトウェアに関しては、品
質、信頼性及び生産性の向上や産学官の開発リソースの連携強化により、「人材育成」と「ソフト

ウェア工学の開発」等を積極的に推進する。 

【目標】 

・情報サービス・ソフトウェア産業の付加価値額を、２０１５年度において、２００４年度比で、

約２５％増加させる。 

・組込みシステム等の不具合発生率（２０１１年度までに２００６年度比５０％減） 

添付資料１ 
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４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

 

－ 中 略 － 

 

Ⅱ．省エネ革新 

［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展によりネットワーク
を流れるデータ量が大幅に増加する中で、ＩＴ機器による消費電力量の大幅な増大に対応し、環境

調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別のデバイスや機器に加え、ネットワーク全体での革新的な
省エネルギー技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上させる基盤技術を
開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで伝送されるデータ

量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大している中で、ネットワーク全体の消費
電力量を抑制することが喫緊の課題であり、消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイ

ッチの高速化のための研究開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するた
めの研究開発を実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応するトラフィック計
測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さらなる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ

超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単一磁束量子）スイッチに関する基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 
（３）ＩＴＳの規格化事業（第２フェーズ） 

①概要 

我が国ＩＴＳ産業の振興と国際競争力強化に貢献するため､これまでの個別システム等の規格化
から共通基盤の構築のための規格化に重点を移し､ＩＴＳ情報通信基盤の規格化､情報収集･活用基

盤の規格化､システム社会導入条件の整備等ＩＳＯ／ＴＣ２０４に対応したＩＴＳの国際規格化等
を実施。 

②技術的目標及び達成時期 

平成２２年度までにＩＴＳに係る標準化案を作成しＩＳＯに対して提案又は国際規格として制
定する。また自動車の電子化技術に関して、次世代では日本が主導をとるべく戦略を策定。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

 
［ii］情報機器の徹底的省エネの実現 

（１）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液晶及び大型プラズ

マディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するための研究開発を行う。 
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②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴアレイプロセス技

術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技術を確立する。また、プラズマディ

スプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

 

［iii］省エネを支えるプロセス基盤技術 

（１）パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーを進めるために、シ

リコンよりも材料特性に優れたワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバータ等の実

用パワーエレクトロニクス機器システムの基盤技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバータ等の実用パワー

エレクトロニクス技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基盤・エピタ

キシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバイス等、

今後のIT社会を支えとなることを期待されている分野である。しかし、既存のバルク単結晶基板成
長技術やエピタキシャル成長技術では、従来の半導体では実現できない領域で動作可能なハイパワ

ー、超高効率デバイス性能を十分に引き出すには至っていない。 

これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメーカー、装置メー

カー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナノ構造作製技術等の革新を図り、こ

れらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減の実現を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製技術を開発する。 

●基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

・ 口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製技術の確立。 

●エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

・ 低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術の確立。 

・ 高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 

・ 高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

－ 中 略 － 

 
５．政策目標の実現に向けた環境整備 

【法律】 

・ 情報処理の振興を目的に、昭和４５年に情報処理の促進に関する法律が制定。 

・ 半導体集積回路の回路配置の適正な利用の確保を目的に、昭和６３年に半導体集積回路の回路配

置に関する法律が制定。 

 

【税制】 

・ 情報セキュリティ強化を確保しつつ生産性の向上を図るためのＩＴ投資に対し、３５％特別償却
又は７％税額控除（情報基盤強化税制）。 

・ ソフトウェアを含む機械装置等に対し、３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業投資促進税
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制）。 

 

【国際標準化】 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活動（国際規
格（ＩＳＯ／ＩＥＣ））、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準の提案等）を実施

する。特に、産学連携ソフトウェア工学の実践における組込みソフトウェア開発については、国際標
準の動向を踏まえた開発を促進することにより、プロジェクトの成果の幅広い普及を促進する。 

 

【関係機関との連携】 

各プロジェクトのうち、研究開発を効率的・効果的に推進する観点から関係機関との連携が必要な

ものについては、これを積極的に行う。 

但し、関係機関が行う研究開発等の独自性を妨げるものではない。 

 

【導入普及促進〕 

成果の普及を図るため、これまでの終了プロジェクトの成果の全部または、一部についてはオープ

ンソースソフトウェアとして公開する。 

 
【プロジェクト等の間の連携について】 

高信頼な組込みソフトウェアの開発では、ソフトウェアエンジニアリングセンター（ＳＥＣ）にお
いて提供される各種エンジニアリング手法を開発現場に適用し、当該技術の効果を明らかにしながら

開発を進める。 

 
【その他】 

・グラント事業 

ＮＥＤＯの産業技術研究助成事業を活用し、萌芽的・革新的な情報通信関係の技術シーズの発掘
を行う。また、ソフトウェア分野の独創的な技術やビジネスシーズを有した人材を発掘する。 

・事業終了後の連携 
産学官連携の研究体制を通して活動を行い、これらの事業の終了後も各分野の研究者・技術者が有機的に連携し、更に新た

な研究を作り出す環境を構築する。  

・人材育成 

 ハードウェア分野においては、出来る限り大学との連携を重視し、各種フェローシップ制度を活
用しつつ、最先端の情報通信基盤研究現場への学生等の参画を推進することにより次世代の研究開

発人材の育成を図る。また、ソフトウェア分野における独創的な人材を発掘し、育成するとともに、

優秀な人材が集うコミュニティを構築するなど、発掘された人材の才能をさらに伸ばすための取組
を進める。 

・広報／啓発 

 毎年１０月を「情報化月間」としている。 

 

 
 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名に（運営
費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総額の範囲内で、

当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

 

７．改訂履歴 

（１） 平成１２年１２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画を制定。 

（２） 平成１４年２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体デバイ

スプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム基本計画（平
成１２・１２・２７工総第１２号）は廃止。 

（３） 平成１５年１月３１日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体デバイ
スプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム基本計画（平

成１４・０２・２５産局第１７号）及び次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム基
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本計画（平成１４・０２・２５産局第１８号）は、廃止。 

（４） 平成１５年３月１０日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画、次世代半導体デバイス

プロセス等基盤技術プログラム基本計画、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画及び

情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム
基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プ

ログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第２号）は、廃止。 

なお、情報通信機器高度化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び次世

代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第２号）

の一部は、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画及び情報通信基盤ソフトウェア開発
推進プログラム基本計画へ移行。 

（５） 平成１６年２月３日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報通信
基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信機器高度化プログラム基本計画

（平成１５・０３・０７産局第１４号）、次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム基

本計画（平成１５・０３・０７産局第７号）、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画（平
成１５・０３・０７産局第４号）は、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画に統

合することとし、廃止。また、情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第１４号）は、廃止。 

（６） 平成１７年３月２５日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画を制定。高

度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第１号）は廃止。
また、平成１７年３月３１日付け、情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制

定。情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第２号）

は廃止。 

（７） 平成１８年３月３１日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報通

信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイス基盤プロ

グラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第７号）及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進プ
ログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第６号）は廃止。 

（８） 平成１９年４月２日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報通信
基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイス基盤プログ

ラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第４号）及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進プロ

グラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第５号）は廃止。 

（９） 平成２０年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。情報通信機器高度

化・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第７号）及び情報通信基盤ソ
フトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第８号）は、本プログラム

基本計画に統合することとし、廃止。 

 



添付 1-6 

平成 20･03･24 産局第 1 号   

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

ＩＴイノベーションプログラム基本計画 
 

１．目的 

このプログラムは、情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど、あらゆる分野に対し

て高度化あるいは不連続な革新（ジャンプアップ）をもたらすナノテクノロジー及び革新的部材技

術を確立するとともに、その実用化や市場化を促進することで、我が国産業の国際競争力の維持・
強化や解決困難な社会的課題の克服等を可能とすることを目的とする。 

 
２．政策的位置付け 

○第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

・ 「ナノテクノロジー・材料分野」は、特に重点的に研究開発を推進すべき分野（重点推進４分野）
の一つに指定されていて、優先的に資源配分することとされている。 

・ 我が国の材料技術は、基礎研究から応用研究、素材、部材の実用化に至るまでの全ての段階にお

いて世界のトップレベルを堅持しており、我が国製造業の国際競争力の源泉となっている。 

○「イノベーション２５」（２００７年６月閣議決定） 

・ 「ナノテクノロジー・材料分野」は、中長期的に取り組むべき課題として、「１．生涯健康な社会
形成」、「２．安全・安心な社会形成」、「４．世界的課題解決に貢献する社会形成」、及び「５．世

界に開かれた社会形成」の分野に位置付けられている。 

・ 所要の措置を講じていくことが必要である事項として以下の点が指摘されている。 

・ 学際領域・融合領域における教育等人材育成、拠点形成 

・ 社会受容を促すための積極的な取り組み 

・ 知的財産確保のための戦略的な取り組み 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

・ 「我が国の国際競争力の強化」の取り組みとして、高度な部品・材料産業やモノ作り中小企業の
強化が掲げられている。 

・ 「技術戦略マップ」の活用等により、ユーザー企業との垂直連携による研究開発を推進すること

を通して、我が国経済発展の基盤である高品質、高性能な部品・材料産業の強化を図ることが今
後の取組として記載されている。 

○「新産業創造戦略２００５」（２００５年６月経済産業省） 

・ 部材分野は、新産業群の創出を支える共通基盤技術として位置づけられている。 

・ 「高度部材・基盤産業」の集積を形成していることが、「ものづくり」に不可欠な基盤技術のネッ

トワーク化を通じた現場レベルでの迅速かつ高度な摺り合わせを可能としており、我が国「もの
づくり」の強みの源泉となっていると記載されている。 

 
 

３．達成目標 

・世界に先駆けて、ナノテクノロジーを活用した非連続な技術革新を実現する。 

・我が国部材産業の強みを更に強化することで、他国の追随を許さない競争優位を確保するとともに

部材産業の付加価値の増大を図る。 

・ナノテクノロジーや高機能部材の革新を先導することで、これら部材を活用した情報通信、ライフ
サイエンス、環境、エネルギーなどの幅広い産業の付加価値の増大を図る。 

・希少金属などの資源制約の打破、圧倒的な省エネルギー社会の実現など、解決困難な社会的課題の
克服を目指す。 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

Ⅰ．ナノテクノロジーの加速化領域 

ナノテクノロジーを活用した不連続な技術革新を加速・促進する。 

（１）異分野異業種融合ナノテクチャレンジ（運営費交付金） 

①概要 

革新的なナノテクノロジーを活用し、川上と川下の連携、異業種異分野の連携で行う部材開発に
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対して支援を行い、燃料電池、ロボット、情報家電、健康・福祉・機器・サービス、環境・エネル
ギー・機器・サービスの５分野に資するキーデバイスの実現を目指す。 

②技術目標及び達成時期 

マテリアル・プロセス研究、加工・計測技術研究、昨今の環境意識向上に対応した研究、社会課
題を解決するための基盤技術研究に加え、異分野等の融合研究を推進することにより、２０１１年

度までにナノテクノロジーの産業化のための基盤的技術を確立し、実用化を図る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 
（２）ナノテク・先端部材実用化研究開発（運営費交付金） 

①概要 

新産業創造戦略の趣旨に則り、革新的なナノテクノロジーを活用し、川上と川下の連携、異業種・

異分野の連携で行うデバイス化開発の支援を行うため、 

○ナノテクノロジー活用による材料・部材の高度化を図る先導的研究開発（ステージⅠ） 

○ナノテクノロジー研究成果の部材等への課題設定型実用化により目指した開発支援（ステージⅡ） 

について提案公募を実施する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年頃に想定される半導体微細加工の限界を克服するため、分子・原子を１つずつ制御し

部品部材に組み上げる「ボトムアップ型」のナノテクノロジーなど革新的なナノテクノロジー等の
活用により、情報家電・ロボット、燃料電池等新規産業５分野等において、従来の性能・効率を大

幅に改善するナノテク・先端部材技術を開発し、我が国が優位にあるナノテクノロジーを基盤とし

た国際的な産業競争力を強化することを目標とする。 

③研究開発期間 

２００５年度～２０１１年度 

 
Ⅱ．情報通信領域 

 ナノテクノロジーや革新的部材開発技術を駆使して既存技術の微細化の壁を突破し、電子デバイス・
光デバイスで世界をリードするとともに、高度化された製造技術の開発を行う。 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子デバイス 

①概要 

ナノエレクトロニクスは、ナノテクノロジーの最大の応用領域の一つであり、デジタル・デバイ

スのＣＭＯＳ構造というアーキテクチャは、優れた工学概念である。また、これまでの半導体技術
の微細化に基づく高集積化・高速化・低消費電力化の追求は、シリコン材料をベースとするプレー

ナ構造を基本とした微細加工プロセスの高度化にあった。 

しかし、さらなる微細化によるデバイスのパフォーマンス向上は物理的限界に直面しつつあり、
問題は、ＦＥＴを、シリコン材料をベースとして作製することにより現出していると考えられる。 

 そのため、次世代の電子デバイスのために「シリコンで培った微細化技術やデバイス原理をこれ

まで同様に活用しながら、シリコンという材料の物理的限界を突破するための“新材料”や“新（デ
バイス）構造”を実現すること」、すなわち、「Ｎｅｗ Ｎａｎｏ Ｍａｔｅｒｉａｌｓ／Ｓｔｒｕ

ｃｔｕｒｅ ｏｎ Ｓｉｌｉｃｏｎ ｆｏｒ“Ｍｏｒｅ Ｍｏｏｒｅ”」の半導体技術を、ナノテ
クノロジーを最大限に活用することによって研究開発を行い、将来の産業応用への目を見出してい

く取りかかりとする。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、産業界が１０年後を見据えた将来の電子デバイスを開発する際に、産業技

術として活用できるかどうかの実現可能性を見極め、また技術シーズを確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 
（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基板・エピタ

キシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバイス等、

今後のＩＴ社会を支えとなることを期待されている分野である。しかし、既存のバルク単結晶基板
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成長技術やエピタキシャル成長技術では、従来の半導体では実現できない領域で動作可能なハイパ
ワー、超高効率デバイス性能を十分に引き出すには至っていない。 

これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメーカー、装置メー

カー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナノ構造作製技術等の革新を図り、こ
れらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減の実現を図る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製技術を開発する。 

１）基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

・口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製技術の確    
 立。 

２）エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

 ・低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術の確立。 

 ・高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 

 ・高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 
－ 以下 省略 － 
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平成２０・０３・２５産局第５号   
平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 
１． 目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の

開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んでいく

ことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要するとともに大規模投資を伴う一方
で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組を行うことは必ずしも容易ではない。

このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示し、官民双方がこの方向性を共有する
ことで、将来の不確実性に対する懸念が緩和され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実

施が可能となる。以下に５つの政策の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 
１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな製造技術の

導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成している。今後、「新・国
家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエネルギー利用効率を約３０％向

上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部門において、総合エネルギー効率の向上に

資する技術開発とその成果の導入を促進する。 
１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱性が高く、

その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっている。 
「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存度が８０％

程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向性を共有しつつ、技術
開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖化対策の
観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ向けての課題が存

在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進のための関
連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 
原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー源である。

安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 
化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安全保障に直

結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、我が国企業による資源
国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、その有効かつクリーンな利用を図

る。 
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２．政策的位置付け 
○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 
２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 
４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

以上が位置づけられている。 
○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 
１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 
４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合的な強化を

図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 
○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を重視して研
究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略（２００６年３月総

合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野に位置付けられている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 
資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 
３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 
５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 
「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・継続的な

排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要である。環境と経済
の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、未利用エネルギーの利用等

の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの普及を図り、世界をリードする環境

立国を目指す。」とされている。 
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３．達成目標 
３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス向上」、民生・

運輸部門における「省エネルギー」などにより、エネルギー消費効率を２０３０年度までに少なく
ても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 
バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池自動車など

の導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年までに８０％程度とするこ

とを目指す。 
３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエネルギー
高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すことで、エネルギー源

の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 
２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とすることを目指

すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世代軽水炉の開発、軽水

炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策などの技術開発を推進する。 
３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先端的な技術
開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリーンな利用を促進する

ための技術開発・導入を目指す。 
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４．研究開発内容 
４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 

－ 中 略 － 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 
（１）パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーを進めるため
に、シリコンよりも材料特性に優れたワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバ

ータ等の実用パワーエレクトロニクス機器システムの基盤技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバータ等の実用

パワーエレクトロニクス技術を開発する。 
③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 
（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物半導体基

板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金） 
①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デバ

イス等、今後のＩＴ社会を支えとなることを期待されている分野である。しかし、既存のバ
ルク単結晶基板成長技術やエピタキシャル成長技術では、従来の半導体では実現できない領

域で動作可能なハイパワー、超高効率デバイス性能を十分に引き出すには至っていない。 

これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメーカー、装
置メーカー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナノ構造作製技術等の革

新を図り、これらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減の実現を図る。 
②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製技術を開発

する。 
・ 基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

 口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製技術の
確立。 

・ エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

 低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術の確立。 
 高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 

 高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 
（３）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、ＩＴ利活用
の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、テク

ノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低消費電力半導体を実現するため、
微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間

短縮に必要な基盤技術の開発等を行う。 

②技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデータ処理技術、

繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技術等の基本的な開発及び

ＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、ブランクスの位相欠陥検査技術の
確立等を完了する。 

③研究開発期間 
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２００１年度～２０１０年度 
 

（４）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金） 
①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、ＩＴ利活用
の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、情報

通信機器、特に、情報家電の低消費電力化を実現できる半導体アプリケーションチップ技術

の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーションチップ技術

を開発する。 
③研究開発期間 

２００３年度～２００９年度 
 

（５）次世代高度部材開発評価基盤の開発（ＣＡＳＭＡＴ２）（運営費交付金） 

①概要 
エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。半導体産業分野で、集積回

路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとなっているナノレベル
での材料間の相互影響を評価可能な統合部材開発支援ツールを開発する。これにより、集積

回路の種類やデザインルールに応じて、配線形成用各種材料とプロセスの最適な組み合わせ

の提案技術（統合的材料ソリューション提案技術）を確立する。 
②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、半導体材料開発に貢献する材料評価基盤を構築するとともに、上記

の統合的材料ソリューション提案技術を確立する。また、本プロジェクトを通して得られた
基礎データ等については、プロジェクト実施期間中にデータを体系的に整理し、幅広く社会

に提供を図る。 
③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 
（６）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

①概要 
エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、ＩＴ利活用

の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、テク

ノロジーノード４５ｎｍ以降の半導体に対応するＳｏＣ(Ｓｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ)設
計技術を開発する。具体的には、テクノロジーノード４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基盤

技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ）基盤技術を

中核とした設計及び製造の全体最適を確保する全く新しいＳｏＣ製造フローを開発する。 
②技術目標及び達成時期 

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共通設計基盤
技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現するとともに、設計生産性を

従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。 

③研究開発期間 
２００６年度～２０１０年度 

 

－ 中 略 － 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 
５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者単位の規制体系の導入 

 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化 
 セクター別ベンチマークアプローチの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等） 

 トップランナー基準の対象機器の拡充等 
 アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上 
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 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 
５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 公共的車両への積極的導入 

 燃費基準の策定・改定 
 アジアにおける新エネルギー協力 

 国際標準化による国際競争力向上 
５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

 事業者支援補助金等による初期需要創出 

 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大 
 新エネルギー産業構造の形成 

 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討 
５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現 

 資源確保戦略の展開 
 次世代を支える人材育成 

 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援 

 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与 
 国と地域の信頼強化 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 
 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経済関係強

化など） 

 化石燃料のクリーンな利用の開拓 
 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業名に（運営
費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総額の範囲内で当

該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 
また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテーマを記載

したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、実施されるものである。 

 
 

  



 

・   

P09003 

（ＩＴイノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム） 

「極低電力回路・システム技術開発（グリーンＩＴプロジェクト）」基本計画 

 

電子・材料・ナノテクノロジー部 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

地球温暖化問題は、世界全体で早急に取り組むべき最重要課題であり、経済・社会活動

と地球環境の調和を実現するためには、画期的な技術革新が求められている。 

 ＩＴ機器の高度化・設置台数の急激な増加に加え、ブロードバンド通信の普及等により

社会で扱う情報量は急激に増大しつつある。今後、高精細な動画コンテンツなど大容量デ

ータが、ネットワーク情報端末を介して流れ、本格的なユビキタス時代を迎える２０１５

年ごろには、膨大な数の末端のセンサノードまで情報が行き交う。それに伴い、ネットワ

ークシステムを構成するＩＴ機器が消費する電力も増大し、その省エネルギー化が重要な

課題となっている。将来のネットワークシステム等の省電力化のためには、基幹系・アク

セス系ネットワーク、ネットワーク端末だけでなく、末端のセンサノードに至る全ての電

子機器の低消費電力化が求められる。電子機器の低消費電力化にとって重要となる半導体

集積回路（ＬＳＩ）の低消費電力化には、電源電圧の低電圧化が最も効果的である。しか

し、低電圧の条件下ではＣＭＯＳ回路の動作が不安定になり、ＬＳＩの製造ばらつきやノ

イズなどに影響され、動作マージン減少、誤動作などの障害が、現在に比較して極めて増

大する。ＬＳＩとして安定動作させるには、ロジックやメモリなど構成回路の極低電圧化

はもちろん、電源電圧をきめ細かく制御する電源システム、ＬＳＩチップと外部との各種

Ｉ／Ｏインタフェースなど、ＬＳＩでの実用化に向けた様々な回路・システム技術、設計

技術が必要である。また、プロセッサコアを中心としたシステムの消費電力削減を図るに

はソフトウェアによる電力制御技術も必要である。これらの効率的な開発のためには、デ

バイスメーカ各社単独で取り組むよりは、共通の課題を抱える企業が協同し、トップレベ

ルの研究ポテンシャルを有する大学と産学連携による総合的な取り組みが必要である。 

本プロジェクトは、将来のネットワークシステム等に使われるＬＳＩの低消費電力化に

貢献する極低電力回路・システム技術を開発し、我が国の半導体関連産業の国際競争力強

化に資すると同時に、地球環境の温暖化抑制に貢献することを目的として、ＩＴイノベー

ションプログラム・エネルギーイノベーションプログラムの一環として実施する。 

 当該研究開発事業は、産業界も資金等の負担を行うことにより、市場化に向けた産業界 

の具体的な取り組みが示されていることを条件として実施する。 
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（２）研究開発の目標 

極低電圧要素回路技術と極低電力無線／チップ間ワイヤレス通信技術を開発し、これら

要素技術の主要部分を統合最適化する技術で、ＬＳＩチップの低消費電力化を図る。具体

的には、同じ処理を行うための消費エネルギーを従来技術（＊１）に比べ１／１０以下に削減

することを目標とする（＊２）。また、ソフトウェアによる電力制御技術によりプロセッサコ

アを中心としたシステムの低消費電力化を図る。具体的には同一アプリケーションプログ

ラム実行時の電力消費を１／１０以下に削減することを目標とする。なお、目標の詳細に

ついては、別紙の研究開発計画を参照のこと。 

（＊１）従来技術とは、以下 平成２０年度末時点での産業界技術レベルを示す。 

（＊２）本研究開発の対象は回路、システム、設計技術による消費電力削減であり、新材料、

新プロセス、新デバイス構造による消費電力削減効果は含めない。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づ

き研究開発を実施する。 

 

Ⅰ.極低電圧要素回路技術［委託事業］（研究開発期間 平成２１年度から平成２３年度） 

低電圧で安定動作するロジック、メモリなどの回路設計技術を確立する。 

 （研究開発項目①）ロジック回路技術開発:極低電圧ロジック回路の開発 

（研究開発項目②）メモリ回路技術開発：オンチップ極低電圧メモリ回路の開発 

 （研究開発項目③）アナログ回路技術開発：０．５Ｖ動作新方式 PLL回路等の開発 

（研究開発項目④）電源回路技術開発：０．５Ｖで安定動作する新規電源回路の開発 

Ⅱ.極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術（研究開発項目⑤）［委託事業］ 

（研究開発期間 平成２３年度から平成２４年度） 

上記Ⅰの要素回路技術の主要部分を統合し、省エネ制御と統合電源システムを組み合

わせた極低電力ＬＳＩチップ設計手法を開発する。 

本研究開発項目は、実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に対し

て、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業であり、

委託事業として実施する。 

 Ⅲ.低電力無線／チップ間ワイヤレス技術（研究開発項目⑥）［委託事業］ 

    （研究開発期間 平成２１年度から平成２４年度） 

  従来技術より１桁低電力の低電力無線／チップ間ワイヤレス技術を開発する。 

Ⅳ.低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術（研究開発項目⑦） 

［委託事業、共同研究（ＮＥＤＯ負担率：２／３）］ 

(研究開発期間 平成２２年度から平成２４年度) 

ソフトウェアによる周波数・電圧制御等の電力制御でシステムの低消費電力化を図
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るためのメニーコア用アーキテクチャの検討、及びコンパイラ技術の研究開発を行う。 

本研究開発項目は、（１）実用化まで長期間を要するハイリスクな「基盤的技術」に

対して、産学官の複数事業者が互いのノウハウ等を持ちより協調して実施する事業、

又は（２）試験・評価方法、基準・プラットフォームの提案等、国民経済的には大き

な便益がありながらも、民間企業の研究開発投資に見合うものが見込めない「公共財

の研究開発」事業であり、原則、委託事業として実施する。ただし、（１）については

上記以外のもの（※１）は、共同研究事業（ＮＥＤＯ負担率：２／３）として実施する。 

※１ 民間企業単独、民間企業のみでの連携、大学等の単独等、産学官連携とならな

いもの。 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ」

という。）が、単独ないし複数の原則本邦の企業、大学等の研究機関（原則、本邦の企業

等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、国外の企業等（大学、研究機関

を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用または国際標準獲得の観点から国外

企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連携により実施することができる。）か

ら公募によって研究開発実施者を選定後、共同研究契約等を締結する研究体を構築し、

委託して実施する。 

  共同研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限

の活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、必要に応じて研究体にはＮＥＤ

Ｏが委託先決定後に委嘱する研究開発責任者（プロジェクトリーダ）を置き、その下に

研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

  研究開発全体の管理・執行に責任と決定権を有するＮＥＤＯは、経済産業省及びプロ

ジェクトリーダと密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究

開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。また、必要に応じて、外部

有識者の意見を運営管理に反映させる。 

 

３．研究開発の実施期間 

本研究開発の期間は，平成２１年度から平成２４年度までの４年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的および政策的観点から見た技術開発の意義、目的達成度、成果の技

術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の事後評
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価を平成２５年度に実施する。なお、評価の時期については，当該研究開発に係る技術動

向、政策動向や当該研究開発の進捗状況などに応じて、前倒しする等、適宜見直すものと

する。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取り扱い 

 ①成果の普及 

   得られた研究開発成果のうち、共通基盤技術に係るものについては、プロジェクト

内で速やかに共有した後、ＮＥＤＯおよび実施者が協力して普及に努めるものとする。 

 ②産業財産権の帰属 

   委託研究開発の成果に関わる産業財産権については、「独立行政法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構 新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基

づき、原則として、すべて委託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

  ＮＥＤＯは、基本計画の内容の妥当性を確保するために、社会・経済的状況、内外

の技術開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確

保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開

発体制等、基本計画の見直しを弾力的に行う。 

 

（３）根拠法 

本プロジェクトは，独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条

第１項第１号ハに基づき実施する。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

 （１）平成２１年３月、制定。 

（２）平成２２年８月、改訂（研究開発項目の追加） 

（３）平成２３年３月、改訂（研究開発項目⑤の目標設定） 
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目① ロジック回路技術（研究開発期間 平成２１年度から平成２３年度） 

１．研究開発の必要性 

ロジック回路部の消費電力は電源電圧に大きく依存し、電源電圧を極限まで低減した「極低電圧(０．

５Ｖ以下)動作のロジック回路技術」が求められている。すでに微細化に伴う素子構造の縮小化により

プロセス起因、或いは使用している物質・材料固有のばらつきが顕在化しているが、極低電圧ではこ

れらの影響が更に増加する。チップ間やブロック間のシステマティックばらつきの影響を低減するに

は電源電圧やしきい値電圧の適応制御が有効と知られているが、これまでロジック技術領域ではそれ

ほど問題視されていなかったランダムばらつきへの対策が必要になる。このためには、極低電圧での

ロジック回路動作課題を的確に抽出する評価技術と、それを解決する回路技術の開発が強く求められ

ている。 

２．研究開発の具体的内容 

ロジック技術領域における低電力ＣＭＯＳ ＬＳＩに適した、極低電圧ＣＭＯＳ回路技術の実現に

求められる極低電圧での回路動作課題を抽出する評価技術と、それを解決する回路技術を開発する。 

（１）極低電圧での回路動作課題を解決する回路技術の開発 

①ベースとなる電源電圧やしきい値電圧の適応制御技術 

②ばらつき耐性を実現する細粒度適応制御技術、例えば、ランダムばらつきの影響を 

 低減するパイプラインタイミングの局所適応制御技術や構成要素の冗長化技術等 

  ③極低電圧動作回路技術、耐ノイズ回路技術 

（２）極低電圧での回路動作課題を抽出する評価技術の開発 

  ＴＥＧ試作を通じた、ロジック基本回路の低電圧特性やばらつき耐性に関する評価・解析基盤技

術開発 

（３）実用製品に適用できるレベルの実証チップの試作 

  （１）により最先端ＣＭＯＳ技術で実証チップを試作、評価し低電力性能を実証する。 

３．達成目標 

最終目標として、平成２３年度末までに以下の目標を達成する。 

最先端ＣＭＯＳ技術を用いた、ロジック技術領域の極低電力システムＬＳＩを実現する極低電圧Ｃ

ＭＯＳ回路の要素技術を開発し、これにより １６ｂｉｔ加算器あるいは同等以上の機能と規模を持

つ回路ＩＰを試作し、エラーレート１０－１０以下を満たしつつ、本テーマの開発成果を用いていない

従来技術との比較で、処理性能を揃えた条件で消費電力が１／１０以下に低減できることを示す。 
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目② メモリ回路技術（研究開発期間 平成２１年度から平成２３年度） 

１．研究開発の必要性 

ロジック技術領域と同様に、メモリ技術領域でも、一層の低電力化のために革新的新技術の導入が

必須である。具体的には、不揮発性メモリ技術や３次元実装技術の利用に加えて、極低電力のオンチ

ップメモリが求められている。また、微細化に伴う素子構造の縮小化により、トランジスタのリーク

電流が増大して、動作時電力のみでなくオンチップメモリの待機時の電力の低減も重要な課題となっ

ている。オンチップメモリとして重要なＳＲＡＭの技術領域では、メモリ動作がトランジスタのばら

つきに敏感なため、低電力、低電圧動作にかかわるブレークスルーが強く求められている。 

２．研究開発の具体的内容 

低電力メモリの基盤技術として、ロジック回路と同じプロセス、材料で製造でき、コスト面で有利

なバルクＣＭＯＳ技術を使った低電力ＳＲＡＭ技術を開発する。動作電源電圧はＳＲＡＭとして、最

小動作電力となる電源電圧を本プロジェクトの中で見極めていく。 

（１）メモリ周辺回路の制御によりメモリセルの動作マージンを高める技術の開発 

①メモリ周辺回路の電圧制御、タイミング制御技術により、メモリセルの動作マージンを向上さ

せつつ低電圧化を図り、低電力化を実現する。 

 ②周辺回路による電圧制御のための高効率オンチップＤＣ－ＤＣコンバータの開発 

（２）低電圧動作メモリセルの開発 

 （１）の検討により、必要に応じて、現在、一般的な６トランジスタセル以外の可能性を検討す

る。新規メモリセルの開発は、産業界の実用化の可能性を睨みながら判断する。 

 ①低電圧新規メモリセルの開発 

 ②上記メモリセルに対応する最適な周辺回路技術の構築 

（３）ＴＥＧ（Test Element Group）試作による実証 

 （１）、（２）で開発した技術を総合的に組み合わせた上で、ＳＲＡＭを作製し低消費電力性能

実証を行う。 

３．達成目標 

最終目標として、平成２３年度末までに以下の目標を達成する。 

新しい回路技術、メモリセル技術を用いた、極小電力を実現する低電圧動作ＳＲＡＭを開発し、こ

れにより 低電力ＳＲＡＭを試作し、本テーマの開発成果を用いていない従来技術との比較で、１Ｍ

ｂｉｔ当たりの消費電力が１／１０以下に低減できることを示す。 
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目③ アナログ回路技術（研究開発期間 平成２１年度から平成２３年度） 

１．研究開発の必要性 

システムを集積するＬＳＩ（ＳｏＣ等）において、ロジック、メモリ、アナログ回路の搭載は、必

要不可欠なものである。このためロジックとの同電圧で動作するアナログ回路、或いはロジック回路

と接続性・親和性を持ったアナログ回路が要求される。 

デジタル回路においてはとくに、ロジックと同電位で安定動作するクロック位相調整回路ＰＬＬ

（Phase Lock Loop)は不可欠であり、従来技術の延長線上には抜本的な解決策が見あたらない。従来

技術とは異なる発想に基づく研究開発に取り組み、実用化開発に向けての指針を提示することが求め

られている。 

２．研究開発の具体的内容 

（１）０．５Ｖ動作新方式ＰＬＬ技術の開発 

ロジック回路の安定動作を行うためには、クロック信号の安定性能が要求される。クロックのジッ

タ（＊３）特性の劣化はシステム全体にダメージを与え、動作不具合の要因となり得る。またロジック

と異電位でのクロック源では、レベルシフタの挿入などによるジッタの悪化が懸念される。これらの

問題を解決するために、０．５Ｖロジック回路と共存できるアナログ回路である０．５Ｖ動作低ジッ

タ性能ＰＬＬを開発する。 

 ①ロジックと同電位０．５Ｖ動作ＰＬＬ回路を開発する。 

 ②低電力で広帯域（１ＭＨｚ～）に適用可能なＰＬＬアーキテクチャーを開発する 

（２）その他のアナログ回路（Ａ/Ｄコンバータ、比較器、増幅器等） 

（３）ＴＥＧチップ試作による実証 
（＊３）ジッタ：時間軸上における信号のゆらぎのこと 

３．達成目標 

最終目標として、平成２３年度末までに以下の目標を達成する。 

０．５Ｖ動作新方式ＰＬＬ技術を開発し、これにより、ＴＥＧチップによる低ジッタＰＬＬの実証

とロジックも含めた動作実証を行う。 
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目④ 電源回路技術（研究開発期間 平成２１年度から平成２３年度） 

１．研究開発の必要性 

０．５Ｖ動作でのロジック回路においてもロジックへの電源電圧に誤差が無く、急峻負荷変動にお

いても電圧降下が無い電源が必須である。ロジック或いはシステムＬＳＩの０．５Ｖ安定動作を確保

するために、従来のシステム設計を見直し、新たな発想によるロジック回路への電源供給システムを

開発する。 

２．研究開発の具体的内容 

デジタル回路およびメモリ回路に０．５Ｖを安定に供給するには、既存の開発電源回路技術では、

低消費電力性能が期待できない。したがってロジック側の動作状態、情報から電力管理を行う協調制

御した電源構成等の技術により、安定かつマージンのある低電力電源システムを開発する。 

（１）極低電圧ロジック回路を安定動作させる電源システムの開発 

①ロジックの消費電力情報をフィードバックする電源システムを開発する。 

 ②最適電圧に可変可能な電源システム開発する。 

（２）供給電力として０．５Ｖを想定した低消費電力昇降圧ＤＣ／ＤＣコンバータの開発 

 ①供給電圧０．５Ｖから電源回路内基準電圧発生回路を開発する。 

 ②供給電力から見た最適電力効率となる構成を検討し、高効率な電源システムを開発する。 

（３）実証 

 （１）・（２）で開発した要素回路技術を用いた電源システムの試作により、低消費電力化性能の実

証を行う。 

３．達成目標 

最終目標として、平成２３年度末までに以下の目標を達成する。 

低電圧システムに適した電源回路、電源システム技術を開発し、これにより、ロジック回路と組み

合わせたＬＳＩチップを試作し、高い動作マージンを得られることを示す。 
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目⑤ 極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術 

（研究開発期間 平成２３年度から平成２４年度） 

１．研究開発の必要性 

 本プロジェクトで開発される極低電圧要素回路技術を適用し、ＬＳＩチップ全体として統合化する

ための最適化技術が求められる。 

２．研究開発の具体的内容 

極低電圧要素回路技術では、低電力化のために極低電圧で動作する要素回路技術を開発する。開発

された極低電圧要素回路技術の主要部分を統合し、ＬＳＩチップとして最適な性能を発揮させるため

の、省エネ制御と統合電源システムを組み合わせた極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術（極低電力

ＬＳＩチップ設計手法）を開発する。極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術を適用した、極低電力Ｌ

ＳＩチップを試作し、低消費電力化効果を実証する。 

（１） 極低電力ＬＳＩチップ統合最適化技術 

  電源回路やロジック回路、メモリ回路等の要素技術開発との連携を取り、ＬＳＩチップとして最

適な性能を導き出すチップアーキテクチャを決定する。 

（２） 極低電力ＬＳＩチップを試作し、その性能評価を行う。 

（３） 上記（２）に比較してより大規模（１００万トランジスタ程度）で複雑なデータ処理LSIチッ

プを設定し、 必要な設計環境を用いて、その消費電力のシミュレーション又はチップ試作によ

る実証を行う。  

 

３．達成目標 

最終目標として、平成２４年度末までに以下の目標を達成する。 

（１）（２）により 極低電力ＬＳＩチップの低電力効果(同じ処理を行うための消費電力が従来技術

に比べ１／１０以下への低減）を実証する。 

（３）により 大規模で複雑なデータ処理ＬＳＩチップの大幅な低電力効果を実証し、さらに、大

規模化に伴う低消費電力化克服への技術提案を行う。  
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目⑥ 低電力無線回路/チップ間ワイヤレス技術 

（研究開発期間 平成２１年度から平成２４年度） 

１．研究開発の必要性 

将来のネットワーク社会においては、①ＬＳＩチップ間の非接触データ転送技術によるデータ伝送、

②センサネット等のユビキタスネットワーク、③アクセスポイント間の高速伝送、高解像動画信号等

の無線による高速データ転送の必要性が急速に進むことが予想される。したがって、電力削減のため

にはＬＳＩの演算処理部分と同じく、無線技術領域でも革新的低電力技術の導入が必須である。ユビ

キタス社会の基盤技術として、低電力の無線回路／チップ間ワイヤレス技術の開発が強く求められて

いる。 

２．研究開発の具体的内容 

 低電力インタフェースの基盤技術として、無線距離と伝送速度を等しくして比較した場合、従来技

術より一桁省電力の低電力無線／チップ間ワイヤレス技術を開発する。開発した要素回路技術は試作

による低消費電力化性能の実証を行う。  

 用いる技術は汎用性あるいは値段を考えバルクＣＭＯＳ技術を前提とする。電源は０．５Ｖ以下と

するが、低電力化のために昇降圧技術を用いることもある。 

３．達成目標 

最終目標として、平成２４年度末までに以下の目標を達成する。 

低電圧ＲＦ ＣＭＯＳ回路技術を用いた、低電力無線／チップ間ワイヤレス技術を開発し、これに

より、ＴＥＧを試作し、５０ｐＪ／ｂｉｔ以下の低消費電力通信技術が実用レベルであることを示す。 
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（別紙） 研究開発計画 

研究開発項目⑦ 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 

（研究開発期間 平成２２年度から平成２４年度） 

１．研究開発の必要性 

情報通信機器や車載機器等の高度化・設置数の急激な増加に伴い、情報処理量とエネルギー消費量

の増大が見込まれ、これらの機器に組み込まれるプロセッサの高性能化・高機能化だけでなく低消費

電力化が重要な課題となっている。そこで、多数のプロセッサコアをワンチップに搭載したメニーコ

ア・プロセッサ（＊）によって、この課題を解決することが有望と考えられているが、平成21年度のメ

ニーコア・プロセッサ先導研究で得られた知見によれば、高性能・高機能かつ低消費電力のメニーコ

ア・プロセッサの実現には、ソフトウェアによる周波数・電圧等のきめ細かい電力制御を行うことが

必要である。コア数が増えるに伴い、人間がアプリケーションプログラムの中に電力制御の仕組みを

組み込んでいくことには非常な困難が伴うため、API（コンパイラへの指示）等を用いたコンパイラ

技術の開発が必須である。 
（＊）コア数が32～64以上を指す。 

２．研究開発の具体的内容 

低消費電力メニーコア用アーキテクチャを検討し、組込み用のメニーコア・プロセッサ及び各種サ

ーバ上でコンパイラの動作を可能とするAPI（コンパイラへの指示）を策定する。そのAPIを用いたコ

ンパイラを開発し、組込み向けアプリケーションプログラムで評価する。評価結果をもとにアーキテ

クチャとAPIへのフィードバックを行う。 

併せて提案する技術を適用するアプリケーションの拡大に向けた検討を行う。 

３．達成目標 

最終目標として、平成２４年度末までに以下の目標を達成する。 

あるべき低消費電力メニーコア用アーキテクチャを提案し、開発するコンパイラ技術を用いて既存

技術と比べて電力当たりの処理性能２倍を達成する。かつ、メニーコア・プロセッサ上で組込み向け

アプリケーションプログラム実行時の電力消費量を１／１０以下にする。 
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要約書 

件名：平成２２年度～平成２４年度 成果報告書 「極低電力回路・システム技術開発（グ

リーン IT プロジェクト）」研究開発項目⑦「低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコ

ンパイラ技術」  

 

メニーコアの利点は、チップ上に搭載された多数のコアを活用した超並列処理の実現によ

り、高性能化と低消費電力化を両立できる点にある。これを実現するためには、(1)実行対

象となるアプリケーションから十分なレベルの並列性を抽出し、かつ、(2)コア数の増加に

伴い高い性能を実現できるスケーラビリティを確保することが極めて重要となる。このよ

うな課題を解決するため、我々は SMYLE(Scalable ManY-core for Low Energy computing)

プロジェクトを遂行した。主な成果は以下の通りである。 

 

汎用メニーコア SoCの開発（SMYLEref、SMYLE OpenCL Compiler、ランタイムライブラリ）：

各アプリケーションやタスクを加速実行する仮想的なアクセラレータ VAM(Virtual 

Accelerator on Many-core)の概念を導入し、複数の VAMをメニーコア領域にマッピングす

ることで様々なレベルの並列性を活用可能な汎用メニーコア SoC アーキテクチャ SMYLEref

を開発した。また、そのソフトウェア開発／実行環境として、VAMの合成機能を有する SMYLE 

OpenCL Compiler やランタイムライブラリを開発した。これらに加え、複数の FPGA ボード

を用いた 128 コア SMYLErefプロトタイプを開発した。評価を行った結果、全コアを利用し

並列プログラムを順次実行する従来方式と比較して約 4 倍の性能向上を実現できることが

分かった。これは、動作周波数を 1/4 とし、それに伴い電源電圧を 40%程度削減できれば、

動的消費エネルギーを約 1/10に削減できることを意味する。 

 

ドメイン特化型メニーコア SoCの開発（SMYLEvideo）：ビジュアルコンピューティング（特

に動画像認識）向けメニーコア・アーキテクチャを開発した。アーキテクチャとアルゴリ

ズムの協調設計を行い、異なる種類のコアをクラスタ化したヘテロジニアス構成を採用す

るに至った。また、プロセス間通信に関わる処理時間のオーバーヘッドを隠蔽するゼロオ

ーバヘッド通信方式を考案した。さらに、画像のフレーム単位ではなくブロック単位で処

理することにより、外部メモリの使用量を 1/7 に、また、必要となるメモリ帯域を 1/5 程

度に削減することに成功した。シミュレーションならびに見積もりに基づく評価を実施し

た結果、特徴点の検出・特徴量の抽出を行うアルゴリズムである SIFT の実行時に 15 フレ

ーム/秒の性能を実現できることが分かった。また、商用の専用ハードウェアアクセラレー

タを具備した４コア程度の画像認識プロセッサに対して、最小構成時に性能 1.7 倍、消費

電力 1/2以下、回路規模 1/2以下という大きな優位性を得た。 
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ソフトウエア開発環境の構築（CLtrump、PEMAP、BEMAP）： 3 つのソフトウェア開発サポー

トツールを開発した。CLtrump は逐次 C プログラムから並列化された OpenCL ソースコード

を生成する。ここでは、プログラマとのインタラクティブな協調作業により効率の良い並

列化を実現する。PEMAPは、アプリケーションをメニーコアへと移植する前に達成可能な性

能を推定するツールである。本ツールは、プログラム実行の結果は保証しないが、ターゲ

ットとなるメニーコア環境での実行時間を可能な限り再現するためのコードを自動生成す

る。評価を行った結果、0.44%のエラーで性能を推定できることが分かった。これらに加え、

メニーコア評価用ベンチマーク・プログラム BEMAP を開発し、オープンソースとして公開

した。 
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Title: Ultra Low Power Circuits and System Technology Development (Green IT Project), 

Research Number 7, Architecture and Compiler for Low Power Many-Core Microprocessors 

(FY2010-FY2012) Final Report 

 

In designing many-core processors, the most important challenges are (1) ensuring 

a sufficient level of parallelism and (2) maintaining performance scalability against 

the increased number of cores. Against this background, we have started a research 

and development project called SMYLE (Scalable ManY-core for Low Energy computing). 

The main contributions of this research are as follows. 

 

Development of a Many-core SoC (SMYLEref, SMYLE OpenCL, and Run-time Library) : We 

have designed a many-core architecture that can be used in general purpose SoCs. The 

architecture supports efficient execution of VAMs, Virtual Accelerator on Many-core. 

VAMs are generated through an architecture synthesis technique, and are statically 

mapped onto the many-core domains. We also have proposed an OpenCL-based programming 

model and provided a relevant compilation and run-time execution environment. Another 

contribution of this research is a multi-board FPGA emulation system, which has been 

developed as an execution platform of 128-core SMYLEref. In our evaluation, it has 

been observed that the proposed parallel execution methodology can produces 4X speedup 

compared with a conventional approach. We can achieve 1/10 of energy consumption by 

means of lowering the clock frequency if we assume the same performance with the 

conventional execution.  

 

Development of a Domain Specific Many-core SoC (SMYLEvideo) : This research has 

developed a domain specific many-core SoC. Through an architecture-algorithm 

co-design for video mining applications we designed a scalable many-core processor, 

which consists of clustered heterogeneous cores with stream processing capabilities 

and FIFO-based zero-overhead inter-process communications. For achieving 

high-performance and low-power consumption, each application is partitioned to 

exploit both task and data parallelism, and programmed as a distributed stream 

processing with relatively large local register-file based on Kahn Process Network 

model. Our evaluation shows that SMYLEvideo can achieve 1.7X performance improvement, 

less than or equal to 50% of power consumption, and half of the hardware size, compared 

to a state-of-the-art  four-core system integrated with a hardware accelerator. 

 

Support for SW development (CLtrump, PEMAP, and BEMAP): This research focuses on 
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developing several tools to improve software productivity. A C to OpenCL translator 

called CLtrump supports user-interactive optimization and parallelization. Another 

tool called PEMAP has been developed for estimating the sustained many-core 

performance before porting legacy applications. The tool can be used for early-stage 

performance estimation. Our experiments on PEMAP show we can estimate performance 

of hand-parallelized programs in an error of 0.44% of sequential program’s 

performance on average. We have also developed a benchmark set called BEMAP for 

performance evaluation, which is released under an open source license. 
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1 研究概要 

1.1  研究背景と解決すべき課題 

現在、64～128 個以上のプロセッサコア（以降、コアと略す）を搭載したメニーコアが有

望視されている。メニーコアの本質は、「低性能ではあるが小面積かつ低消費電力なコアを

大多数搭載し、極めて高い並列処理性能を得る」ことにある。しかしながら、依然として

メニーコアは「マルチコアの延長」と捉えられる場合が多く、この本質に基づくメニーコ

アならではの研究開発の実施が必要である。図 1-1 は、高性能コア 1 個に対するメニーコ

アの消費電力量（以降、消費エネルギーと記す）の削減率を表す。ここで、メニーコアを

構成するコア（以降、小規模コアと呼ぶ）の性能、消費電力、面積は、それぞれ、高性能

コアの 1/2、1/4、1/4と仮定する。また、図中の「F」はプログラム実行において並列化可

能な部分の割合（0≤F≤1）を表す。このような条件において、大幅な消費エネルギーの削減

を可能にするためには、以下に示す 2つの課題を克服しなければならない。 

 

 

図 1-1メニーコアの消費エネルギー削減率 

（消費電力は面積に比例し、性能は面積のルートに比例すると仮定） 

 

【課題 1】組込みシステム応用を意識した高効率な超並列処理の実現：図 1-1より、並列化

可能な部分の割合 Fの低下に伴い、消費エネルギー削減率が急激に悪化することが分かる。

これは、小規模コア数の増加に伴う消費電力の増大に対し、性能改善効果が極端に低くな

るためである（消費エネルギーは消費電力と実行時間の積）。組込みシステムは様々な製品
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に搭載されており、今後も多様化の一途を辿ると考えられる。例えば、動画像圧縮/伸張と

いったストリーム処理、ロボットや自動車などのマルチタスク処理、インターネット・ア

プリケーションに代表されるインタラクティブ処理など、その処理形態は応用によって

様々である。したがって、このような多種多様な状況においても常に高い並列化効率を達

成できるメニーコア実行フレームワークを構築しなければならない。この課題に対する取

り組みとして、様々な並列化に関する多くの研究開発が行われてきた。しかしながら、そ

れらはスパコンなどのハイパフォーマンス・コンピューティングで培った並列処理技術を

応用した、単一のアプリケーションからの並列性抽出に着眼点を置いているものがほとん

である。このような従来のアプローチでは組込みシステムの多様性に対応することは難し

く、結果としてメニーコアの応用範囲を限定的にする事態を招きかねない。したがって、

並列化された複数タスクの同時実行が極めて重要となり、そのための各種要素技術開発が

必要となる。 

 

【課題 2】大幅な動作時消費電力の削減：一般に、メニーコアの消費電力は搭載する小規模

コア数に比例する。そのため、図 1-1 において 256 個の小規模コアを搭載した場合、高性

能コア 1個に対して消費電力は 64倍となる（高性能コアに対する小規模コアの消費電力比

は 1/4のため）。一方、全ての実行を完全に並列化できる理想的な場合、つまり Fが 1.0の

場合には、256個の小規模コアを用いることで性能は 128倍向上する（高性能コアに対する

小規模コアの性能比は 1/2のため）。その結果、消費電力と実行時間の積で表される消費エ

ネルギーの削減率は最大でも 2 倍に留まる。この値は、高性能コアに対する小規模コアの

性能と消費電力の比のみに支配される。したがって、低消費電力メニーコアの実現には、

この消費エネルギー削減率の最大値（つまり、ポテンシャルを十分に引き上げること）が

必要不可欠であり、そのためには小規模コア動作時の消費電力を大幅に削減しなければな

らない。マルチコアやメニーコアの低消費電力化技術として、使用しないコアへの電源供

給の停止や、低負荷コアの動作周波数の低減といったアプローチが古くから研究開発され

てきた。これは、並列処理において生じる「空間的または時間的に無駄な処理（急がなく

て良い処理）」を検出し、小規模コアの稼働率を低くするものである。しかしながら、メニ

ーコアの本質は「大多数の小規模コアをフル活用して高い性能を得る」ことにある。した

がって、「使用しない小規模コア」に着眼点を置いた従来アプローチの効果は限定的になら

ざるを得ず、メニーコアでは「使用する小規模コアの動作時消費電力削減」という抜本的

な対策が必要となる。そのためには、低電源電圧化を推し進める必要があるが、その際に

は性能が大きく低下するといった課題が生じる。したがって、（上記課題 1 と関連するが）

電源電圧の低下に耐えうる高い性能を実現することが重要であり、対象アプリケーション

がある程度限定できる場合には、実行対象プログラムに特化した最適化を施す等（例えば、

ヘテロジニアス構成の採用など）の技術開発が必要となる。 
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また、組込みシステム開発においては、低消費電力な実行プラットフォームを提供する

だけではなく、それと同時に以下の課題を解決しなければならない。 

 

【課題 3】ソフトウェア生産性の向上：現在の組込みシステムではソフトウェア開発コスト

が爆発的に増大しており、製品開発における最も深刻な問題となっている。ソフトウェア

開発者は、機能要件を満足し、かつ、様々な利用シーンにおいても性能や消費電力といっ

た厳しい非機能要件を満たすことが求められる。そのため、ハードウェアの細部を意識し

たソフトウェア開発を行っているのが現状である。その一方、メニーコアのように大量の

計算資源を有するハードウェアを用いる場合には、アルゴリズム・レベルの最適化が性能/

消費電力へ極めて大きな影響を与える。したがって、メニーコア向けソフトウェアの開発

効率を高めるためには、プログラマはコンパイラと連携した大局的な最適化を実施でき、

実効効率を最大化する新しいソフトウェア開発フレームワークが必要となる。これに加え、

プログラム移植前の段階において、メニーコアでの実行を想定した場合の性能推定手法の

確立とそのツール化も重要課題となる。一般に、既存プログラムにおいて、メニーコア等

のアクセラレータへの移植を完全自動で実施することは極めて困難である（または、実現

できたとしても高い実行効率を達成することは難しい）。そのため、ソフトウェア移植を開

始する前に、メニーコア上での実効性能を精度よく推定することが望まれる。また、ソフ

トウェア開発コストを削減するためには、設計資産の再利用性の向上や、コミュニティ全

体での設計ノウハウの共有が極めて重要となる。これらを実現するためには、主要アプリ

ケーション分野をターゲットとした各種ベンチマーク・プログラムの開発、ならびに、そ

れらに対する最適化技法の適用事例を広く公開し、ある種のエコシステムを構築する必要

がある。 

 

1.2  研究内容と成果の概要 

 本研究開発は、図 1-2 に示す体制で実施した。具体的には、国立大学法人九州大学、学

校法人立命館大学、国立大学法人電気通信大学による大学研究者と、ベンチャー企業であ

る株式会社フィックスターズならびに株式会社トプスシステムズの 5 機関が中心となり研

究開発を進めた。これに加え、マルチ・メニーコア技術を適用するアプリケーションの拡

大に向けた調査、ならびに、ソフトウェア開発環境および動作環境の最新の技術動向の調

査を目的として、一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA）、キャッツ株式会社、イー

ソル株式会社が九州大学の再委託事業として参加した。また、メニーコア評価環境の構築

を加速するため、電気通信大学からの再委託事業として国立大学法人東京農工大学も参加

した。 
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図 1-2 研究体制 

 本プロジェクトにおいて実施した主な研究開発内容と分担、ならびに、成果の概要を図

1-3 に示す。本研究開発の内容は、主に、1)汎用メニーコア SoC SMYLErefの開発、2)ビジ

ュアルコンピューティング向けメニーコア SMYLEvideo の開発、3)メニーコア向けソフト

ウェア開発環境の構築、4)メニーコア市場／技術調査、の 4 つに大別される。各テーマと

主な成果の内容は以下の通りである（詳細は本報告書の対応する章を参照）。 
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図 1-3 研究内容、分担、ならびに、成果の概要 

 

 汎用メニーコア SoC SMYLEref の開発（本報告書第 2章）：制御を司る少数のコアと多

数の同種コアを搭載した SoCプラットフォーム SMYLErefを開発した。メニーコア部分

はホモジニアス構成となっており、複数コアで 1つのクラスタを形成する。各クラス

タは 2次元メッシュの NoC （Network on Chip）で接続される。並列化された複数のア

プリケーション（またはタスク）を同時に実行することを意識したアーキテクチャと

なっており、その上に実装すべきソフトウェのア開発環境、ならびに、SoCとしての実

行環境の研究開発も実施した。最終的には、128コアを搭載した FPGAプロトタイプを
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開発した（プロジェクト終了時では単一プログラム実行の動作を確認）。FPGAプロトタ

イプを用いた基礎評価に基づき複数プログラムの同時実行を想定した性能見積りを行

った結果、並列化された単一アプリケーションを順次実行する従来の方式と比較して、

同一コア数において約 4倍程度の性能向上を実現できることが分かった。これは、動

作周波数を 1/4とし、それに伴い電源電圧を 40%程度削減できれば、動的消費エネルギ

ーを約 1/10 に削減できることを意味する。実際、AMD社のプロセッサチップ

Opteron6136では動作周波数を 1/3にすることで約 30%の電源電圧低下を可能としてお

り、より低電圧動作を考慮した最適化を施すことで 40%の電源電圧削減は十分に可能で

あると結論付けられる。なお、本プロジェクトで開発した 128コア・プロトタイプシ

ステム（OSや各種ドライバといったシステムソフトウェアも含む）や、通常の PC等で

動作する機能検証用シミュレータは公開を前提としており、一部、ラインセンス等の

問題が生じる場合を除き無償で利用できる。また、本成果の実用化に関しては、技術

移転を実施しトプスシステムにて事業化を開始した。市場成長率と利益率が極めて高

い半導体製品である FPGAに対して、従来の FPGAよりも使い易い汎用のアクセラレー

タとして、マルチ・メニーコア型のプロセッサ（SMYLE）を提供する。FPGAのようにハ

ードウェア設計することなく、所望の機能をソフトウェアのまま搭載して動作させる

ことが可能なため、多くのソフトウェア技術者が使用可能なアクセラレータとして製

品化を目指す。 

 

 ビジュアルコンピューティング向けメニーコア SMYLEvideo の開発（本報告書第 3章）：

今後の需要拡大が見込まれるビジュアルコンピューティング（特に動画像認識）向け

に 1TOPS の処理性能を有するメニーコア・アーキテクチャ SMYLEvideoを開発した。 ビ

デオ分析、人物検索、ビデオ編集などのアプリケーションを対象に、内在する並列性

の詳細分析を行い、アーキテクチャ＆アルゴリズム協調設計により、ビジュアルコン

ピューティングに適した異なる種類のコアをクラスタ化し集積するヘテロジニアス・

メニーコア構成とした。また、プロセス間通信に関わる処理時間のオーバーヘッドを

隠蔽するゼロオーバヘッド通信方式を考案した。さらに、画像のフレーム単位ではな

くブロック単位で処理することにより、外部メモリの使用量を 1/7、必要となるメモリ

帯域を 1/5程度に削減することに成功した。シミュレーションならびに見積もりに基

づく性能評価を実施した結果、特徴点の検出・特徴量の記述を行うアルゴリズムであ

る SIFT の実行時に 15フレーム/秒の性能を実現できることが分かった。従来型の汎用

マルチコア・プロセッサ(4 コア(8スレッド)約 2.9GHz≒24GOPS,130Ｗ)と比較して、性

能が約 30倍（700GOPS相当）、消費電力 1/300以下（350mW程度）、商用の専用ハード

ウェアアクセラレータを具備した４コア程度の画像認識プロセッサに対して、性能 1.7

倍、消費電力 1/2 以下、回路規模 1/2以下、という大きな優位性がある。SMYLEvideo

は、人間の目と大脳の一部（視覚系）に対応する物体認識や意味理解機能を、応用に
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合わせて柔軟にかつ低消費電力で実現可能にするメニーコア・プロセッサであり、ス

マートフォン・タブレット、デジタルカメラ、デジタルテレビ、自動車、監視装置、

ロボットなど、次世代の様々なスマートな情報機器への応用が期待される。現在、事

業化に向けての実用化開発について、顧客と商談を進めている。 

 

 ソフトウェア開発環境の構築（本報告書第 4章）：本研究テーマでは、主に 3つのソフ

トウェア開発サポートツールを開発した。まず第 1は、前述した SMYLErefでの利用を

想定した C-to-OpenCL 半自動ソースコード変換ツール CLtrumpの開発である。ソース

コードを変換する際、プログラマとコンパイラがインタラクティブに情報をやりとり

しながら並列化を進めることが特徴である。本ツールに関してはソースコード・レベ

ルで公開可能である。このように、プログラム開発者から最適化のヒントを得ること

で効率のよい並列化を行える。第 2は性能推定ツール PEMAPの開発である。先の課題 3

で言及したように、メニーコアへソフトウェアを移植する前の段階で、移植後の実効

性能を見積もる必要がある。本ツールは、プログラム実行の結果は保証しないが、タ

ーゲットとなるメニーコア環境での実行時間を可能な限り再現するためのコードを自

動生成する。本ツールは Webを介した実行がサポートされており、移植を試みる設計

者は自由に利用できる。また、フィックスターズ社内部においても本ツールを用いた

事業展開を実施中である。第 3は、メニーコアの評価やプログラム最適化知識の共有

を目的としたベンチマーク集（BEMAP）の開発である。今後の需要が高く、かつ、高速

処理のためのソフトウェアの最適化が強く要求されるであろう 4分野（ライフイノベ

ーション、インターネット・アプリケーション、ファイナンス、ビジュアルコンピュ

ーティング）から 8種類のコードを選択し、Cのリファレンス・ソースコードならびに

各種最適化を施した OpenCLソースコード、最適化による性能向上を評価したレポート

を無償公開している（http://sourceforge.net/projects/bemap/）。これらの成果に関

しては、メニーコア向けベンチマークとしての普及を期待することができる。また、

フィックスターズにおいては、これら公開済みプログラム BEMAPをサンプルとした有

償での組込みサービスのビジネスを展開している。さらに、フィックスターズブラン

ド M3に組込み、ライセンス販売も展開中である。 

 

 マルチ・メニーコア市場ならびに要求仕様の調査（本報告書第 5章）：各種アンケート

の実施や展示会での技術説明等により、マルチコアやメニーコアに対する期待、要求、

解決すべき課題、市場、などを調査した。これらの結果を本プロジェクトにフィード

バックすると同時に、将来に渡って解決すべき課題を探った。また、JEITAよりマルチ

コア・ハンドブックを出版し、多くの研究開発者への情報提供を行った。さらに、2012

年 3月と 2013年 1月の 2回にわたり、NEDO主催メニーコア・シンポジウムを開催した。

いずれも 150 名近い参加者であり、プロセッサ開発から応用までの幅広いレンジの技
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術者が議論ならびに情報交換する場となり、一つの大きな流れを形成することができ

た。 
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2 組込みシステム向け汎用メニーコア SMYLErefの開発 

2.1  アーキテクチャ 

2.1.1 全体構成 

メニーコアにおける最大の課題は、如何にしてコア数の増加に対する性能スケーラビリ

ティを確保するかである。しかしながら、例えば 128 といった多数のコアを活用するだけ

の並列性を単一アプリケーションから引き出すことは容易でない。また、組込みシステム

では、様々な特性（内在する並列性や要求されるリアルタム性）を有する複数アプリケー

ションを効率良く実行しなければならない。この要求を満足すべく、図 2.1-1 に示すよう

に「仮想アクセラレータ（VAM: Virtual Accelerator on Manycore）」の概念を導入し、メ

ニーコア実行プラットフォームとプログラム実行／開発環境の構築を行った。VAM 導入に

より、多数の小規模コアを仮想アクセラレータ実現のためのハードウェアプラットフォー

ムとして活用し、一方でコンパイラや並列プログラムはアプリケーション特性に応じて自

らが VAM の構成を決定しつつ、それに基づきコード生成や実行を行うことができる。この

ように、ソフトウェア に対してハードウェアアーキテクチャの決定権を与えることで、高

い実行効率を実現する。また、メニーコア上に複数の独立した VAM をマッピングすること

で、アプリケーション（またはタスク）レベルの並列性を効果的に活用する。 

 

図 2.1-1 メニーコア上で動作する仮想アクセラレータ VAMの概念 

添付4-16



 

2.1.2 コア／クラスタ 

本研究では、SMYLErefの各コアとして科学技術振興機構 CRESTの研究領域「情報システム

の超低消費電力化を目指した技術革新と統合化技術」のプロジェクトである「革新的電源

制御による次世代超低電力高性能システム LSI の研究」で開発されたプロセッサコア 

Geyser2 を用いた[関 2010]。Geyserは MIPS R3000アーキテクチャをベースとしたシンプル

なプロセッサコアであり、実 LSIチップへの実装実績もある。さらに、Geyserを FPGA上に

実装しての Linux 動作も確認されたコアであることから、SMYLErefにおけるベースのプロ

セッサコアとして採用した。なお、Geyserは最粒度パワーゲーティングの研究用途に開発さ

れたプロセッサコアであるが、本研究では最粒度パワーゲーティングの機能は用いない。

Geyser コアは 8KB（2 ウェイ・セットアソシアティブ、64B ラインサイズ）の L1 命令キャ

ッシュ、および、L1データキャッシュを有する。また、命令により制御可能な 16エントリ

の TLBを搭載している。なお、データキャッシュはライトバック方式を採用している。 

 図 2.1-2（A）で示すように、SMYLErefはシンプルな数個のプロセッサコアをバスで結合

しクラスタを構成する。そして、複数クラスタがオンチップネットワーク(NoC)で結 合 し

たアーキテクチャを採る。図 2.1-2（B）のように、各 VAM は 1 個以上のクラスタにマッピ

ングされる。多くのアプリケーションにおいて 8 並列程度までは十分なスケーラビリティ

が存在することを想定し、単一クラスタ内のコア数は 8とした。 

 

図 2.1-2 クラスタ構成と VAMマッピングの例 

 各クラスタには分散共有 L2キャッシュの一部（L2キャッシュ・スライスと呼ぶ）が搭載

される。各 L2キャッシュ・スライスにはアドレスインターリーブ方式でメモリ空間が割り

当てられている。したがって、物理的には分散した配置となっているが、論理的には共有

した 1 個の L2 キャッシュとなる。したがって、あるコアが L2 キャッシュにアクセスする

際、そのアドレスによって（つまり、クラスタ内とクラスタ外のいずれの L2キャッシュ・

スライスにアクセスするかによって）L2キャッシュ・アクセスレイテンシが異なる。 

 L2キャッシュは共有方式を採るため、コヒーレンシ制御は不要となる。また、L1キャッ
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シュにおいてもハードウェアでのコヒーレンス制御は保証しない。これは、SMYLEref では

OpenCL のプログラミングモデルを採用しており、基本的に OpenCLではキャッシュの一貫性

はプログラマが保証する前提となっているためである。 

 

2.1.3 ネットワークオンチップ 

クラスタには、コアや L2キャッシュを備えるコア・クラスタと、チップ外部とのインタ

フェースの役割を持つペリフェラル・クラスタの 2 種類がある。コア・クラスタ間、およ

びコア・クラスタ／ペリフェラル・クラスタ間はルータを通してネットワークオンチップ

(NoC)により接続され、パケットスイッチング方式でデータ転送が行われる。複数コアでク

ラスタを構築し、さらにクラスタ間をネットワークで接続するという階層的な構造をとる

ことにより、通信を自クラスタのキャッシュにできる限り閉じ込めることで、通信路の混

雑による性能低下の回避を狙う。クラスタ間を接続するオンチップネットワークトポロジ

は、スケーラビリティの確保と拡張性を考慮して 2次元メッシュを採用している。この際、

デッドロックを防止するために XYルーティングプロトコルを用い、次元順ワームホールル

ーティングを行う。SMYLEref で採用するルータアーキテクチャの概要を図 2.1-3 に示す。

隣接ノードと Cluster バスとの通信のために 5 本の入出力ポート(N、S、E, W, L)を持つ。

なお、データのビット幅は 32ビットとした。 

 

図 2.1-3 ルータアーキテクチャの概要 

 

本ルータは仮想チャネル(VC)ルータアーキテクチャをベースとし、低コスト・高性能なデ

ータ転送を行うことができる On-the-flyルータ[Nguyen2011]を利用する。通常、ルータは

RC (Routing Computation)、VA (Virtual Channel Allocation)、SA (Switch Allocation)、

ST (Switch Traversal)の 4 段階の処理を行い、パケットを次のホップ先に転送する。

On-the-fly ルータは、SA の確定をしながら VA を行うことで、ST ステージをクリティカル

パスより除去し、さらにルックアヘッド・ルーティング技術を利用して RC ステージと SA
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ステージを並列に行う。これにより、全ての処理を１サイクルで行うことが可能となり、

各ルータで通信パケットを単一サイクルで転送することが可能になる。なお、本ルータは

各ポートに 2個の VC を持つ。 

 

 

図 2.1-4 ヘッダーフリットのフォーマット 

 

1つの通信パケットは複数のフリットにより構成される。フリットは head flit、body flit、

tail flitの 3 タイプに分類される。head flitはパケットの先頭を示し、body flitはパ

ケットの中間を、tail flitはパケットの最終であることを示す。各パケットは 2フリット

からなるヘッダーフリットを持つ。図 2.1-4 はヘッダーフリットのフォーマットである。

Flit/VCID フィールドはフリットの種類(head, body, tail)と仮想チャネル ID を識別する

ものである。また、Routeフィールドはルックアヘッド・ルーティングにより 1ホップ前の

ルータで計算されたルーティング情報が格納される。その他、ヘッダーには X 次元と Y 次

元のルーティング情報(Routing Info)、メモリアクセスの属性やバス制御情報(MEM access 

control & Core ID)、発信元クラスタ IDと宛先クラスタ ID(Source/Destination Cluster ID)

の情報を持つ。 

 

2.1.4 ハードウェアバリア技術 

2.1.4.1 概要 

近年のプロセス技術やハードウェア技術、ソフトウェア技術等の進歩により、チップ上

に複数のプロセッサコアを搭載したマルチコアプロセッサが広く普及するに至った。また、

より多くのプロセッサコアを搭載した、メニーコアプロセッサについても研究が及んでお

り、例えば 100 個のプロセッサコアを搭載した商用化チップも存在する[Ramey2011]。メニ

ーコアプロセッサにおいて高い実効性能を実現するためには、搭載したコアの数に見合っ

ただけの並列性を活用できなければならない。例えば、画像処理や科学技術計算のように、

極めて高い並列性が内在する場合においてはコアの稼働率を高めることができる。しかし 

ながら、十分な並列性が抽出できない場合が多く存在するのも事実である。したがって、

メニーコアプロセッサの応用範囲を拡大しその普及を図るためには、プログラム内並列性

のみならず、プログラム間並列性をも積極的に活用しなければならない。すなわち、メニ

ーコアプロセッサにおいては、効率的なマルチスレッド・マルチプログラム実行環境の実

添付4-19



現が極めて重要となる。具体的には、OS、メール、ゲーム、コンパイラなどの複数ソフト

ウェアが同時に動作する組込みシステムや、複数ユーザが異なるジョプを投入するデータ

センター・サーバ応用が考えられる。 

並列化された複数のプログラムを同時に実行する場合の課題として、プロセッサコア間

での同期処理の高効率化が挙げられる。同期はプロセッサ間の歩調を合わせるために必要

であり、例えば、複数プロセッサコアがメモリやバスなどの共通資源を使用する際にアク

セス順序を決めるときや、複数プロセッサコアが同時に動作を開始したい場合などに実行

される。ここで、ある同期に参加するプロセッサコアの集合をコアグループと呼ぶ。一般

に、並列化プログラムの実行に使用するプロセッサコアの数は、当該プログラムに内在す

る並列性の度合いに大きく依存する。これに加え、複数のプログラムが同時に実行される

状況においては、複数のコアグループそれぞれが同期処理を発行する場合もある。したが

って、メニーコアプロセッサにおいては、複数の様々なコアグループに対して独立かつ並

列に実行可能な同期機構の実現が必要となる。 

同期手法の代表的なものの一つとしてバリア同期がある。これは、同期の対象となる各

プロセッサコアが実行するプログラム中に、対象コア全てが許可を出すまで停止する指示

を埋め込むことにより同期を実現する手法であり、実際に MPI、OpenMP、pthread等の多く

の並列コンピューティング環境に実装されている。一般に、バリア同期は専用ハードウェ

アの追加なしに実現可能ではあるが、数多くのプロセッサコアが参加する場合には、（1）

バリア同期に要する時間が大きくなり頻繁に使用するとソフトウェア実行性能の低下要因

となる、（2）各プロセッサコアのバリア処理完了時刻に大きくばらつきが発生して、事前 

のチューニングが期待通りに反映されなくなる、などの問題が発生する。そのため、HPC分

野で使用されるような大規模システムにおいてはハードウェアバリア機構が実装されてい

ることが多い。大規模システムでのハードウェアバリア機構は、筺体間やチップ間を繋ぐ

長距離ネットワークを制御する多機能なネットワークコントローラの存在を前提として設

計されているため回路規模が大きく、そのままメニーコアプロセッサのハードウェアバリ

アとして使用することは難しい。また、大規模システムでは配線コスト低減を目的として

ハードウェアバリアで使用するネットワークを他の通信機能と共有しているため、常に最

短レイテンシでのバリア同期実行は期待できない。 

 そこで、本研究では、メニーコアプロセッサでの利用を前提とし、柔軟性を有する新し

いハードウェアバリア方式を開発した。具体的には、（1）低レイテンシでばらつきが小さ

く、（2）バリアネットワークの分割を可能にし、かつ、（3）小規模な回路量で実現できる

ハードウェアバリア機構である。また、この小規模なバリアネットワークを複数用意する

ことで、多様なプロセスが動作するであろうメニーコアプロセッサにおいても対応可能な

柔軟なハードウェアバリア機構を実現する。 
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2.1.4.2 柔軟性を有するハードウェアバリア機構 

本節では、ある固定的なコアグループを対象とし、提案するハードウェアバリア機構（以

下、バリア機構と略す）の基本構造と動作を説明する。なお、様々なプロセッサコア（以

下、コアと略す）で構成されるコアグループへの対応、ならびに、複数コアグループでの

並列同期処理の実現に関しては次節以降で詳細を述べる。本バリア機構の実現には以下の

ハードウェア要素が必要となる。 

 

 バリアネットワーク：バリア専用の双方向二分木ネットワーク。4コアでコアグループ

を構成した場合の例を図 2.1-5に示す。 

 葉ノード：各コアに追加されるハードウェア・モジュール。以下に示す 2 種類の 1 ビ

ット・レジスタを有する。 

 同期設定レジス：当該コアがバリア同期の完了待ち状態にあるか否かを指示する

レジスタ。当該コアのプログラム実行が同期ポイントに到達したら'1'にセットさ

れる。また、次に説明する同期状態表示レジスタがリセットされると'0'にリセッ

トされる。 

 同期状態表示レジスタ：根ノードが管理するバリア機構状態レジスタの複製を保

持するレジスタ。 

 根ノード：コアグループにおける同期処理実行状態を管理するハードウェア・モジュ

ール。子ノードとなる全ての葉ノードが管理対象コアグループとなる（ただし、次節

で説明するマスク機能を用いた場合を除く）。図 2.1-5の例では、根ノードが管理する

コアグループは葉ノード 0〜3である。管理下にある葉ノードから同期設定レジスタ値

を集計し、全てのコアが同期ポイントに到達したか否かを判定する。内部には 1 ビッ

トの同期状態レジスタを有する。提案するバリア機構には以下に示す 2 つの状態があ

り、同期状態レジスタにより現状態を表す。状態遷移を図 2.1-6に示す。 

 バリア完了待ち／受付可能状態：コアグループに属するコアがある同期処理を実

行中、もしくは、次のバリア同期処理を実行可能な状態（図 2.1-6 の W_SET）。こ

のとき、同期状態レジスタは'0'にリセットされる。 

 バリア完了通知待ち状態：バリア同期が完了し、全葉ノードに対して完了通知を

ブロードキャストしている状態（図 2.1-6 の W_RST）。このとき、同期状態レジス

タは'1'にセットされる。 

 内部ノード：根ノードと葉ノードの中間に位置するハードウェア・モジュール。内部

構造は根ノードと同じであり、バリアネットワークを分割して複数コアグループの同

期処理を実現する場合には根ノードとして動作する。 
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図 2.1-5 4コアにおけるハードウェアバリア・ネットワーク 

 

 

図 2.1-6 バリア同期機構の状態遷移図 

 

以下、図 2.1-7 を用いてバリア機構の動作を説明する。なお、バリア機構の状態は「バ

リア完了待ち／受付可能状態」であり、全ての葉ノードの同期設定レジスタの初期値は'0'

とする（つまり、図 2.1-7（a）に示すように次のバリアを実行可能な状態とする）。 

 

1. 同期処理において、コア 2（葉ノード 2）が同期ポイントに到達する。この時、当該コ

アの同期設定レジスタが'1'に設定される。 

2. コア 2 の同期設定レジスタの値が内部ノード 1 に送信される。この時、他方の子ノー

ドの同期設定レジスタの値がセットされていなければ、同期待ち状態を継続する（図

2.1-7（b））。 

3. コア 3 が同期ポイントに到達し、同期設定レジスタが'1'に設定される。これにより、

内部ノード 1 は親ノード（ここでは根ノード）に対して同期設定レジスタの値を伝搬

させる（図 2.1-7（c））。 

4. コア 0 ならびにコア 1 が同期ポイントに到達すると、根ノードは全てのコアが同期ポ

イントに到達したと判定する。これにより、各葉ノードに対して同期処理完了通知の

信号を送り、バリア完了通知待ち状態に遷移する（図 2.1-7（d））。 
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5. 各葉ノードは、根ノードからバリア完了通知を受け取った後、同期設定レジスタを'0'

にリセットし、これが根ノードへと伝搬する（図 2.1-7（e））。 

6. 根ノードは、全ての葉ノードの同期設定レジスタの値がリセットされた事を判定し、

バリア機構の状態をバリア完了待ち／受付可能状態にする。これにより、次の新たな

バリア同期を受け付けることが可能となる（図 2.1-7（a））。 

 

内部ノードは、バリア完了待ち／受付可能状態の場合には、2つの子ノードから入力した

同期設定レジスタの値の論理積をとる。一方、バリア完了通知待ち状態の場合には、これ

らの値の論理和を親ノードに回送する。これらの値が根に向かって伝搬することにより、

根ノードは全ての葉ノードの状況を把握することができる（図 2.1-8）。 

 

 

 

 

 

 

 

添付4-23



 

図 2.1-7 バリア同期機構の動作 

 

 

 

図 2.1-8 内部ノードの同期処理 
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2.1.4.3 柔軟性を有するハードウェアバリア処理の実現 

 前節では、根ノードに対応する全ての葉ノードがコアグループに含まれる場合を想定し

ていた。しかしながら、マルチプログラム実行環境下においては、複数の様々なコアグル

ープに対して独立かつ並列に実行可能な同期処理をサポートしなければならない。そこで

提案方式においては、接続設定情報の変更によりバリアネットワークを論理的に分割し、

一つのバリアネットワーク内で複数のバリア同期を実行できるように拡張する。具体的に

は、以下に示す 2つの機能により、柔軟なハードウェアバリアが可能となる。 

 

 内部ノードにおける折返し機能のサポート：内部ノードは根ノードと同じハードウェ

ア構成を採る。したがって、内部ノードは根ノードと同一の機能を有することが可能

である。そこで、ある内部ノードを根ノードとして動作させることでバリアネットワ

ークを複数の部分木に分割する。図 2.1-9は、8個の葉ノードを有するバリアネットワ

ークを 4 分割した例である。例えば、葉ノード{2, 3}はコアグループ B を構成してい

る。この場合、親ノードとなる内部ノードに対して折返し機能を適用することで根ノ

ードとして動作させる。内部ノードに対して折返し機能が適用されると、図 2.1-10に

示すように、子ノードから回送された信号（同期設定レジスタの値）の論理演算結果

を親ノードには回送せず、同期処理完了通知信号として子ノードに転送する。例えば、

両方の子ノードが同期ポイントに到達した場合には対応する同期設定レジスタが‘1'

にセットされ、これらの論理積がとられる。この結果が、当該子ノードに対して同期

処理完了通知信号としてフィードバックされる。また、親ノードに対しては親ノード

から回送されてきた同期処理完了通知信号の反転値を転送することで、上位（根ノー

ドに近い方）のノードに対する影響を排除する。このように部分木を用いて小規模な

バリアネットワークを複数構成することにより、各コアグループは独立かつ並列にバ

リア同期処理を行うことができるようになる。 

 葉ノードの切り離し（マスク）機能のサポート：葉ノードに対して適用される設定で

あり、葉ノードに対応するコアがバリアに参加するか否かを指定する。バリア機構内

部では、マスクが有効であれば葉ノードの同期設定レジスタの値が親ノードに送信さ

れる。一方、無効な場合には、状態表示レジスタの反転値を親ノードに対して出力す

ることで、上位のノードに対する影響を排除する（図 2.1-11）。 
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図 2.1-9 折り返し/マスクを用いたグループ分割 

 

 

 

図 2.1-10 折り返し機能 

 

 

図 2.1-11マスク機能 
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2.1.4.4 多重化による柔軟性の拡大 

 

マスク・折返しによる設定では部分木単位のグループ構成以外は行えないため、それ以外

のグループ構成には、バリアネットワークを複数用意すること（多重化）により対応する。

図 2.1-12は、8ノードからなるバリアネットワークを 2つを使用して、ノード番号{0,2,4,6}、

{1,3,5,7}で組み分けされた、2 つのグループに分割した例となっている。実際には、前節

で説明した折返し機能、マスク機能、ならびに、多重化を組み合わせることにより、本バ

リア機構は少レイテンシでばらつきのないハードウェアバリアを、様々なノードの組み合

わせで実行することを可能にしている。 

 

 

図 2.1-12多重化 

 

2.1.4.5 評価 

本節では、バリア機構の評価をバリア同期時間の測定および回路規模の計数によって行う。 
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本評価では、メニーコアアーキテクチャ評価環境である SMYLEref の RTL 設計を使用した。

SMYLErefは、MIPS R3000アーキテクチャをベースとした複数のプロセッサコアをバス結合

でクラスタ構成し、多数のクラスタを 2 次元メッシュのオンチップネットワークで結合し

たアーキテクチャとなっている。本実験では 1クラスタ、16コアのモデルを作成し、 

16 個のコアに対して 8 つのバリアネットワークを実装した。また、バリア制御のために各

コア内にレジスタを実装し、各コアがレジスタを読み書きすることによって、バリア同期

を実施可能にした。レジスタは、自コアが使用する葉ノード及び、15 ある内部ノードと根

ノードの内一つの構成および同期を制御する（図 2.1-13）。 

 

 

図 2.1-13ノード構成の変更を行うコアの割り当て 

 

バリア同期時間を測定するため、図 2.1-14に示す評価用プログラムを用いた。本評価用

プログラムは、最初に各コアが担当する、葉ノード、内部ノードのマスク情報および、折

返し情報をレジスタに書込む（barrier_config関数）。次にバリア同期の実行（barrier関

数）を 2 回繰り返す。バリア関数を 2 回実行するのは、関数のプログラムをキャッシュに

載せることと、全てのコアが同時に計測対象のバリア関数実行を開始するためである。 

 

 

図 2.1-14評価用プログラム 
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barrier 関数内では以下の処理を行う。 

 

1. check_barrier_reset:状態表示が'0'になるまでレジスタの読込を繰り返す。 

2. barrier_sync_set:同期設定='1'をレジスタに書込む。 

3. check_barrier_set:状態表示が'1'になるまでレジスタの読込を繰り返す。 

4. barrier_sync_reset:同期設定='0'をレジスタに書込む。 

 

バリア同期時間としては、2回目の barrier関数実行に要したクロックサイクル数計測した。

計測は、xilinx 社製 RTL シミュレータ ISIM（0.40d 版）を使用して行った。また、比較た

めにハードウェアバリアを使用しないテストプログラム 2 種に対しても計測を行った。こ

れらのテストでは、2 回目のバリア関数実行前にハードウェアバリア関数を 2 回実行して、

全コアが同時にバリア関数を実行できるようにしている。2種のプログラムはそれぞれ、バ

リア同期の手法[Wilkinson1999]が異なっており、一方は小ノード数向けの master-slave

方式、もう一方は中以上のノード数向けの butterfly 方式を用いている。16 コア全てがバ

リア同期に参加した時の計測結果を表 2.1-1に示す。 

 

 

表 2.1-1 バリア同期時間測定結果 

 

 

表中の'種別'は測定対象の種別で、'HW'はハードウェアバリア、'MS'は Master-Slave方

式、'BUT'は butterfly方式を示す。'開始最速'、'開始最遅'、'完了最速'、'完了最遅'は

それぞれ開始最速を起点とした相対経過クロックサイクル数を示す（図 2.1-15）。'開始最

速'は barrier 関数の実行開始が最も早かったコアの相対経過クロックサイクル数であり、

表中ではここを起点とするため、全ての種別において値は 0となる。'開始最遅'は、barrier

関数の実行開始が最も遅かったコアの相対経過クロック数を示し、'完了最速'は、barrier

関数の完了が最も速かったコア、完了最遅は最も遅かったコアの相対経過クロック数を表

す。また、'完了-完了'は完了最速と完了最遅のクロック差を示す。'完了最遅'の値を関数

実行レイテンシ、'完了-完了'をコア間のばらつきと考えると、HW は、MS に対してレイテ

ンシを 1/87 に、ばらつきを 1/79 に、BUTに対してはレイテンシを 1/66に、ばらつきを 1/30

に改善していることが分かる。 
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図 2.1-15測定対象 

 

 

表 2.1-2 回路規模 

 

 

回路規模に関しては、Xilinx社製の論理合成ツール xst（ISE 13.1-0.40版）を使用して

求めた。合成対象 FPGAには Vertex-6（ML605評価ボード）を指定している。表 2.1-2にバ

リア同期時間測定に使用した SMYLErefモデルの合成結果、及び、そこからハードウェアバ

リア部分のみを取り出した合成結果を示す。表中の'Type'は計数された対象で、'LUT'は LUT、

'Reg'はレジスタ、'RAM'は 36Kbit RAM(ブロック RAM)を示す。また、'BAR'はバリア同期部

分、'SMYLE'は SMYLEref の合成結果を表す。'BAR/SMYLE'は LUT、Reg 及び RAM それぞれに

ついて SMYLE に対する BARの百分率である。BAR/SMYLEはコアの増加によっては変わらない

が、クラスタが増加すれば減少する。コア当たり 32KByte 程度のメモリに必要な面積のこ

とも鑑みると、SMYREref メニーコアプロセッサに対してバリアのハードウェア回路は十分

に小規模であると考えられる。 
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2.1.5 動作周波数／コア数スケーリング技術 

2.1.5.1 概要 

シングルコア・プロセッサの性能向上は、動作周波数の上昇や複雑なアウトオブオーダ

実行型のスーパースカラ・アーキテクチャを実装することで達成してきた。しかしながら、

消費電力の問題によりその性能向上は限界を迎えている。そのため近年のプロセッサでは、

1つのチップに複数のプロセッサ・コア（以下、コアと略称）を搭載したマルチコア・プロ

セッサ（以下、マルチコアと略称）が主流である。また、数十のコアを搭載したメニーコ

ア・プロセッサ（以下、メニーコアと呼称）が登場しており、微細化技術の発展により 1

つ の チ ッ プ に 搭 載 さ れ る コ ア の 数 は 今 後 更 に 増 加 す る と 予 想 さ れ る

[Ramey2011][Seiler2008][Howard2010]。マルチコアの高性能化と低消費電力化を達成する

には効率的な並列処理が重要であり、メニーコアにおいてはその重要性がさらに増す。大

量のコンピュータを扱う大規模なデータセンタやスーパーコンピュータ等の高性能計算機

では消費電力削減に対する要求が高まっており、厳しい消費電力制約下において如何にプ

ロセッサの性能を最大化するかが課題となる。これに加え、今後のメニーコアでは様々な

特性や要件を持つアプリケーションを扱うことが予想されるため、それらに応じてエネル

ギー効率の良い実行を実現できる環境が求められる。 

消費電力制約下においてエネルギー効率の良いアプリケーション実行を実現するための

既存手法として、Dynamic Voltage and Frequency Scaling（DVFS）が挙げられる

[Semeraro2002]。DVFSによりプロセッサの電力効率を向上できるため、マルチコアを対象

とした様々な DVFS適用技術に関する研究がなされている[Herbert2007]。メニーコアにお

いても、消費電力バジェットに応じて適したコアの動作周波数と供給電圧を選択すること

で電力効率の向上が期待できる。しかしながら、そのような場合には、性能を決定する要

因として動作周波数だけでなく並列性も同時に考慮しなければならない。なぜなら、チッ

プ上の全コアを用いた並列処理が最高性能やエネルギー効率の良い実行を実現できるとは

限らないためである。 

本節では、消費電力制約下においてメニーコアにおける並列プログラム実行の性能を最

大化する Dynamic Core-count and Frequency Scaling（DCFS）手法を説明する。本手法で

は、並列プログラムを実行する際にコア数と動作周波数を動的に制御する。具体的には、

限られた消費電力バジェットをプログラムの特性に応じてコア数の増加と動作周波数の上

昇に適切に配分することで性能向上を狙う。コア数の増加や動作周波数上昇に対するスケ

ーラビリティはプログラムの種類やその実行箇所に応じて異なるため、プログラムの実行

中にそれらを動的に変更する必要がある。従来の DVFSでは動作周波数と供給電圧のみを動

的に変更するのに対し、DCFS では稼働させるコア数も制御することで消費電力バジェット

をより効率的に利用する。一定の消費電力制約下において提案手法を評価した結果、従来 
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の全コア実行に比べ最大で 35％の性能向上を達成した。 

 

2.1.5.2 コア数と周波数に関するアプリケーション性能分析 

本節では、消費電力制約下においてコア数および動作周波数に対するプロセッサの性能

特性がプログラムの種類やその実行箇所に応じて異なることを示す。なお、本実験には

PARSEC 2.1 [PARSEC2008]から選択したベンチマーク・プログラムと実機の AMD Opteronを

用いた。本実験に用いたシステムの構成は表 2.1-3 の通りである。本システムは 4 プロセ

ッサによる SMP（Symmetric Multi-Processor）構成であり、各プロセッサが 8 コアを搭載

するため合計で 32コアの構成となっている．ベンチマークは blackscholes、dedup、x264、

の 3つを選択し、入力サイズはすべて nativeを用いた。 

本節では、プロセッサの消費電力がそれを超えないよう最大動作周波数がコア数によっ

て決定されると仮定する。消費電力制約としては、式(2.1-1)に示すように全コア（32コア）

が最低動作周波数で稼働する際の動的消費電力とする。ここで、αはスイッチング確率、

Nallcores はチップ上の全コア数、C は 1 コア当たりの負荷容量、fmin は最低動作周波数、Vmin

は最低供給電圧を表す。なお、プロセッサの負荷容量はコア数に比例すると仮定する。 

 

𝑃𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡 = 𝛼 × 𝑁𝑎𝑙𝑙𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠 × 𝐶 × 𝑓𝑚𝑖𝑛 × 𝑣  𝑚𝑖𝑛
2     (2.1-1) 

 

表 2.1-3 実機での評価環境 

 

 

表 2.1-4 消費電力制約下における動作周波数と電源電圧 
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図 2.1-16 ベンチマークプログラム実行におけるコア数と性能の関係 

 

𝑃𝑁𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠 = 𝛼 × 𝑁𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠 × 𝐶 × 𝑓 × 𝑉2  (2.1-2) 

𝑃𝑁𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠
𝑃𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝑟𝑎𝑖𝑛𝑡

= 𝑁𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠×𝑓×𝑉2

𝑁𝑎𝑙𝑙𝑐𝑜𝑟𝑒𝑠×𝑓𝑚𝑖𝑛×𝑉𝑚𝑖𝑛
2 < 1  (2.1-3) 

 

3 つのプログラムにおいて、コア数および動作周波数を変更した場合の性能を図 2.1-16

に示す。グラフの横軸はそれぞれのプログラムに割り当てられるコア数、縦軸は各プログ

ラムの性能（実行時間の逆数）を表している。全ての値は、最低動作周波数（0.8GHz）で 1

コアにより実行した場合を 1 として正規化したものである。なお、本実験では、評価環境

における全コア数と等しい 32 スレッドを生成してそれらを横軸が示す数のコアにバインド

して（スレッドパッキング[Cochran2011]）実行しており、以降の実験においても同様であ

る。また、4 種類の線はそれぞれ異なる動作周波数（0.8、1.1、1.9、2.4GHz）で実行した

場合を表しており、各動作周波数で実行可能な最大コア数は消費電力制約により決定され

る。 

 図 2.1-16 の blackscholes では、コア数と動作周波数にほぼ比例した性能向上が得られ

ている。このようなプログラムでは、動作周波数の上昇よりもコア数の増加のほうが性能

を効率的に、すなわち少ない消費電力の増加で向上できる。これはプロセッサの消費電力

が供給電圧の 2 乗と動作周波数に比例するためである。例えば、性能を 2 倍にするために

コア数もしくは動作周波数を 2 倍にする場合をそれぞれ考える。コア数を 2 倍に増加させ

ると負荷容量の増加により消費電力は 2 倍になる。これに対し、動作周波数を 2 倍に上昇
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すると供給電圧の上昇を伴うため、消費電力は 2 倍より大きくなる。よって、消費電力制

約下において高い並列性を持つプログラムを実行する場合には、低い動作周波数ではある

ものの、使用コア数を可能な限り多くすることが得策となる。一方、コア数増加に伴い性

能向上が頭打ちになるようなプログラム(図 2.1-16 の x264 や dedup) を実行する際には、

コア数を制限し消費電力バジェットを動作周波数の上昇に用いることで性能を最大化でき

る。例えば、x264の場合、16コアを用いた 1.1GHzでの実行により最大性能を達成できる。

dedupの場合、コア数増加に比べて動作周波数上昇による性能向上が大きいため、最大動作

周波数である 2.4GHzで 4コアにおいて実行した際に性能が最大となる。 

 

 

図 2.1-17 X264の実行におけるコア数と性能の関係 

 

 x264の実行において一定区間ごとの性能特性を図 2.1-17に示す。横軸は実行中の連続し

た 5 つの区間、縦軸は Instructions Per Second(IPS)を表している。5 種類のバーは、そ

れぞれ異なるコア数（4、8、16、24、32）とその時の最大動作周波数の組み合わせで実行

した場合の性能である。スレッドパッキングによる実行では、バインドするコア数に関わ

らず命令の総数がほぼ一定であるため、IPSが性能を示すのに適した指標となる。区間 1で

は 1.9GHzの 8コアによる実行が 5種類の組み合わせの中で最大の IPSを達成している。こ

れに対し、2番目と 3番目の区間では、最高性能を達成する組み合わせが 0.8GHzの 32コア

による実行となる。また、4番目と 5番目の区間では、0.8GHzの 24コアと 1.1GHzの 16コ

アによる実行がそれぞれ性能を最大化している。この結果から、それぞれの区間によって

適したコア数と動作周波数が異なることが分かる。 

図 2.1-16 ならびに図 2.1-17 の結果から、消費電力制約下において性能を最大化するた

めには、最適なコア数と動作周波数を動的に制御する手法が必要であると言える。そこで

本研究では、アプリケーションの特性（コア数と動作周波数に対する性能特性）を実行中

に検知し、適切なコア数と動作周波数の組み合わせを選択する手法を提案する。 
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2.1.5.3 動的なコア数と動作周波数／電源電圧の最適化 

提案する DCFS手法は、トレーニングフェイズと実行フェイズと呼ばれる 2種類のフェイ

ズから成り立つ。トレーニングフェイズでは、ある短い時間毎に構成（コア数と動作周波

数の組み合わせ）を変更しつつプログラムを実行し、特性を調べるための指標として IPS

を測定・記録する。実行フェイズでは、測定した IPSから性能を最大化する構成を推測し、

その構成によりプログラムが実行される。また、一定時間ごとに IPS を再計測することに

より、プログラムの特性の変化を検知する。このトレーニングフェイズと実行フェイズは

プログラムの実行終了まで繰り返される。本方式では、最適な構成を探索するアルゴリズ

ムとして全探索法とヒルクライム法の 2 種類を実装した。なお、この手法は全て動的なも

のであり、プログラムの静的な解析やプログラム自体の修正は一切必要としない。本手法

の概要を図 2.1-18に示す。 

トレーニングフェイズ：トレーニングフェイズでは、最適な構成を選択するために構成

を動的に変更しつつ IPS を測定する。全探索法では、コア数を全コア数から 1 まで変化さ

せ、全通りの性能を計測する。なお、各コア数において、そのコア数に応じた最大動作周

波数のみで計測を行う。また、ヒルクライム法では、利用可能な動作周波数ごとにコア数

を全コア数から減少させつつ IPS を計測し、IPSが最大になるコア数を探索する。以下、各

アルゴリズムの詳細な説明を行う。 

 全探索法：全コア数とその時の最大動作周波数（図 2.1-16 の例では 32コアと 0.8GHz

の組み合わせであり、以降の説明においても図 2.1-16 の例を用いる）によりプログ

ラムを実行し、ある一定時間（「1構成トレーニング時間」と呼称）IPS を計測・記録

する。次に、コア数を 1減少させ、動作周波数をその時の最大動作周波数に上昇させ

る。そして、1構成トレーニング時間中に IPSを再び計測・記録する。これをコア数

が 1になるまで繰り返す（コア数が 1の時の動作周波数は 2.4GHz）。 

 ヒルクライム法：全探索法と同様、まずは全コア数とその時の最大動作周波数（32

コアと 0.8GHz）によりプログラムを実行し、1構成トレーニング時間中に IPSを計測・

記録する。次に、動作周波数は一定のまま、使用するコア数を減少させ（24 コアと

0.8GHz）て IPS を得る。そして、IPS が低下するまでコア数を減少させ、現在の動作

周波数（0.8GHz）において最大性能を達成する構成を探索する。なお、この手法は IPS

をコア数の関数とした場合に、この関数が単峰性関数となっていることを仮定してお

り、IPS が低下する直前のコア数をその周波数で最大の性能を達成するコア数とみな

す。続いて動作周波数を上昇させ（1.1GHz）、その時に最大限利用できるコア数から

IPS が減少するまでコア数を減少させつつ IPSを得る。これを利用可能なすべての動

作周波数（0.8、 1.1、 1.9、 2.4GHz）に関して繰り返す。 
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図 2.1-18 DCFS動作の概要 

 

実行フェイズでは、トレーニングフェイズにて記録したそれぞれの IPS を比較し、最大

の IPS を達成した構成を現時点の最適な構成として選択し、この構成でプログラムを実行

する。また、プログラムの性質が図 2.1-17で見たようにプログラムの実行中に変化するこ

とが考えられる。このため、一定時間ごと（今回は 1秒ごと）に IPSを計測し、現在の IPS

が前回の IPS と比較して一定範囲以上変化すれば、プログラムの特性が変化したと見なし

再びトレーニングフェイズに移行する。 

トレーニングフェイズでは、最適でない構成においてもプログラムを実行するため、探

索時にオーバーヘッドが発生する。よって、探索する構成の数が多いほど一度のトレーニ

ングに要する時間（「トレーニング時間」と呼称）が長くなりオーバーヘッドが大きくなる。

提案手法では、最適な構成を選択する精度を保ちつつ、トレーニングフェイズにおいて探

索する構成の数を減らすことでトレーニング時間を短縮し、さらなる性能向上を得ること

ができる。 

全探索法では全コアから 1 コアまでの構成において性能を計測するため、今回の実験環

境では、一度のトレーニングフェイズにおいて探索する構成の数は 32である。一方、ヒル

クライム法では利用できる動作周波数の数が 5通りであり、各動作周波数において 2から 4

構成を探索するため、一度のトレーニングフェイズにおいて探索する構成数は 10 から 20

程度である。そのため、ヒルクライム法の適用により全探索法に比べオーバーヘッドを削

減できる。将来のメニーコアでは、選択可能な動作周波数の数の増加に対してチップ上の

コア数が大幅に増加することが予想される。そのため、今後ますますヒルクライム法の有
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用性が高くなる。一方、精度に関しては、コア数を全通り探索する全探索法が最も優れて

いるがヒルクライム法でも全探索法と同等の精度が得られる。なぜならヒルクライム法で

は、IPS をコア数の関数とした場合に単峰性関数となることを仮定しており、図 2.1-16 か

ら分かるように実際のベンチマークにおいてもその仮定が正しいためである。 

本手法を適用する際、プログラムの振舞いが変化した後にその振舞いが 1 度のトレーニ

ングフェイズに要する時間に比べ十分長い時間継続する場合にトレーニングフェイズで予

測した最適な構成での実行が可能となる。しかしながら、プログラムの振舞いが短い時間

間隔で変化することもあり得る。このような場合、トレーニングフェイズの回数が多くな

り、最適でない構成での実行により性能が低下する。また、トレーニングフェイズに続く

実行フェイズにおいてプログラムの振舞いが変化する場合、最適な構成で実行フェイズを

実行することができなくなるため、性能が低下するといった問題が発生する。 

 

2.1.5.4 複数ソケットを用いたメニーコア環境への実装 

実装を簡単化するために、本手法をユーザレベルのランタイムシステムとして実装した。

具体的には、ハードウェアカウンタの値を読み出しプロファイリングを行うための Linux

の標準ソフトウェアである perf tool を改良し、タイマにより定期的に実行命令数を計測

し、またコア数と動作周波数を制御するハンドラに制御を移す機能を実装した。コア数を

指定するためには、生成したスレッドを特定のコアに割り当てるための Linux 標準 API で

ある sched_setaffinity(2)を用いた。また、動作周波数の変更に関しては、

/sys/devices/system/cpu/cpuX/cpufreq/scaling_setspeed（X は CPUID）への動作周波数

の値の書き込みで実装した。なお、本実装では、プロセッサ・アフィニティやコアの動作

周波数を変更するためのシステムコールによりオーバーヘッドが発生する。本手法をカー

ネルのスケジューラに実装することで、これらのオーバーヘッドを削減できると考えられ

る。 

提案手法では、1構成トレーニング時間が性能を決定する重要なパラメタとなる。なぜな

ら、この時間が長すぎる場合には最適でない構成での実行が性能へ与える影響が大きくな

り、短すぎる場合には動作周波数とコア数を変更した後にプロセッサの挙動が不安定にな

り正確な IPS を測定できないことがあるためである。動作周波数とコア数の変更後、プロ

セッサの挙動が安定するまで IPS の測定を待機しなければならない。ここでのプロセッサ

の挙動が不安定になるとは動作周波数とコア数を変更した直後に IPS の値が変動すること

であり、プロセッサの挙動が安定するとは IPS の値がある一定の値（構成の変更が完了し

たことを意味する値）に収束することである。動作周波数を変更する際には供給電圧の変

更が行われるため、供給電圧が安定するまでの間 IPS が変動する可能性がある。しかしな

がら、供給電圧の変更は数十マイクロ秒で完了するため、ミリ秒単位で計測する IPS には

ほとんど影響しない。これに対し、コア数の変更時に行われるスレッドのマイグレーショ
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ンには数十ミリ秒ほどの時間を要するため、計測する IPS に対し影響を及ぼすと考えられ

る。本実験では、4プロセッサ（1プロセッサあたり 8コアを搭載）から構成されるプラッ

トフォームを用いている。共有 L3キャッシュはプロセッサごとに搭載されているため、使

用するコア数を 8から 32に変更する場合にスレッドのスケジューリングやキャッシュミス

率の増加といった理由からスレッドのマイグレーションに最も長い時間を要すると予想で

きる。そこで、この場合において動作周波数・コア数変更後に IPS の値がある一定の値に

収束する時間を計測したところ、最悪の場合で 30msであった。そのため、コア数と動作周

波数を変更した後の 30ms間はデータを収集しないこととした。ただし、スレッドのマイグ

レーション後のキャッシュミス率増加が計測する IPS に与える影響はプログラムによって

異なるため、この 30msという値は今回用いたベンチマーク一式特有の値である。他のアプ

リケーションを対象とする場合には、IPSが収束する時間を同様に計測する必要がある。 

また、探索時の性能低下を最小化するために、IPSの値が安定した後に現在の構成でプロ

グラムを実行しつつ IPS を計測する時間も可能な限り短くしなければならない。本研究で

は提案手法をユーザレベルのソフトウェアで実装しており、定期的な IPS の計測や構成変

更を実現するために nanosleep(2)システムコールを使用している。そこで、本実験で用い

たプラットフォームにおいて nanosleep を用いて妥当な IPS を計測できる最短の時間を計

測した結果、30ms となった。そのため、構成変更後に IPSの値が安定するまで 30ms待機し、

その後の 30ms において現在の構成での IPS を計測することとした。つまり、1 構成トレー

ニング時間は 60ms である。実行フェイズでは、現在の IPS が前回の IPS と比較し、10%以

上増減すればプログラムの特性が変化したと見なし、トレーニングフェイズに移行する。 

 

2.1.5.5 性能消費電力評価 

本節では、実機による提案手法（DCFS）の評価結果について述べる。評価に用いたシス

テムの構成ならびに消費電力制約とコア数に応じた動作周波数の関係は表 2.1-4 で示した

通りである。プログラムは PARSEC 2.1 [PARSEC2008]から facesim，fluidanimate，raytrace

を除いた 10 個を用いる。なお、facesimと fluidanimateを実行する際、コア数が 2のべき

乗である場合しか正しく動作しない。本評価に用いるプラットフォームでは全コア数が 32 

であり提案手法適用時の選択可能なコア数が 6 通りに限定されるため、これら 2 つのプロ

グラムは除外した。また、raytrace はコンパイルできなかったため評価に用いていない。

なお、すべての評価において nativeの入力サイズを用いた。 

これらのプログラムを並列性に応じて分類するために、各プログラムを評価プラットフ

ォームにおいて 32コアと 1コアで実行し、1コア実行に対する 32コア実行時の性能比を算

出した。また、動作周波数が 0.8GHz と 2.4GHz のそれぞれの場合に各プログラムを 1 コア

で実行し、0.8GHzでの実行に対する 2.4GHzでの実行の性能比を求めた。その結果を表 2.1-5

に示す。Blackscholes、swaptions、ならびに、vipsの並列性が高いプログラムにおいては
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従来型の実行方法である全コアでの実行によって高い性能が予想されるため、提案手法で

は性能を改善する余地が少ないと考えられる。一方で、並列性が中または低いプログラム

においては、最適な構成が全コアでの実行ではない場合があると予想されるため、提案手

法による性能改善が期待される。また、提案手法ではコア数増加に加えて動作周波数上昇

により性能向上を狙うため、canneal や streamcluster のような（動作周波数上昇による

性能向上が小さい）プログラムでは提案手法による性能向上が小さいことが考えられる。

これに対し、それ以外のプログラムでは動作周波数上昇に比例した性能向上が得られると

予想できる。 

 

表 2.1-5 ベンチマーク・プログラムの特性 

 
 

提案手法を従来の全コア実行（動作周波数は最低動作周波数の 0.8GHz）と比較して評価

を行う。提案手法については、全探索法とヒルクライム法（それぞれ、DCFS-EXHと DCFS-HILL）

2 種類の手法の性能を評価する。評価結果を図 2.1-19 に示す。横軸はベンチマーク、縦軸

は従来の全コア実行時（0.8GHzの 32コア）の性能（実行時間の逆数）で正規化した性能を

表している。また、最も右側のバーは全コアを最高周波数で実行した場合（2.4GHzの 32コ

ア）の正規化性能を示しており、バーの上の数字は 1.4倍以上の性能の値である。ただし、

この構成で実行する際の消費電力は本研究で仮定した消費電力制約を超えるため、あくま

でも参考値となる。 
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図 2.1-19 評価結果 

 

高い並列性を持つプログラムである blackscholes、swaptions、vips については、提案

手法のどちらの手法でも性能向上が得られていないか、もしくは性能が悪化している。ま

た、動作周波数上昇による性能向上が小さいプログラムである canneal と streamcluster

についても、性能向上はほとんど得られていない。一方、bodytrack、dedup、freqmine、

x264 では、提案手法により性能が向上した。表 2.1-5 から分かるように、これらは低・中

程度の並列性を持つプログラムである。特に並列性の低い dedupでは、最大で 35%の性能向

上が得られた。評価に用いた全 10個のプログラムにおいて、全探索法では平均 2%性能が悪

化し、ヒルクライム法では平均 6%性能が向上した。また、性能向上が得られた 4 つのプロ

グラムでの性能向上比の幾何平均は、全探索法で 17%、ヒルクライム法で 20%である。 

bodytrackを除く全プログラムにおいて、全探索法に比べヒルクライム法のほうがより大

きな性能向上を達成している。ヒルクライム法は全探索法に比べ一度のトレーニングフェ

イズにおいて探索する構成数が少なく、オーバーヘッドが小さいためである。表 2.1-6 に

それぞれの手法においてトレーニングに要した合計時間の実行時間に対する割合を示す。

全探索法に比べヒルクライム法のほうがその割合を大幅に削減できていることが分かる。

しかしながら、ferretや x264では依然として実行時間の約 15%近くをトレーニングに費や

している。より高い性能を達成するためには、さらにトレーニング時間を短縮できる探索

アルゴリズムを考案する必要がある。また、図 2.1-19の結果から、ヒルクライム法では最

適なコア数と動作周波数決定の精度を維持できていることが分かる。 
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表 2.1-6 ベンチマーク・プログラム実行時間の内訳 

 

 

提案手法の特性を理解するために、ferret、canneal、streamcluster について解析を行

う。ferret の並列性は中程度であるにも関わらず、提案手法による性能向上は得られなか

った。コア数と動作周波数に応じた ferret 実行時の性能を図 2.1-20 に示す。この結果か

ら、コア数増加に伴い性能向上が得られるため、全コア実行により性能が最大となること

が分かる。このようなプログラムの実行に提案手法を適用すると、トレーニングフェイズ

のオーバーヘッドにより性能が悪化する。よって、提案手法のトレーニングフェイズに要

する時間をさらに短縮することで性能悪化を緩和できると言える。本研究における実装で

は、ランタイムシステムはユーザランドで動作するプロセスであり、プロセッサ・アフィ

ニティやコアの動作周波数を変更するためのシステムコールによりオーバーヘッドが発生

する。今後の課題としては、このシステムを OSのカーネルに実装することでオーバーヘッ

ドを短縮することが挙げられる。 

 

 
 

図 2.1-20 ferret実行における性能 

 

cannealと streamclusterも低い並列性を持つプログラムであるにも関わらず、提案手法
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による性能向上は得られていない。canneal と streamcluster は評価に用いたプログラム

の中で最もメモリバウンドな 2 つのプログラムであることが分かっている[Bienia2008]。

DCFS は、コア数と動作周波数の制御により性能向上を狙う手法である。しかしながら、メ

モリバウンドなプログラムでは、動作周波数の変化による性能への影響が CPU バウンドな

プログラムと比較して小さいため、動作周波数上昇による性能向上は期待できない。これ

は表2.1-5の0.8GHz での実行に対する2.4GHzの実行の性能比からも分かる。図2.1-21は、

canneal と streamcluster の正規化性能を示したものである。この結果から，図 2.1-16 に

示したプログラムに比べ、動作周波数上昇による性能向上が小さいことが分かる。このよ

うな場合、命令数だけでなくラストレベルキャッシュのミス数を監視することで、メモリ

バウンドなプログラムの特性を検知できる。その情報を利用すれば、コア数を動的に制御

することで消費電力の削減が可能となる。 

 

 

図 2.1-21 cannealと streamclusterの実行における性能 

 

DCFS により最大の性能向上が得られた dedup において、DCFS の効果を詳細に分析する。

図 2.1-22 は、0.8GHz の全コア実行（32 コア＠0.8GHz）とコア数のみをヒルクライム法で

制御する手法（DCS-HILL＠0.8GHz）、提案手法（DCFS-HILL）の 3 種類の実行方式で dedup

を実行した際の実行時間ごとの IPS を示している。また、それぞれのバーの上の数字はコ

ア数を表す。DCS-HILL＠0.8GHz の実行時間はトレーニングフェイズのオーバーヘッドによ

り全コア実行と比べわずかに延長しているが、5〜20秒の区間においてコア数を制限するこ

とで IPS の向上を達成している。提案手法である DCFS-HILL では、使用しないコアの消費

電力バジェットを動作周波数上昇に再割り当てすることで IPS をさらに向上できている。

この結果から、DCFS の適用によりトレーニングフェイズのオーバーヘッドを補うのに十分

な性能向上が得られると言える。 
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図 2.1-22 dedupの実行における性能 

 

2.1.6 複数プログラム同時スケジューリング技術 

2.1.6.1 スケーラビリティ解析 

 本研究では、並列化された複数のアプリケーション・プログラムを同時実行することで、

メニーコアにおける最大の課題である並列性の確保を実現する。一般に、並列化による性

能向上はアプリケーションの特性によって様々である。図 2.1-23は、PARSECベンチマーク

[PARSEC2008]の実行におけるスケーラビリティ（すなわち、コア数を増加した際の性能向

上率）を表す。ここで、「GREEN」にグルーピングされるアプリケーションは高いスケーラ

ビリティを有しており、「RED」に属するアプリケーションはスケーラビリティが低いプロ

グラムである。また、「YELLOW」はこれらの中間の位置づけとなる。横軸は各プログラムの

実行に使用したコアの数を表す。また、縦軸は性能であり、コア数を 1から 48まで変化さ

せた際に得られる最も高い性能で正規化している。例えば、GREEN に属する blackscholes

では 48 コアを用いた実行が最も高い性能となる。一方、RED に属する streamcluster では

6コアでの実行が最も良い結果となっている。各グラフの上部に記載した数字は、1コアで

の実行に対する性能向上値（スピードアップ）である。この結果より、以下に示すことが

分かる。 

 GREEN：高いスケーラビリティを有するプログラムにおていは、可能な限り多くのコア

を用いて実行すべきである。 

 YELLOW：基本的には、コア数の増加に伴い性能を向上できる。しかしながら、24～30

コアを超えた辺りから性能向上効果を得ることができていない（各グラフにおいて折

れ線が横ばいになっている領域）。これは、コアを余剰に割り当てていることを意味し

ており、その結果としてハードウェア資源（つまりコア）の利用効率が低下する。 

 RED：cannealに関しては YELLOWと同様の傾向であるが、性能向上効果が頭打ちになる

点が 18 コアと比較的コア数が少ない。また、streamcluster においては 6 コア実行に
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より劇的に性能が向上するものの、その後はコア数の増加に伴い性能が低下している。

これは、同期処理やメモリ競合など、並列処理に伴う性能オーバヘッドが顕著に表れ

たためと予想される。このような場合には、コア数の増加を制限すべきである。 

 

 

図 2.1-23 PARSECプログラムのスケーラビリティ 

 

2.1.6.2 スケーラビリティベース・スケジューラ SBMP の開発 

 第 2.1.6.1節で説明したように、各プログラムが有するスケーラビリティは様々である。

しかしながら、例えば Linux などの OSによるプロセス・スケジューラはこのようなスケー

ラビリティの違いを考慮していない。その結果、無駄にハードウエア資源（すなわちコア）

を消費する状況が発生し、高い実効性能を実現できないといった問題がある。 

 そこで本研究では、実行中に各プログラムのスケーラビリティを推定し、その結果に基

づき各プログラムに割り当てるべきコア数を動的に変更するスケジューラ SBMP

（Scalability-based Manycore Partitioning）を開発した[Sasaki2012]。SBMPは、1)最適

なコア割り当てが変わったタイミングを検出し、2)パフォーマンスカウンタの値を参照し

て、ターゲットとなるプログラムのスケーラビリティを推定する。そして、3)性能が最大

化されるよう再スケジューリングを行う。本研究では、性能のメトリックとして ANTT

（Average Normalized Turnaround Time）を用いる。なお、他のメトリックを用いた最適

化を実施したい場合には、SBMPに実装された評価関数を変更するだけでよく、SBMPのスケ

ジューリング方式そのものの一般性は失われない。 

 具体的には、複数プログラムの実行において、いずれかのプログラムにおいてスケーラ

ビリティの変化（つまり、フェーズの変化）が発生した場合に、SBMPは再スケジューリン

グを行う。そして、SBMP内部に搭載した性能モデルに基づき、それぞれのプログラムに対

して適切な数のコアを割り当てる（本方式の詳細は文献[Sasaki2012]を参照）。本スケジュ

ーラはプロセッサダイの粒度（本実験環境の場合は 6コア）でコア割り当てを行うことを

基本とする。しかしながら、これだけではコアの利用率を最大化することができない。表
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2.1-7は、PARSEC ベンチマークを実行した際の CPU利用率を表す。実行環境は第 2.1.6.3

節で説明する。一般に、実行に使用するコア数を増加すると CPU利用率が低下する。これ

は、並列実行に伴う各種オーバヘッド等により、スケーラビリティはコア数に対して線形

には向上しないためである。その結果、CPU使用率が低下し、引いては、実効性能が低下す

るといった問題が生じる。この課題を克服するため、本研究ではコア・ドネーション技術

を開発した。本技術では、6コアといった粗粒度でのコア割り当てを行った後、CPU利用率

の低いプログラムが使用しているコアを、CPU使用率が高いプログラムの実行に提供するも

のである。このように、粗粒度でのコア割り当てを行った後、コア・ドネーション技術に

より細流度のコア割り当てを実施することで CPU利用率を更に高めることが可能となる。 

 

表 2.1-7 PARSEC実行における CPU利用率 

 

2.1.6.3 性能評価 

 現状においては、実際に製造されたメニーコアプロセッサを入手することは困難である。

そこで、本評価では 48 コアを搭載した SMPプロセッサシステムを用いた性能評価を実施し

た。実験環境の詳細を表 2.1-8に示す。 

 

表 2.1-8 実機を用いたメニーコア評価環境 

 

本評価においては、複数のプログラムが同時に実行される場合を想定しており、提案方式

の効果は、同時実行されるプログラムの組み合わせに依存する。そこで、複数の異なるプ

ログラムの組み合わせを想定して実験を行う。まず最初に、各プログラムの実行において

は、スケーラビリティがさほど変化しない（プログラム間ではスケーラビリティが異なる）

プログラムの組み合わせを用いる。表 2.1-9に 4つのプログラムから構成されるワークロ

ード・ミックスを示す。ID はワークロード番号、Benchmarksは各プログラムの先頭 2文字
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のみを記している。また、Typeは図 2.1-23で示したスケーラビリティに基づくグループ

（GREEN, YELLOW, RED）である。評価結果を図 2.1-24に示す。横軸はワークロード ID、縦

軸は ANTTである。ここで、SBMPは、プログラム実行中のフェーズ検出、ならびに、コア・

ドネーションは行わない、最もシンプルな実装である。この結果より、Linuxデフォルトス

ケジューラと比較して平均で 20%程度の ANTT削減を達成している。 

 

表 2.1-9 フェーズ変化を伴わないプログラムのワークロード・ミックス 

 

 

 

図 2.1-24 Linux デフォルトスケジューラとの性能比較(フェーズ変化なし) 

 

 次に、単一プログラム実行において複数のフェーズを有する（つまり、スケーラビリテ

ィが変化する）プログラムを含むワークロード・ミックスでの評価を行う。ワークロード・

ミックスの詳細を表 2.1-10 に、評価結果を図 2.1-25に示す。横軸はワークロード ID、縦

軸は ANTTである。ここで、SBMP-PPは、SBMP-baseにおいて動的なフェーズ検出をサポー

トしたモデルである。評価結果より、動的フェーズ検出を行う（それにより適切なタイミ

ングでコアの再割り当てを行う）SBMP-PPは、Linuxや SBMP-baseより大幅な性能向上を実

現していることが分かる。特に、ワークロード 10や 11などでは顕著である。図 2.1-24で

は SBMP-baseは Linux より高い性能を実現したにも関わらず、本ワークロードでは性能が

低下している。これは、SBMP-baseはプログラム実行開始時に 1度のみコア割り当てを行う

方式であり、その結果として動的なスケーラビリティの変化に追従できないためである。

これに対し、SBMP-PP はフェーズ検出によりスケーラビリテの変化に追従でき、高い性能を

実現している。 

 

添付4-46



表 2.1-10 フェーズ変化を伴うプログラムを含むワークロード・ミックス 

 

 

 

図 2.1-25 Linux デフォルトスケジューラとの性能比較(フェーズ変化あり) 

 

表 2.1-11 低い CPU利用率をとなるプログラムを含むワークロード・ミックス 

 

 

 

図 2.1-26 Linux デフォルトスケジューラとの性能比較(低 CPU利用率あり) 

 

 最後に、低い CPU利用率となるプログラム（bodytrackと dedup）を含むワークロード・

ミックスでの評価を行う。ワークロード・ミックスの詳細を表 2.1-11に、評価結果を図

2.1-26 に示す。横軸はワークロード ID、縦軸は ANTTである。ここで、SBMP-CDは、動的フ

ェーズ検出とコア・ドネーションの両方をサポートしたモデルである。評価の結果から、

SBMP-CD は大幅な性能向上を実現していることが分かる。特に、ワークロード 26において

は、Linuxスケジューラと比較して ANTTを半分以下に抑えている。これは、スケーラビリ
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ティを考慮した祖粒度ならびに細流度なコア割り当てが極めて効果的に動作したためであ

る。すべてのワークロード・ミックスにおける評価結果を図 2.1-27に示す。横軸はワーク

ロード IDであるが、各評価対象モデルにおいて性能に基づきソートしている。また、縦軸

は、これまでの図と同様に ANTT である。この図より、ほとんどすべてのワークロードにお

いて、SBMP-CDは Linux の性能を上回っていることが分かる。これにより、提案方式は様々

な状況においても効果的に動作することが確認された。 

 

 

図 2.1-27 Linux デフォルトスケジューラとの性能比較(全ワークロード・ミックス) 

 

2.1.6.4 スケジューラの拡張と消費エネルギー評価 

 第 2.1.6.3節までにおいては、性能向上のみを目的としたスケジューラの開発について

説明した。本研究プロジェクトでは、SBMPを改良し、消費電力制約下において性能を最大

化する新たなスケジューラを開発した。現段階では、内容は未公開であるため詳細は省略

するが、AMD Opteron 64コアの実機システムを用いて評価を行った結果、並列化された各

プログラムにおいて 64コアを用いた並列実行を順次行う従来の実行モデルと比較して、複

数プログラムの同時実行を想定することで約 70%の低消費エネルギー化を実現することが

できた。なお、本評価で測定した消費電力は、電力メータを用いたシステム全体の電力値

である。 
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2.1.7 低レベル API 

本節では、SMYLErefアーキテクチャにおいてホストコアからアクセラレータコアを制御

するための APIの外部仕様ならびに内部仕様を説明する。SMYLEref低レベル APIは、

SMYLEref向け OpenCLフレームワークによって使用されるものであり、ハードウェア（メモ

リやプロセッサの制御レジスタ等）を直接操作する際のインタフェースを規定したもので

ある。以下、低レベル APIの外部仕様を示す。 

 

初期化／終了 
srl_init 
書式 srl_result srl_init( void ) 
機能 低レベル API の初期化処理。 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 なし 
解説 他の API 呼び出しに先立って、一度だけ本 API を呼び出さなければならない。 
 
srl_close 
書式 srl_result srl_close( void ) 
機能 低レベル API の終了処理。 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 なし 
解説 他の API 呼び出しの完了後、一度だけ本 API を呼び出さなければならない。 
実行関連 
srl_run 
書式 srl_result srl_run( srl_core_id_t core_id, void* addr ) 
機能 アクセラレータコアへの実行指示 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 

addr: アクセラレータコアが実行するプログラムのエントリポイント（物理アド

レス） 
解説 コア ID=core_id のコアに対して、addr 番地に処理を移すように指示する。 
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srl_suspend 
書式 srl_result srl_suspend( srl_core_id_t core_id, void** pc ) 
機能 アクセラレータコアへの実行の一時中断指示 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 

pc: 実行を中断した番地の格納先。pc の領域は呼び出し側で確保すること。 
解説 コア ID=core_id のコアに対して、実行を一時中断するよう指示する。 

中断されたアドレスは pc が指す先に格納される。 
 
srl_restart 
書式 srl_result srl_restart( srl_core_id_t core_id ) 
機能 アクセラレータコアへの実行再開指示 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 
解説 コア ID=core_id のコアに対して、中断した実行を再開するよう指示する。 
 
srl_abort 
書式 srl_result srl_abort( srl_core_id_t core_id ) 
機能 アクセラレータコアへの強制終了指示 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 
解説 コア ID=core_id のコアに対して、実行中の処理を強制終了するよう指示する。 
 
 
問い合わせ 
srl_isActive 
書式 int srl_isActive( srl_core_id_t core_id ) 
機能 アクセラレータコアがプログラムを実行中あるか否かを調べる 
戻り値 アクセラレータコアがプログラムを実行中の場合は１を、さもなくば 0 を返す。 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 
解説 コア ID=core_id のコアが Running 状態か否かを返す。 
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srl_isSuspended 
書式 int srl_ isSuspended ( srl_core_id_t core_id ) 
機能 アクセラレータコアがプログラムの実行を一時中断しているか否かを調べる 
戻り値 アクセラレータコアがプログラムの実行を一時中断している場合は１を、さもな

くば 0 を返す。 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 
解説 コア ID=core_id のコアが Suspended 状態か否かを返す。 
 
srl_isStopped 
書式 int srl_ isStopped ( srl_core_id_t core_id ) 
機能 アクセラレータコアが停止中であるか否かを調べる 
戻り値 アクセラレータコアが停止中である場合は１を、さもなくば 0 を返す。 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 
解説 コア ID=core_id のコアが Suspended 状態か否かを返す。 
 
srl_isBusy 
書式 int srl_ isBusy ( srl_core_id_t core_id ) 
機能 アクセラレータコアが Busy 状態であるか否かを調べる 
戻り値 アクセラレータコアが Busy 状態である場合は１を、さもなくば 0 を返す。 
引数 core_id: 指示対象のアクセラレータコアの ID 
解説 コア ID=core_id のコアが Busy 状態か否かを返す。 
 
SPM アクセス（予定） 
srl_read_spm 
書式 srl_result srl_read_spm(  

  srl_core_id_t core_id, 
  void* dst_addr, 
  void* spm_offset, 
  int size ) 

機能 指定されたアクセラレータコアの SPM からホストのユーザアドレス空間へデー

タをコピーする 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: コピー元のアクセラレータコアの ID 

dst_addr: コピー先のアドレス（Linux の仮想アドレス） 
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spm_offset: コピー元のアドレス。SPM の先頭アドレスからのオフセット値を指

定する。 
size: コピーするバイト数 

解説 コア ID=core_id のコアの SPM のオフセット spm_offset の位置から size バイト

のデータを、dst_addr が指す先にコピーする。 
 
srl_write_spm 
書式 srl_result srl_read_spm(  

  srl_core_id_t core_id, 
  void* spm_offset, 
  void* src_addr, 
  int size ) 

機能 ホストのユーザアドレス空間から指定されたアクセラレータコアの SPM へデー

タをコピーする 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: コピー先のアクセラレータコアの ID 

spm_offset: コピー先のアドレス。SPM の先頭アドレスからのオフセット値を指

定する。 
src_addr: コピー元のアドレス（Linux の仮想アドレス） 
size: コピーするバイト数 

解説 src_addr 番地から size バイトのデータを、コア ID=core_id のコアの SPM のオ

フセット spm_offset にコピーする。 
 
L1 キャッシュ設定（予定） 
srl_set_l1_config 
書式 srl_result srl_set_l1_config(  

  srl_core_id_t core_id, 
  srl_l1_conig_mode mode ) 

機能 L1 キャッシュ・SPM の設定を行う 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: コピー先のアクセラレータコアの ID 

mode: L1 キャッシュ／SPM をどのように設定するかを指定する。 
解説 SMYLEref の L1 キャッシュは一部を SPM として利用するように設定可能であ

る。本 API を用いて設定可能なキャッシュ・SPM の構成は次のとおりである。 
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キャッシュのみ 16KB 
キャッシュのみ 8KB 
キャッシュのみ 4KB 
SPM のみ 16KB 
SPM のみ 8KB 
SPM のみ 4KB 
キャッシュ 12KB＋SPM 4KB 
キャッシュ 8KB＋SPM 8KB 
キャッシュ 4KB＋SPM 12KB 
キャッシュ、SPM ともに不使用 

 
srl_get_l1_config 
書式 srl_result srl_get_l1_config(  

  srl_core_id_t core_id, 
  srl_l1_conig_mode* mode ) 

機能 L1 キャッシュ、SPM の設定を読み出す 
戻り値 成功時：SRL_SUCCEEDED 

失敗時：SRL_FAILED 
引数 core_id: コピー先のアクセラレータコアの ID 

mode: キャッシュ設定の読み出し先アドレス。呼び出し側で領域を確保するこ

と。 
解説  L1 キャッシュ・SPM の設定を読み出し、mode に格納する。 
 
型一覧 
srl_core_id_t 
定義位置 sr_lowapi/sr_lowapi.h 
説明 コアの ID を格納する型。 

ホストコアの ID は０。 
アクセラレータコアの ID は１から MAXIMUM_CORE_ID まで。 

 
srl_result 
定義位置 sr_lowapi/sr_lowapi.h 
説明 API 関数の実行結果の成否を示す型。 
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srl_l1_config_mode（予定） 
定義位置 sr_lowapi/sr_lowapi.h 
説明 L1 キャッシュ／SPM の構成を示す列挙型。取りうる構成と列挙子の関係は

次の通り。 
列挙子 構成 
C16KB4W キャッシュのみ 16KB 
C8KB2W キャッシュのみ 8KB 
C4KB1W キャッシュのみ 4KB 
S16KB SPM のみ 16KB 
S8KB SPM のみ 8KB 
S4KB SPM のみ 4KB 
C12KB3W_S4KB キャッシュ 12KB＋SPM 4KB 
C8KB2W_S8KB キャッシュ 8KB＋SPM 8KB 
C4KB1W_S12KB キャッシュ 4KB＋SPM 12KB 
L1Disable キャッシュ、SPM ともに不使用 

 
 

 
アクセラレータコアの状態遷移と API の戻り値：アクセラレータコアは、ホストから与え

られるプログラムの実行状態などによって次の４つの状態のいずれかの状態を取る。 
状態名 説明 
Stopped プログラムを実行していない、待機状態。 
Running プログラム実行状態。 
Suspended プログラム実行を一時中断している状態。 
Busy API の内部処理を実行している状態。 
 
アクセラレータコアの状態は実行関連 API（srl_run など）、SPM アクセス API、L1 キャ

ッシュ設定 API の呼び出しによって遷移する。以下、状態遷移表を示す。表の各セルの内

容は「次の状態／API の戻り値」である。 
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表 2-1-12 アクセラレータコアの状態遷移表 
 現在のコアの状態 

Running(**) Stopped Suspended Busy(***) 

A
PI

 

srl_run() Running(*)/ 
failed 

Running/ 
succeeded 

Suspended/ 
failed 

Busy(*)/ 
failed 

srl_suspend() Suspended/ 
succeeded 

Stopped/ 
failed 

Suspended/ 
failed 

Busy(*)/ 
failed 

srl_restart() Running/ 
failed 

Stopped/ 
failed 

Running/ 
succeeded 

Busy(*)/ 
failed 

srl_abort Stopped/ 
succeeded 

Stopped/ 
failed 

Stopped/ 
succeeded 

Busy(*)/ 
failed 

srl_write_spm() 
srl_read_spm() 

Running(*)/ 
failed 

Busy/ 
succeeded 

Busy/ 
succeeded 

Busy(*)/ 
failed 

srl_set_l1_config() 
srl_get_l1_config() 

Running(*)/ 
failed 

Busy/ 
succeeded 

Suspended/ 
failed 

Busy(*)/ 
failed 

(*) API によるコアへの指示を無視し、実行中のカーネル／API 処理を継続する。 
(**) カーネルの実行が完了したら、Stopped に遷移する。 
(***) API の内部処理が完了したら、アクセス開始前の状態に遷移する。 
 
SMYLEref アーキテクチャは、MIPS ベースのプロセッサコアを多数使用したメニーコア

構成となっている。主記憶はすべての領域が共有されている。全てのコアは他の任意のコ

アに対してコア間割り込みをかけることができる。以下、低レベル API の内部仕様を示す。 
 
モジュール階層：低レベル API は次の 5 つのモジュールからなる。モジュール階層を図

2.1-28 に示す。 
sr_base 
コア間割り込み関数や CP0 レジスタアクセス用マクロなど、ホスト側、アクセラレータ側

双方にリンクされるコードの集合。 
sr_comm 
ホスト〜アクセラレータ間の通信プロトコル定義部。 
sr_dd 
Linux にリンクされるデバイスドライバ。ホスト上で動作する。 
sr_lowapi 
低レベル API のホスト側インタフェース。ユーザ空間での実装もこのモジュールに含む。 
sr_accl 
アクセラレータ側で動作するモニタプログラム。通信プロトコルの実装部分にあたる。 
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図 2.1-28 モジュール階層 

 
ホスト〜アクセラレータ間の通信用共有変数：ホストからアクセラレータへの指示の内容

や、アクセラレータからホストへのレスポンスは、全て共有変数を介して通信される。こ

の共有変数は 4 ワード×コア数のサイズを持つ 2 次元配列である。先頭アドレスはホスト

側では sr_lowapi/sr_lowapi.c 内で定義される”get_comm_mem()”という内部関数によって

取得できる。アクセラレータ側では sr_accl/sr_accl.c 内で定義される”comm_mem”という

変数で参照される。共有変数の使い方は、API 関数によって異なる。以下に API 関数毎の

共有領域の使い方を記す。 
 
srl_run() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(run) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] 実行開始アドレス 

（物理アドレス） 
ホスト→アクセラレータ 
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srl_suspend() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(suspend) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] 実行を中断したアドレス ホスト←アクセラレータ 
 
srl_restart() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(restart) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] 未使用  
 
srl_abort() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(abort) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] 未使用  
 
以下は実装が予定されている API 関数についての記述である。これらの API を実装する際

には、共有変数のサイズを 6 ワード×コア数に拡張する必要がある。 
srl_read_spm() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(read_spm) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] コピー元の SPM 先頭からのオフ

セットアドレス 
ホスト→アクセラレータ 

[4] コピー先の VAM 領域の物理アド

レス 
ホスト→アクセラレータ 

[5] コピーサイズ ホスト→アクセラレータ 
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srl_write_spm() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(read_spm) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] コピー先の SPM 先頭からのオフ

セットアドレス 
ホスト→アクセラレータ 

[4] コピー元の VAM 領域の物理アド

レス 
ホスト→アクセラレータ 

[5] コピーサイズ ホスト→アクセラレータ 
 
srl_set_l1_config() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(read_spm) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] 設定するモード ホスト→アクセラレータ 
[4] reserved  
[5] reserved  
 
srl_get_l1_config() 
ワードオフセット 用途 通信方向 
[0] コマンド(read_spm) ホスト→アクセラレータ 
[1] レスポンス ホスト←アクセラレータ 
[2] アクセラレータコアの状態 ホスト←アクセラレータ 
[3] 設定されたモード ホスト←アクセラレータ 
[4] reserved  
[5] reserved  
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主要な定数：低レベル API の実装に用いられる主要な定数を以下に記す。 
アクセラレータコアの状態 
sr_comm/sr_comm.h 
typedef enum { 
    SR_COMM_RUNNING, 
    SR_COMM_STOPPED, 
    SR_COMM_SUSPENDED, 
    SR_COMM_BUSY, 
    SR_COMM_NUM_OF_STATES 
} sr_comm_accl_state; 
 
コマンド 
sr_comm/sr_comm.h 
typedef enum { 
     SR_COMM_RUN, 
     SR_COMM_SUSPEND, 
     SR_COMM_RESTART, 
     SR_COMM_ABORT, 
     SR_COMM_NUM_OF_COMMANDS, 
 } sr_comm_command; 
 
 
通信用共有変数のワードオフセット 
sr_comm/sr_comm.h 
typedef enum { 
     SR_COMM_COMMAND     = 0, 
     SR_COMM_RESULT      = 1, 
     SR_COMM_STATE       = 2, 
     SR_COMM_STARTADDR   = 3, 
     SR_COMM_PC          = 3, 
     SR_COMM_NUM_OF_COMM_WORDS 
 } sr_comm_commmem_offset; 
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成功／失敗、真偽 
sr_comm/sr_comm.h 
typedef enum { 
     SR_COMM_FAILED      = 0, 
     SR_COMM_SUCCEEDED   = 1, 
 } sr_comm_result; 
  
 typedef enum { 
     SR_COMM_FALSE       = 0, 
     SR_COMM_TRUE        = 1, 
 } sr_comm_bool; 
 
API 関数の実行フロー：API 関数はその実行フローによって 3 つのグループに分類される。 
 処理がホストのみで完結する関数。 
 アクセラレータコアでの処理を必要とするもののうち、アクセラレータコアでの処理

の完了を待たずに API から処理が戻るもの（ノンブロッキング関数）。 
 アクセラレータコアでの処理を必要とするもののうち、アクセラレータコアでの処理

の完了を待って API から処理が戻るもの（ブロッキング関数）。 
 
本節では上記 3 つのグループのそれぞれについて実行フローを示す。 
 
処理がホストのみで完結する関数：このグループに分類される API 関数は処理がホストの

みで完結し、アクセラレータコアの関与が不要な API 関数である。 
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図 2.1-29 処理がホストのみで完結する関数の実行フロー 

 
ノンブロッキング関数：このグループに分類される API 関数は、アクセラレータコアに対

して処理を依頼し、その応答を必要としない API 関数である。アクセラレータコア側の処

理の完了をホスト側が待たない（ブロックしない）ため、ノンブロッキング関数と呼ぶ。 
アクセラレータコアへの処理の指示は、通信用共有変数上の適切な位置に指示内容を書き

込み、アクセラレータコアに対してコア間割り込みをかけることによって行う。割り込み

をかけた後、ホストコアはアクセラレータコアからの割り込みを待つ。割り込みを受けた

アクセラレータコアは通信用共有変数を読み出す。自身の状態と指示内容に基づいて指示

を受け入れるか拒否するかを決定し、その結果を通信用共有変数に書き込んだ後、ホスト

コアに対して割り込みをかける。その後、指示を受け入れた場合には自身の状態を適切に

変化させ、その内容に沿った処理を実行する。アクセラレータコアからの割り込みを受け

たホストは自身の待ちを解除し、API 関数を終了する。 
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図 2.1-30 ノンブロッキング関数の実行フロー 

 
ブロッキング関数：このグループに分類される API 関数は、アクセラレータコアに対して

処理を依頼し、その応答を必要とする API 関数である。アクセラレータコア側の処理の完

了をホスト側が待つ（ブロックする）ため、ブロッキング関数と呼ぶ。ホスト側の処理フ

ローはノンブロッキング関数と同様である。アクセラレータコアへの処理の指示を通信用

共有変数に書き込んでアクセラレータコアに割り込みをかけた後、割り込み待ちに入る。

割り込みを受けたアクセラレータコアは通信用共有変数を読み出す。自身の状態と指示内

容に基づいて指示を受け入れるか拒否するかを決定し、その結果を通信用共有変数に書き

込んだ後、支持された処理を実行する。処理が完了するとホストコアに対して割り込みを

かける。アクセラレータコアからの割り込みを受けたホストは自身の待ちを解除し、アク

セラレータコアからの応答をうけて適切な処理を実施し、API 関数を終了する。 
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図 2.1-31 ブロッキング関数の実行フロー 

 
API 関数の個別の処理： 
初期化／終了 
srl_init 
処理がホストのみで完結する関数である。初期化 API ではアクセラレータコアのファイル

ディスクリプタのオープン、VAM 領域の mmap を行う。 
 
srl_close 
処理がホストのみで完結する関数である。終了 API では VAM 領域のアンマップとアクセ

ラレータコアのファイルディスクリプタのクローズを行う。 
 
実行関連 
srl_run 
ノンブロッキング関数である。アクセラレータコアはホストから指定された物理アドレス

へと処理を移す。 
 
srl_suspend 
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ブロッキング関数である。srl_suspend は一時停止した時のプログラムカウンタの値をホス

ト側に返す必要があるため、ブロッキング関数として実装する必要がある。アクセラレー

タコアは一時停止した時のプログラムカウンタの値（CP0 の EPC レジスタの値）を記憶す

ると同時に通信用共有変数に書き込む。一時停止用のビジーループへと処理を移す。 
 
srl_restart 
ノンブロッキング関数である。アクセラレータコアは srl_suspend の際に記憶したプログ

ラムカウンタの値に処理を移す。 
 
srl_abort 
ノンブロッキング関数である。アクセラレータコアはモニタプログラムのエントリポイン

トへと処理を移す。 
 
問い合わせ 
srl_isActive 
処理がホストのみで完結する関数である。指定されたコアとの通信用共有変数からアクセ

ラレータコアの状態を読み出し、Running であるか否かをチェックする。 
 
srl_isSuspended 
処理がホストのみで完結する関数である。指定されたコアとの通信用共有変数からアクセ

ラレータコアの状態を読み出し、Suspended であるか否かをチェックする。 
 
srl_isStopped 
処理がホストのみで完結する関数である。指定されたコアとの通信用共有変数からアクセ

ラレータコアの状態を読み出し、Stopped であるか否かをチェックする。 
 
srl_isBusy 
処理がホストのみで完結する関数である。指定されたコアとの通信用共有変数からアクセ

ラレータコアの状態を読み出し、Busy であるか否かをチェックする。 
 
SPM アクセス（予定） 
srl_read_spm 
ブロッキング関数である。アクセラレータコアは指定された SPM オフセットアドレスから

データを読み出し、一旦 VAM 領域にコピーする。コピーが完了すると、ホストに対して割

り込みをかける。割り込みを受けたホスト側は、VAM 領域からユーザ領域へとデータをコ

ピーする。 
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srl_write_spm 
ノンブロッキング関数である。まず、ユーザ領域のデータを VAM 領域へとデータをコピー

したのち、アクセラレータコアに対して VAM 領域上のデータを SPM にコピーするよう指

示を出し、割り込み待ちに入る。 
指示を受けたアクセラレータコアは、ホストに割り込みをかけた後、VAM 上のデータを

SPM へとコピーする。 
 
L1 キャッシュ設定（予定） 
srl_set_l1_config 
ブロッキング関数である。アクセラレータコアではホストによって指定された設定を L1 キ

ャッシュに施す。 
 
srl_get_l1_config 
ブロッキング関数である。アクセラレータコアは L1 キャッシュの設定内容を通信用共有変

数に書き込む。 
 
VAM 領域のアドレスマップ 
VAM 領域のアドレスマップは図 2.1-32 のとおりである。 

 
図 2.1-32 VAM 領域のアドレスマップ 
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sr_accl の主要なラベル、アドレス 
sr_accl モジュール（モニタプログラム）の主要なラベル、アドレスを一覧する。 
ラベル アドレス 用途 
_entry 0x8FFF6000 (kseg0) エントリポイント 
intr_hndl 0x8FFF6040 (kseg0) 割り込みハンドラ 
comm_mem 0xAC000000 (kseg1) 通信用共有変数 
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2.2  プログラミング・フレームワーク SMYLE OpenCL 

2.2.1 プログラミングモデル 

 SMYLEref用のプログラミングモデルとして、OpenCLを採用した。OpenCLを採用した主な

理由は以下のとおりである。 

 仕様がオープンかつロイヤルティフリーである 

 特定のハードウェアプラットフォームに依存していない 

 C言語をベースとしており習得が容易である 

 データ並列実行だけでなく、タスク並列実行もサポートしている 

 既に標準化されたプログラミングモデル/言語を利用する方が、全く新しいモデル/言

語を開発するよりも、本研究成果の普及が期待される 

 図 2.2-1に、OpenCLが想定するアーキテクチャモデルを示す。 

 

 

図 2.2-1 OpenCLのアーキテクチャモデル 

 

 OpenCL のアーキテクチャモデルは、全体の制御を行うホストと、高速に並列計算を行う

デバイスから構成される。例えば、CPU と GPU を搭載したパソコン上で OpenCL を実行する

場合、CPU がホスト、GPU がデバイスに対応する。デバイスは 1 個以上の Compute Unit か

ら構成され、Compute Unit は 1 個以上の Processing Unit (PE)から構成される。GPU の場

合、個々の GPUコアが PEに対応し、GPUコアのクラスタ（Nvidia社 GPUにおける Streaming 

Multiprocessor, SM）が Compute Unitに対応する。 

 SMYLEref アーキテクチャの場合、コアが、OpenCL の PE に対応する。SMYLEref は、物理
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的にはコアがクラスタ化されている。しかしながら、SMYREref のクラスタが、OpenCL の

Compute Unitに対応する訳ではない。SMYLErefのクラスタの境界に関わりになく、任意の

数のコアを Compute Unitとして使用することができる。 

 SMYLEref アーキテクチャは多くのコアを有しているが、図 2.2-2 に示すように、SMYLE 

OpenCL では、1 つのコアをホストとして使用し、そのホスト上で Linux オペレーティング

システムが動作していることを想定している。残りのコアをデバイスとして使用する。 

 

 

図 2.2-2 SMYLE OpenCLにおける SMYLErefのコアの使い方 

 

 図 2.2-1 に示した通り、OpenCL では複数の異なるメモリが定義されており、それぞれア

クセス可能な範囲（ホスト、デバイス、Compute Unit、PE）が異なっている。 

 先述のように、OpenCLは、データ並列実行とタスク並列実行の両方をサポートしている。

図 2.2-3 に、OpenCLにおけるデータ並列実行を示す。 

 

 

図 2.2-3 OpenCLにおけるデータ並列実行 

 

 OpenCLでは、デバイスで実行されるプログラム（関数）をカーネルと呼ぶ。カーネルは、

コマンドキューを通じてホストからデバイスに送られ、デバイスで実行される。データ並

列実行では、同一のカーネルが、デバイスの複数の Compute Unit上で実行される。このと

き、処理されるデータ（配列）は複数のワークグループに分割され、各 Compute Unitがひ
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とつのワークグループを処理する。Compute Unit 内で、ワークグループは複数のワークア

イテムに分割され、各 PEがひとつのワークアイテムを処理する。 

 図 2.2-4に、OpenCLにおけるタスク並列実行を示す。 

 

 

図 2.2-4 OpenCLにおけるタスク並列実行 

 

 ホストが、複数の異なるカーネルを、アウトオブオーダー方式でコマンドキューに投入

することにより、タスク並列実行が行われる。タスク並列実行では、異なるカーネルが異

なる Compute Unit上で実行される。同一 Compute Unit内の PEは、異なるカーネルを実行

することはできない。タスク並列実行は Compute Unit単位で行われる。 

 現在までに、GPU や汎用マルチコア/マルチプロセッサを対象とした OpenCL環境はいくつ

も開発されている。例えば、NVIDIA社や AMD社は、自社の GPUを対象とした OpenCL処理系

を無償で公開している。また、Intel社やフィックスターズ社は、Intel社製の汎用マルチ

コア/マルチプロセッサを対象とした OpenCL 処理系を公開している。しかし、これらの既

存の OpenCL環境を組込みシステムに適用しようとする場合、以下の問題点がある。 

 GPU 向けの OpenCL 環境の多くは、真のタスク並列実行をサポートしていない。プログ

ラミングモデルとしてはタスク並列実行をサポートしているが、実際には、タスクを

逐次的に実行している。 

 GPU 向けの OpenCL 環境は、真のタスク並列実行をサポートしている場合でも、タスク

並列実行の単位がハードウェアアーキテクチャのクラスタ数に依存しており、システ

ム上のコアを有効活用できない。例えば、1 クラスタあたりのコア数が 16 コアのハー

ドウェアアーキテクチャにおいて、あるタスクが 1 コアしか使用しない場合、そのタ

スクが割り当てられるクラスタ内の残りの 15コアは使用されない。 

 GPU 向けの OpenCL 環境は、アプリケーション内のタスク並列実行をサポートしている

場合でも、複数のアプリケーションの並列実行をサポートしていない。同時に実行す

るアプリケーションは唯一であり、実行中のアプリケーションがシステム上のすべて

の PEを占有する。 

 GPU 向けおよび汎用マルチコア/マルチプロセッサ向けの OpenCL環境は、実行時の性能

オーバーヘッドが大きい。 
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 一方、本プロジェクトで開発した SMYLE OpenCLは、上記の問題を解決している。 

 真のタスク並列実行をサポートしている。複数の異なるカーネルを、空間的に並列に

実行する。 

 タスク並列実行の場合、各タスクに割り当てられるコア数が、ハードウェアアーキテ

クチャに依存しない。ハードウェアアーキテクチャのクラスタ構造に関わらず、各タ

スクは、システム上の総コア数を超えない限り、任意の数のコアを使用することがで

きる。 

 アプリケーション内のデータ並列実行とタスク並列実行だけでなく、複数のアプリケ

ーションの並列実行をサポートしている。 

 既存の OpenCL環境では実行時に行っている処理の多くを設計時に行うことで、実行時

の性能オーバーヘッドを最小化している。 

 

 SMYLE OpenCL では、図 2.2-5 のように、複数のアプリケーションを空間的に並列に実行

することができる。各アプリケーションの内部では、データ並列実行、タスク並列実行、

あるいは、その両方が行われる。各アプリケーションが使用するコア数は、ハードウェア

アーキテクチャのクラスタ構造の境界を越えて、アプリケーションにコアが割り当てられ

る。 

 

 

図 2.2-5 SMYLE OpenCLにおける複数アプリケーションの並列実行 

 

 OpenCLプログラムの典型な流れは以下の通りである。 

1. デバイス情報を取得、デバイスを確保 
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2. コンテキストを生成 

3. コマンドキューやメモリバッファを生成し、コンテキストに格納 

4. カーネルをビルドし、コンテキストに格納 

5. 入力データをメモリバッファに格納 

6. カーネルを実行 

7. 実行結果をメモリバッファから読み出し 

8. コマンドキュー、メモリバッファ、コンテキストなどを解放 

GPU や汎用マルチコア/マルチプロセッサを対象とした既存の OpenCL環境では、上記の処理

をすべて実行時に行う。コンテキストや各種オブジェクトを動的に生成するイメージ図を

図 2.2-6 に示す。 

 

 

図 2.2-6 コンテキストや各種オブジェクトの動的生成 

 

SMYLE OpenCLでは、下記のように、5、6、および、7のみを実行時に行う。 

1. デバイス情報を取得、デバイスを確保 

2. コンテキストを生成 

3. コマンドキューやメモリバッファを生成し、コンテキストに格納 

4. カーネルをビルドし、コンテキストに格納 

5. 入力データをメモリバッファに格納 

6. カーネルを実行 

7. 実行結果をメモリバッファから読み出し 

8. コマンドキュー、メモリバッファ、コンテキストなどを解放 

SMYLE OpenCL では、1～4、および、8 は設計時に行う。つまり、コンテキストやコマン

ドキューなどのオブジェクトは設計時に作成しておき、製品の出荷時にメモリに書き込ん

でおく（図 2.2-7参照）。また、各タスク（カーネルやアプリケーション）を実行するコア

を決定するタスクマッピング処理も設計時に行う。 
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図 2.2-7 SMYLE OpenCLにおけるコンテキストや各種オブジェクトの静的生成 

 

 

図 2.2-8に、SMYLE OpenCL環境の全体像を示す。 

 

 

 

図 2.2-8 SMYLE OpenCLの全体像 

 

  現在の SMYLEref向け SMYLE OpenCL環境においては、クロスコンパイラは、GNU Cコン

パイラをそのまま使用している。そのため、SMYLE OpenCL環境は、OpenCL言語独自のデー

タ型や構文はサポートしていない。例えば、SMYLE OpenCL環境においては、プログラマは、
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OpenCL 言語におけるベクタ型を使用することができない。 

 ランタイムライブラリとマッパについては、2.2.2節と 2.2.3節でそれぞれ説明する。 

 

2.2.2 ランタイムライブラリ 

 SMYLE OpenCLのランタイムライブラリを新規に開発した。ランタイムライブラリは、 

 ホスト用のランタイムライブラリ（関数群） 

 デバイス用のランタイムライブラリ（関数群） 

に大別される。SMYLE OpenCLでは、OpenCLの仕様が定義している関数の中で、特に重要な

物のみを実装している。現時点において SMYLE OpenCLが実装しているホスト側の関数の一

覧を、表 2.2-1と表 2.2-2 に示す。 

 

表 2.2-1 SMYLE OpenCLが実装しているホスト側の関数一覧 

関数名 機能 

clCreateContext デバイスを指定してコンテキストを作成する 

clRetainContext コンテキストのリファレンスカウントを増やす 

clReleaseContext コンテキストのリファレンスカウントを減らす 

clCreateCommandQueue コマンドキューを作成する 

clRetainCommandQueue コマンドキューのリファレンスカウントを増やす 

clReleaseCommandQueue コマンドキューのリファレンスカウントを減らす 

clCreateBuffer バッファメモリオブジェクトを作成する 

clRetainMemObject 
メモリオブジェクトのリファレンスカウントを増や

す 

clReleaseMemObject 
メモリオブジェクトのリファレンスカウントを減ら

す 

clCreateProgramWithBinary 
カーネルバイナリからプログラムオブジェクトを作

成する 

clRetainProgram 
プログラムオブジェクトのリファレンスカウントを

増やす 

clReleaseProgram 
プログラムオブジェクトのリファレンスカウントを

減らす 

clBuildProgram プログラムオブジェクトをビルドする 

clCreateKernel カーネルオブジェクトを作成する 
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表 2.2-2 SMYLE OpenCLが実装しているホスト側の関数一覧（続き） 

関数名 機能 

clRetainKernel 
カーネルオブジェクトのリファレンスカウントを増

やす 

clReleaseKernel 
カーネルオブジェクトのリファレンスカウントを減

らす 

clSetKernelArg カーネルの引数を設定する 

clWaitForEvents 
イベントに対応付けられたコマンドが終了するのを

待つ 

clRetainEvent 
イベントオブジェクトのリファレンスカウントを増

やす 

clReleaseEvent 
イベントオブジェクトのリファレンスカウントを減

らす 

clFlush コマンドキュー内の全コマンドをデバイスに渡す 

clFinish 
コマンドキュー内の全コマンドをデバイスに渡し、実

行の完了を待つ 

clEnqueueReadBuffer 
バッファメモリオブジェクトからデータを読み込む

ためのコマンドをキューに入れる 

clEnqueueWriteBuffer 
バッファメモリオブジェクトにデータを書き込むた

めのコマンドをキューに入れる 

clEnqueueNDRangeKernel 
カーネルを実行するためのコマンドをキューに入れ

る 

clEnqueueTask 
カーネルを実行するためのコマンドをキューに入れ

る 

clEnqueueWaitForEvents 
指定したイベントに対応付けられたコマンドの終了

を待つためのコマンドをキューに入れる 

clEnqueueBarrier バリアコマンドをキューに入れる 

 

 現時点において SMYLE OpenCLが実装しているデバイス側の関数の一覧を、表 2.2-3と表

2.2-4に示す。なお、算術演算関連の関数は、オープンソースである SnuCL 1.2betaを利用

している。 
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表 2.2-3 SMYLE OpenCLが実装しているデバイス側の関数一覧（制御関連） 

関数名 機能 

get_work_dim ワークグループの次元を取得する 

get_global_size 
指定された次元のグローバルワークアイテム数を取

得する 

get_global_id 指定された次元のグローバルＩＤを取得する 

get_local_size 
指定された次元のローカルワークアイテム数を取得

する 

get_local_id 指定された次元のローカルＩＤを取得する 

get_num_groups 指定された次元のワークグループ数を取得する 

get_group_id 指定された次元のワークグループＩＤを取得する 

barrier ワークグループ内のカーネル間で同期する 
 

表 2.2-4 SMYLE OpenCLが実装しているデバイス側の関数一覧（算術演算関連） 

fdim mad 
nextafter abs_diff 
add_sat clz 
hadd rhadd 
clamp mad24 
mad_sat max 
min mul24 
rotate sub_sat 
popcount step 
isequal isnotequal 
isgreater isgreaterequal 
isless islessequal 
islessgreater isordered 
bitselect select 

 

2.2.3 タスクマッピング 

 マッピングとは、各デバイス用コードについて、そのデバイス用コードを実行する際に

使用するコアを決定する処理である。マッピングは、アプリケーションを最小単位として

行うことも可能であるし、カーネルを最小単位として行うことも可能である。本節では、

マッピングの最小単位のことを「タスク」と呼ぶ。つまり、タスクは、アプリケーション
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を指すかもしれないし、カーネルを指すかもしれない。 

 以下の 2種類のタスクマッピング手法を開発した。 

 シングルコンテキスト静的タスクマッピング手法 

 マルチコンテキスト静的タスクマッピング手法 

 両手法とも、タスクマッピングは静的に行う。各タスクが実行されるコアは設計時に決

定される。動的な負荷分散は行わない。 

 シングルコンテキスト静的タスクマッピングでは、タスクが排他的にコアを使用する。

タスクは複数のコアを使用することはできるが、コアは複数のタスクを実行することがで

きない。実行時にコンテキストスイッチ（タスクの切替え）が発生しないため、リアルタ

イム性に優れている。しかし、コアの CPU 利用率が低下するため、システム全体のスルー

プット性能が低くなる恐れがある。シングルコンテキスト静的タスクマッピングの例を図

2.2-9に示す。 

 

 

図 2.2-9 シングルコンテキスト静的タスクマッピングの例 

 

 タスクマッピングを行う際は、タスク間のタスク並列性だけでなく、各タスク内部のデ

ータ並列性も考慮する必要がある。つまり、データ並列性の高いタスクには多くのコアを

割り当てるべきであるし、データ並列性が低いタスクに多くのコアを割り当てるのは得策

でない。タスク内部の並列性（コア数の増加に対する性能向上率）は、タスクによって大

きく異なる。 

 図 2.2-10に、SPLASH-2ベンチマークの中の 8つのプログラムについて、コア数を 1コア

から 256 コアまで変化させた場合の性能を示す。コア数が 1 の場合の性能で正規化してい

る。また、本結果は、MITが開発したオープンソースのサイクル精度のシミュレータである

Graphiteを使用して測定した。 
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図 2.2-10 SPLASH-2ベンチマークのスケーラビリティ 

 

 図 2.2-10が示すように、プログラムによって、コア数を増やした場合の性能向上率は大

きく異なる。例えば、ocean_contiguousと ocean_non_contiguousは高いスケーラビリティ

を示しているが、cholesky はほとんどスケーラビリティを有していない。また、

water-nsquared など、いくつかのプログラムは、コア数をある程度まで増やすと、性能が

低下している。タスクマッピングを行う際は、このようなタスク毎に異なるデータ並列性

を活用する必要がある。 

 シングルコンテキスト静的タスクマッピングを行う手法として、以下の、2種類の方法を

開発した。 

 タスクマッピング問題を整数線形計画問題（Integer Linear Programming, ILP）に帰

着させ、汎用の数理最適化ソフトウェアを用いて最適解を求める方法 

 グリーディアルゴリズムによる方法 

 まず、整数線形計画問題に基づく手法を説明する。はじめに変数を定義する。𝑚𝑎𝑝𝑖𝑗は決

定変数であり、タスク𝑖が𝑗個のコアにマッピングされる場合に 1 となり、それ以外の時は 0
になる。𝑔𝑎𝑖𝑛𝑖𝑗はタスク𝑖が𝑗個のコアにマッピングされた場合の利益を表す。ここで利益と

は、実行効率や電力効率などを総合的に表す指標である。𝑁𝑐𝑜𝑟𝑒はシステム上のコア数であ

る。 
 タスクマッピング問題は、以下の制約式(2.2-2)(2.2-3)を満たし、目的関数(2.2-1)を最大化

する整数線形計画問題として定式化される。 
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maximize: � � 𝑚𝑎𝑝𝑖𝑗 × 𝑔𝑎𝑖𝑛𝑖𝑗
𝑗𝑖

 (2.2-1) 

subject to: ∀𝑖, � 𝑚𝑎𝑝𝑖𝑗
𝑗

= 1 (2.2-2) 

 � � 𝑗 × 𝑚𝑎𝑝𝑖𝑗 ≤ 𝑁𝑐𝑜𝑟𝑒
𝑗𝑖

 (2.2-3) 

 
 式(2.2-1)はマッピングされたタスクの利益の総和を表しており、最大化する目的関数であ

る。式(2.2-2)はすべてのタスクが必ずいずれかのコアにマッピングされるという制約を表し

ている。式(2.2-3)は、すべてのタスクが使用するコアの総数は、システム上のコア数を超え

ることがないという制約を表している。この整数線形計画問題を、汎用の数理最適化ソフ

トウェアを用いて解くことで、最適なタスクマッピングが得られる。 

 上記の整数線形計画法に基づく手法によるタスクマッピングは、コア数に対して指数的

に計算時間が増加するため、SoC に搭載されているコア数が増えると、マッピングを行うた

めに膨大な計算時間を必要とする。そこで、高速にマッピングを行うグリーディアルゴリ

ズムも開発した。開発したグリーディアルゴリズムを図 2.2-11に示す。はじめにすべての

タスクの使用コア数を 1とする。使用コア数を 1段階大きくしたとき（1個増やす、2倍に

増やすなど）に得られる利益が最も大きなタスクを選び、そのタスクのコア数を 1 段階増

やす。この操作を、タスクが割り当てられていないコアがなくなるまで続ける。 

 

 

図 2.2-11 グリーディ・タスクマッピング・アルゴリズム 
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 タスク数を𝑚、コア数を𝑛とすると、開発したグリーディアルゴリズムの計算量は𝑂(𝑛𝑚)で

ある。整数線形計画問題に基づく手法では最適解を求めるのに対して、グリーディアルゴ

リズムに基づく手法では最適解の保証はないが、非常に少ない計算量でマッピングを行う

ことができる。 
 2 種類のシングルコンテキスト静的タスクマッピング手法について、予備評価を行った。

以下の 3 種類のタスクセットを用いた。いずれも、SPLASH-2 ベンチマークに含まれるプ

ログラムである。 

 タスクセット 1（4 タスク）：nsquared、ocean_non_contiguous、ocean_contiguous、

lu_non_contiguous 

 タスクセット 2（4タスク）：randix、lu_contiguous、cholesky、barnes 

 タスクセット 3（8 タスク）：nsquared、ocean_non_contiguous、ocean_contiguous、

lu_non_contiguous、randix、lu_contiguous、cholesky、barnes 

実験はサイクル精度シミュレータ Graphite 上で行い、各タスクの利益として、図 2.2-10

に示した性能向上率を用いた。 

 タスクセット 1、2、3 に対する結果を、図 2.2-12、図 2.2-13、図 2.2-14 にそれぞれ示

す。 

 

 

図 2.2-12 タスクセット 1に対するシングルコンテキスト・マッピング結果 
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図 2.2-13 タスクセット 2に対するシングルコンテキスト・マッピング結果 

 

 

 

図 2.2-14 タスクセット 3に対するシングルコンテキスト・マッピング結果 

 

 グラフにおいて、横軸はコア数、縦軸は利益の総和（コア数最小の場合で正規化）を表

している。ILPが整数線形計画問題に基づく手法（数理最適化ソフトウェアとして、IBM社

ILOG CPLEX 12.2を使用）、greedy がグリーディアルゴリズムの結果を表している。evenは、

タスク毎のデータ並列性の違いを考慮せず、すべてのタスクに均等にコアを割り当てた場

合を示している。例えば、コア数が 32、タスク数が 4 の場合、各タスクに 8 コアを割り当

てる。even と比較して、開発した 2 つの手法は非常に良い結果（最大 1.7 倍）を示してい

る。また、多くの場合について、グリーディアルゴリズムは、整数線形計画問題に基づく
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手法と同等の結果が得られている。 

 シングルコンテキスト静的タスクマッピング手法は、実行時にコンテキストスイッチが

不要なため、高いリアルタイム応答性を実現することができるが、コアの CPU 利用率が低

下し、システム全体の平均スループットが低下する恐れがある。そこで、この問題を解決

するため、マルチコンテキスト静的タスクマッピング手法を開発した。 

 図 2.2-15に、シングルコンテキスト・タスクマッピングとマルチコンテキスト・タスク

マッピングの例を示す。 

 

 

図 2.2-15 シングルコンテキスト・タスクマッピング（左図）とマルチコンテキスト・タ

スクマッピング（右図） 

 

 図 2.2-15において、タスク 2とタスク 5は、決して同時に実行されることがないと仮定

する。その場合でも、シングルコンテキスト・タスクマッピングでは、タスク 2とタスク 5

に異なるコアを割り当てる。一方、マルチコンテキスト・タスクマッピングでは、タスク 2

とタスク 5 に同じコアを割り当てる。これにより、タスク 2 が使用するコア数が増加し、

性能が向上する。さらに、副次的な効果として、タスク 3 とタスク 4 にもより多くのコア

を割り当てることができるようになり、さらに性能が向上する。 

 開発したマルチコンテキスト静的タスクマッピング手法は、整数線形計画問題に基づい

ている。 

 同時に実行される可能性があるタスクは、そのマッピングが重複してはならない。例

えば、図 2.2-16 のようにコア 1～2 に Task1 がマッピングされている時に。Task2 をコア 1
～4 にマッピングすることはできない。 
 

添付4-81



 

図 2.2-16 マッピングの重複の例 
 

また、単化のため、タスクは必ず隣り合う2𝑛個のコアにマッピングされるものとする。 
 

 
図 2.2-17 マッピングの制限 

 
図 2.2-17 のような 16 個のコアを持つアーキテクチャを考える場合、1 つのタスクがマッ

ピングされる方法は、1 つのコアを使用する方法が 16 通り、2 つのコアを使用する方法が 8
通り、4 つのコアを使用する方法が 4 通り、8 つのコアを使用する方法が 2 通り、16 個す

べてのコアを使用する方法が 1 通りで合計 31 通りある。2𝑛個のコアを持つメニーコア SoC
に 1 つのタスクがマッピングされる方法は2𝑛+1 − 1通りである。 
本章で扱うタスクマッピング問題は、SoC に搭載されているコア数、各タスクが2𝑛個の

コアを使用して実行された場合の利益、タスク衝突の情報、マッピング重複の情報を入力

とし、タスクの利益を最大化するマッピングを求める。  
まず、決定変数𝑚𝑎𝑝𝑖𝑗を再定義する。先述の通り、2𝑛個のコアを持つメニーコア SoC に 1

つのタスクがマッピングされる方法は2𝑛+1 − 1通りである。この2𝑛+1 − 1通りの個々のマッ

ピング方法を𝑗で識別し、タスク𝑖が𝑗番目の方法でマッピングされる場合に𝑚 𝑖𝑗 = 1とし、

それ以外の時は 0 とする。 
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マルチコンテキスト静的タスクマッピング問題は、以下の制約式(2.2-5)(2.2-6)を満たし、

目的関数(2.2-4)を最大化する整数線形計画問題として定式化される。 
 

maximize: � � 𝑚𝑎𝑝𝑖𝑗 × 𝑔𝑎𝑖𝑛𝑖𝑗
𝑗𝑖

 (2.2-4) 

subject to: ∀𝑖, � 𝑚𝑎𝑝𝑖𝑗
𝑗

= 1 (2.2-5) 

 ∀𝑖, 𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒𝑖1𝑖2 = 1 → 
𝑚𝑎𝑝𝑖1𝑗1 × 𝑜𝑣𝑒𝑟𝑙𝑎𝑝𝑗1𝑗2 = 0 or 𝑚𝑎𝑝𝑖2𝑗2 × 𝑜𝑣𝑒𝑟𝑙𝑎𝑝𝑗1𝑗2 = 0 

 
(2.2-6) 

 
𝑜𝑣𝑒𝑟𝑙𝑎𝑝𝑗1𝑗2はマッピングの重複を表す関数であり、マッピング𝑗1とマッピング𝑗2が重複す

る時に 1 となる。表 2.2-5 に 4 コアの場合の𝑜𝑣𝑒𝑟𝑙𝑎𝑝関数を示す。ここで、𝑗は以下のマッピ

ングを意味している。 
 𝑗 = 1：コア 1 を使用 
 𝑗 = 2：コア 2 を使用 
 𝑗 = 3：コア 3 を使用 
 𝑗 = 4：コア 4 を使用 
 𝑗 = 5：コア 1 と 2 を使用 
 𝑗 = 6：コア 3 と 4 を使用 
 𝑗 = 7：コア 1～4 を使用 
 
 

表 2.2-5 4 コアの𝑜𝑣𝑒𝑟𝑙𝑎𝑝関数 
 j2=1 2 3 4 5 6 7 

j1=1 1    1  1 
2  1   1  1 
3   1   1 1 
4    1  1 1 
5 1 1   1  1 
6   1 1  1 1 
7 1 1 1 1 1 1 1 

 
 表の要素が 1 のとき、マッピングの重複があることを意味しており、同時に実行される

タスク同士は重複するマッピングを行うことはできない。例えば、表中の灰色で示した要

素はコア 1~4 を使用するマッピングとコア 1~2 を使用するマッピングが重複することを表

しており、あるタスクがコア 1~4 にマッピングされている時、他のタスクをコア 1~2 にマ
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ッピングすることはできない。 
 𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒𝑖1𝑖2はタスクの衝突を表す関数であり、タスク𝑖1とタスク𝑖2が同時に実行さ

れる可能性がある場合に 1 となる。表 2.2-6 に𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒関数の例を示す。 
 

表 2.2-6 タスクの衝突を表す𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒関数の例 
 Task 1 Task 2 Task 3 Task 4 

Task 1 0 1 0 0 
Task 2 1 0 0 1 
Task 3 0 0 0 1 
Task 4 0 1 1 0 

 
𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒関数の値は、タスクが同時に実行される可能性がある場合に 1 となる。例え

ば、表 2.2-6 に示した𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒関数において Task 2 に注目すると、Task 1 と Task 4
が同時に実行される可能性があることを表している。同時に実行されるタスク同士のマッ

ピングは重複してはならない。 
 式(2.2-6)はタスク𝑖1、𝑖2が同時に実行される可能性がある場合に2つのタスクのマッピン

グ𝑗1、  𝑗2が重複してはならないという制約を表している。𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒𝑖1𝑖2が 1 かつ

𝑜𝑣𝑒𝑟𝑙𝑎𝑝𝑗1𝑗2が 1 の時に決定変数𝑚𝑎𝑝𝑖1𝑗1あるいは𝑚𝑎𝑝𝑖2𝑗2は 0 にならなければならない。 
開発したマルチコンテキスト静的タスクマッピング手法の予備評価を行った。使用した

ベンチマークは先述のタスクセット 3 であり、利益も同じものを用いた。タスク間の衝突

を表す𝑖𝑛𝑡𝑒𝑟𝑓𝑒𝑟𝑒𝑛𝑐𝑒関数の値はランダムに決定した。その際、関数が 1 となる確率𝑑を、

𝑑 =0%、25%、50%、75%、100%と変化させた。𝑑 =0%の場合は、同時に実行されるタス

クは唯一であることを意味している。この場合、各タスクがすべてのコアを占有すること

ができる。 𝑑 =100%の場合は、すべてのタスクが同時に実行される可能性があることを意

味している。つまり、先述のシングルコンテキスト静的タスクマッピングと同じである。

コア数を 8、16、32、64、128、256 と変化させ、マッピングを行った。マッピングを行っ

た結果を図 2.2-18 に示す。 
搭載コア数に関わらず、並列に実行しなければならないタスクの組み合わせが多い（つ

まり𝑑の値が大きい）ほど、全体的な性能が低下している。このことは、タスク間の依存関

係を解析し、同時に実行されることのないタスクの組み合わせを求めることで、システム

の全体的な性能を向上させることが可能であることを示唆している。 
また、256 コアへのマッピングにおいて、𝑑 =50%以上の場合、マシンのメモリ不足によ

り求解することができなかった。 
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図 2.2-18 マルチコンテキスト・タスクマッピングの結果 

 

2.2.4 機能シミュレータ 

 開発した SMYLE OpenCL 環境は SMYLEref アーキテクチャをターゲットとしており、

SMYLEref アーキテクチャの FPGA プロトタイプ・システム上で動作する。しかし、FPGA プ

ロトタイプ・システムは高価であり、また、デバッグ容易性（可観測性、可制御性）が低

い。そこで、ソフトウェア開発者が SMYLEref アーキテクチャ向け OpenCL プログラムを開

発/デバッグすることを目的として、SMYLE OpenCL/SMYLEref機能シミュレータを開発した。

本機能シミュレータは Linux が稼働するホスト計算機上で動作する。本機能シミュレータ

は、SMYLErefアーキテクチャ上で SMYLE OpenCLプログラムを実行した場合の機能的な振る

舞いのみをシミュレーションする。SMYLEref アーキテクチャ上でプログラムを実行した場

合の実行時間や消費電力を見積もることはできない。 

 本機能シミュレータの構成を図 2.2-19に示す。 
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図 2.2-19 SMYLE OpenCL/SMYLEref機能シミュレータの構成 

 

 本機能シミュレータでは、個々のデバイスコアを pthread でシミュレーションする。つ

まり、デバイスコアが 64 コア存在する場合、機能シミュレータ内部で 64 個のスレッドが

生成される。各スレッドは独立に動作し、OpenCL プログラムのデータ並列実行とタスク並

列実行の両方をサポートしている。 

 本機能シミュレータを用いて、Grayscaleと Gaussianの 2つの OpenCLカーネルをタスク

並列実行したときの実行時間を図 2.2-20に示す。 

 

 

図 2.2-20 機能シミュレータにおけるタスク並列実行 

 

縦軸は実行時間（単位は秒）であるが、これは、ホスト計算機（Intel Xeon、32 論理コ

ア、2GHz）上で実行したときの実行時間であり、SMYLEref アーキテクチャ上で実行した場

合の実行時間ではない。本実験では、デバイスコアが 32コアであることを想定している（つ

まり、内部で 32 スレッドを生成している）。横軸の数字は、32 コアのうち、Grayscale カ

ーネルが割り当てられたコア数を示している。つまり、横軸の数字が 1 のときは、32 コア

Linux PC
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のうちの 1 コアを Glayscale カーネルが使用し、残りの 31 コアを Gaussian カーネルが使

用していることを意味している。Gaussian カーネルの方が、Grayscale カーネルよりも計

算量が多いため、Gaussian に多くのコアを割り当てた方が全体の実行時間が短縮される傾

向にあることが分かる。 

実行時間は、あくまでホスト計算機上の実行時間であり、SMYLEref アーキテクチャ上で

実行した場合の実行時間ではないが、ソフトウェア開発者が OpenCLプログラムを開発、デ

バッグ、解析するうえでは、非常に有用である。 

 

2.3  メニーコア FPGAプロトタイプ・システム 

2.3.1 概要 

 メニーコアのアーキテクチャやソフトウェアを検討・開発していくにあたり、その評価

環境の構築は重要な課題である。従来、多くのアーキテクチャ研究においては機能レベル、

あるいはサイクルレベルのソフトウェアシミュレータが評価環境として使用されてきた。

しかし、一般的に多くのソフトウェアレベルシミュレータは、複数プロセッサ上で並列・

並行プログラムをシミュレーションする場合でも、逐次的にシミュレーションをすること

が多く、コア数が数 10や数 100にもなるメニーコアプロセッサを評価する場合、プログラ

ムの一部を評価するだけでも長時間を要する。さらに、OS などのシステムソフトウェアの

動作も評価を行うとなると、より長いシミュレーション時間がかかってしまう。 

また、他の選択肢として実際に LSI を設計・試作して評価を行うことも考えられる。こ

れにより、並列プログラムなどの評価を実時間で行うことが可能になり、また評価精度も

高いという利点がある。その一方、設計・試作のコストが高く、また後から部分的にアー

キテクチャ設計を変更したい場合でも簡単には変更や修正ができず、評価を行うことは難

しいというように、その柔軟性に問題がある。 

その他の選択しとして、近年では FPGAを用いたプロトタイピングが評価環境として有用

性を増している。実際に多数のコアを FPGA上に実装し、それらを並列に動作させることで、

評価に要する時間の短縮が期待できる他、OS やシステムソフトウェアの実行もそのまま評

価・検証を行うことができる。また、実際に HDL により設計することで、正確かつ詳細な

評価・検証を行うことも可能になる。そのため、ソフトウェアレベルのシミュレータでは

動作や実行が抽象化され、その結果隠蔽されてしまうような性能上のボトルネック(例えば

コア間の同期など)も正確に評価を行うことができ、特にメニーコアプロセッサの評価環境

として有用であると考えられる。そこで、SMYLErefの開発にあたっては、FPGAを利用して

評価環境を構築することにした。表 2.3-1 に評価環境としての、ソフトウェアシミュレー

タ、LSI 実装、FPGAによるプロトタイピングの比較をまとめる。 
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表 2.3-1 評価環境の比較 

 

 

今回のプロトタイピングでは、Xilinx 社製の FPGA チップである Virtex-6 を搭載する

ML605評価ボードを評価環境のプラットフォームとして利用することにした。ML605評価ボ

ード、および当該ボードに搭載されている Virtex-6チップの仕様を以下に示す。 

 ML605評価ボード 

 FPGAデバイス: Virtex-6 XC6VLX240T 

 SDRAM: DDR3 SO-DIMM 

 搭載 I/O ポート: UART, USB, DVI出力、CF、SMA等 

 クロック入力: 200MHz & 66 MHz オシレータ 

 Virtex-6 XC6VLX240T 

 テクノロジ: 65nm CMOS, 1.0V 

 Logic Cells: 241,152 

 CLB Slices: 37,680 

 Block RAM: 14,975 Kbit 

 ユーザーI/O数: 720 

回路設計には VerilogHDLを用い、 論理合成、マッピング、配置配線には Xilinx社の ISE

を利用した。図 2.3-1 は本評価環境の外観である。以下、実装の詳細と本評価環境を用い

た初期評価実験の結果について述べる。 

 

 

図 2.3-1評価環境の外観 
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2.3.2 FPGA上への実装 

クラスタとして、コア・クラスタとペリフェラル・クラスタの 2 種類を構築する必要が

ある。各コア・クラスタには最大で 8 つの Geyser コアを実装し、2.1.3 節で述べたルータ

を搭載する。ペリフェラル・クラスタは、SDRAM や UART、SysACE 等のコントローラを備え

ており、それらは Xilinx社が提供する PLB（Processor Local Bus）バスに結合される。ペ

リフェラル・クラスタ上のルータも PLB と接続されており、これによりオンチップネット

ワークを介して、各コアとペリフェラルが接続されることになる。 

評価環境として利用する FPGA (Virtex-6 XC6VLX240T)には Geyserコアを 8個程度しか搭

載することができず、1 つの ML605 ボードだけでは数 10、あるいは数 100 のコアを持つよ

うなメニーコアプロセッサの評価を行うことができない。そこで、複数のボードを結合し、

ルータ間の通信をボード間に跨がって行うことでメニーコアの評価環境を実現することに

した。 

ボード間の通信には高速シリアル通信インタフェースである rocket I/Oを使用する。こ

のために、ルータモジュール内にボードを跨がって通信を行う際に使用する通信モジュー

ルを開発した。本モジュールは、ISEの IPコアとして提供されている auroraと呼ばれる高

速シリアル通信プロトコルを利用している。なお、物理的なボード間通信インタフェース

として SMA規格の通信インタフェースを利用する。ML605評価ボード上は 3リンク分の SMA

コネクタしかないが、FMCの拡張ボードを利用することにより、1ボードあたり追加で 8リ

ンク分の SMAコネクタを追加することが可能である。2次元メッシュネットワークであれば、

各方向あたり 2 リンク(双方向で通信のため)の合計 8 リンクがあれば一つのクラスタを構

築し、隣接クラスタと結合しつつネットワークを形成することが可能である。したがって、

上記の通信インタフェースを用いることで、理論的には無限個のコアを持つメニーコアの

評価環境を構築することが可能である。 

本評価環境では、プロセッサコアのクロック周波数として数 10MHz程度を想定している。

rocket I/Oによるルータ間は 5GHzでシリアルデータの通信が可能であるため、制御情報を

含めた 1パケット(現在は 38bit)を転送するバンド幅は、コアクロックに対して十分なバン

ド幅を確保できる。一方で、aurora モジュール中でシリアル/ パラレルデータ変換をする

際に、クロックの同期を行う必要性から通信レイテンシはルータ同士をボード内で直接接

続する場合に比べて約 180ns 程度余分にかかる。そのため、プロセッサコアから見ると通

信レイテンシは数サイクル増加してしまう。ただし、例えば I/O アクセスはさらに長いレ

イテンシがかかるため、この数サイクルのレイテンシ増加は評価結果に大きな影響は与え

ないと考えられる。 

コア・クラスタと周辺機器との接続は PLBv46 Master Burst通信プロトコルで制御する。

PLBv46 Master Burst通信プロトコルは、Xilinx社の IP Coreの一つであり[PLB2010]、32

ビットの PLB v4.6バスとユーザーIPコアとの双方向インタフェースを提供する。本プロト
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コルは、シングルデータとビート方式の読込み、および書込みスキームを備えている。シ

ングルデータスキームは、一つのアドレスワード(32 ビット)の後一つのデータワードのア

クセスが要求され、ビートスキームでは、1 つのアドレスワードに続いて 16 個のデータワ

ードのアクセスが要求される。 

2.3.3 本評価環境を用いた基本評価 

構築した SMYLErefの FPGA評価環境を用いて、いくつかの並列プログラムに関して性能

評価を行うことで、本評価環境の機能検証をするとともに、メニーコア評価環境としての

スケーラビリティについても検証する。本評価には ML605ボードを 16枚使用し、1つのボ

ード上に 8個の Geyserコアを持つコア・クラスタを実装した。すなわち、合計 128コアの

評価環境になる。また、ペリフェラル・クラスタは 16ボードのうちの 1つに実装した。各

機能ブロックへ供給する周波数は以下のように設定した。 

 Geyser コア: 10MHz 

 クラスタ内部バス・ルータ・ペリフェラルバス(PLB): 5MHz 

 DDR3-SDRAM: 100MHz 

なお、Geyser コアについては本評価環境上で最高 60MHz 程度の周波数で安定動作すること

を確認している。 

SMYLEref を評価するにあたり、まずは通常の並列アプリケーションベンチマークを用い

て評価を行った。評価には共有メモリ用のベンチマークである SPLASH2 [Woo1995]ベンチマ

ークの中から FFT、LUプログラムを用いた。SPLASH2ベンチマークは並列処理のためのプリ

ミティブが m4 マクロにより記述されており、処理系に合わせてマクロを展開することで、

実際の並列処理 APIなどを含むプログラムコードを生成する。本評価では、SPLASH2ベンチ

マークに付属されているバリア同期を含む pthreadコードを生成するマクロを利用した。 

pthread コードを評価するために、SMYLEref 評価環境向けの最低限の機能を持つ簡易版

pthread ライブラリを実装した。本簡易版 pthreadライブラリを用いることで、pthread を

用いて並列化された SPLASH2 のコードをほぼそのままコンパイル・実行することが可能で

ある。実装した pthread関数はスレッド生成・終了を制御する pthread_create、pthread_join

などの他、他排他制御用の関数(pthread_mutex_lock、pthread_mutex_unlock など)やバリ

ア同期用の関数(pthread_barrier_waitなど)である。 

コンパイラは MIPS用のコードを生成するよう構築した gcc 4.4.6を用いる。今回評価に

用いた FT と LU は浮動小数点演算を含むプログラムである。Geyser に浮動小数点演算器を

搭載すると 1 ボードに 8 コアを搭載できない。そこで、浮動小数点演算器なし(1 ボード 8

コアで合計 128 コアまで評価可能)、浮動小数点演算器あり(1 ボード 4 コアで合計 64 コア

まで評価可能)の 2つの構成で評価を行う。浮動小数点演算器なしの場合は gccの浮動小数

点演算のソフトウェアエミュレーション(Soft Float)機能を利用して実行する。 

SMYLEref はキャッシュコヒーレンスを前提としたアーキテクチャではなく、当評価環境
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でも全コアでのキャッシュコヒーレンス制御は実装していない。一方、SPLASH2はキャッシ

ュコヒーレントな共有メモリ型の並列計算機が前提であるため、正しい実行結果を得るた

めにはいくつかの工夫が必要となる。本評価では、共有データ領域(ヒープ領域)をキャッ

シュ経由でアクセスしない uncachable領域とし、またバリア同期、および排他制御の度に

毎回各コアで L1 データキャッシュをフラッシュすることにした。これにより、プログラム

自体を変更することなく、キャッシュされたデータの一貫性を保証することができる。な

お、本評価環境ではコア・クラスタ内のコア間のキャッシュコヒーレンスは実装しており、

比較評価に用いることができる。 

2.3.4 評価結果 

まず、実 LSIチップへ実装した場合のある程度の参考になるため、表 2.3-2に FPGA上に

実装した際の Geyserコア、ルータ等の各モジュールの回路規模を示す。表より、FPUを除

くと、コアの面積が他のモジュールに比べて大きいことがわかる。8コアで 1つのコア・ク

ラスタを形成することを想定すると、ルータなどの他の機構の面積はほとんどチップ面積

には影響しない。このことは、数コアを持つコア・クラスタを構成し、それを NoCで結合

するという階層構造がルータ面積オーバーヘッドを削減することに大きく貢献できること

を意味している。 

 

 

表 2.3-2 FPGA上での回路規模の比較 

 

図 2.3-2 に、各プログラムを 1 コアのみを用いて実行した場合に対する複数コアで実行

した場合のスピードアップの結果を示す。図中 FFT、LU は浮動小数点演算器を用いない場

合を各プログラムの結果を示し、FFT_fpu、LU_fpuは浮動小数点演算器を用いた場合の結果

を示している。なお、各プログラムで浮動小数点演算器を用いない場合の 1 コアを基準に

している。ヒープデータ領域が uncacheable であり、容量の大きなキャッシュは必要ない

ため、本評価では L2 キャッシュは用いない。 
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図 2.3-2スピードアップ 

図より、FFT ではコア数を増やすことで性能が向上していることがわかる。ただし、FFT

では 64コアで、FFT_fpuでは 32 コア程度で性能向上が飽和している。また、使用したコア

数に対してスピードアップが小さい。これは、メモリアクセスがボトルネックとなってい

るためである。キャッシュの一貫性を保つために、ヒープ領域のデータに対してはキャッ

シュを利用せず、ほとんどのデータアクセスが主記憶に対するアクセスとなるため、主記

憶や NoC の帯域が飽和していると考えられる。LU プログラムではこの主記憶アクセスボト

ルネックの問題が顕著であり、コア数を増やしても極わずかな性能向上か、あるいは性能

が悪化してしまっている。また、今回の評価環境の実装では、同期や排他制御の度にキャ

ッシュをフラッシュしてしまっていること、またバリア同期には排他制御を利用したソフ

トウェア実装を用いており、同期にかかる時間が長いことも理由としてあげられる。キャ

ッシュコヒーレンスの実装やバリア同期のハードウェアサポートを行うことで、並列処理

効率は改善すると考えられる。 
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図 2.3-3 メモリアクセス時間の性能への影響 

一般的に、主記憶アクセスはプロセッサの処理スピードに比べると遅い。本評価環境は

プロセッサコアのクロック周波数が 10MHz、主記憶 DRAMの周波数が 100MHzと、実際のシス

テムに比べて主記憶アクセスの速度が相対的に低速である。そこで、実際のシステムに近

い条件でも評価を行えるように、本評価環境に DRAMアクセスのレイテンシを追加する機能

を実装した。図 2.3-3 にメモリアクセスレイテンシを変化させた際の FFT のスピードアッ

プの評価結果を示す。図中、FFT の後に続く数字が追加した主記憶アクセスレイテンシ(プ

ロセッサコアのクロックサイクル単位)である。当然、主記憶アクセスレイテンシが増加す

ると性能が低下する。そのため、並列化効率も低下してしまう。このように、本評価環境

では様々な主記憶レイテンシのもとで評価が行えるが、これは FPGA評価ボードを用いて柔

軟な評価が可能であるという本評価環境の利点である。 

 

図 2.3-4 コヒーレンス制御と L2キャッシュを用いた場合のスピードアップ 

 図 2.3-4にキャッシュコヒーレンス制御と L2キャッシュを用いた場合の各プログラムの
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スピードアップの結果を示す。本評価では、ヒープデータ領域もキャッシュ経由でのアク

セスとしている。現状では、キャッシュコヒーレンス制御はコア・クラスタ内のみが対象

であるため、1クラスタのみを用いて評価を行った。図より、コヒーレンス制御と L2キャ

ッシュを用いることで性能が大きく向上している。特に FFTでは、ほぼコア数分の性能向

上が得られている。このことから、メニーコアプロセッサでは、キャッシュを有効活用す

ることが非常に重要であることがわかる。 

 

 

図 2.3-5 本評価環境とシミュレーションとの評価時間の比較 

前述のように、FPGA を用いた評価環境の利点はその評価速度とスケーラビリティである。

図 2.3-5 は本評価環境(FFT および LU)とソフトウェアシミュレータ(FFT_soft および

LU_soft)を用いた場合の評価にかかる時間を比較したものである。ソフトウェアシミュレ

ータには、サイクルレベルのプロセッサシミュレータである MARSS-x86 シミュレータを用

いた。MARSS-x86はシミュレーション速度が他のシミュレータに比べても高速であることが

特徴である。シミュレーションを実行するホスト計算機の仕様を以下に示す。 

 CPU: Intel core-i7 X980, 3.33GHz 

 LLC (L3 キャッシュ): 12MB 

 Main Memory: DDR3-1066, 6GB 

 図より、1 コアの場合では、ソフトウェアシミュレータの評価時間は FPGA 評価環境に比

べてわずかに遅い程度である。しかしコア数が増加するにつれて、ソフトウェアシミュレ

ータの評価時間が増加し、FPGA 評価環境の評価時間との差が大きくなっていく。8 コアの

場合では、20 倍程度も評価時間に差があることがわかる。なお、MARSS-x86 シミュレータ

の制限により、ソフトウェアシミュレータでは 8 コアまでしか評価ができなかった。以上

のことより、FPGA を用いたプロトタイピングによる評価は高速性と良いスケーラビリティ
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を持ち、メニーコアプロセッサの評価環境として非常に有用であると考えられる。 

 

2.4  性能評価 

2.4.1 FPGAプロトタイプ・システム上でのデータ並列実行の評価 

 128コアを搭載したメニーコア FPGAプロトタイプ・システム上に、SMYLE OpenCL環境を

実装した。この SMYLE Open環境の上で、以下の 6種類の OpenCLプログラムを実行した。 

 Backprojection 

 Gaussian 

 Grayscale 

 Blacksholes 

 Linearsearch 

 Runlength 

 プログラムを実行する際は、128コアのうちの 1コアをホストとして使用し、デバイスコ

アの数を 1 コアから最大 127 コアまで変化させた。コア数を増やす際は、データ並列で実

行し、タスク並列実行は行っていない。 

プログラムの実行時間を図 2.4-1～図 2.4-6に示す。 

 

 

 

図 2.4-1 Backprojectionの実行時間 
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図 2.4-2 Gaussianの実行時間 

 

 

 

 

図 2.4-3 Grayscaleの実行時間 
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図 2.4-4 Blacksholesの実行時間 

 

 

 

 

図 2.4-5 Linearsearchの実行時間 
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図 2.4-6 Runlengthの実行時間 

 

 

 Backprojection、Gaussian、Grayscale、 Blacksholesについては、コア数を増やすこと

で実行時間がほぼ単調に減少しており、並列実行の効果が表れている。Linearsearchにつ

いては、コア数を 1コアから 2コアに増やした際、同期と通信のオーバーヘッドにより、

実行時間が長くなっている。しかし、2コア以上に増やした場合には、実行時間が減少して

いる。 

 Runlengthは、コア数を増やすと、実行時間が長くなる傾向が見られた。この理由は、入

力として与えたデータが小さく、データ並列性が低かったことである。そのため、コア数

を増やすと同期・通信のオーバーヘッドが大きくなり、実行時間が長くなった。 

 

2.4.2 アプリケーション並列実行の有効性の評価 

 SMYLE OpenCLの特長の一つは、アプリケーション内のタスク並列実行が可能であるだけ

でなく、複数のアプリケーションを並列に実行することができることである。複数のアプ

リケーションの並列実行は、メモリ空間などの制約から、128コアを搭載したメニーコア

FPGAプロトタイプ・システム上では実装されていない。そこで、実測ではなく、机上の計

算により、アプリケーション並列実行の有効性を評価した。 

 2.4.1 節で用いた 6種類の OpenCLプログラムを、以下の 2つの方法で実行した場合のス

ループットを計算した。 

(A) 逐次実行：各プログラムは、最も実行時間が短くなるコア数を用いて、データ並列実

行を行う。例えば、Gaussianを実行する際は 128コアすべてを使用するが、Runlength

を実行する際は 8コアのみを使用する。あるプログラムの実行が終了すると、次のプ
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ログラムが最大 128コアを使用してデータ並列実行を行う。このように、6つのプログ

ラムを順次実行する。最後のプログラムの実行が終了すると、また最初から、6つのプ

ログラムを実行する。 

(B) アプリケーション並列実行：6つのプログラムを空間的に並列に実行する。128コアを

6つの領域に分割し、各領域をアプリケーションに排他的に割り当てる。各アプリケー

ションは、実行が終了すると、また最初から実行を開始する。各アプリケーションに

割り当てるコアの数は、2.2.3節で説明したシングルコンテキスト静的タスクマッピン

グ手法（整数線形計画法）により決定する。 

 方法(A)逐次実行の場合、図 2.4-7に示すように、Backprojectionは 64コア、Gaussian

は 127コア、Grayscaleは 64コア、Blacksholesは 127コア、Linearsearchは 64コア、

Runlengthは 8コアを使用する。複数のアプリケーションは空間的に並列に実行されない。

よって、例えば Runlengthを実行中は、残りの 119コアは停止することになる。 

 

 

 

図 2.4-7 逐次実行の場合に各プログラムが使用するコア数 

 

 

 方法(B)アプリケーション並列実行の場合、各プログラムが使用するコア数を図 2.4-8に

示す。 
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図 2.4-8 並列実行の場合に各プログラムが使用するコア数 

 

 

 Backprojection、Gaussian、Grayscaleは各 16コア、Blacksholesは 64コア、Linearsearch

は 1コア、Runlengthは 8コア、合計 121コアを使用する。残りの 6コアは使用しない。 

 (A)逐次実行と(B)アプリケーション並列実行の 2つの方法で 6つのプログラムを実行し

た場合のスループットを表 2-4-1 に示す。表において、(A)逐次実行の場合のスループット

を 1として正規化している。 

 

表 2-4-1 相対スループットの比較 

(A)逐次実行 (B)アプリケーション並列実行 

1 4.03 

 

 表に示した通り、逐次実行と比較して、アプリケーション並列実行の方が、スループッ

ト性能が 4.03倍高いという結果が得られた。これは、動作周波数を 1/4とし、それに伴い

電源電圧を 40%程度削減できれば、動的消費エネルギーを約 1/10に削減できることを意味

する(つまり、性能を一定に保ちつつ、動的消費電力を 1/10程度に削減)。実際、AMD社の

プロセッサチップ Opteron6136では動作周波数を 1/3にすることで約 30%の電源電圧低下を

可能としており、より低電圧動作を考慮した最適化を施すことで、動作周波数 1/4を許容

することで 40%の電源電圧削減が十分に可能であると考える。 
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2.4.3 実行オーバーヘッドの評価 

 SMYLE OpenCLの特長のひとつは、実行の前処理、および、実行の後処理に要する性能の

オーバーヘッドが低いことである。これは、タスクのコアへの割り当てや、コンテキスト

の生成、各種オブジェクトの確保などを、設計時に静的に行っているためである。 

 SMYLE OpenCLの実行オーバーヘッドを評価するため、既存の OpenCL処理系との比較を行

った。具体的には、以下の 3つの実行環境の比較を行った。 

 FOXC/Intel：Intel Core i7（2.8GHz、4論理コア）上で、フィックスターズ社が開発

した OpenCL環境 FOXC を使用した場合 

 SMYLE OpenCL/FPGA：FPGA 上に実装された SMYLEref アーキテクチャ（10MHz、4 コア）

上で、SMYLE OpenCL環境を使用した場合 

 SMYLE OpenCL/Intel：Intel Core i7（2.8GHz、4論理コア）上で、SMYLE OpenCLの機

能シミュレータを使用した場合 

 ベンチマークプログラムとして Runlengthを用いた。3つの環境で Runlengthプログラム

を実行した場合の実行時間とその内訳を図 2.4-9に示す。 

 

図 2.4-9 実行オーバーヘッドの評価 
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FOXC/Intelの場合、プログラムを 1回目に実行した場合と、複数回連続して実行した場

合の 2回目以降とでは、各メモリ階層のキャッシュの効果により、実行時間が大きく異な

った。そのため、1回目と 2回目以降とでは別々に結果を示している。 

 FOXC/Intel（2 回目以降）では、実行時間が約 0.42 秒であり、実行時間のほぼすべてを

カーネル実行準備（カーネルのビルド、各種オブジェクトの生成）に費やしている。

Runlengthプログラムに与えた入力データは非常に小さかったため、カーネル実行時間は無

視できるほど小さい。 

 一方、SMYLE OpenCL/FPGAの場合、実行時間が約 0.23秒であった。FOXC/Intelと比較し

て、コアの性能は 1000分の 1程度であるにも関わらず、実行時間は 45％程度短くなってい

る。これは、SMYLE OpenCL では、プログラムの起動に関わる実行オーバーヘッドが大幅に

削減できていることを示している。 

 SMYLE OpenCL/Intelの実行時間は約 0.02秒であり、FOXC/Intelの 20分の 1以下となっ

た。このことからも、SMYLE OpenCLのリアルタイム性能の高さが実証された。 

 次に、SMYLE OpenCL/FPGA環境において、デバイスコア数を 1コアから 127コアまで増や

した場合の実行オーバーヘッドを評価した。結果を図 2.4-10に示す。 

 

 

図 2.4-10 コア数を変えた場合の実行オーバーヘッドの評価 

 

 グラフは、Runlengthプログラムを実行した場合の、実行時間の内訳を表している。各棒

グラフの意味は以下の通りである。 

 input data：入力データの読込み 

 preparation：カーネル実行準備 

 run：カーネル実行 
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 release：カーネル実行後処理（オブジェクトの解放） 

 Runlength プログラムを実行する際は非常に小さな入力データを与えたため、カーネル実

行に要する時間は短い。また、コア数を増やすと、同期・通信のため、カーネル実行時間

が悪化している。しかし、ここで注目すべきは、カーネル実行準備とカーネル実行後処理

に要する時間（実行オーバーヘッド）である。コア数を 127コアまで増やしても、カーネ

ル実行の準備と後処理に要するオーバーヘッドは低く抑えられている。このことも、SMYLE 

OpenCL のリアルタイム応答性の高さを示している。 
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3 ビジュアル・コンピューティング・メニーコア SMYLEvideo の開

発 

3.1  研究成果概略 

ビジュアル・コンピューティング分野の１つであるビデオ・マイニング（膨大な動画像

データの中から特定の動画像の認識や追跡、検索、ダイジェストの抽出など）をターゲッ

ト・アプリケーションとした、メニーコア・アーキテクチャ SMYLEvideo を開発した。

SMYLEvideo アーキテクチャ・アルゴリズム協調設計、ストリーム処理かつ画像処理に適し

たデータ処理エンジン、それらを組み合わせたスケーラブルなメニーコア・アーキテクチ

ャによって、従来の組込みマルチコア方式（4 コア程度）と比較して性能 1.7 倍、消費電

力量 1/2、回路規模 1/2 が実現可能であることを示した。 

3.2  SMYLEvideoの開発 

3.2.1 SMYLEvideoハードウェア・アーキテクチャ開発 

画像認識のアルゴリズムには潤沢な並列性を内含しており、マルチコア、メニーコアに

よって、効率的に処理速度の高速化が可能である。しかしながら、処理負荷自体は非常に

高く、リアルタイムの画像認識のためには、500GOPS(Giga Operation Per Second)を超え

る程度の性能を実現する必要がある。このような性能を低消費電力で実現するには、10 個

以上の演算コアを有機的に結合して、効率よく動作させるとともに、特定資源へのアクセ

スの集中が生じないよう注意深くアーキテクチャ設計を行う必要がある。そこで、

SMYLEvideo ではトプスシステムズ社が有するヘテロジニアス・マルチコア TOPSTREAMTM ア

ーキテクチャに、並列度を効率的に高めるべくコア数を増やせるクラスタ構造を融合して、

所望の性能を実現するアプローチをとった。SMYLEvideo のアーキテクチャ的な特徴を以下

に記す。 

 Kahn Process Network型の分散処理 

並列実行モデルとして Kahn Process Networks (KPN) [Kahn 1974]を採用し、KPNのタ

スク間 FIFO 結合を効率的に処理するため複数のハードウェアサポートを追加 

 

図 3.2- 1 Kahn Process Networks 
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 2つの並列処理の組合せ 

KPN に基づくタスク並列処理とデータ処理量に応じたデータ並列処理を組み合わせて、

各タスクの負荷を均等化 

 

図 3.2- 2 タスク並列とデータ並列の組合せ 

 

 各データ処理エンジン(Data Processing Engine: DPE）のストリーム処理最適化 

DPE は演算処理のバックグランドで、ストリーム入力、ストリーム出力が動作するよう

に設計して、ストリームの入出力処理を隠ぺい 

 

 

図 3.2- 3 ストリームイン、ストリームアウトと計算処理（Kernel）とのオーバラップ 
 
 DPE コアの画像処理に向けた最適化 

画像処理のアルゴリズムに応じたデータパス、データレジスタ・SIMD の幅選択

(64b/256bアーキテクチャ)、複合命令による必要サイクル数の削減、KPNの FIFO処理

を効率化するための専用メモリ、専用 DPE 間結合バスの追加など、必要サイクル数や

同期オーバヘッドを削減する仕組みの追加 

 

表 3.2- 1 主な拡張複合命令 

Mnemonic Description 
GFHPRAU Gaussian Filter Horizontal Pre-processing A 
GFHPRBU Gaussian Filter Horizontal Pre-processing B 
GFHPRCU Gaussian Filter Horizontal Pre-processing C 
GFHPRDU Gaussian Filter Horizontal Pre-processing D 
GFHPOHU Gaussian Filter Horizontal Post-processing High 
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GFHPOLU Gaussian Filter Horizontal Post-processing Low 
SOSOB Sum of Square of Byte data 
SOSOSB Sum of Square of Subtraction Byte data 
PSUBXX Subtract each element 
PATAN Pseudo ATAN 
PNORM Pseudo norm 

 

 

図 3.2- 4 コア間のレジスタファイル共有（FIFO 処理効率化） 

 

 

図 3.2- 5 prefix 命令による同期オーバヘッド削減(ゼロオーバヘッド交信) 
 

これらの特徴により、KPNに基づいたストリーム並列処理を効率的に処理することができ

る。図 3.2- 6 は、SMYLEvideoの全体ブロック図である。 
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図 3.2- 6 SMYLEvideo のブロック図 

 

前述のように SMYLEvideoは、クラスタ構造を採用している。クラスタ０とクラスタ１で

演算コア DPE（Data Processing Engine）数が異なるが、これは画像認識において、クラ

スタ０が、フィルタ処理を行い、特徴点を抽出するような処理、すなわち全画像を探索す

る処理に充てられ、クラスタ１がクラスタ０で抽出した特徴点を解析する処理に充てられ

ることを考慮し、データのローカリティ、DPE間交信の効率化を踏まえて決定したものであ

る。さらに、DPEは 256ビットデータレジスタバンクならびに SIMD演算器を備える QVP(Quad 

Vision Processor)と、 64 ビットデータレジスタバンクならびに SIMD 演算器を備える

SVP(Single Vision Processor)を処理フェーズによって使い分けることから、2種類用意し

ている。 

また、本クラスタペアを追加することによって、スケーラブルに画像認識能力、すなわ

ち一秒当たりのフレーム処理枚数を増加させることが可能である。 

これらクラスタや L2 メモリ、処理全体を司さどる MC（Master Controller）、周辺ペリフェ

ラルインタフェース間をスケーラブルな NoC（Network on Chip）にて接続した。 

この NoCは以下の特徴を持ち、効率的なクラスタ間データ転送が可能である。 

 

 必要な部分にデータコネクションを張った、部分クロスバ構造 

 BUS 型及び直結型の SBUS インタフェースに対応 

 生成時にクラスタ数を指定すると、それに応じた RTLを生成 

 2 段パイプラインによる通信 
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 排他制御機能(ロックによる経路占有) 

 busy/wait フロー制御 

 

 

図 3.2- 7 NoC の接続ブロック図 

 

これら SMYLEvideoのアーキテクチャを実証、評価するために、実 RTL開発を行った。RTL

開発は、VHDL言語を用い、GUI ベースの設計県境である Visual Eliteを用いて行い（図 3.2- 
8）、東京エレクトロンデバイスの ASIC 開発評価プラットフォーム TB-7V-2000T-LSI FPGA

ボードを用いて、RTL検証ならびに動作確認を行った。 

 

図 3.2- 8 SMYLEvideo の RTL 実装（Visual Elite） 
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図 3.2- 9 SMYLEvideo の実装検証ボード 
（東京エレクトロンデバイス ASIC 開発評価プラットフォーム TB-7V-2000T-LSI） 

 
 

FPGA用の合成を行った結果から算出したハードウェアの規模を表 3.2- 2 に示す。 

 

表 3.2- 2 ハードウェア規模(面積は 40nm を仮定) 

 
単体 2クラスタ

集積数 

合計 

面積[um2] ゲート数 面積[um2] ゲート数 

SVP 96,192 146,396  4 384,768 585,584 

QVP 253,158 385,286  6 1,518,950 2,311,713 

MC 19,544 29,745  1 19,544 29,745 

IM(除くメモリ） 6,818 10,376  1 6,818 10,376 

DM(除くメモリ） 7,967 12,125  1 7,967 12,125 

MEMC 7,022 10,687  2 14,043 21,373 

I/O 4,185 6,369  1 4,185 6,369 

合計    1,956,275 2,977,285 

 
このことから、2 クラスタ構成の SMYLEvideo チップサイズは面積から 1.4mm□に約 2MB

のオンチップメモリを加えた面積となる。これを加味するとおおよそ 1.7mm□の面積となる

と予想される。本アーキテクチャの評価については、3.5節で検討する。 
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3.2.2 SMYLEvideoへの動画認識アルゴリズム SIFTの実装 

SIFTアルゴリズムとは 

今回メニーコア上への実装を行った SIFTとは Scale-invariant feature transformの略

である画像認識アルゴリズムである[David G. Lowe 1999]。開発者はDavid Lowe氏である。

このアルゴリズムは画像の回転、サイズの変化、照明の変化などに対して安定した認識が

行えるアルゴリズムとして知られており、例えば自動車から撮影した動画像ストリームを

このアルゴリズムで解析することで、交通標識などを自動認識させるような応用が期待さ

れている。 

今回実装の参考としたソースコードは、オープンソースプロジェクトである OpenCVプロ

ジェクトに含まれているものである。 

 

性能目標 

物理的な動画入力装置としては、1920x1080 ピクセルサイズのフルカラーHD ビデオカメ

ラを用いて動画像を入力し、これをハードウェアで３対１のダウンザイジングし 640x360

ピクセルサイズ、モノクロ２５６階調グレースケール画像としたものをソフトウェアへの

入力データとしている。 

ソフトウェアの上位目標としては標準構成にて 15fps から最大クラスタ構成にて 60fps

までスケーラブルに拡張可能な構成とすることであり、今回実装の標準構成では 15fps の

実時間スループットを実現することを目標性能とした。またこの構成を複数クラスタ並行

動作させることで、30fps、60fps へのスケーラビリティが確保することとした。 

 

SIFTアルゴリズムのメニーコア上での実現方針 

オリジナルの SIFTアルゴリズムは、倍精度浮動小数点演算を多用し、主記憶メモリ上に

展開した画像データを大量に読み書きするものである。内部で１枚の画像からパラメタの

異なる２０枚以上の画像を作り出して処理を行うため、そのメモリアクセス量は、入力画

像１枚あたりの容量の数十倍以上に達する。また、VGAサイズの１画面の処理にパーソナル

コンピュータ上で一般的な命令セットで 3Gから 9Gサイクルもの演算処理が必要とされる。

このため非常に重いアルゴリズムとして知られており、通常のパーソナルコンピュータな

どでは実時間処理が難しい。また、当然、大量のメモリアクセスが本アルゴリズムの消費

電力増大の要因となっている。 

そこで今回のメニーコア上での実現にあたっては、まず浮動小数点演算を固定小数点化

することで負荷を軽減することを考えた。しかし、単純な置き換えはできない。オリジナ

ルアルゴリズムとほぼ等価な結果をえるため、数値実験をおこなって、ソフトウェアの各

部における必要な固定小数点ビット数を決定し、これに基づいて実装した。 

また、パソコン上と同一のメモリアクセス方式、演算方式では消費電力効率は悪くなる
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ため、ソフトウェアの等価性を検証しつつ、メニーコアプロセッサに適した方式に改める

こととした。 

このため、アルゴリズムの考え方は等価であるが、ソースコードレベルではまったく実

装は異なる。 

 

SIFTアルゴリズムの機能分割 

オリジナルの SIFT アルゴリズムは 5000 行を超える規模のアルゴリズムであるので、こ

れをメニーコアプロセッサ上で実装するためには、アルゴリズムの機能分割が必須である。

機能分割の準備のため、まずパーソナルコンピュータ上で動作させたオリジナルの OpenCV

プログラムに対してプロファイリングを行い、使用されている関数毎に、実際に機械語レ

ベルで使用されている演算、データのビット幅、演算回数などの情報を取得した。この情

報にもとづき、オリジナルのソースコードを解読、分類し、一端、細粒度処理（意味のあ

る一つのデータを出力するために必要な入力とその処理の単位）にまで分解した後、以下

のような機能に再構成（グルーピング）した。 

 

① ガウシアンフィルタおよび差分画像の生成機能 

② 特徴点候補の発見機能 

③ 特徴点候補の絞り込みによる特徴点確定機能 

④ 特徴点まわりの勾配強度、画素方向の算出機能 

⑤ 勾配強度、画素方向にもとづく特徴点主方向の決定機能 

⑥ 特徴ベクトルの算出機能 

⑦ 特徴ベクトルとテンプレート（辞書）ベクトルの照合機能 

 

以下に各機能の概略を示す。 

 

ガウシアンフィルタおよび差分画像の生成機能 

入力画像を強度の異なるガウシアンフィルタに次々と通過させガウシアン画像を生

成する。ガウシアンフィルタはいわゆるガウス関数（正規分布の釣鐘状の分布を与

える）を、画素中心点のまわりに施すもので、強度にもよるが、例えば１画素の結

果を得るために 169 点についての乗算とその和の計算が必要とされる。このフィル

タにより画像はぼやける。このフィルタ処理の出力をさらにまた次段のフィルタ処

理の入力として使って次々と画像を生成するとともに、途中画像のスケーリングも

行って、画像サイズを縮小していく。このスケーリングにより距離の大小等に対し

てロバストな特性を得ることができる。また、生成したガウシアン画像のとなりあ

う２枚についてその差分をもとめ差分画像として次機能の入力とする。ぼやけたガ

ウシアン画像の差分をとることで、照明や霧などの周囲の効果に影響されにくい特
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徴的な部分を抽出することが可能となる。 

 

特徴点候補の発見機能 

前機能が出力する差分画像 3 枚を一度に処理し、特徴点の候補となるべき画素を検

出する処理である。3 ピクセルｘ3 ピクセルｘ3 ピクセルの立体状の画素空間につい

て、中央の画素が他の画素およびある閾値に対して最大なのか最少なのかを検出し、

極値であれば候補として、周囲の画素データとともに次機能に渡す。 

 

特徴点候補の絞り込みによる特徴点確定機能 

前機能から渡された候補画素とその周辺の画素データから特徴点として確定してよ

いか否かを数段階のテストを経て決定する。ただし、決定にあたっては、特徴点位

置はピークの位置であって、その位置は、画素と画素の途中にあるものと推定され

て計算される。演算の中心はヘッセ行列とその逆行列算出処理である。 

 

特徴点まわりの勾配強度、画素方向の算出機能 

前機能から与えられた特徴点の位置を使い、対応するガウシアン画像の周囲の画素

数百ピクセルに対して、各画素の勾配強度およびその方向を算出する機能である。

ここで求めた勾配強度および方向は次機能および次々機能の入力データとなる。 

 

勾配強度、画素方向にもとづく特徴点主方向の決定機能 

前機能から与えられた特徴点の周囲画素の勾配強度について、ガウス関数による重

みづけをおこない、画素の方向から決定されるビン番号に対してヒストグラム集計

を行う。集計後のヒストグラムを平滑化することで、特徴点の主方向（複数検出さ

れることもありえる）を求める。 

 

特徴ベクトルの算出機能 

前機能でもとまった主方向に基づき、ガウス窓を回転し周囲画素の勾配強度に適用

する。また、各画素の方向も主方向に基づき回転させる。この処理により、回転に

対して強靭な認識を行うことができる。この処理後の各画素データを 4 x 4 領域毎

に 8方向別に分類し、またもヒストグラム集計する。各８分類をもつ合計 16個のヒ

ストグラムに全 128要素のデータが集計される。ヒストグラム集計後のデータを 128

要素のひとつのベクトルとみて正規化を行い、これを特徴点に結び付けられた特徴

ベクトルとして次機能に渡す。 

 

特徴ベクトルとテンプレート（辞書）ベクトルの照合機能 

認識すべき画像情報（たとえば交通標識など）を予め SIFTアルゴリズムに通して得
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ておいた比較対象用の特徴ベクトル（テンプレートベクトル、あるいは辞書ベクト

ル）と、前機能から出力された入力画像中に発見された特徴ベクトルとを照合し、

一致を検出する機能である。本実装では、メッシュ投票アルゴリズムが採用されて

おり、ある一定以上の一致確度があるものについて投票を行って、その投票が集中

するところをもってテンプレートの発見位置（および角度）としている。 

 

機能分割したソフトウェアのメニーコアへのマッピング 

機能分割したソフトウェアを、その要求する処理サイクルをもとに各コアにマッピング

をおこなった。本実装では、２種の異なるコア、つまりヘテロジニアス型のメニーコアに

マッピングしている。第１のコアタイプは、QVPと呼ばれるタイプであり、256ビット幅の

幅広いデータ演算パスを持つものである。16 ビット/ピクセルのデータ形式の場合、16 ピ

クセルを一度にＳＩＭＤ型の演算命令により処理することが可能である。第２のタイプは、

SVP と呼ばれるタイプであり、64 ビット幅のデータ演算パスを持つタイプである。前述の

QVP にくらべると非力ではあるが、やはりＳＩＭＤ型の演算命令を持つ。パス幅が狭い分、

ハードウェア量、消費電力ともに低く、幅広の演算パスでは無駄になるようなスカラー処

理などに適する。 

第１の機能であるガウシアンフィルタ機能はそのデータ並列性を考え、最小構成では 4

個の QVP コアに割り当てた。これにより１画像を複数のコアでデータ並列的に処理するこ

とも、また、異なるガウシアン強度の複数画像をパイプライン的に処理することも可能で

ある。標準構成では５個のコアを割り当てる。 

第２の機能である特徴点候補の抽出は、比較的軽い処理であるので SVP タイプ１個に割

り当てた。また引き続く第３の機能である特徴点候補の絞り込みと確定も SVP タイプ１個

である。 

第４の機能である勾配強度および方向の算出処理および第５の機能である主方向の決定

機能は、いずれも特徴点まわりの局所的な画像を処理するものであり、SVPタイプそれぞれ

１個を割り当てている。 

第６の特徴点ベクトルの生成および第７の特徴点ベクトルとテンプレート（辞書）ベク

トルとの照合機能は、いずれも 128 バイト幅に達する特徴点ベクトルを操作するため、幅

広のデータパスを持つ QVP タイプに割り当てた。最小構成にてコアの割り当ては各１個で

あるが、標準構成では各２個ずつの割り当てとなる。 

 

比較対象としてのフレームパイプライン実装 

メニーコア上でのソフトウェア実装にあたっては、まず、従来型のソフトウェアの構成

案として、動画像のフレーム時間ごとにパイプライン化する案を考えた。各機能（もしく

は複数の機能を結合したもの）に 1 フレーム分の時間を与え、各機能の処理の結果は次の

フレームで次機能に処理させる方式である。データを次機能に渡してしまえば、各機能は
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次のフレームの処理に入れるから、フレームレートのスループットで処理を進めることが

できる。ただし、入力画像が入ってから結果が出るまでにはパイプライン化したフレーム

処理段数だけのレイテンシーが必要である。各機能を１段としてパイプラインを組んでし

まうと実に 7フレームの遅延となる。レイテンシー短縮のため、第 2、第 3の機能を１つの

ステージ、第 4、第 5 の機能も一つのステージと統合することにより全体を 5 段構成とし、

5フレーム時間の遅延で処理できるようにした。15fpsの最小構成では、各段に与えられる

処理時間は 100ミリ秒であり、330ミリ秒の遅延時間が発生する。 

 

フレームパイプライン実装の問題点 

前述のフレームパイプライン実装の一つの問題は、遅延時間であるが、他の問題として、

メモリへのアクセス量の多さ、メモリの所要量の多さがあげられる。各フレーム間のイン

タフェースのために、前段処理は、生成した全データを一端主記憶メモリに書きだし、続

いて、次のフレーム時間で後段処理がそれらを読みだす。データによっては、次フレーム

でなく、次の次のフレームまで保持する必要がある。このため、フレーム間でのデータ競

合を防ぐために、最低でもダブルバッファ、データによってはトリプルバッファでの取り

扱いが必要となる。 

 

メモリ所要量とメモリアクセスバンド幅削減に関する検討 

メモリアクセスのバンド幅といった場合、問題となるのは主記憶へのアクセスのバンド

幅である。前述のフレームパイプライン方式の場合、フレーム間の受け渡しのために多数

の中間画像を生成する。それらの合計必要量サイズは 22Mバイトに達し、30fps時の主記憶

メモリバンド幅は 700Mバイト毎秒を超える（後に述べるが処理単位が小さいとこの数倍の

バンド幅になる可能性もある）。 このようなメモリ容量をキャッシュに置くことは難しく、

また、書き込みからその読み出しまで１フレーム時間（30fps 時でも 33 ミリ秒とプロセッ

サからしたら長い時間である）あく上に、同じデータを読みだすのは高々２回程度、１回

のものもあるのでその性質上もキャッシュには適さない。 

その上、メモリアクセスはプロセッサの消費する電流の半分以上を占めるというのが一

般的な傾向であり、消費電力の削減の観点からも、必要とされるメモリ量とアクセスバン

ド幅の削減が必要と考えられた。 

 

メニーコアを生かす細粒度 KPN方式実装 

前述のフレームパイプライン方式の欠点を鑑み、メモリアクセスを削減し、かつ、低消

費電力化できる方式として、KPN方式で、ソフトウェアを実装した。本来理想的な KPN方式

では、各処理を行うプロセス間を１対１単方向、無限長の FIFO（先入れ先だしメモリ）で

結び、バケツリレー式のデータ処理を行うことになっている。しかし、実プロセッサ上へ

の実装では無限長の FIFO は不可能であるので、有限長（本実装では最大でも７段である）
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の FIFO により代替している。 

前述の各機能を KPNの１プロセスとし、その間を以下のような FIFO構成にて結合した。 

 

 

図 3.2- 10  各機能をつなぐ FIFO構成 

 

このような構成に替えるともに、流れるデータの粒度を細粒度化した。前述のフレーム

パイプライン方式では、画像フレームを時間単位としたために、各機能間で受け渡しをす

るデータも画像単位となり、これが１もしくは 2 フレーム期間の間保持されねばならない

ためにメモリの必要量が増えていた。KPN方式では、流れるデータの粒度を細粒度とするこ

とで、極端に言えば一ピクセル単位での受け渡しも可能である。処理が終わればメモリは

解放できるので、細粒度化することでメモリの所要量を大きく減らすことができる。 

しかし、細粒度化で考慮すべきトレードオフがあり、極端な細粒度化も弊害がある。ガ

ウシアンフィルタなど、本アルゴリズムでは注目する画素の周辺範囲を「なめる」操作が

繰り返される。ある着目画素からみた他の画素は周辺であるが、逆に他の画素を注目する

時には前の着目画素は周辺画素となる。このような関係があるために、処理すべきデータ

にはオーバラップがある。例えば、周辺縦横１３画素を舐めるガウシアンフィルタでは、

１ピクセル単位の操作では毎回 13 x 13=169 ピクセル分ものデータを読み込まなければな

らず、同じデータを最悪 169 回も読まねばならず膨大なバンド幅を消費する。読むデータ

と結果データの比をＭｒと置くと Mr=169となる。ところが２ピクセルを同時に処理するこ

ととすれば、高々169+13=182 ピクセルのデータ読み込みで処理は終わる。つまり約 54%の

メモリバンド幅、Mr=91で処理を終わらせることができる。 
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同時処理数をｍピクセルとおいて、画像端を考えない極限値を前述の 13x13 範囲のフィ

ルタに適用してみると、以下の関係がある。 

 

Ｍｒ＝１＋（１２／ｍ） 

 

これに対して、同時処理数ｍピクセルを達成するために同時にｒピクセルの画素をレジ

スタ上に持たないとならないと考えると 

 

ｒ＝ｍ＋１２ 

 

という関係もある。ｒはプロセッサの持つハードウェアのレジスタ幅である。この関係

を画面幅 640 ピクセルに対してグラフ化してみる。 

 

 

図 3.2- 11  同時処理幅とメモリアクセスの効率を示す比 

 

1レジスタに入るピクセル数が増えるに従って効率は 1に近づく。同時処理幅 12で比は

2とクロスするが、それ以降の改善は緩やかとなる。これに対して、プロセッサのレジスタ
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の幅はハードウェアの効率上、2のべき乗とするのが必須である。前述の固定小数点化の検

討より、ここでは 1ピクセルは 16ビットとしたので、256ビット幅のレジスタの場合 16ピ

クセルを、128 ビット幅のレジスタの場合 8ピクセルを収容しうる。256ビットの場合は比

1.75 を達成できるが、128 ビットの場合は 2.5 となる。この比率と処理速度（倍幅ではほ

ぼ倍速の効果が得られる）を検討し、256ビット幅のレジスタでの処理を決定した。 

このような検討を各機能について行い、各コアの処理の単位を決定した。 

 

細粒度 KPN 方式実装の通常型フレームパイプライン実装に対する比較 

前述のように KPN 方式により、フレームパイプライン方式よりもメモリバンド幅および

メモリ所要量の点で大幅改善が可能であるが、KPN方式は遅延時間の改善にも効果がある。 

 

 

図 3.2- 12  フレームパイプライン方式の模式図 

 

上記図の+0、+1 などは各フレームを表している。フレームパイプライン方式では、各機

能はパイプライン化されているが、１つの画像に対しては上記図のように５フレーム時間

を要してこのパイプを通過する。これに対して、KPN方式では、各段処理は再分割されたデ

ータをローカルに受け渡しながら、前の機能ステージとオーバラップして実行されるので、

各機能処理が同一の処理時間であるにも関わらず、その遅延時間は小さくなる。この様子

を以下の図に示す。 
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図 3.2- 13  KPN方式の模式図 

 

以下に同一構成のメニーコア・マルチクラスタシステム上で、フレームパイプライン方

式とＫＰＮ方式のソウトウェア実装の比較表を掲げる。 

 

 

 

表 3.2- 3 フレームパイプライン方式と KPN方式実装の比較 

 フレームパイプライン方式  細粒度ＫＰＮ方式  

主記憶 DRAM 所要量  22Mbytes  3.1Mbytes  

バンド幅 (30fps時)  735MB/Sec  93Mbytes/Sec  

バンド幅(15fps 時)  368MB/Sec  46Mbytes/Sec  

オンチップメモリ所量  0.15Mbytes  0.8Mbytes  

遅延時間(30fps時)  167mSec  100mSec +α 

遅延時間(15fps 時)  330mSec  100mSec +α 

※+αはデータへの依存性がある。 

 

まとめ 

2 クラスタにそれぞれ 6 コア、4 コア、クラスタ外におかれた全体制御用の 1 コアの計

11コアからなる最小構成メニーコアシステム上に、ＳＩＦＴアルゴリズムを搭載し、100MHz
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のコア動作速度にて 640*360 サイズのモノクロ動画像に対して 15fps の性能を達成できる

ことを確認した。さらに４クラスタ構成に拡張すれば 30fpsへの性能向上も可能である。 

 

3.3  消費電力モデルの開発 

SMYLEvideo や他のメニーコア・アーキテクチャ及びコンパイラを用いて実現するシステム

の性能と消費電力をシミュレーションにより定量的に評価するために、メニーコア・アー

キテクチャの消費電力モデルを開発した。消費電力は実行するソフトウェアに大きく依存

する。特にマルチコア・プロセッサの消費電力予測は、振る舞いの予測性の低さ、非決定

性もあって、難しい。それらの課題を解決するため、実測ベースの電力値や命令実行の統

計値を用いた、消費電力予測モデルを開発した。 

 

本モデルは以下の方針で構築した。 

 消費電力はダイナミック電力とリーク成分などのスタティック電力に分けられる

が、本モデルではダイナミック電力を対象とする。 

 ダイナミック電力は、主としてユニットごとの動作率に比例して増加する。 

 実行するユニットの動作率は命令レベルシミュレーションによる命令実行 MIX に

よって、算出可能である。 

 特定資源に負荷を集中させるテストプログラムにより、資源の稼働率を RTL シミ

ュレーションから、消費電力は実チップによる動作を実測し、稼働率と消費電力

の関係の一次式を作成する。 

 命令レベルシミュレーションによって求めたアプリケーションの命令実行 MIX に

よる、各ユニット稼働率を実測から求めた一次式に適用して、アプリケーション

の消費電力を予測する。 

 

命令シミュレーションによる命令 MIXの取得に関しては、3.4節で述べる。また、消費電力

一次式を構築するために、実測を行ったのは、平成２１年度～平成２３年度に NEDO委託で

行われた省エネルギー革新技術開発事業／先導研究／省エネ情報機器のための超並列バス

によるヘテロジニアス・マルチチップ積層 Cool System の研究開発で試作された C0/C1 チ

ップを用いた[Matsumoto 2012]。 
 

 

 

表 3.3- 1に示す。 
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表 3.3- 1 C0/C1チップ諸元 

 

 

本チップに対して、各ユニットの稼働率をばらつかせた 14 本のプログラムを動作させて、

演算コア DPE の消費電力を求める一次式を求めた。結果を表 3.3- 2 に示す。 

 

表 3.3- 2 消費電力算出一次式 
ユニット 電力依存分α 固定値成分 C 

DPE: IF ステージ 7.31  0.00  

DPE: ID レジスタバンク以外 7.26  -0.05  

DPE: ID C レジスタバンク 1.50  0.03  

DPE: ID D レジスタバンク 7.14  5.44  

DPE: EX ステージ ALU 1.92  0.30  

DPE: EX ステージ DPU 1.81  0.12  

DPE: EX ステージ MAU 7.53  1.55  

DPE: MA ステージ 3.55  2.98  

L1 命令 SPM 20.79  2.34  

L1 データ SPM 21.31  0.35  

バスドライバ 0.50  1.11  

 
消費電力予測値はユニットごとの動作率の積算に基づき、以下の式で求められる。 

 

Power[mW] = Σ {αx動作率 A +C} 

 

本パラメタを用いて逆量子化プロｸグラムを動作させ、計算で求めた消費電力との比較を試
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みると、以下のようになった。 

 

   実測値 26.3mW 
   予測値 32.1mW 
 

表 3.3- 3 逆量子化プログラム消費電力予測値 
ユニット 稼働率[%] 消費電力[mW] 

DPE: IF ステージ 28.3% 2.07 

DPE: ID レジスタバンク以外 63.1% 4.53 

DPE: ID C レジスタバンク 24.6% 0.40 

DPE: ID D レジスタバンク 33.4% 7.83 

DPE: EX ステージ ALU 30.4% 0.89 

DPE: EX ステージ DPU 2.0% 0.16 

DPE: EX ステージ MAU 13.7% 2.58 

DPE: MA ステージ 11.9% 3.40 

L1 命令 SPM 28.3% 8.23 

L1 データ SPM 1.9% 0.75 

バスドライバ 28.3% 1.26 

合計(180nm TSMC 30MHz)  32.08 

 

 

 

図 3.3- 1 逆量子化プログラム消費電力予測の内訳 

DPE IF 
DPE ID レジスタバンク以外 
DPE ID Cレジスタバンク 
DPE ID Dレジスタバンク 

DPE EX ALU 
DPE EX DPU 
DPE EX MAU 
DPE MA 
L1命令 SPM 
L1データ SPM 
バスドライバ 
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消費電力の予測値と実測値には約 19%の誤差が生じているが、目標であった 20%以内に収ま

っている。IDステージの Dレジスタバンクが大きめに出ているのは、FFで構成された Dレ

ジスタのクロックゲーティングがレジスタバンク単位に行われていないためであり、

SMYLEvideo では、省電力アーキテクチャの深度化が必要であることが分かった。他のコー

ドに関する様々な検証を行い、予測モデルの精度の向上、確からしさの検証は今後の課題

である。さて、上記の式に基づき、SMYLEvideoにおける SIFTの初段処理であるガウシアン

フィルタの消費電力を予測した。結果を表 3.3- 4 と図 3.3- 2 に示す。 

 

表 3.3- 4 ガウシアンフィルタ消費電力予測 
ユニット 稼働率[%] 消費電力[mW] 

DPE: IF ステージ 17.1% 1.25  

DPE: ID レジスタバンク以外 100.0% 7.20  

DPE: ID C レジスタバンク 9.4% 0.18  

DPE: ID D レジスタバンク 91.9% 12.00  

DPE: EX ステージ ALU 59.1% 1.44  

DPE: EX ステージ DPU 21.9% 0.52  

DPE: EX ステージ MAU 8.6% 2.19  

DPE: MA ステージ 1.9% 3.05  

L1 命令 SPM 17.1% 5.89  

L1 データ SPM 0.9% 0.54  

バスドライバ 17.1% 1.20  

合計(180nm TSMC 30MHz)  35.46 
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図 3.3- 2 ガウシアンフィルタ消費電力予測の内訳 
 
本試作チップのデータでは、レジスタバンクに対して、バンク毎のクロックゲーティング

が行われておらず、フィルタ処理で参照比率が高く、稼働率が 90%を超える D レジスタバ

ンクの消費電力が非常に大きくなっている。それ以外には、命令デコード(ID)、ならびに

L1命令SPMの電力が目立つ。これは、今回の予測のベースとなったチップもTOPSTREAM
アーキテクチャに準じており、本アーキテクチャが一度とってきたデータを有効利用して

処理することから、データよりも命令における消費電力が増加する傾向を示すためである。 
 
一方で、SIFT 処理において、もっとも負荷の高いガウシアンフィルタ処理の 1st ステップ

が 180nm プロセスにおいても、高々35mW で処理できるというのは、TOPSTREAMTM の

低消費電力特性を示している。 
 

3.4  メニーコアシミュレータ開発 

3.4.1 メニーコア対応インストラクションシミュレータ 

インストラクションシミュレータの機能 

インストラクションシミュレータは、パーソナルコンピュータ上で、メニーコアプロセ

ッサ向けに書かれたプログラム（機械語命令コード）を模擬的に実行するためのソフトウ

ェアである。主としてコアプロセッサおよびメモリをモデル化したものであり、ごく一部

のハードウェアを除いて、入出力デバイスなどは含まれない。動画像の処理に適用する場

DPE IF 
DPE ID レジスタバンク以外 
DPE ID Cレジスタバンク 
DPE ID Dレジスタバンク 

DPE EX ALU 
DPE EX DPU 
DPE EX MAU 
DPE MA 
L1命令 SPM 
L1データ SPM 
バスドライバ 
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合、あるメモリ領域を画像バッファとして想定し、そこに画像データを配置することで処

理を行う。結果データもあるメモリ領域に格納する。 

メニーコア向けに書かれたプログラムのオブジェクトコードファイルは、インストラク

ションシミュレータにより読み込まれ、実際のプロセッサと同様に１命令ずつ実行され、

その命令の実行によりシミュレータ内部のプロセッサレジスタの内容やメモリの内容が逐

次変化していく。 

本インストラクションシミュレータの特徴としては、メニーコア対応のため、全１１コ

アのプロセッサコアを同時並列に動作させることができることがあげられる。 

プログラムのデバッグ時には、実際のプロセッサでのソフトウェアのデバッグと同様、

ブレークポイントをかけて実行を止めてレジスタやメモリ内容を確認したり、１命令ずつ

トレースしたりする機能を駆使する。 

プログラムの性能評価時は、デバッグ済のプログラムを使って、バッチ処理をおこない、

その間のプログラムの挙動がログ出力されるので、これをもとに行う。 

以下にデバッグ時に使われる、インタラクティブなデバッガモードでのインストラクシ

ョンシミュレータの画面を示す。 

画面左上のウインドウは全１１個のコアのどのコアを表示させるか制御するための制御

パネルである。左中央、および中央の２つのウインドウは、データ処理コアの１つ目と２

つ目が実行中の命令とそのときのレジスタやプロセッサの状態を表示するためのウインド

ウである。中央のウインドウに半分隠れているウインドウはメモリ領域をダンプするウイ

ンドウであり、このプログラムの使用するデータが置かれる部分をモニタしている。右下

のウインドウは、プロセッサの動作を記録したログを表示するためのものである。 

 

図 3.4- 1 インストラクションシミュレータ（インタラクティブモード） 
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メニーコア上の KPN方式ソフトウェアへの対応 

多数のプロセッサコアが FIFOにより接続され動作するために、本インストラクションシ

ミュレータには、ハードウェアによるゼロオーバヘッドプロセッサ間通信機構を模擬する

機能が含まれている。上記のシミュレーション例であると、左側のウインドウのプロセッ

サが右側のプロセッサに向かって FIFO通信している。もし右側のプロセッサの処理が遅く

て、FIFOに空きが無くなっている状態で、左側のプロセッサが FIFOに書き込もうとする命

令を実行しようと試みると、左側のプロセッサにインターロックがかかって、右側のプロ

セッサが FIFOに空きを作るまで自動的に待たされる。また、左側のプロセッサの処理が遅

くて、FIFO が空の状態で、右側のプロセッサが FIFOを読もうとする命令を実行するような

場合では、今度は右側のプロセッサが自動的に待たされる。この機構により、KPN方式で書

かれたソフトウェアがメニーコア上で正しく実行されることが担保されている。 

 

インストラクションシミュレータの実装 

本インストラクションシミュレータは、大きく以下の３部分に分かれる。 

 

① コアプロセッサの動作をシミュレーションするシミュレータ本体 

② シミュレータの動作をインタラクティブに制御する GUIデバッガ 

③ シミュレータ動作から性能、消費電力などを読み取りグラフ化するプロファイラ 

 

今回実装ではマイクロソフト社のウインドウズ環境向けにシミュレータを作成したが、

Ｌｉｎｕｘ等の環境にも容易に移植可能なように実装されている。 

 

3.4.2 メニーコア対応インストラクションシミュレータによる性能、

消費電力評価 

 

インストラクションシミュレータによる性能評価 

インストラクションシミュレータのプロファイリング機能を使うことで、メニーコア向

けに作成されたプログラムの実行サイクル数などを正確に見積もることができる。実際に

は、プログラムを作成したのち、プロファイリング機能を使って性能的に問題のある部分

を発見し、その部分に対策を施すことで所望の性能を達成する。このような目的にシミュ

レータのプロファイリング機能を使った例を示す。 
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図 3.4- 2 命令メモリへのアクセスに使われているバンド幅 

 

図 3.4- 2 は、ｘ軸に命令実行数（実行サイクル数とほぼ等しい）、縦軸にあるコア上のプ

ログラムを単体上で走らせたときに命令フェッチに必要であったメモリバンド幅をプロッ

トしたものである。このクラスタの場合、１個のコアあたりに割り当て可能な命令フェッ

チ用のメモリバンド幅は約 267M バイト毎秒であり、インストラクションシミュレータのシ

ミュレーション結果の平均では 273M バイト毎秒と約 2％ほどリミットを超過しており、複

数コアで協調動作させた場合には、その分の速度低下を折り込んで性能見積もりする必要

があることが分かる。 

 

 

図 3.4- 3 データメモリへのアクセスに使われているバンド幅 

 

図 3.4- 3 は、図 3.4- 2 と同期間のデータメモリへのアクセスに必要なバンド幅をプロッ

トしたもので、こちらはピークでも 40Mバイト毎秒程で割り当てリミットの約 267Ｍバイト

毎秒には届かないことが分かる。平均すれば 13M バイト毎秒なので余裕があることが分か

る。 
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インストラクションシミュレータによる消費電力評価 

また、プロファイリング機能の中には消費電力評価に使用するための機能も含まれてい

る。プログラムを実行したときに動作するコア内の各ブロックの稼働状況を知らせる機能

である。 

実際のプログラムにこの機能を適用し、コア内の各ブロックの稼働状況をチェックした

例を示す。 

 

 

図 3.4- 4 プロセッサ各部の稼働率 

 

図 3.4- 4 はプロセッサコアのハードウェア各部の稼働率を示したものである。演算系は、

EX_ALU, EX_DPU,EX_MAUの３系統に分けられている。命令デコード系はレジスタアクセスの

ID_C_REG, ID_D_REGと実際のデコード論理の ID_Dの３系統に、メモリアクセスのためのハ

ード MA と、レジスタ書き込みのハード WB に分類されている。ターゲットにしたプログラ

ム例では命令デコードは 100%稼働しており、データレジスタを使った ALU 演算（加算）な

どが多くを占めることが分かる。これにたいしてメモリアクセス命令は極めてすくない。

また、命令については、そのカテゴリ別に集計する機能もある。 

図 3.4- 5 は命令別の集計機能の例である。算術論理演算についてはすべて ARITHカテゴ
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リにまとめられており、バンク操作や FIFO待ち合わせのための PFXカテゴリがそれに続い

ている。MOV カテゴリはデータの転送命令であり、CONT カテゴリは分岐命令などの制御の

ための命令である。LDST カテゴリのロード、ストア命令もわずかに存在するが、ごく少数

であることが分かる。 

 
図 3.4- 5 あるプログラムの命令 MIX 

 

3.5  SMYLEvideo総合評価 

本節では、SMYLEvideoの評価を行う。SMYLEvideoの評価は、処理性能、消費電力、ハー

ドウェア規模の 3つの視点から行う。 

SMYLEvideoの最小構成は 2クラスタで、合計 10個の演算コア DPEが集積される。コアごと

に、256ビットの SIMD演算器、レジスタバンクを持つ QVPと 64ビット構成の SVPから構成

される。表 3.5- 1 に、各 DPEコアの演算性能を示した。 

 

表 3.5- 1 各 DPE の演算処理性能(100MHz 動作) 

 
GOPS 値 

(16b Intel 換算、ピーク) 

個数 

2 クラスタ 
合計 GOPS 
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QVP 96 6 576 

SVP 24 4 96 

MC 0.1 1 0.1 

合計   672.1 

 

QVP、SVPは、Intel 換算で約 60 ステップを 1サイクルで実行するガウシアンフィルタ関

係の複合命令を具備しており、演算のピーク値はそれに従って求めた。これによると、

SMYLEvideo の 2 クラスタ構成では、672GOPS のピーク性能、4 クラスタ構成では、１TOPS

を超える性能を達成可能である。 

一方、SIFT 実行時の消費電力について検討する。SIFT処理は、特に後段の特徴点解析フ

ェーズが特徴点数に大きく依存する。ここでは、負荷が重い特徴点が 2000程度の VGA画像

解析について検討する。表 3.3- 4 に示したガウシアンフィルタによる DOG(Difference Of 

Gaussian)処理は、処理速度は特徴点数に依存せず、画像全体をスキャンする処理である。

この処理は特徴点 2000 の場合、SIFT 処理全体のおよそ 5%となる。したがって、処理量比

例と考えると SIFT 処理全体の消費電力は、おおよそ 710[mW]となる。今回の実装では、そ

れに、MC および周辺回路の消費電力が加わるため、先述の実測チップの値から、合計およ

そ 850[mW]と予測される。しかしながら、この値は 30MHz180nm 1,8V TSMCの値であるため、

ターゲット周波数 100MHz、40nm 1.1V TSMCに変換する必要がある。こ の場合、ロードキ

ャパシティは 1/3 となると仮定すると、SMYLvideo2クラスタ構成 SIFT実行時の消費電力は

約 350[mW]と予測される。また、チップサイズは、3.2.1で検討したように 1.7mm□である。 

これらの値は、従来型の汎用マルチコア・プロセッサ(4 コア(8 スレッド)約 2.9GHz≒

24GOPS,130Ｗ)と比較して、性能が約 30 倍（700GOPS 相当）、消費電力 1/300 以下（350mW

程度）、商用の専用ハードウェアアクセラレータを具備した４コア程度の画像認識プロセッ

サに対して、性能：1.7倍、消費電力：1/2以下、回路規模：1/2以下であると言える。 
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System Scalable 3-D stacked Heterogeneous Multi-Core / Multi-Chip Architecture for 

Ultra Low-Power Digital TV Applications, COOL CHIPS XV April/20 2012. 

 

4 メニーコア向けソフトウェア開発環境 

本プロジェクトで開発したメニーコアアーキテクチャ SMYLErefの普及を想定し、これら

のメニーコアプロセッサの普及が及ぼすソフトウェア開発の課題を検討し、その課題への

アプローチとし次節で説明する 3種類のソフトウェア開発支援ツールを開発した。 

現状、幅広く普及しているメニーコアプロセッサは存在していない。市場(応用分野)に

とってはコアの数は特に意識する必要のないことであるため、今後もメニーコアにより新

たな市場が創出することは考えにくい。既存プロセッサが適材適所でメニーコアに置き換

わることが想定される。既存プロセッサの進化に伴い現状注目されつつあるソフトウェア

開発現場での新たな文化、「移植」「性能予測」「最適化」に着目した。 

次節でこれらのキーワードの説明と、これらに対するアプローチとして開発したツール

を紹介する。また開発したソフトウェアが幅広くメニーコアプロセッサを搭載したシステ

ムでの利用が可能なように、SMYLErefでのみの利用に限定せずに、現在巨大な市場を獲得

している Intel社の汎用プロセッサや NVIDIA社の汎用 GPUでの利用も可能なツールとして

開発した。 

 
 

 

 

図 4-1 メニーコア時代の新たな 3つのカルチャー 
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4.1  半自動並列化コンパイラ CLtrump 

4.1.1 背景 

CLTrumpはメニーコア時代の「移植カルチャー」に対する支援ツールである。これまでの

ソフトウェア業界におけるソフトウェア開発では仕様書に基づいたソフトウェアの開発が

主であった。ソフトウェアベンダは発注元からソフトウェア開発に必要な仕様書を受け取

り、それに従ってソフトウェアを作成して納品していた。 

一方、メニーコア時代の到来を背景に、近年ソフトウェア業界に根付きはじめている「移

植カルチャー」とは、具体的には「直列プログラム」を「並列プログラム」に書き換える

という移植作業である。これは既存のソフトウェア資産の多くはシングルコアプロセッサ

が主流の時代に作成されたものでありプロセッサの進化に伴いその恩恵を受けられなくな

ってきているからである。また並列プログラムの作成するためには最初にリファレンスコ

ードとなる直列プログラムを作成してから、それを並列化するというステップが一般的で

ある。すなわちソフトウェアの並列化はメニーコア時代のプログラマにはなくてはならな

い技術スキルとなる。 

 

4.1.2 CLTrump: C to CL Translation Utilities for Mancore 

Processor 

 従来の汎用プロセッサと比較してメニーコア時代のプロセッサは、プログラマの立場か

らみると、ローカルメモリサイズやワークアイテム数/レジスタ数、メモリレイテンシの隠

蔽といったアーキテクチャ依存の最適化要素が多いことが特徴としてあげられる。 

 

 この最適化には大きく分けて 2つのやり方が考えられる。 

1. 手動で時間をかけて最適化 

2. 自動最適化や pragmaを使って手軽に最適化 

 

この 2通りのやり方にはそれぞれメリットとデメリットがある。1の場合、プログラマの

能力を最大限発揮して高い性能が見込まれる反面、レジスタ数の確認やループアンローリ

ング、命令スケジューリングの変更といった時間のかかる作業が多く、作業効率が悪くな

る。2 の場合、OpenMP, HMPP といった代表的なフレームワークがあるが、処理が複雑で適

応できない場合があり、細かな最適化ができないといったデメリットがある。 

 

このように既存の最適化手法では手動最適化か自動最適化を排他的に選択しなければな
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らないという問題がある。そのため手動最適化では自動最適化の恩恵である作業効率の向

上が受けられず、自動最適化では細部の最適化ができない。 

 

一方メニーコア向けプログラムの開発作業においては、自動並列コンパイラといった技

術が優位となる自動並列可能な部分とアルゴリズム選定やデータ構造の決定といった人が

介入した方が効率的な部分が混在している。本節で提案する CLTrump は自動化可能な部分

はツールで自動化し、手動化が必要な部分はユーザが自ら開発するようなインタラクティ

ブな半自動並列プログラム開発環境を提供するツールである。図 4.1-1 に従来の開発方法

と CLtrumpでの開発方法の比較図を示す。 

 
図 4.1-1 従来の開発方法と CLtrumpでの開発方法の比較 

 

図 4.1-2 に CLtrump を使った開発フローのイメージを示している。開発工程において自

動化部分と手作業の部分が混在しているためインタラクティブに並列コードを作成するこ

とが特徴的である。プログラマは標準 C 言語で記載された直列コードを CLtrump で OpenCL

仕様[Khronos2012]の並列コードに変換する。変換時には並列箇所の提案と承諾可否の確認

が入るため、より高品質な並列コードを作成するために直列コードを編集できる。また

CLtrump 自体はソースからソースに変換するソースジェネレータであるため、変換後のコー

ドもソースコードとしてプログラマが解読でき、さらなる最適化を促すことができる。 
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図 4.1-2 CLTrumpを使った開発フローのイメージ 

 

 

Ctrump (C to C TRanslation Utilities for Multicore Processors) 
 
CLtrump は半自動並列化支援ツール Ctrump[産総研 2009](C to C TRanslation Utilities 

for Multicore Processors をベースとして開発している。 

Ctrump は株式会社フィックスターズと産業技術総合研究所、株式会社コーエーおよび株

式会社バンダイナムコゲームスが共同で実施したプロジェクトであり PLAYSTATION3のプロ

セッサとして有名な Cell Broadband Engine(Cell/B.E.)向けのソフトウェアの作成を支援

するツールである。Cell/B.E.は 1個の汎用プロセッサと 8個のベクタプロセッサが１チッ

プに含まれる 9コアのプロセッサである。 

Ctrump はプログラムの字句・構文解析をするパーサ部分、並列性解析をする並列解析モ

ジュール、解析結果に基づいて Cell/B.E.向けのプログラムを生成するコード生成モジュー

ル、およびそれらをユーザが簡便に利用するためのユーザインタフェースにより構成され

ている。 

CLtrump では Ctrump のパーサ部分や並列解析モジュールをそのまま活用し Cell/B.E.向

けの並列プログラムを生成する代わりに OpenCLの並列プログラムを生成している。 

 

4.1.3 CLtrumpの利用方法 

本節では、CLtrumpの動作環境をセットアップする手順を説明する。ここでは例として標

準的な構成でインストールされている i386版の Ubuntu 8.04.2デスクトップエディション

に CLtrumpをセットアップする際の説明をする。 
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インストール 
 

1. CLtrump のソースコードをダウンロードして展開する。 

 $ wget http://sourceforge.net/projects/ctrump/files/cltrump-1.0.tar.gz 

 $ tar -xf cltrump-1.0.tar.gz 

 

2. ワーキングコピーに移動して cmake を実行。ソースディレクトリ以外でのビルドはサ

ポートしていないため cltrump-1.0以下で実行する。 

 $ cd cltrump-1.0 

 $ cmake . 

  

3. ビルドしてインストールします。python のライブラリをインストールする必要がある

ため、Pythonをインストールしたユーザと同じ権限(通常は root 権限)が必要となる。 

 

 $ make  

 $ sudo make install 

 

対象の Linux 環境をソフトウェア開発に用いたことがない場合、以下に述べるものに加え

て cmake, g++, python-dev, sun-java6-jdk などのパッケージをインストールする必要が

ある。 

 

GUI から使う 
 
PyQt4が利用可能な環境の場合、GUIから CLtrumpを使うことができる。 

ctrump_gui を実行すると図 4.1-3 のウインドウが起動する。 
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図 4.1-3 CLtrump起動画面 
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図 4.1-4 ソースコード 

 

サンプルとして図 4.1-4に示される逐次コードをどこかに保存する。 

 

図 4.1-5 のウインドウで「読み込み」ボタンを押して、左に表示されたファイル名をダブ

ルクリックしたあと、「解析開始」ボタンを押す。 

 

 

図 4.1-5 逐次コードの読み込みと解析結果表示 
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左下に行番号を示す情報が表示されるので、これをクリックし最初のループを選んだあ

と、右上の「OpenCL Offloading」を押し、「文字列として出力する」にチェックを入れ、「OK」

を押す。 

 

 
図 4.1-6 OpenCL並列コードの出力 

 

図 4.1-6のように右側にファイルが表示されたことが確認できる。これが OpenCL化され

たソースコードになる。メニューから「ファイル」→「最適化ファイルをパスを指定して

保存」を選び、ふたつのファイルを保存する。ひとつめのファイルがホストコード、ふた

つ目のファイルがデバイスコードとなる。 

 

保存したファイルを以下のようにしてビルドする。 

 

 $ gcc -O2 vecadd-0.c  vecadd-1.c  -lcltrump-runtime -lOpenCL 

これで実行可能なファイルが完成する。 

 

現在 CLtrumpは後述する並列化機向けベンチマークである BEMAP[FIXSTARS2013]の一部の

コードで動作検証が完了している。 
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4.2  性能推定ツール PEMAP 

4.2.1 背景 

PEMAP はメニーコア時代の「性能見積もりカルチャー」に対する支援ツールである。メニ

ーコア導入における最大の魅力は性能向上である。そのため、既存のソフトウェアをメニ

ーコアに移植する前にある程度の性能予測をすることが多い。産業界では最終的な性能が

ある程度見込まれてから予算が確保できるケースが多いため、なるべく低コストでの見積

もり作業が求められる。しかし見積もり作業には詳細なコード分析のため時間が必要とな

り、また体系的な手法も確立されていないため見積もるエンジニアによってもその精度が

バラバラという問題がある。 

 

PEMAPでは、アーキテクチャの異なるプロセッサ間の移植において、移植前と移植後の命

令セットの頻度分布やメモリアクセスパターンに何らかの関連性があることに着目し、移

植前のプログラムから、その特性を維持した移植後のダミーコードを自動生成する。ダミ

ーコードは計算結果の合致を犠牲にする変わりにプログラム特性を維持する。移植後の対

象プロセッサでダミーコードを実行することで性能の目安となる見積もりが可能となる。 

 

4.2.2 Performance Estimator for MAny-core Processors 

本節では PEMAP の動作の概要を述べる。図 4.2-1 は PEMAP のワークフローの全体概要を

示した図である。PEMAPのユーザは、予測の対象とする C/C++ソースコード中の、並列化の

対象となるループの前後に図 4.2-2のようなアノテーションを付与し、x86命令にコンパイ

ルし、実行することで PEMAP を起動する。このアノテーションは、コンパイル時にプリプ

ロセッサにより PEMAP 関数呼び出しと、最適化を回避するコードに展開され、実行時に、

予測の対象ループが実行される直前に呼び出される。 

 

   

図 4.2-1 PEMAPのワークフローの全体概要 
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図 4.2-2 PEMAP を利用する時のアノテーションの例 

 

呼び出された PEMAP 関数は、予測の対象ループを逆アセンブルした上で解析し、ループ

レベルコントロールフローグラフ（LCFG: Loop-level Control Flow Graph）を構築する。

通常、コントロールフローグラフ（CFG）を用いる解析では、プログラムは基本ブロックを

組み合わせた有向グラフで表現される(図 4.2-3)のに対し、LCFG を用いる解析では、プロ

グラムは基本ブロックとシーケンスを組み合わせた無閉路有向グラフで表現される。そし

て、このシーケンスも同じ形式のグラフで表現される(図 4.2-4)。 

 

 
図 4.2-3 CFGの例 
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図 4.2-4 LCFGの例 
 
次に LCFGの各シーケンスを解析し、読み出し、書き換えを行うメモリアドレスやレジス

タを明確にする。なお、これらの解析手法については広く知られているため本稿では詳細

には触れない。 

解析後、PEMAPは、対象関数に含まれる機械語命令から、PEMAPが内部で用いる中間表現

（Intermediate Representation、 IR）を生成する。さらに、IR を解析し、その変換や最

適化を行う。IRや、その解析、最適化手法の詳細は後節にて述べる。 

IRへの変換後、対象関数を、動的情報収集の機能を埋め込みながら別領域にコピーする。

収集する情報は、条件付き分岐命令による分岐が行われたかどうかと、対象関数を実行す

る前にアドレスを確定できないメモリ読み出し・書き込みアクセス（以降、動的メモリア

クセスと呼ぶ）において実際にアクセスしたアドレスと、対象関数に含まれるループが回

った回数である。 

条件付き分岐命令の結果とループ回数については、対象関数が持つ基本ブロックの先頭

に情報収集用関数呼び出しを埋め込み、その実行順序を解析することで取得することがで

きる。また、メモリアクセス時のアドレスについては、メモリアクセスを行う命令の直前

に収集用関数呼び出しを埋め込むことで取得することができる。最後に、PEMAP は、IR か

らダミー並列プログラムを生成して実行することで、プログラムの性能予測を取得する。 

 

PEMAP IR 
前節で述べた通り、PEMAP は機械語で書かれた対象関数を一度静的解析に向いた IR に変
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換した上で、CUDA Cで書かれたダミー並列プログラムを出力する。また、IRの変換と最適

化を行うことで、人の手で並列化したプログラムの性能に近づけている。本節では、PEMAP

が内部で用いる IRと、その変換と最適化について示す。また、IRからダミー並列プログラ

ムへの変換についても示す。 

 

PEMAP IR の要素 

本節では、PEMAP IRを構成する要素を解説する。最適化前の IRは、ある値を別の値に変

換する IR 命令、対象関数が実行される前から定まっている値を表す IR 定数、値をメモリ

からロードする IR ロード、値をメモリに書き込む IR ストア、前のループ実行回に算出し

た値である IR ループキャリー、2 つ以上の値から 1 つを選択する IR ファイ関数と、IR ル

ープキャリーが所属する IRループから構成される。 

また、IR の変換、最適化により、複数の値の加減算を表す IR ComAssoc、ループが反復

される毎に一定数だけ増減する IRインダクション、複数の値から算出された 1つの値を表

す IRリダクションが生成される。 

IR 命令は、3 番地コードの形式で表現されたもので、オペランドとして持つ 1 つか 2 つ

の値から算出される 1 つの値である。IR 命令は、対象関数の処理内容を再現する役割を持

つ。 

IR 定数は、対象関数内では変更されない値である。対象関数の外で変更される値であっ

ても定数と呼ぶ点に注意が必要である。IR 定数は、自身がどこに由来するものなのか、つ

まり、即値として与えられたのかレジスタから渡されたのか等の情報を持つ。IR 定数は、

IR 命令のオペランドや、メモリアクセス時のアドレスとして定数が使用されたことを明確

にする役割を持つ。 

IR ロードは、メモリから読み出した値であり、読み出し元のアドレス値を持っている。

IRロードは、メモリ読み出しのコストをダミー並列プログラム上で再現する役割を持つ。 

IR ストアは、メモリに書き込むことを表しており、書き込み先のアドレス値と、書き込

む値を持っている。IR ストアは、メモリ書き込みのコストを再現する役割を持つ。また、

書き込む値を保持することで、ダミー並列プログラム上で計算する必要のある値を明確に

する役割を持つ。 

IR ファイ関数は、静的単一代入（Static Single Assignment、 SSA）形式において用い

られる概念に由来するもので、複数の値から選択された 1つの値を表す。IRファイ関数は、

選択される複数の値と選択する基準となる IR命令を持っている。 

条件分岐結果によって変わる必要のある値が変わるので、IR ファイ関数はこれを明確に

する役割を持つ。 

IR キャリーは、ループのある反復回で使用される、前の反復回で計算された値を表して

おり、初期値と、前の反復回での計算内容を示すバックエッジ値と、所属する IRシーケン

スを持っている。 
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IR キャリーは、ループにおけるデータの流れを IR 上で表現する役割を持つ。IR シーケ

ンスは、 LCFG を IR 上で表現するもので、内部に含んでいる IR シーケンスを持つ。IR シ

ーケンスは、IR ストアや IRキャリーに関連した計算を行っている箇所を記録するために必

要となる。IR ComAssoc（交換法則と結合法則を満たす値: Commutative and Associative 

value）は、複数の値の加減算を表しており、加減算の対象となる値を持っている。IR 

ComAssoc の役割は IR 命令と同じだが、IR 命令よりも容易に解析を行うことができる。IR

インダクションは、ループが反復される毎に一定の値だけ増減する値を表しており、増分

となる値を持つ。IR インダクションはメモリアクセスのアドレスとして頻繁に現れ、また

CUDA C のスレッドインデックス等を用いて容易に表現できるため高速に算出することがで

きるため、ダミー並列プログラムの性能を向上させ、人の手で並列化したプログラムの性

能に近づける役割を果たす。IR リダクションは、複数の値から算出された 1 つの値を表し

ており、初期値と、算出する元となる値を持つ。IR リダクションに対応する処理の例とし

て、総和や総乗の計算や、最大値や最小値の探索等が挙げられる。IR リダクションの処理

は、シーケンシャルプログラムとは異なるアルゴリズムを用いることで、性能を向上させ

ることができる。 

 

この例を示すため、図 4.2-5 のような配列に格納された値の総和計算を取り上げる。シ

ーケンシャルプログラムのループを用いる場合、結果を格納するメモリ領域を確保して、

その値を初期化して、順次計算対象となる配列の内容を加算する。これと同等の計算を並

列に行う場合、結果を格納するメモリを読みだし、加算を行い、結果を書きだす処理を排

他的に行う必要があるため、複数のスレッドがメモリの 1 箇所へアクセスすることによる

ボトルネックや、排他処理にかかるコストが大きいというパフォーマンス上の問題が生じ

る。 

 
図 4.2-5 単純な総和計算 

 

これに対して、リダクションの処理では図 4.2-6 のように配列の隣り合う値を加算して、

長さが半分の新たな配列を作り出す操作を、配列の要素数が 1になるまで繰り返すことで、

並列計算機において、総和を高速に計算することができる。 
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図 4.2-6 リダクションによる総和計算 

 

 

PEMAP IR の生成 
本節では、PEMAP IRを生成する手法について、その詳細を示す。また、生成した IRを変

換、最適化して、ダミー並列プログラムの生成に用いることができるようにする手法につ

いても示す。 

PEMAPは、対象関数中の各機械語命令の依存関係、つまりある機械語命令が、オペランド

としてどの命令の結果を取っているかを解析した上で、IR命令に置き換えることで IRを生

成する（図 4.2-7）。 

 

 

図 4.2-7 IR命令の生成 

 
対象関数が持つ機械語命令が、他の命令が上書きしていないレジスタの値を参照する場
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合、その値から IRの定数を生成する。また、命令が即値をオペランドとして持つ場合も定

数を生成する。同様に、他の命令が上書きしていないメモリ上の値を参照する場合、その

アドレスから IR ロードを生成する。これとは逆に、ある機械語命令がメモリに値を書き込

んで、その後に上書きされることがなければ、そのアドレスと書き込みを行った機械語命

令から IRストアを生成する。 

ループ内で領域に格納した値を次のループ反復回で使用するケースが存在した場合、IR

キャリーを生成する。 

IR キャリーの初期値には、そのループが実行される前に該当する領域に値を格納した機

械語命令に対応する IR 命令や、該当する領域を示す IR 定数等を割り当てる。バックエッ

ジは、ループ内の命令のうち、その領域に最後に値を格納した命令とする。（図 4.2-8） 

 

 
図 4.2-8 IRキャリーの生成 

 

 

条件付き分岐を含むプログラムでは、ある命令のオペランドが複数の命令の結果のいず

れかを取ることがある。このような場合、LCFG から支配木を生成して解析することで、オ

ペランドを複数の値から 1 つを生成するファイ関数を生成する。同時に、ファイ関数に、

値を選択する条件として、機械語の条件付き分岐命令が参照するフラグを生成した命令に

対応する IR 命令を付与する。 

 

IR の変換・最適化で行う処理は、表 4. 2-1の通りである。本稿では、これらの手法のう

ち、性能予測で重要となるインダクション検出とリダクション検出について詳細に述べる。 
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表 4. 2-1 変換・最適化処理一覧 

 

 

インダクション値は、ループの反復回が決まればその値も確定させることができるので、

CUDA C におけるスレッドインデックス等を組み合わせて容易に表現できる。 

一般的に、インダクション値は配列アクセスのインデックスとして用いられることが多

いので、ダミー並列プログラム上でメモリアクセスパターンを再現するために重要である。 

前節で述べた通り、キャリー値は、その初期値とバックエッジから構成される。 

インダクション検出では、キャリー値のバックエッジが、そのキャリー値と、キャリー

が所属するループを実行する前に確定させることのできる値との加減算のみで表現可能で

ある場合に、そのキャリー値をインダクション値と初期値との和に置き換える。 

前述の通り、リダクションとは、複数の値から 1つの値を導出する操作を指す。 

そして、並列計算機ではリダクション処理を工夫することで計算時間を短縮することが

可能であることが、リダクション検出を行う理由である。 

PEMAPの IR 生成部は、IRキャリーのバックエッジをたどり、総和や総乗といったリダク

ション処理のパターンと合致するかどうかを確認することで、リダクションの検出を行っ

ている。例えば、総和の検出では、IRキャリーのバックエッジが、その IRキャリーと何ら

かの値の加算命令となっていれば、IRキャリーを IRリダクションに置き換える(図 4. 2-9)。 
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図 4. 2-9 IRリダクションへの置換 

 
最大値や最小値の導出処理の検出では、IRキャリーのバックエッジが、その IRキャリー

と何らかの値から選択するファイ関数になっており、選択条件がこれら二つの値の大小比

較である場合に、IRキャリーを IRリダクションに置き換える。 

 

PEMAP IR からダミー並列プログラムの生成 
本節では、予測対象のシンプルなプログラム（図 4.2-10）から得た IR（図 4.2-11）をダ

ミー並列プログラム（図 4.2-12）に変換する手順を具体的に示すことで、PEMAP IRからダ

ミー並列プログラムを生成する手順を例示し、IRの各要素の役割を明確化する。 

 

 
図 4.2-10 予測対象プログラム 
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図 4.2-11 予測対象プログラム(IR) 

 

 

図 4.2-12 ダミー並列プログラム 

 

ダミー並列プログラムの生成は、最適化した IR に含まれる IR ストアをダミー並列プロ

グラム中の CUDA カーネル（以降、ダミーカーネルと呼ぶ）として出力する。その過程で、
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IRをグラフと見なし、IRストアが持っているアドレスと値を深さ優先探索しながら出力す

ることで、プログラム全体の計算を再現する。 

まず、対象関数を実際に動作させて取得したループ回数を出力する。例では、1 行目の

LOOP_TIMES マクロがループ回数である。次に、カーネル関数内に、ループ回数分だけ実行

されるブロックを生成する。例では、6行目で変数 tにインデックス値を格納し、7行目で、

実際のループ回数よりも小さいインデックスを持つ場合のみ実行される if文を提供してい

る。また、このブロック内で、各ループのインデックスを再現する。例では、ループは 1

つしか存在しないため、変数 t0 だけを生成している。 

 

ブロックの出力後、IR内の全ての IRストアを、配列への書き込みとして再現する。同時

に、IR ストアが持っているアドレス値と書き込み値を同じブロック内に出力する。 

例では、20 行目でメモリ書き込みが生成されており、書き込み値として 19行目で定義さ

れた IR ComAssocが使用されている。さらに、PEMAPはこの IR ComAssocをたどり、定数（18

行目）とメモリロード（17 行目）を生成し、メモリロードのアドレスも同様に生成（16行

目）している。この時、IR では大きな定数（0x398348）が存在しているが、これは配列が

置かれているアドレスであると考えられるので、0として扱う（15行目）。 

また、アドレスをたどると IRインダクションが現れる。IRインダクションは、インデッ

クス値に定数を乗じたものとみなすこともできるので、12 行目のように出力されている。

なお、乗数である整数 4 は、整数のサイズ 4 バイトを表している。さらに、同様の手順で

IRストアのアドレスを生成することで（13、14行目）、ダミー並列プログラムが完成する。 

 

4.2.3 評価 

本節では、自動並列コンパイラの性能測定のためのベンチマークスイートである BEMAP

から、Gray Scale ベンチマークを選択して、PEMAP の評価を行った。Gray Scale ベンチマ

ークは、入力された RGB 画像全体のグレースケールの画像を生成するベンチマークである

が、PEMAPのメモリアクセスパターンの評価のため、入力された RGB画像の一部のみを処理

対象とするよう修正を加えた。また、BEMAP のベンチマークは OpenCL で記述されているた

め、これを CUDA に修正した。Gray Scale ベンチマークに横幅 1152 ピクセル、縦幅 864 ピ

クセルの画像を入力した際に、PEMAP が生成したダミー並列プログラムのカーネルを図 4. 

2-13に示す。 
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図 4.2-13 GPUのダミーコードのカーネル例 

 
ただし、自動生成されたコードは可読性が低いため、プログラムの意味を壊さない範囲

で修正を加えている。 

 

この結果をみると、配列からのロードが、23行目、26行目、30行目にて行われ、配列へ

の書き込みが 35 行目にて行われている。そして、これらのインデックスは全て 20～22 行

目にて算出されている。そして、SEQ_COUNT_0マクロに画像の横幅が格納されていることか

ら、18、19 行目で算出されている t0、t1は、シーケンシャルプログラムのインデックスに

相当するものであることがわかる。さらに、STACK_ARG_0にも画像の横幅が格納されている
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ことを考えると、v1は画像の横位置を指定するインデックス、v2は縦位置を指定するイン

デックスであることが判明する。 

これらを踏まえると、このダミー並列プログラムは、画像のサイズだけ 3 つの配列に格

納された値を順次読み出し、計算処理を行い、1つの配列に書き出す動作をすることがわか

る。 

 

さらに、Gray Scale ベンチマークは常に入力された画像全体を変換する。これに修正を

加え、画像の左上 1/4 だけを対象とするよう修正を加えてダミー並列プログラムを生成し

た結果を、図 4. 2-14 に示す。なお、カーネル部分については図 4. 2-13 と同じである。

この結果をみると、SEQ_COUNT_から始まるマクロの値だけ、修正前の半分になっているこ

とが分かる。これらのマクロは、シーケンシャルプログラムのインデックスに相当する値

の範囲を決めていることを踏まえると、修正後のダミー並列プログラムでも画像の左上 1/4

相当の領域へのアクセスを再現できていることがわかる。 

 

 
図 4.2-14：ダミー並列プログラムと PEMAPメモリアクセス範囲 
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4.3  メニーコア向けベンチマークセット BEMAP 

4.3.1 背景 

BEMAPはメニーコア時代の「最適化カルチャー」に対する支援ツールである。メニーコア

化は、いわば各コアのシンプル化を強いることとなりこれまでソフトウェアが恩恵をうけ

ていたマイクロアーキテクチャが極力減らされる方向となる。ハードウェアの挙動やリソ

ースを熟知してプログラムを開発しなければ性能がでないケースが多くなる。 

BEMAPでは、これまでフィックスターズが蓄積してきた最適化技術のノウハウを共有、さ

らにはメニーコアソフトウェアの開発経験が少ないユーザを対象にライブラリとしてもす

ぐに活用できるように、高速処理が要求される分野の代表的な処理をオープンソースで公

開した。 

 

4.3.2 BEMAP: BEnchMark for Auto-Parallelizer 

 

 BEMAP は OpenCL で記述された高速なソフトウェアライブラリ群と同時に前節で紹介した

CLtrump といったコードの自動並列コンパイラのベンチマークという役割も担っている。 

2013年 4月現在 BEMAPでは次に示す 8種類の処理コードが含まれている。各処理コードに

は、シングルスレッドで動作するリファレンスコードと手動で並列化したコードがセット

となっている。手動で並列化したコードは最適化手法を指定することができるため自動並

列コンパイラの性能を最適化手法ごとに手動の最適化と比較評価することが可能となる。 

 

 ガウシアンフィルタ 

 ブラック・ショールズ 

 リニアサーチ 

 グレースケール化 

 SIFT処理 

 ランレングス法 

 バックプロジェクション 

 モンテカルロ法 

 

本報告書では一例として BEMAP に含まれるバックプロジェクションの説明をする。また、

BEMAPで公開している、すべての処理に対する最適化の技術的な説明や評価結果はレポート

として Webで公開している[XXX]。 
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バックプロジェクション 
 
Back Projection (逆射影)とは射影によって次元数を落とされた情報を元の次元数の情

報に引き戻すことである。BEMAP に含まれるバックプロジェクションのコードは ACM 

Programming Contest、 South Pacific Regionals 2000 において出題された”Discrete 

Digital Tomography”を対象としている。このプログラムでは中身の見えない m 行 n 列に

区切られたラックマウント型サーバについて考えている。ラックサーバの区切られた各部

屋は空であるかウィジェットが搭載されているかのどちらかの状態となっている。ウィジ

ェットはβ線を吸収するため、ラックに向かってβ線を照射し反対側でそのβ線の強さを

観測することで通過したライン上のいくつの部屋にウィジェットが含まれていたかを判断

することができる。本プログラムでは図 4.3-1 に示す向きのベータ線を照射し、ライン上

に存在するウィジェットの数が与えられる。 

 

 このプログラムでは射影前の情報はラック内の各部屋のウィジェットの有無であり、射

影により得られている情報は各ライン上のウィジェット数である。そこでまず射影により

得られた 4 つの 1 次元空間の情報をそれぞれ 2 次元空間上に引き戻していく。本実装では

射影により得られるライン上のウィジェット数 Proj とライン上の部屋の数 Band から、ラ

イン上の各部屋のウィジェットが存在する確率 P を求める。あるライン l 上の部屋の確率

Plの値は以下の式で求められる。 

 次に得られた 4 つの 2 次元情報の重ね合わせを行っていく。重ね合わせのため、各部屋

について属する 4本のラインから得られる確率の積を求め、これを評価 E する。 i行目 j

列目の部屋はライン ri、 cj、 ui+j、 di-j+n-1に属するので得られる評価 Ei,jは以下の

ようになる。 

 

 

図 4.3-1 β線の向き 

4.3-1 
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 評価 E を部屋にウィジェットが存在する可能性の指標とする。各部屋の評価 E の大きさ

に基づいて格子中に物体が存在するかを判断していく。 

 実際のプログラムは以下の手順からなる。 

1． 射影の値に応じて各格子の評価 Eを求める 

2． 評価 Eが最も大きい格子を探す 

3． 評価 Eの最も大きい格子を推測解に加える 

4． 推測解の格子を除外した Proj また Bandの値を用いて 1から 3の操作を繰り返す 

5． 全ての格子における評価が 0になった時点での推測解を回答とする 

 

バックプロジェクションの実装 
 

プログラム中で解放は 3 つの関数で構成されそれぞれ概ね以下のような役割をもって実

装されている。 

• backprojection: 各格子の評価 Eを導出する 

• findmax: 最も評価 Eの値が大きい格子を探索する 

• decreaseproj: findmaxで得られた格子を推測解に加え Projおよび Bandの値を更新する 

 これら関数の処理について backprojection関数において評価 Eの導出は格子間に依存関

係がないため並列化に適しており、また findmax 関数は一般にリダクションと呼ばれる形

で並列性を抽出しやすい。そのため OpenCLでの記述は主にこの 2つの関数の処理の並列化

に焦点を当てている。 

 

・並列性の抽出 

 まず backprojectionに関して以下のような方法を試している。 

(1) 格子ごとに 1ワークアイテムを割り当てる 

(2) ワークグループごとに正方形型の空間を割り当てる、1 ワークアイテムあたりの計算

量はワークグループサイズの数の格子 

  

図 4.3-2はワークグループあたりのワーク相手無数が 4のときの様子である。黒色部は 1

ワークアイテムの演算領域、灰色部は 1ワークグループの演算領域を示す。 

 

 

 

 

 

 

4.3-2 
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図 4.3-2 ワークアイテムの演算領域 

 

 (2)の方法の利点としてはワークグループ内でローカルメモリを介してProj と Bandの

値を共有することで、グローバルメモリへのアクセス数を削減できる点にある。ワークグ

ループのサイズが nの場合について考える。(1)の手法ではワークアイテムあたり必要なグ

ローバルメモリへの読み込みは Projr につき 1 回、Projc につき n 回、Proju につき n 回、

Projd につき n 回、また Band へのアクセスも含めるさらに倍のアクセス数となる。対して

(2)の手法では Projr につき n 回、Projc につき n 回、Proju につき 2n-1 回、Projd につき

2n-1回となる。双方の 1格子あたりのアクセスについて比較すると(1)では 2(3n+1)/n、(2)

では 2(6n-2)/(n*n)で nが十分大きい場合では 2/n倍にアクセス数が削減される。 

 また正方形の空間を割り当てるのは NVIDIA GPU における coalesced access について

無駄が生じないためである。このような設計ならば n の値が 32(NVIDIA GPU 内部において

単一 SIMD 命令で制御されるスレッド数)の倍数であればメモリアクセスの資源を十分に活

用できる。 

ただし(2)の方法を用いることで生成されるワークアイテム数は減るため、問題サイズが

小さいような場合では計算資源が十分に使いきれないということが考えられる。 

 結果として 1024x1024 程度の格子数では(2)の方法は(1)を上回る性能を持っていたた

め(2)の方法を採用している。 
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 findmax関数については図 4.3-3に示すような形で並列実行を行う。各ワークアイテム

が 2 要素の比較を行いローカルメモリに値の大きいものを残すといった形になっている。

ローカルメモリはワークグループ内でのみ共有されるため、結果はワークグループの数だ

け配列内に残される。この処理を最後の 1 要素まで続けることで最大値を特定できる。図

4.3-3 を見てわかるとおりワークグループ内で処理が終わりに近づくにつれ並列性は損な

われ、実際に働くワークアイテムの数が減ることがわかる。性能を発揮させるためにはワ

ークグループあたりに割り当てるタスクの量をある程度大きくすることで資源が使い切る

必要がある。 

 

 GPU での実行では多くの計算資源を生かすため以上のような方法でワークアイテムの

数を増やしてやることが必要だが、マルチコア CPU ではワークアイテムのスイッチングの

オーバーヘッドを考慮するとワークアイテムあたりのタスク量を大きく設定する必要があ

る。代わりにベクトル型を用いることで SIMD命令を使いワークアイテム内で並列な処理を

行わせることができる。そこで SIMD 命令を利用する backprojection と 1 度めの findmax

カーネルは図 4.3-4のように各ワークアイテムが 1行分の格子の計算を行う。 

 

 

 

図 4.3-3 findmaxにおける並列性の抽出 

図 4.3 - 4  SIMDカーネルでのタスク分配 
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・データ転送回数の削減 

 ホスト－デバイス間のデータ転送はホスト内またはデバイス内のメモリアクセスと比

較して大きなレイテンシを伴う。入力データを転送した後の処理を全てデバイスで実行し、

イテレーションごとに追加される推測解の座標またはループを脱出する場合は-1 の値のみ

をホストに送り返す。ホスト側では送り返された推測解を記録することでループを脱出し

た際に推測解をまとめてホストに送り返すコストも削減している。 

 

・カーネルの呼び出し回数の削減 

 カーネルの呼び出しにはレイテンシが伴う。問題サイズによってこのレイテンシが全

体の実行時間に影響を及ぼす恐れがある。またカーネルを終了する前には計算によって得

られた結果をグローバルメモリに書き戻さなくてはならない。複数のカーネルの処理を 1

カーネルにまとめることにより、これらのレイテンシとメモリアクセスを削減することが

できる。そこで backprojection の処理に findmax の処理を結合し backprojection で計算

した領域の中で評価 E の値が最大な値をとる格子についてのみワークグループごとにグロ

ーバルメモリに書き戻しを行っている。 

 

・計算量の削減 

 以下のような方法で計算量の削減を図っている。 

1． Pl は同一ライン上の格子の評価 E の導出に複数回利用されるため、Projl/Bandl の計

算を各ワークアイテムやイテレーション内でなく、あらかじめ一括して行う 

 実際にプログラムでは Plの値は CPU側で計算し、推測解が加わるたびに推測解を含むラ

インの Plの値のみを decraseproj関数内で更新している。 

2． 評価 E の導出において Pr、 Pc、 Pu、 Pd のいずれかが 0 の値をとるとき必ず 0 にな

る事を利用しメモリアクセス数を減らす 

 まず計算領域を正方形型に割り当てる Scalar計算のカーネルではワープが 1行ずつ計算

を行っていくため、最初に Prにアクセスすると Prが 0のとき 1行分の計算が省ける。SIMD

カーネルではワークアイテムに 1 行ずつ格子が割り当てられているため、Pr が 0 のときは

そのワークアイテムの計算を全て省き、ワークグループ内の評価 E の最大値を 0 と返すこ

とができる。 

3． r、 c、 u、 d 方向それぞれイテレーションにつき 1 ラインの Plのみ更新される事を

利用し、評価 Eの値は更新されたラインに含まれる格子のみ更新する 

 この計算量の削減は CPU 向けのカーネルにのみ実装されている。この方法では

backprojectionでの計算量が O(n^2)のオーダーから O(n)のオーダーとなり大きく削減され

る。代わりに backprojection カーネルにおいて使用されるワークアイテムの数が findmax

カーネルと異なる実装になるため backprojection と findmaxの処理の結合ができていない。

backprojection 終了時と findmax 開始時に非常に多くのメモリアクセスが発生する欠点が
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ある。CPU実装では結果として高速化されたが、GPUに関しては現時点で速度向上は得られ

ておらず、またバグも存在している。 

 

・メモリ転送の非同期化 

 問題サイズが小さいときイテレーションごとのデータ転送のレイテンシが全体の実行時

間に影響を与える。そのため GPU 実行時のみ複数のコマンドキューを使い、イテレーショ

ンごとの推測解の座標の転送を非同期で次のイテレーションの backprojection関数を並列

に行っている。 

 

バックプロジェクションの評価 

 以下の表は 1024x1024 格子の場合における、各条件化での性能を測定したものである。

CPU での最適化前のコードに対して GPUで約 170倍、CPUで約 83.36倍の性能向上が得られ

た。kernelについて for GPUは GPU向けにタスクの分割を細かくしたもの、for CPUは CPU

向けにタスクの分割が粗くワークアイテムが少なくなるものである。また CPU での実行に

関して vector を用いて記述したカーネルより scalar によって記述したカーネルのほうが

高速での実行となった。 

 

 

4.3.3 評価 

表 4.3-2 に BEMAP で公開しているコードの性能結果をまとめている。OpenCL のコードを

測定したプロセッサは、現在市販されているプロセッサで OpenCLのコンパイラが存在して

いるものを選択している。Intel 社の汎用マルチコアプロセッサとして、6 コアの Nehalem

と 4コアの Ivy Bridgeを選定し、GPUとして NVIDIA社の GTX570と GTX680で評価した。  

表 4.3 -1 バックプロジェクションの性能結果 
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表 4.3-2 BEMAP の性能表 
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5 メニーコア市場調査と実用化に向けた取り組み 

5.1  メニーコア市場調査：全分野 

本調査事業の目的は、マルチ・メニーコアの有望な適用分野、機器市場を明らかにし、

普及を妨げる要因を抽出し、今後の研究開発の方向性を示すことにより、マルチ・メニー

コアの普及と日本の半導体産業の競争力強化に繋がる提言、特に新規プロジェクト提言を

まとめることである。市場調査に際しては、シングルコアからマルチコアを経てメニーコ

アへとシフトしていく市場動向を把握するため、対象をメニーコアに限定せず、マルチ・

メニーコアを対象とした。マルチ・メニーコア技術のニーズは幅広く、組込み機器全般に

及ぶと考えられるが、有望な適用分野、機器市場として、市場規模、成長性、日本の強み

分野の観点から、日本の半導体産業が力を入れるべき分野にフォーカスして調査した。 

具体的には、調査会社による一次調査を活用した国内外の最新動向の把握、他の再委託先

であるキャッツ(株)、イーソル(株)と共同での調査内容の具体化、調査結果の分析などを

行った。一次調査では、フィクスターズ社による調査会社の選定に際して、海外に十分な

調査網を持っていること、我々の分析や新規プロジェクト提言に必要なデータを提供でき

ることなどを重視し、iSuppli Japan社を推薦した。 

更に、国内外ユーザ企業のヒアリングを行い、ユーザ企業のニーズ、特に潜在的なニー

ズを把握に努めた。また、マルチ・メニーコア技術は多くの企業・大学・研究機関が研究

開発を進めており、技術革新の速い分野であるため、学会参加等を通じて最新の技術動向

把握に努めた。具体的には 2011 年度には、International Symposium on Low Power 

Electronics and Design（ISLPED）、HOT Chips 23、Micro-44、High Performance and Embedded 

Architectures and Compilers（HiPEAC）、2012年度には、HOT Chips 24、Embedded Systems 

Week（ESWEEK）、International Conference for High Performance Computing, Networking, 

Storage and Analysis 2012（SC12）、HiPEAC に参加した。スーパーコンピュータから組込

み機器まで、様々な分野で電力制約が性能の上限を決めるようになり、高性能化には電力

効率の向上が必須である。この結果、高い電力効率を実現できるヘテロジニアスマルチ・

メニーコアが、ソフトウェアの最適化が困難であるにもかかわらず、高性能化を実現する

有力候補となっている。 

一次調査の分析からは、高性能化・多機能化と電力低減要求がマルチコア化の原動力、

車載関連はフォールトトレラントの必要性からもマルチコア化を推進、ハイエンドルータ、

基地局、サーバーは 16個以上のコアを要求、といったトレンドが見えている。また、様々

な課題からマルチコア化は進展するものの、International Technology Roadmap for 

Semiconductors（ITRS）の予測より少ないコア数を想定している会社が多いことが明らか

になった。ITRS はベンダ企業が提供可能なコア数を予測しており、調査結果は活用可能な

コア数がこれを下回っていることを示している。また、海外企業が得意な基地局、サーバ
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ーなどの分野では、2015 年前後を目途にマルチコア化に対する課題を解決する見通しで進

んでおり、日系企業の 2-3 年先を歩んでいる。一方、Combined Exhibition of Advanced 

Technologies（CEATEC）、Embedded Technology（ET）におけるセミナでのアンケート調査

では、5年後に必要と思われるコア数は 8コア以上が最も多く、一次調査以上にコア数が求

められる傾向が見られた。また、普及促進要因としては、開発/動作環境の整備、API開発、

レガシーソフト有効活用、マルチコア技術者の不足解消が挙げられる。特に、コア数増を

意識せずに対応できるスケーラビリティがあり、デバッグ・並列化支援も考慮したソフト

ウェア環境が求められている。 

以上の調査結果から、海外企業の後追いよりは組込み系、中でも日本の強み分野である

制御系や制御系と情報系の融合分野においてビーイクルを選定し、開発/動作環境や API、

レガシーソフト有効活用といった課題を解決するようなプロジェクトを起こすと共に、マ

ルチ･メニーコア技術者の裾野を広げるような、手ごろなマルチ･メニーコアツールキット

の開発・頒布が、マルチ・メニーコアの普及と日本の半導体産業の競争力強化に繋がると

いえる。また、ヘテロジニアスマルチ・メニーコアが高性能化を実現する有力候補となっ

ていることから、コア数やコア種、メモリアーキテクチャなどのハードウェアの多様性を

許容して、これをソフトウェアが統合的に扱えるようにする必要がある。 
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5.2  メニーコア市場調査：画像処理分野 

 トプスシステムズ社は、画像処理分野、特に超高性能のコンピューティング・プラット

フォームとして、優れたメニーコア・アーキテクチャが必要とされている画像認識系・超

高精度描画等の次世代画像処理である「ビジュアル・コンピューティング分野（ビデオマ

イニングを含む）」について、特に積極的に新たな「市場を創る」ことを目指して、展示会

への出展、技術講演、アンケート調査、ユーザ候補企業訪問によるヒアリング等により市

場調査を実施した。 
 その結果、『画像認識系のシステムには、10 年後も使用可能なコンピューティング・プラ

ットフォームが求められている』ということが、明確になった。10 年後も使用可能なコン

ピューティング・プラットフォームの主な要件を以下に示す。 
① 超高性能：1TOPS ~ 1POPS (Peta Operations Per Second) 
② スケーラビリティ：コア数やクラスタ数の増加に伴う演算処理能力の向上 
③ プログラミング・モデル：スケーラビリティを活かせる並列処理モデルの確立 
④ ソフトウェア開発環境；並列化支援ツールの拡充 
⑤ 低消費電力：～1.5W 程度（組込みシステムの場合） 
⑥ 事業継続性：大手半導体ベンダーによるサポート・製造 

これらの要件は、トプスシステムズ社の SMYLEvideo アーキテクチャの研究開発に反映し

てきた。今後は、特に事業面でユーザから期待されている事業継続性の向上に向けて大手

半導体ベンダーとの協業関係の構築に力を入れて、実用化・事業化を進める。 
 

展示会への出展 

 本プロジェクトの研究開発期間中に国内外の 9つの展示会に SMYLEvideoを出展し、ビジ

ュアル・コンピューティング分野（ビデオマイニングを含む）のコンピューティング・プ

ラットフォームとしての SMYLEvideo について、①高性能、②低消費電力、③プログラマ

ビリティの高さ、④将来に向けて更なる高性能化が可能、などといった点で高い評価を得

た。また、出来上がった際に、評価システムを提供して欲しいという顧客が少なくなかっ

た。 
 

技術講演 

本プロジェクトの研究開発期間中に国内外の 4つの学会等にて技術講演を行った。特に、

スマート化が進む次世代組込みシステム（スマートフォン、スマートカー、スマートテレ

ビ、スマートハウスなど）への応用に対する期待が高く、数多くのフィードバックが得ら

れた。更に、米国の大学等から次世代の画像認識向けコンピューティング・プラットフォ
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ームの研究開発への参加要請などもあった。 

 

アンケート調査 

 国内外で出展した展示会や技術講演で合計 200 名以上の方々にアンケート調査にご協力

いただいた（表 5.2-1）。特に、SMYLEvideo の展示・説明に対するアンケートの結果から、

概ね賛同を得られていることが分かった。具体的な評価結果は以下の通り。 

① ターゲットアプリの選定（80%以上の方が賛同） 

② システム開発の方向性（80%以上の方が賛同） 

③ 並列ソフトウェア開発の方向性（70%以上の方が賛同） 

④ メニーコア・アーキテクチャの方向性（80%以上の方が賛同） 

⑤ SMYLEvideo IPを活用してみたい（約 15%） 

⑥ 次世代製品を開発する上でのマイクロプロセッサの課題 

・処理性能（約 35%） 

・消費電力（約 50%） 

・コスト（約 40%） 

 尚、アンケート結果は、図 5.2-1に示す。 

 

表 5.2-1 アンケート実施サマリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 展示会等名 開催日 会場 アンケート種類 回答者数 特筆すべき主な回答

1 ESEC2011 2011/5/11～5/1 東京ビッグサイト
メニーコア、SMYLEプロジェ
クト全般

9
３次元実装の早期確立、低消費電力とパフォー
マンスの両立を期待

2 CEATEC JAPAN 2011 2011/10/5～10/8 幕張メッセ
メニーコア、SMYLEプロジェ
クト全般

26
並列化の困難なアルゴリズムの高速化へのソ
リューションが必要

3 ET2011 2011/11/16～11/18 パシフィコ横浜
メニーコア、SMYLEプロジェ
クト全般

33
高級言語レベルでの並列処理記述、電源機器、
クラウドの高速集合演算に期待

4 三菱電機 2011/12/2 三菱電機
メニーコア、SMYLEプロジェ
クト全般

17 宇宙機、信号処理、産業機器への採用の期待

5 CES2012 2012/1/10～1/13 米国ラスベガス
メニーコア、SMYLEプロジェ
クト全般

23
CG、ビデオゲーム、放送機器、航空機産業等へ
の導入に期待

6 Bluespec User Group Meeting 2012/1/27 富士ソフトプラザ
メニーコア、SMYLEプロジェ
クト全般

39
ソフトウェアの自動並列化、処理能力が重要
後、開発容易性と消費電力も重要要素

7 ESEC2012 2012/5/9～5/11 東京ビッグサイト SMYLEvideo 30

8 CEATEC JAPAN 2012 2012/10/2～10/6 幕張メッセ SMYLEvideo 30

9 ET2012 2012/11/14～11/16 パシフィコ横浜 SMYLEvideo 13

10 CES2013 2013/1/8～1/11 米国ラスベガス SMYLEvideo －

11
いばらき新技術・新工法提案型
展示商談会inデンソー

2013/2/5～2/6 株式会社デンソー（刈SMYLEvideo －

添付4-163



    

図 5.2-1 SMYLEvideoアンケート調査結果サマリ 

Q1.  SMYLEvideoの技術説明を聞いて、どのように思いましたか？
①ターゲットアプリの選定

素晴らしい 良い 普通 やや悪い 悪い 無回答 計
ESEC2011 7 15 3 0 0 5 30
CEATEC2012 8 25 2 0 0 1 36
ET2012 5 6 1 0 0 1 13

計 20 46 6 0 0 7 79

②システム開発の方向性
素晴らしい 良い 普通 やや悪い 悪い 無回答 計

ESEC2011 13 11 2 0 0 5 31
CEATEC2012 10 23 1 0 0 2 36
ET2012 7 5 1 0 0 0 13

計 30 39 4 0 0 7 80

③並列ソフトウェア開発の方向性
素晴らしい 良い 普通 やや悪い 悪い 無回答 計

ESEC2011 8 12 3 0 0 7 30
CEATEC2012 8 21 3 0 0 4 36
ET2012 9 3 1 0 0 0 13

計 25 36 7 0 0 11 79

④メニーコア・アーキテクチャの方向性
素晴らしい 良い 普通 やや悪い 悪い 無回答 計

ESEC2011 9 15 2 0 0 4 30
CEATEC2012 13 18 2 0 0 3 36
ET2012 9 3 1 0 0 0 13

計 31 36 5 0 0 7 79

Q2.  SMYLEvideoはIPとして提供する予定です。
① SMYLEvideo  IPを活用してみたいですか

はい いいえ わからない 無回答 計
ESEC2011 3 4 21 2 30
CEATEC2012 5 3 26 2 36
ET2012 4 0 6 3 13

計 12 7 53 7 79

Q4.  現在、マルチコア/メニーコアを使用していますか？
はい いいえ 無回答 計

ESEC2012 6 18 6 30
CEATEC2012 6 15 15 36
ET2012 6 3 4 13

計 18 36 25 79


Q6.  次世代製品を開発する上で、現在使用しているマイクロプロセッサについて、どう思われていますか？

■処理性能

かなり足りない やや不足 どちらでもない やや余裕がある 余裕がある 無回答 計
ESEC2011 5 6 5 5 1 8 30
CEATEC2012 0 10 9 2 0 15 36
ET2012 3 4 1 0 0 5 13

計 8 20 15 7 1 28 79

■消費電力
かなり大きい やや大きい どちらでもない やや低い かなり低い 無回答 計

ESEC2011 8 7 4 1 2 8 30
CEATEC2012 8 10 4 1 0 13 36
ET2012 3 4 1 0 0 5 13

計 19 21 9 2 2 26 79

■コスト
かなり高い やや高い どちらでもない やや低い かなり低い 無回答 計

ESEC2011 8 5 8 1 0 8
CEATEC2012 2 11 9 0 0 14
ET2012 2 4 2 0 0 5

計 12 20 19 1 0 27 79
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5.3  メニーコア市場調査：ライフイノベーション、インターネット

アプリケーション、ファイナンス分野 

 4.3節で紹介したベンチマークセット BEMAPはメニーコア市場を意識しており、本調査の

結果を反映して開発されたものである。BEMAPは CLTrumpと PEMAPの評価に利用することを

前提として開発されている。調査では、これまでフィックスターズで実際に「高速化」と

いう依頼で受託した案件の情報からメニーコアプロセッサで利用が想定される処理を複数

選択した。 

図 5.3-1に BEMAPと CLTrumpの関係を示している。BEMAPでは図の緑部分の手動で最適化

したコードが含まれており、さらに図の青部分の最適化前のコードが含まれている。青部

分のコードを CLTrumpで並列化コードに書き換え、最適化したコードと比較が可能である。

CLTrump の場合は、性能比較と出力結果の検証が可能である。 

 

 

 

図 5.3-1 BEMAP と CLTrump の関係 

 

図 5.3-2に BEMAPと PEMAPの関係を示している。CLTrumpと同様に、PEMAPでも BEMAPに含

まれる青部分の最適化前のコードを処理することで性能見積もりが可能となり、実際の手

動で最適化した BEMAP のコードとの性能比較ができる。 
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図 5.3-2 BEMAP と PEMAP の関係 
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5.4  開発環境 

マルチ・メニーコアを有効利用するためのソフトウェア開発環境について、最新の技術動

向、採用する企業側の課題について調査した。マルチタスク、マルチスレッドにより構成

されるような並列処理構造を持つソフトウェアはこれまでも作られて来た。しかし、コア

のマルチ・メニーコア化により、これまでの OSなどによる仮想的な動作環境での並列から

現実の複数コア上での並列動作が実現され、今後は並列処理にまつわる課題（メモリ破壊、

デッドロック等）がより顕在化する。その様な問題の解決のために、既存コードからの並

列化抽出、または上流から並列設計技術を支援するツールの利用が有効である。また、並

列処理ソフトウエアは動作の保証が課題であるため、妥当性、正当性を保証する設計手法、

記述方法、検証手法といった技術の確立、標準化が望まれる。それらを実現するためには、

モデルベース開発のプロセスに並列処理開発を支援するため Tool Chain（並列化、並列設

計、検証など）を構築する事が望まれる。 

 

5.5  オペレーティングシステム 

 再委託項目である「動作環境を中心としたマルチ・メニーコア普及促進に向けた調査・

検討」を実施した。調査方法は、技術動向に関しては学会、論文などを中心に実施し、市

場動向に関しては Web と関連企業のヒアリングなどを用いた。具体的には、国際学会では

MSRC2011 と HiPEAC2012 に参加した。論文調査に関しては、論文、オープンソース/標準

仕様、市販製品ホワイトペーパー等からマルチコア/メニ―コア関連技術を選定し調査を

行った。これらの調査の結果として以下の知見を得ることができた。 

1.  次世代のマルチ・メニ―コアハードウェアは、キャッシュコヒーレンシを持たな

い分散メモリ型のアーキテクチャで、同一命令セットでも性能差を持つ複数の汎用

プロセッサと、GPU などの応用特化した専用プロセッサのヘテロジニアスな構成と

なる 
2. 次世代のマルチ・メニ―コアハードウェアに適応したメニ―コアオペレーティング

システムが新しいアーキテクチャで開発される必要がある。 
3. メニ―コアオペレーティングシステムは、ソフトウェアの再利用性や並列性などさ

まざまな要求に応え、複数のアプリケーションインタフェースを揃える。 
4. メニ―コアの適用分野としては、リアルタイム要求やスループットなど異なる要求

を持つ複数アプリケーションを同時実行するシステムが想定される。 
5. メニ―コアハードウェアとオペレーティングシステムの性能を引き出すための、並

列化コンパイラなどの支援ツールとの連携が望まれる。 

6. コア数やメモリ階層などメニ―コアハードウェアの特性を、オペレーティングシス

テムや並列化支援ツール、並列化コンパイラ、デバッグ/システム解析などのツール

が統合的に認識できるような標準的なシステムコンフィギュレーションの仕組みが

重要となる。 
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5.6  メニーコア・シンポジウム 

メニーコア開発者、システム開発者、アプリケーション開発者、マーケティングなど、

様々な分野を専門とする研究者・開発者・経営者が集まり、メニーコア応用といったニー

ズ面、ならびに、メニーコア・システム開発といったシーズ面の双方からの議論を行う場

として、以下のように、NEDO 主催のメニーコア・シンポジウムを開催した。 

 

第 1回メニーコア・シンポジウム 

日時：2012年 3月 30 日 13:00～17:45 

場所：学術総合センター中会議場 

内容：プロジェクト報告 5件、招待講演 1件、パネル討論 1件 

参加者：165名（企業参加者 122 名、大学関係者 43名） 

ホームページ：http://home.jeita.or.jp/cgi-bin/page/detail.cgi?n=301&ca=1 

 

第 2回メニーコア・シンポジウム 

日時：2013年 1月 30 日 13:00～18:30 

場所：早稲田大学グリーンコンピューティングシステム研究開発センター 

内容：プロジェクト報告 5件、招待講演 1件、パネル討論 1件 

参加者：165名（企業参加者 122 名、大学関係者 43名） 

ホームページ：http://home.jeita.or.jp/cgi-bin/page/detail.cgi?n=486&ca=1 

 

第 1 回シンポジウムにおいては、本プロジェクトを 1 年経過した段階での中間報告を行

い、参加者から多くのフィードバックをいただいた。招待講演においては、早稲田大学理

工学術院 笠原博徳 教授に「メニーコアプロセッサのための自動並列化・電力制御コンパ

イラと API」をご講演頂いた。医療応用など、今後のメニーコア適用分野拡大を目指した研

究内容のご発表もあり、今後の方向性を示す意義あるご講演内容であった。また、パネル

討論においては、パネリストとして、株式会社デンソー 半導体先行開発部 部長 石原秀昭

氏、iSuppliジャパン株式会社 副社長・主席アナリスト 南川明氏、株式会社東芝 セミコ

ンダクター社半導体研究開発センター 主幹 宮森崇氏、早稲田大学理工学術院 笠原博徳 

教授、東京農工大学工学研究院 並木美太郎 教授をお迎えし、メニーコア市場から車載応

用、半導体開発、コンパイラやオペレーティングシステムのシステムソフトウェアといっ

た幅広い観点から、メニーコア実用化に向けた今後の課題等を議論した。特に、リアルタ

イム処理のための応答時間制約を如何に満たすかといった課題提起や、今後のヘテロジニ

アス・コンピューティングの重要性などについて様々な意見交換を行った。なお、本シン

ポジウムの内容に関しては[Ando2012]にてレポートが掲載されている。 
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 第 2回シンポジウムでは、本プロジェクトの最終成果を報告するとともに、最先端マル

チコア／メニーコア技術に関する招待講演を企画した。1件目は、株式会社東芝セミコンダ

クター＆ストレージ社 半導体研究開発センター  宮森高氏による「組み込み応用向け低消

費電力メニ―コア SoC の開発」のご講演である。同社が開発した 64コア・プロセッサに関

して、世界最先端レベルの高性能かつ低消費電力技術をご紹介いただいた。2件目は、ARM

社の John Goodacre氏による「ARM next generation 64bit processors for power efficient 

compute」のご講演である。ARMプロセッサは組込みシステムに広く普及しており、特に、

最近ではヘテロジニアス型マルチコアの実用化を行っている。本講演では、ヘテロジニア

ス・アーキテクチャに加え、メモリにグローバなアドレスを割り当てリモートでのアクセ

スを可能とする構造などが紹介された。3件目は、Microsoft Research Redmond の Aaron 

Smith氏による「E2: A Scalable Dynamic Multicore Architecture」のご講演である。動

的に結合可能な新しいタイプのマルチコア・アーキテクチャとその制御に関する内容であ

った。これら 3件の招待講演に加え、パネル討論では、パネリストとして、タイレラ・コ

ーポレーション 石毛洋一氏、株式会社日立ハイテクノロジーズ 菊地修司氏、早稲田大学

理工学術院 木村啓二 教授、イーソル株式会社 権藤正樹氏、株式会社トプスシステムズ 

鳥居淳氏をお招きし、基礎研究からビジネス展開までを見据えた議論を展開した。本パネ

ルでは、特にメニーコアの活用を検討しているユーザ視点での意見が多くあり、意義ある

議論を行うことができた。なお、本シンポジウムに関しては[Ando2013-1] [Ando2013-2] 

[Ando2013-3]にてレポートが掲載されている。 
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5.7  実用化に向けた取り組み：トプスシステムズ 

 トプスシステムズ社は、従来からの TOPSTREAM™ヘテロジニアス・マルチコア IP事業に加

えて、本プロジェクトの成果である 2つのメニーコア（SMYLEvideoと SMYLEref）の実用化

に向けて、次世代組込みシステム向け ASSP で No.1 になる新星企業を創ることを目指した

「スマート ASSP 事業構想」を策定し、実用化に向けた活動を開始した。 

  「スマート ASSP事業構想」では、国内外の優秀な技術者を大手半導体企業、セットメー

カ、国内外の大学、シリコンバレーをはじめとする海外から集約し、システムアーキテク

チャ、マルチ・メニーコアのハードウェアとソフトウェア、特に性能のスケーラビリティ

を追及することにより、利益率の高い ASSP（特定の顧客用にカスタマイズされていないた

め、顧客を限定せず、複数の顧客に汎用部品として提供することができる特定用途に向け

LSI）事業展開を目指す。また、その研究成果の実用化と次世代に向けた研究開発のための

資金調達も行う計画である（図 5.7-1）。 

 

 

図 5.7-1 スマート ASSP事業構想 
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本「スマート ASSP事業構想」に基づく活動として、本研究開発期間中にも積極的に優秀

な人材の集約に尽力してきた。それらを以下（表 5.7-1）に示す。 

 

表 5.7-1 本プロジェクト期間中に集約した人材 

役職 名前 所属 

技術顧問 荒川文雄 現ルネサスエレクトロニクス 

技術顧問 小川 泰 元ルネサスエレクトロニクス 

技術アドバイザ 井上弘士 現九州大学准教授 

技術アドバイザ 近藤正章 現電気通信大学准教授 

マイクロプロセッサ研究開発部長 鳥居 淳 元ルネサスエレクトロニクス 

マイクロプロセッサ事業開発部長 泉田正道 元 EPSON 

ソフトウェア研究開発部長 中嶋廣二 元パナソニック 

ソフトウェア研究開発部マネージャ ｶﾞﾝﾊﾞ ｼﾞｮﾅ 元サイバネットシステム 

 

「スマート ASSP 事業」では、図 5.7-2に示すように 3つのコア技術（TOPSTREAM™ヘテロジ

ニアス・マルチコア（SMYLEvideoを含む）、TOPSTREAM™ 3D（3次元積層 LSI）、FPMA(SMYLEref

に基づくアクセラレータ)）に基づく事業を展開する。 

 

 

図 5.7-2 スマート ASSP事業構想 
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SMYLEvideoメニーコアの実用化 

トプスシステムズ社では、SMYLEvideo メニーコアの実用化に向けて、事業化計画を策定

し、事業体制を強化してきた。SMYLEvideo は、画像認識系のプラットフォームとして、次

世代組込みシステムの要件を満たすメニーコアとして、自動車・スマートフォン/タブレッ

ト・DTV(デジタル・テレビ)・監視装置・ロボットなどへの応用を目指す。SMYLEvideo は、

トプスシステムズ社がハードウェア IP（特許技術を含む RTL 設計）の使用権を提供し、ト

プスシステムズ社の子会社である Cool Soft 社がその上で動作するスケーラブルな画像認

識系ソフトウェアを提供する。将来的には、人間の 5 感に対応する機能を組込みシステム

内でリアルタイムで実現することを目指した、次世代の研究開発と事業化を目指す。 

 

図 5.7-3 SMYLEvideo IPの事業化 

   

また、事業体制の強化として、次の 2つを進めた 

① ソフトウェア開発体制の強化：ソフトウェア開発子会社（Cool Soft社）の設立 

② SoC 事業体制の強化：米 Xilinx社とのパートナーシップ確立 

 

ソフトウェア開発体制の強化策として、2012 年 1 月にトプスシステムズ社の 100％子会

社として、株式会社 Cool Soft を設立し、優秀な技術者を集約しやすいようオフィスを神

奈川県高津区（溝の口）のかながわサイエンスパーク（KSP）に開設し、マルチ・メニーコ

ア向けのソフトウェア開発サービス事業を開始した。 

また、SMYLEvideo の事業として、比較的単価の高い医療機器や車載システム等への応用

展開のために、FPGA 上に SMYLEvideo メニーコアを搭載した製品の提供を目指して、大手

添付4-172



FPGAベンダーである米 Xilinx社とパートナー関係を構築した。 

 

また、本プロジェクトを通じて、SMYLEvideoの実用化について、次の課題が明確になった。 

 

１．画像認識系ソフトウェアの分散並列処理支援ツールの拡充 

２．分散並列処理型の画像認識・画像処理ソフトウェア・ライブラリの拡充 

３．SMYLEvideoメニーコアの更なる最適化と品質向上 

また、事業化に向けては、特に車載に関して、大手半導体ベンダーとのコラボレーシ

ョンによる安定供給と長期サポートが求められている。 

 

 これら 3 つの課題についての解決策は検討済であり、今後、実用化研究を実施すること

でこれらの課題を解決し、実用化・事業化の確度を高めていく計画である。 

 

SMYLErefメニーコアの実用化 

トプスシステムズ社では、本研究成果の１つである SMYLErefメニーコアについて、事業

化計画を策定し、九州大学および電気通信大学からの技術移転・実用化に向けての活動を

進めていく。 

SMYLEref は、ソフトウェア処理高速化（アクセラレーション）用のメニーコアとして、

特長づけられる。トプスシステムズ社は、その利点を最大限に活用する事業として、論理

回路（ロジック）をプログラムして処理の高速化を実現する既存の FPGA（Field Programmable 

Gate Arrary）の課題である膨大で複雑なハードウェアのプログラミングを解決するソリュ

ーションとして、SMYLErefを応用した FPMA（Field Programmable Many-core Array）とい

うコンセプトに基づく事業化を狙う。FPMA は、逐次処理として記述されたソフトウェアを

並列化してメニーコア上にマッピングすることにより、アクセラレーションを容易に行え

る。FPGA 市場の成長は著しいが、ハードウェア技術者でなければ使いこなすことができな

い。これに対し、ハードウェア技術者に比べて１桁以上多いソフトウェウエア技術者が使

用可能な FPMAは、組込みシステムのアクセラレータとして大きくブレークする可能性を秘

めている。 
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図 5.7-4 SMYLErefメニーコアの事業化 

   

FPMAの事業化に向けた技術移転として、主に以下の 2つを想定している。 

① SMYLEref設計データの移転  ：電気通信大学からトプスシステムズ社へ 

② 特許技術（バリア同期）の移転 ：九州大学からトプスシステムズ社へ 

 SMYLEref 設計データの移転については、電気通信大学において、他社の権利に抵触しな

いプロセッサ・コアへの設計変更を行っている。設計変更完了後に、トプスシステムズ社

において、演算処理性能・動作速度・回路規模等の評価を行った上で、実用化に向けての

計画を策定する。 

 バリア同期特許技術については、トプスシステムズ社において、技術デューデリジェン

スを行っており、SMYLErefのみならず、SMYLEvideo等の他のマルチ・メニーコアへの適応

性を評価・検討している。 
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5.8  実用化に向けた取り組み：フィックスターズ 

実用化への取り組みとして各ツールで次のような活動を行っている。 

 

CLTrump 

CLTrump は SourceForge にオープンソースで公開しており、誰でも自由に利用することが

できる。応用ドメインを絞り込むことで最適化の品質を上げることが可能となる。また現

状 OpenCL のコードを出力するが、改良することで他のプロセッサ向けのコードの出力も

可能である。窓口はフィックスターズとなり問い合わせに対応している。図 5.8-1 が Web
ページのスクリーンショットである。 
 

 
図 5.8-1 CLTrumpのページ (SourceForge) 
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PEMAP 

PEMAPは手軽に性能予測をするという目的を実現するため、Webサービスとして利用できる

ようにしている。ユーザは PEMAP が稼働している Web サーバにアクセスし、図 5.8-2 のよ

うなフロント画面に見積もりしたいソースコードを貼り付ける。測定したい移植後のプロ

セッサを指定して「Estimate」ボタンを押下すると、図 5.8-3 のような性能見積もり結果

が出力される。図 5.8-4のように変換されたダミーコードを確認することも可能である。 

 Webサービスの動作検証は完了しており当社内での利用を推進している。アクセス制御や

セキュリティ対策を行った後に他のソフトウェアベンダに対してサービス提供を検討して

いる。 

 

 

図 5.8-2 PEMAPサーバ（コード入力画面） 
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図 5.8-3 PEMAPサーバ（性能予測結果） 

 

 

 
図 5.8-4 PEMAPサーバ（ダミーコード） 
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BEMAP 

  BEMAP は図 5.8-5のようにオープンソースとして Webで公開している。公開版は BSDライ

センスとして無償で利用が可能である。各処理はフィックスターズが有償のマルチプラッ

トフォームライブラリとして販売している M3プラットフォームに組み込んであり。有償で

のサポートも行っている。また一部の処理は OpenCVと組み合わせたアプリケーション一式

も公開しており、すぐに応用検討が可能となっている。 

 

 
図 5.8-5 BEMAPの公開 Webページ 
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6 総括および結論 

 本研究プロジェクトにおいては、次世代のメニーコア・アーキテクチャから、プログラ

ム開発環境、評価環境までを一貫して開発した。まず、汎用メニーコア SoC の実現を目指

した SMYLEref に関しては、「並列化された複数のタスクやアプリケーション」が同時に実

行されるソフトウェアベースの新しい SoC 像を提唱し、メニーコア上にマッピングされる

仮想アクセラレータ VAM（Virtual Accelerator on Many-core）の概念を導入した。この考

え方に基づき、アーキテクチャ開発からプログラミングモデルの定義、各種 API の策定、

プログラム実行のためのランタイムシステムの開発などを行った。これらに加え、動作検

証のためのソフトウェア・エミュレータの開発、ならびに、128 コアの動作を可能とする

FPGA プロトタイプとそれを用いた評価環境を構築した。プロセッサコアなどの一部に関し

ては既存設計データを再利用したものの、実質 2 年という短期間においてほぼスクラッチ

からの開発を行い、将来のメニーコア SoC のあるべき姿（ハードウェア・アーキテクチャ

からシステムソフトウェア、プログラミングモデルまでを含む）を示すと共に、その実現

可能性を実証した。また、複数タスク／アプリケーションを実際に同時実行する FPGAプロ

トタイプ実行でのデータ取得にまでは至らなかったものの、本プロトタイプでの単一タス

ク実行での結果に基づき、複数タスク／アプリケーション実行をシミュレーションするこ

とで性能を見積もった。その結果、従来の「並列化された単一タスク／プログラムを順次

実行」する方式と比較して約 4 倍の性能向上を達成することができ、同一性能を想定する

場合には動的消費電力量を 1/10 程度に削減可能であることを示した。 

 次に、ビジュアル・コンピューティングに特化した特定用途向けメニーコアである

SMYLEvideo の開発においては、ハードウェア／ソフトウェア・コデザインを行い、従来プ

ロセッサに対して大幅な性能向上を実現できることを明らかにした。アーキテクチャはヘ

テロジニアス・メニーコア構成である。ここでは実行対象を特定アプリケーションに絞り

込んでいるため、処理対象に適した異なる種類のコアをクラスタ化している。また、プロ

セス間通信を隠蔽するための新しい通信方式の開発や、ブロック粒度での処理を導入する

ことによる必要メモリ容量ならびにメモリ帯域の大幅削減を達成した。これらの成果を統

合することで、従来型の汎用マルチコア・プロセッサ(4 コア(8 スレッド)約 2.9GHz≒

24GOPS,130Ｗ)と比較して、性能が約 30 倍（700GOPS 相当）、消費電力 1/300 以下（350mW

程度）、商用の専用ハードウェアアクセラレータを具備した４コア程度の画像認識プロセッ

サに対して、性能 1.7 倍、消費電力 1/2 以下、回路規模 1/2 以下、という大きな優位性を

示した。 

 ソフトウェア開発環境の構築においては、特にメニーコア時代のアプリケーション開発

において直面する 3 つの課題を設定し、それらを解決すべく技術開発を行った。まず第 1

は並列化サポートのための環境構築であり、SMYLErefで前提としている OpenCLベースのソ

フトウェア開発を想定し、ユーザとコンパイラがインタラクティブに並列化を進めるため
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の方法論とツールを開発した。全てをコンパイラに任せるのではなく、プログラマの知識

を活用し、かつ、可視化やソースコード解析結果などをプログラマが理解できるようサポ

ートすることで、効率的な並列化が実現可能となる。このようなインタラクティブな並列

化方式は、実用レベルでのプログラム並列化を実現するために極めて強力なアプローチで

ある。第 2 は、メニーコアへの既存ソフトウェア資産の移植を検討するための性能推定ツ

ールの開発である。メニーコア向けプログラムの開発には多くの時間的・人的コストを要

する場合が多い。そのため、実際に詳細な移植作業に取りかかる前に、どの程度の性能向

上効果を期待できるか精度よく見積もる必要がある。本研究プロジェクトではこれをサポ

ートするための性能推定法、ならびに、それを可能にするツールを開発した。今後、メニ

ーコアの普及に伴い、既存ソフトウェア資産を移植するケースが多くなると予想される。

このような状況において、本環境は極めて重宝な道具として利用することができる。第 3

は、メニーコア評価のためのベンチマークの開発、ならびに、性能チューニングに関する

ノウハウの蓄積と一般公開である。メニーコアの普及を実現するためには、チューニング

に関する知識の継承と共有が必要不可欠であり、本取り組みはその一端を担うものである。

また、最適化技法とその効果に関する評価結果を合わせてソースコード・レベルで公開し

ているメニーコア向けベンチマーク・プログラムは世界的にも珍しく、その意義は大きい。 

 本プロジェクトにおいては、上述した研究内容に加え、各種要素技術の開発や市場調査

など多くの成果を得た。そして、最終的には、産業面ならびに学術面に対して以下のよう

に貢献した。 

 

 産業面：開発した SMYLEref ならびに SMYLEvideo はトプスシステムズが、また、ソフ

トウェア開発環境はフィックスターズが、それぞれのビジネス展開に活用するに至っ

た。また、大学において開発した様々な要素技術を企業へと技術移転した。2 回のメ

ニーコア・シンポジウムを通じ、メニーコアに関連する様々な分野の研究者や技術者

による分野横断型の議論を展開した。これにより、解決すべき課題や市場要望などを

共有することができた。 

 学術面：世界的にトップクラスの国際会議での発表や、各種招待講演、チュートリア

ルなど、多くの情報発信を行った。また、研究成果が認められ、国際会議におけるベ

ストペーパー賞、ならびに、国内シンポジウムにおける優秀ポスター賞を受賞したこ

とは特筆すべき成果である。 

 

 本プロジェクトでは、研究期間ならびに予算の関係上、チップ試作を行い提案方式の有

効性を実チップとして実証するには至っていないが、今後の IP コアビジネス、さらには、

ソフトウェア開発ビジネスにおける可能性を明らかにした。また、上記に加え、メニーコ

ア向けベンチマーク・プログラムのオープンソース化や、FPGA ボードを用いたメニーコア

評価環境の公開など、本プロジェクトに参画したメンバーのみならず、メニーコア研究開
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発ならびに応用を検討する様々な企業／研究機関が本成果を活用できるものとした。今後、

これらの成果を活用して、多くの企業や研究機関がメニーコア研究を促進し、その結果と

して、我が国における半導体産業ならびに組込み産業がより活性化することを望む。 
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いたメニーコア・アーキテクチャ SMYLEref の評価環境の構築"、  情報処理学会研究

報告 Vol.2012-ARC-198, No.15、 東京、 2012 年 1 月 
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38. 青木康平、 谷口一徹、 冨山宏之、 福井正博、 "分枝限定法に基づく組込み向け VLIW
型プロセッサのアーキテクチャ探索手法、" 電子情報通信学会 VLD 研究会、 那覇、 
2011 年 3 月 

39. 内田充哉、 谷口一徹、 冨山宏之、 福井正博、 "マルチサイクル演算に対応した VLIW
型プロセッサ向け消費電力最小命令スケジューリング手法、" 電子情報通信学会 VLD
研究会、那覇、2011 年 3 月 

 
国内（招待講演、パネルなど、論文なし） 
40. 井上弘士、 “メニーコアプロセッサの組込みシステム応用” 第 16 回 組込みシステム開

発技術展、2013 年 5 月 
41. 冨山宏之、 “SMYLE プロジェクト” 情報処理学会関西支部ものづくり基盤コンピュ

ーティング研究会、 2013 年 3 月 
42. 松本 祐教、"スマートな次世代組込みシステムの実現を可能にする メニーコア・プロ

セッサ" 第 42 回 AIST・筑波大学・TCI ベンチャー技術発表会、 つくば、2013 年 3
月 

43. 冨山宏之、 "SMYLE OpenCL: 組込みメニーコア SoC 向け OpenCL 環境" NEDO 主

催・第 2 回メニーコアシンポジウム、2013 年 1 月 
44. 近藤正章、 "組込みシステム向けメニーコア・アーキテクチャ SMYLEref とその評価

環境"、 NEDO 主催・第 2 回メニーコアシンポジウム、 2013 年 1 月 
45. 田村陽介、 "メニーコア時代のソフトウェア開発環境" NEDO 主催・第 2 回メニーコア

シンポジウム、 2013 年 1 月 
46. 松本 祐教、 " SMYLEvideo：ビデオ・マイニング向けメニーコア・アーキテクチャと

その性能、" 第 2 回メニーコアシンポジウム、東京、 2013 年 1 月 
47. 井上弘士、 石毛洋一、木村啓二、 権藤正樹、 鳥居淳、 "メニーコアは何をもたらす

のか？～基礎研究からビジネス展開まで、" パネル討論、 第 2 回メニーコアシンポジ

ウム、 東京、 2013 年 1 月 
48. 井上弘士、 冨山宏之、 近藤正章、 "メニーコアプロセッサと組込みシステムへの応用

" チュートリアル、 組込みシステムシンポジウム論文集、 p. 1,東京、 2012 年 10 月 
49. 井上弘士、,冨山宏之、 権藤正樹、 安里彰、 石毛洋一、 松本祐教、 "メニーコアプ

ロセッサはメインストリームになり得るか？" パネル討論、 電子情報通信学会ソサイ

エティ大会、富山、 2012 年 9 月 
50. 近藤 正章、 井上 弘士、 冨山 宏之、 “メニーコア・アーキテクチャ SMYLEref と

その評価環境” 第 4 回アクセラレーション技術発表検討会、 福井、 2012 年 9 月 
51. 井上弘士、 “マイクロプロセッサ新時代の幕開け〜マルチコアからメニーコアへ〜”  

第 15 回 組込みシステム開発技術展、2012 年 5 月 
52. 井上弘士、 冨山宏之、 近藤正章、 "SMYLE プロジェクトの紹介とメニーコア・プロ
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セッサ SMYLEref の開発" NEDO 主催・第 1 回メニーコアシンポジウム、2012 年 3
月 

53. 田村陽介、 "メニーコア時代のソフトウェア開発環境" NEDO 主催・第 1 回メニーコア

シンポジウム、 2012 年 3 月 
54. 松本 祐教、 "ビデオ・マイニング向けメニーコアの開発" 第 1 回メニーコアシンポジ

ウム、 東京、 2012 年 3 月 
55. 権藤正樹、 藤本洋、 “メニーコア向け OS/開発環境調査” 第 1 回メニーコアシンポジ

ウム、 東京、 2012 年 3 月 
56. 冨山宏之、 “MPSoC 向けシステムレベル設計技術” （株）半導体理工学研究センタ

ー、 第 39 回アドバンスト講座・高位設計セミナー～システムレベル設計支援技術の

最新動向と活用法～、 2011 年 12 月 
57. 松本 祐教、 "超高精度画像合成向けヘテロジニアス・メニーコア型アプリケーション・

プロセッサ・アーキテクチャ" 第 152 回 システム LSI 設計技術研究発表会、 仙台、 
2011 年 10 月 

58. 松本 祐教、 “超高精度画像合成向けヘテロジニアス・メニーコア型アプリケーショ

ン・プロセッサ・アーキテクチャ” 第 3 回アクセラレーション技術発表討論会、 神
戸、 2011 年 9 月 

59. 中村孝史、 薦田登志矢、 圓戸辰郎、 田村陽介"CLtrump：プログラマとツールのイ

ンタラクティブな開発を実現する OpenCL 向け半自動並列化フレームワーク、" GTC 
Workshop Japan 2011 年 7 月 

 
国内展示会 
60. 組込み総合技術展（Embedded Technology）、立命館大学、 組込みメニーコア SoC 向

け OpenCL 環境, 2012 年 11 月 
61. CEATEC Japan 2012、 トプスシステムズ、 動画像をリアルタイムに処理するメニー

コア技術, 2012 年 10 月 
62. ESEC2012、 トプスシステムズ、SMYLEvideo ビデオマイニング向けメニーコアの

開発、 2012 年 5 月 9 日～11 日 
63. Embedded Technology 2012、 トプスシステムズ、 SMYLEvideo 次世代組込み向け

メニーコア SOC の開発、 2012 年 11 月 14 日～11 月 16 日 
64. いばらき新技術・新工法提案型展示商談会 in デンソー、SMYLEvideo ビデオマイニ

ング向けメニーコアの開発、2013 年 2 月 5 日~2 月 6 日 
 
国際展示会 
65. 2013 International CES、 トプスシステムズ、 SMYLEvideo ~Scalable Manycore 

Processor for Video Mining Applications ~、2013 年 1 月 8 日(火)～1 月 11 日(金) 
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受賞 
66. Keita Nakajima, Takuji Hieda, Ittetsu Taniguchi, Hiroyuki Tomiyama, and Hiroaki 

Takada, Best Paper Award, International Workshop on Advances in Networking 
and Computing (WANC), Dec., 2012 

67. グェンチュオンソン、 レイジャオ、 近藤正章、 平尾智也、 曽我武史、 井上弘、,
優秀ポスター賞、 先進的計算基盤システムシンポジウム SACSIS2012、 神戸、 2012
年 5 月 

 

特許 

68. 中村孝史、河合夏輝、田村陽介、“実行時間算出装置、実行時間算出方法、及びプロ

グラム” 出願番号 2012-251560, 出願日 2012年 11月 15日 

69. 曽我武史、 佐々木広、 井上弘士、 “同期処理回路及び同期処理方法” 出願番号 特

願 2012-207071、 出願日 2012年 9月 20日 

70. 松本祐教、 内田裕之、 "プロセッサコア、およびマルチコア・プロセッサ・システム

" 出願番号 特願 2012-15988、 出願日 2012年 1月 27日 

71. Yukoh Matsumoto and Hiroyuki Uchida, "PROCESSOR CORE AND MULTI-CORE PROCESSOR 

SYSTEM" 出願番号 13718796、 出願日 2012年 12月 28日(米国) 
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添付資料：メニーコアシンポジウム講

演スライド 
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" �eŏìǂ­ż¦ǂÈÖǥ�Ǭ7źǥőĊǌǳǂÈÖǥF��ĒèǍ>ǹ/ǶǵǪǎ

ÐÑǣŵē7źǂñX�eǤȥȂȼȃȏǕǟŜáȻçŕ�

" Ŝá�ģǥșȼȓȨȼȏƗȞȖȚȹȼȇǤǲǵ�òŜáǠǂ^3lǥÎÅASǹ³»�

" �Ŗǥ7ÜƗȣǼȵȺȈǤǲǴǂ^3lȲȼȌ�èǥȝȼȐǂċǤĈ_ĜǣȝȼȐǹ³»�

" ÈÖǥF��ĒèǥĪ
>�BǤķǍǵºœ�

ƿƑǅžěĐgǹ�¡ǡǕǚȫȶȕȻȮȝȼȊǼÌK#ŴǤSǐǚŜáȻçŕǆǁȅȰȖȗƓâƔ�

" ȣǼȵȺȈǤǲǴǂžěĐgǩǥÒ�ǡǂžěǤƂǕǟǥƃ|ǣǢǹ2�ĜǤ³»�

" ²ŊASǹŜáǕǂĎČǡ�ÙžěĎeǠ¢ōǤǣǵ²ŊǤǞǈǟǫǡǮǵ�

" žěĐgǥǇǵǪǎrǤǞǈǟǥºœ�

ǀƑǅA�Đgǹ�¡ǡǕǚȫȶȕȻȮȝȼȊǼÌK#ŴǤSǐǚŜáȻçŕǆǁǾȼȒȶƓâƔ�

" ȣǼȵȺȈǤǲǴǂA�ĐgǩǥÒ�ǰśƏǣǢǹŜáǂçŕ�

" ÎÅǥ²ŊASǹŜáǕǂA�ĐgǤùǮǳǶǵċ¦ǣǢǹÊǳǌǤǖǵ�

" A�ĐgǤùǮǳǶǵō�ǤǞǈǟǥºœ�

ȫȶȕȻȮȝȼȊǼǥýēƍaǡWƏĊ�
! ȫȶȕȻȮȝȼȊǼǥýēƍa�

" ƁǳǶǚƈ>ȡȎȀȖȚǠǂ��ǯ¦ľS�ǔǘǵƍa�

" QĬ¦ľǠǯÍǤ�ǣǈƈ>ȡȎȀȖȚǠǼȧȵǹzĎǖǵƍa�

" 5ď3}ǍàŨǌǞmêǠȠȼțǿȀǼǼȇȑȴȷȼȓǍ�Sǎǣƍa�

! ȫȶȕȻȮȝȼȊǼǥÌKƀ|ōZ�

" ĿnǣȍȺȈȶȊǼSǐȷȄȍȼȒȥȚǿȀǼǥt_�

" ȫȶȕȻȮȝȼȊǼǹýēǠǎǵ�×ȻĐgǥ�*�

"  ǈǚǏǟǯ Ǌǣǈǂ ǉǡnkǙǉ�

! ȫȶȕȻȮȝȼȊǼĠħžěǥ(ć�

" �èǦÅ²Ŋžěǥ�>ǍǣǏǂ�Ùǥ�żǹ£S�

" ÅŏƮƨǹťǒǖǤǦȏȪȺȋȼǤÅ�eǥt_ǹġ%ǔǘǵǒǡǍ¢ō�

" nŷ7ǥȲȼȌǦ±ǓǷǣ²ŊǍǇǶǧ ǉǡǈǉĨe�

" ȲȼȌǦɀģǤȅȼ²Ŋǹ»ǳǶǣǈǲǉǤŉAǖǵ�

" ȫȶȕȊǼǦ.ŉžěǌǳ�×ȻĐgÃ*ǩŴǭAǎǍŻǈ�

" ĀlǍ�©ǣ§dĮǤöǪǟÈÖǍ�©ǣ: ĮǠǥAǎǍŻǈ�

" Ālǡ�Ǎ�Ǎǵǡ·Y\Ƈ�

" Āl�ǘǛǡÈÖǥ�ǬǦāǔǶǵǌāǊǵ�

" ȮȝȼȊǼǦ�eǥĨǜ�ǍǴǍÔǛŚǮǣǈ� Copyright © 2011 IHS Inc. All Rights Reserved. 
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ÞäÏÇ¾ÜæÌÐÈ}�±oO�

• ?j�±�`­DzÇËÒ.1 
• ËêÙËÄâ¯®±"�åÝä��B±�` 
• ÅæÐÅ!WJ �°·¹aZ±$� 
• ~�¯®H�MCU±�J.� 
• ÌèÈê.¬��C,.�°·¹�]p��| 
• ÚÊÖË±'��µ 

7 

u�Dz��
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ITRS±sK�

8 
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ÞäÏÇ¾U\±sK�

9 

# �3T%±ÞäÏÇ¾�±U\¼e§«�¹ 
# MFÜãèÎ�I9�v+)7�äêÎ¯®²M°ÞäÏÇ¾�¢�½¬ ¸xS6y±T%²ËÞêÒàêÎ	/¬2020;
´¬°²ÞäÏÇ¾U\¢50%¼{�¹�
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ÞäÏÇ¾ÜæÌÐÈ�r�J�

10 

# ÞäÏÇ¾ÜæÌÐÈ±�r�J¬²ËÞêÒÛÃè¢(�c°0¤~�ë��ì�ØÐÑãê�>¢l¤ 
#  2010;°²587b��¢2020;°²i6�±3,404b��°´¬�¨¹�

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

743*

)53*

�
��$'0

2/<8,+.

��$���#

���#� $�

9:>��%?

9:>���$
�#?

9:>1;6?

9:>-&6?

9:>���6?

9:>=(6?

��#�$

!�
�

�$�	$�$

��$���
�>�"$ $�?

��$���
�>�$�?

M-Units Multicore*Processor����

Copyright © 2011 IHS Inc. All Rights Reserved. 

Ç¾J±Gf�

11 

# ×¿ÂèÓäêÎ�+)7�tXT%�ÙçêäêÎ¯®²Yh�].�rV¢�¤Ç¾J¢1£¤¯¹ 
# :*±Ç¾J²2010;¬2.5��2020;°²5.2�°¯¹­s«�¹�
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ƶưƼƹƹƷƶƑƨƳƹƳƸƑÎİŜádTéō�

! ȚȷȺț�

" ƐñľBǹzĎǖǵǚǮǤȍȺȈȶȊǼǠǦƁĘǍŎǊpǮǟǈǵǃ�

" Ɛ¦ľBȻmñľBǡāţƈ>�ăǥōùǍȫȶȕȊǼBǥIA>ǃ�

" ŧŪſųǦȥȂȼȶȚȚȷȴȺȚǥ¢ō¦ǌǳǯȫȶȕȊǼBǹ¹ŴǃǕǌǕǂșȌǾȺǁǁ

ǥȵȼțȓǾȭǍżǈǚǮƚƘƚƘ�ǫǠǥȫȶȕȊǼBǥŴ�ǦǱǝǏǴǡŴǭǃ�

" ȠǾȁȺțȶȼȓǂc`�ǂȋȼȡȼǦƙƞ&��ǥȊǼǹōùǕǟǈǵǃ�

" ȍȺȈȶȊǼǤ]bǖǵ�èǦŎǳǶǗǂ"ãǤǲǵȫȶȕȊǼBǥƃ|ǯļǌǶǣǈǃ�

! śƏ�

" êǄǣśƏǌǳȲȼȌȼǦƧƱƯư�ąǲǴ�ǣǈȊǼÂǹ¨yǕǟǈǵǃ�

" žěĐgƗA�ĐgǥÃ*ǂƢƮƧžěǂȷȄȍȼȒȥȚÐ@ýēǂǁƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑ

ȫȶȕȊǼ²ŊĻǥ�ŦǍśƏǃ�

! ĀlAS�

" Āl�èǍ�©ǣ7źȾc`�ǂȋȼȡȼǣǢȿǠǦǂƚƘƙƝ�;�ǹĝŰǤƑǁƑƑƑƑƑƑƑƑƑƑ

ȫȶȕȊǼBǤ�ǖǵśƏǹŒúǖǵŎűǕǠŴǺǠǈǵǃ�

"  ɆɏɐɍɎɒƢƫƤɒƱƧɒƦƺƵƵƻƴƳƷƵǣǢǥĀlF���èǦȫȶȕȊǼBǹ¹ŴǕǟǋǴǂƑǁƑƑƑ

ÈĮ�èǥƚƕƛ�.ǹôǺǠǈǵǃ�
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CEATEC2011�ET2011(
ÞäÏÇ¾�¾èÆêÒkR�

ǼȺȉȼȚzÆéō�

•  5LNñ 2011;10Q5N�2011;11Q18N 
•  5L6y��nñ 
�����CEATECðîï1�<2#�
_[�ÌÐÉáè 
�����ET2011�JEITAÌßÔêÌÐÉáè 
•  ¾èÆêÒ&�ñ 198��ë�ÌÐÉáè�tì�
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�d�íÞäÏÇ¾±ÍÛÒÀÁ¾°�§«w�­�
m�«�¹¶±²�¬¨¡��qJ�E���
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���:6o0e`56LS9W<RV#i�&.%*3}"g~rd��� �.-���urd

���MDU=H6>.NTA:65��v��� �v�/_t+$4g~rd

����o� �rd5yc'4)20Zx1

���pf?KF�s0]_t

���S6T@7Oh0w\

���<W9V<QT:WG0|aY^bCWT

���PET.-Xq��,0�m

���EIB8nl

���D>Fnl

���Y^bnlCWT

���Y^bnl;WJ>

 ��NTA:6k�z0{j

! ��(0[

ƣƥƢƱƥƣǂƥƱƑȫȶȕȊǼƑǼȺȉȼȚĳÞĵµ�

! ĳÞ 
" Ò�ǖǵǯǥǦ¦ľǡĞƈ>ǹOǸǘǵǡ61%ǂòǈǠȊȏȚȢȥȂȼȫȺȏǍ17% 
" �/Ăǂ�yǂçŕ�Ǡ44%ǂÊġǤ�/�yǣǕǍ11% 
" LinuxǍÎmǠ45%ǂòǈǠTRONĮǍ22%ǂǙǕǟWindowsĮǍ19% 
" AMPɂSMPöčǦǋǲǙFǄ 
" APIǦ56ȽǍOSǥȫȶȕȏȷȖț/ȓȏȇAPIǂ18%ǍOpenCLǂ15%ǍOpenMP 
" 5��ǥȊǼÂǦ8ȊǼǍ27%ǡÎǯmǏǂǞǈǠ4ȊǼǍ25%ǂ16ȊǼǡ32ȊǼǹǁǁ
�ǘǟ32%ǇǴǂǙǶ��ǯ9% 

" ȒȥȚǿȀǼśƏǤſǕǟǦǂȊǼÂǥh?ǹǼȧȵǍ©şǕǣǏǟǯǲǈzŉ/žěĐg
Ǎ18%ǠÎmǂòǈǠȵǼȶȓǾȭ¦ǥġ$ǂșȡȖȈǍ1Ǥ11%ǂǙǕǟÇtȒȥȚ
ǿȀǼǥ49ēǡ�8B½¼ǍǢǜǳǯ10% 

! ĵµ 
" 5��Ǥ¢ōǡ¥ǸǶǵȊǼÂǦ8ȊǼ��ǍÎǯmǏǂiSuppliǥŜá��ǤȊǼÂǍ
ùǮǳǶǵ,SǍŎǊǵǃ 

" ȒȥȚǿȀǼśƏǠǦǂȊǼÂhǹ©şǘǗǤ�¤ǠǎǵȏȉȼȴȤȵȘǽǍǇǴǂșȡȖ
ȈȻ�8B½¼ǯĺªǕǚȒȥȚĐgǍùǮǳǶǟǈǵǃ�

ÈÖǥF��ĒèǥĪ
>�BǤķǍǵºœǤSǐǟ�

! �eŏìǂ­ż¦ǥǇǵÐÑǣŵē7źǂñX�e�

" 7źɂǁDĚǂūèǂ�űȍȏȘȭǂȁȞȶȆȼǂȸȩȖȚ�

" ǼȧȸȼȕɂǁȋǾȡȼȥǽȎȃȶǂȑȺȋȼȞȖȚǂ: ǡ§d5ďǥňOǣǢ�

! Āl�è�¡ǥŜáĳÞǡĺ�ɂÈÖǥ�Ǭ7źǩǥŹĊB�

" §dĮƓȋȼȡȼǂȏȫȼȚȥȂȺƗȓȦȷȖȚǂȜȤǂc`�ǣǢƔǦƚƘƙƛƕƙƝǤǦǁǁ
ȫȶȕȊǼſųǥśƏǍŒúǖǵǡĺǊǟǈǵ�

" : ĮǠǦǂśƏǦw0ǤǦŒúǕǣǈǍ ǝǟǈǏǡǈǉ�èǯǂƑƚƘƙƛ�ǤǦś
ƏŒúǡĺǊǟǈǵ�èǯǇǵ�

" Āl�èǦ§dĮǹ�¡ǤÈĮ�èǥƚƕƛ�.ǹŉǝǟǈǵǥǠǂ�ůǈǠǦǣǏǂ
ıŭǬ7źǥǂċǤÈÖǥ�Ǭ7źǤ>ǹ/ǶǵǪǎ�

" ǒǥ7źǠĠħžěËǥŵē�ŢǹŶyǕǂžěƗA�ĐgǰƢƮƧǂȷȄȍȼȒȥȚ
Ð@ýēǡǈǝǚśƏǹŒúǖǵǲǉǣȧȸȎȀȇȚǹťǒǖǒǡǹºœǖǵ�

! ȫȶȕɓȮȝȼȊǼĠħžěǹøũǤŉǉǚǮǥȗȼȶǍ±Ǥ/ǳǣǈ�
" ȫȶȕȊǼ²ŊĻǥŌźǹ�Ǒǵǲǉǣǂ±ǓǷǣȫȶȕȊǼȗȼȶȅȖȚȻÀĽȧȸ
ȈȴȭǥžěȻƌ�ǹºœǖǵ�

" ȮȝȼȊǼĠħǹ#Ŵǖǵǲǉǣǂ±ǓǷǣȮȝȼȊǼȗȼȶȅȖȚǥžěȻƌ�ǹºœ
ǖǵ�

ÈÖǥF��ĒèǥĪ
>�BǤķǍǵºœǤSǐǟ�

! žěȻA�ĐgÃ*ǂƢƮƧžěǂȷȄȍȼȒȥȚýēǂȫȶȕȊǼ²ŊĻĽ­ǡǈǝǚśƏ
ǌǳǂȲȼȌȼǦƧƱƯư�ąǲǴ�ǣǈȊǼÂǹ¨y�

" !ǊǧǂȊǼÂhǹ©şǘǗǤ�¤ǠǎǵȏȉȼȴȤȵȘǽǍǇǴǂșȡȖȈȻ�8B½
¼ǯĺªǕǚȒȥȚĐgǍùǮǳǶǟǈǵ�

" : ĮǦmÂǥũǈ5ďǥƅǫǴǠǇǴǂÖŤĜǤǦȫȶȕȻȮȝȼȊǼǤŵǕǟǈ
ǵǡĺǊǳǶǵǍǂĿnǣȷȄȍȼȒȥȚǰȍȺȈȶȊǼǤÎŵBǔǶǚŗŔȏȓǾȶ
ǰȟǿȠǿǂȒȥȚǿȀǼ²ŊĻǍĥŉǥƃi�

! ȣǼȵȺȈǂǼȺȉȼȚǠǦǂƢƮƧǦOSǥȫȶȕȏȷȖț/ȓȏȇAPIǂƫƣƢƮƧǂƭƹƵƸƣƪǂƑ
ƭƹƵƸƫƮǣǢǥýēǹ¨y�

" ǒǶǳǥƢƮƧǹýēǖǵǡ1ǤǂÈÖǥ�Ǭ7źǠǥýēǤSǐǟǂƢƮƧ´�ǰÅƢƮƧ
yĹǹŴǮǂĠħžěȻŋUBǹ?ŲǖǪǎ�

! : ĮǤǋǈǟǂ§dĮǥė-řşǰȯșȶȍȬȱȷȼȍȳȺǹýēǖǵþǶǍǇǴǂȫ
ȶȕȻȮȝȼȊǼǥýēǍÑǫǕǈ�

" : ĮǠǦ%Ǝ¦ǥőĊǌǳ§dĮǡǥ7Ɔǹ£S�

" §dĮǡ: ĮǥňOǍÅǚǣ"'ǹđǭNľ¦ǍǇǵ�
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F��'řņĸœĩĜıĲĿČ�'�

!  ËÔàë²³²ÛØæØäáÚØàØáçå�
–  C�Ĉk�­�ČW¥!�
–  %�ÈÐÁćēvĊĘC�ŔÁÏËČÂÜÚ·ÞÜææÞØŕ�

!  Ìáæ²ÖÔÖÛØ²ÖáÛØäØàæ�
–  �XņŇŌČŏĲĦĈĥňĲīŉČĩĻœŎőīœb_ċĕĘĢœĹŀĲķ�

!  êÀ¿ĜœĥĴĦıňČŃōıĩĜĈÊÜàçêětòĆ�lüā�\ðmqņŇŌěo
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「極低電力回路・システム技術開発（グリーン IT プロジェクト）」 

研究開発項目⑦「低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術」 

に係る委託業務実施計画書（抜粋） 

法人名： 国立大学法人 九州大学 

学校法人立命館 立命館大学 

国立大学法人 電気通信大学 

株式会社 フィックスターズ 

株式会社 トプスシステムズ 

 

１．実施計画の細目（手法・手段・研究場所等） 

 

（１）事業目的 

低消費電力メニーコアの実現においては、大多数の小規模コアの徹底した使用率の向上

と、その動作時に消費する電力の大幅な削減が最も重要となる。そして、「コア数にスケー

ル可能な高性能化（コア数を増やせばより性能が高くなる）」と「コア数にスケール可能な

低消費電力化（コア数を増やせばより消費電力を削減できる）」といったメニーコアならで

はの技術開発の実施が急務の課題である。そこで本事業では、組込みシステムにおける低

消費電力メニーコアのあるべき姿として「仮想アクセラレータとその実行プラットフォー

ムとしてのメニーコア」を提案し、それを可能にするアーキテクチャの開発、各種 API の

策定、ならびに、コンパイラを含めたアプリケーション開発環境の開発を行う。また、シ

ミュレーションならびにプロトタイプにより有効性を明らかにすると共に、提案メニーコ

アの適応分野に関する調査を実施し実用化に向けた方向性を示す。 

 

  

添付資料５ 
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（３）事業内容 

Ａ－①汎用メニーコア・アーキテクチャの研究開発（主担当：九州大学、副担当：電気通

信大学、東京農工大学） 

本研究で提案する仮想アクセラレータを効率良くマッピング可能なメニーコア・アーキテ

クチャを開発する。平成 22 年度においては、メニーコア・ドメインならびにマルチコア・

ドメインの基本アーキテクチャを開発する。平成 23 年度には、アーキテクチャ・レベルで

の最適化により従来技術と比較して消費電力を 1/2 に削減できることを明らかにする。また、

研究テーマＣで開発した低消費電力技術、ならびに、研究テーマＢによるコンパイルを用

いることで、仮想アクセラレータの導入により性能 2 倍、消費電力量 1/10 が実現可能であ

ることを簡易シミュレーションにより示す（ただし、ここでは小規模な評価用プログラム

を用いる）。平成 24 年度においては、プロセッサコアの拡張やオペレーティングシステム

の整備などを行うとともに、テーマ A−③による HDL を用いた設計データなど成果の公開

準備を進める。また、総合評価を実施し、実アプリケーションにおいて性能 2 倍、消費電

力量 1/10 を達成する。 

 

Ａ－②ビジュアル・コンピューティング・メニーコア・アーキテクチャの研究開発（担当：

トプスシステムズ） 

ビデオ・マイニングをターゲット・アプリケーションとしメニーコア・アーキテクチャを

開発する。平成 22 年度は、ビデオ・マイニング・アプリケーションについて、命令レベル

の並列性(ILP)、データレベルの並列性(DLP)、タスクレベルの並列性(TLP)、対象アプリケ

ーションを構成するアルゴリズムの種類、演算処理のタイプ、データ型、適用可能な並列

処理手法、データ構造、メモリ・アクセス・パターン等を分析する。平成 23 年度は、提案

するアーキテクチャが目標とする性能と消費電力を達成するために提供すべき並列処理能

力、演算処理能力、及びメモリ・アクセス能力を定量的に示す。そして、ビジュアル・コ

ンピューティング向けメニーコア・アーキテクチャを開発し、従来の組込みマルチコア方式

（4 コア程度）と比較して性能 2 倍、消費電力量 1/10 が実現可能であることを簡易シミュレー

ションにより示す（ただし、ここでは小規模な評価用プログラムを用いる）。平成 24 年度

は、開発したビジュアル・コンピューティング向けメニーコア・アーキテクチャについて

総合評価を実施し、実アプリケーションにおいて性能 2 倍、消費電力量 1/10 を達成する。 

 

Ａ－③大規模 FPGA を用いた動作検証（主担当：九州大学、副担当：トプスシステムズ） 

テーマＡ－①ならびにＡ－②それぞれに関して、ハードウェア記述言語を用いて提案メ

ニーコア・アーキテクチャの実設計を行い、大規模FPGAを用いたエミュレーションを実施

する。これにより、提案するアーキテクチャの評価基盤を構築すると共に、実現可能性を

実証する。平成22年度においてはFPGAを用いた動作環境の選定を行う。平成23年度では各

構成要素(プロセッサコアやキャッシュ、ルータなど)、ならびに、周辺回路の実装を行い、
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平成24年度にこれらを統合した動作検証を実施する。（計画からの変更・追加）なお、本

研究テーマの実質的な主担当に関しては開発効率を考慮して電気通信大学として、副担当

に東京農工大学も加えた（その他の副担当は九州大学とトプスシステムズ）。 

 

Ｂ－①アクセラレーション部分抽出技術の開発（担当：フィックスターズ） 

本研究項目では、ソースコードを入力とし、このアクセラレーション対象部分を決定する

技術の確立、ならびに、そのツール化を行う。具体的には、C言語で記述された逐次ソー

スコードを入力とし並列化可能なアクセラレーション対象部分が出力として明示される。

実施手順としてはメニーコアの有望分野でのユースケースを洗い出し典型的なソースコ

ードをいくつか抽出する。これらを検証用コードとして技術開発を行う。実施期間は22

年度と23年度とし24年度にはＢ－⑥のソフトウェア開発環境に統合する。年度目標として

は、22年度にユースケース調査に基づいた検証用コードをＦ-①、Ｆ－②で挙げた4分野か

ら最低2種類以上定める。23年度には研究開発を行い、本技術の有無により並列ソフトウ

ェアの性能見積もりや開発工数が10%以上削減出来ることを目指す。（計画からの変更・

追加）なお、今後のメニーコア向けソフトウェア開発環境として高速ソフトウェア・ライ

ブラリの整備が重要であることが判明したため、この検証コードをライブラリへと発展さ

せ実用化へと発展させた。 

 

Ｂ－②仮想アクセラレータ合成技術の開発（担当：立命館大学） 

アクセラレーション対象コードを抽出した後、当該コードを高効率に実行するための仮想

アクセラレータ合成技術を開発する。平成22年度と平成23年度では、性能対エネルギー効

率の高い仮想アクセラレータを合成する技術を開発する。平成24年度は、実装と評価を行

い、評価結果をもとに合成技術を改良する。これに加え、総合評価を行い、実アプリケー

ションを対象とした場合においても性能2倍を達成可能であることを示す。 

 

Ｂ－③仮想アクセラレータマッピング技術の開発（担当：立命館大学） 

合成した仮想アクセラレータをメニーコア・ドメイン上に実装するためのマッピング技術

を確立する。それと同時に、メニーコア・ドメインの構成を決定するための構成情報の自

動生成を可能にする。平成23年度は、単一のアプリケーションが実行されているという仮

定のもとで、仮想アクセラレータをメニーコア・ドメイン上に実装するマッピング技術を

開発する。平成24年度は、複数のアプリケーションが同時に実行されるという、より現実

的な仮定のもとで、仮想アクセラレータをメニーコア・ドメイン上に実装するマッピング

技術を開発する。また、実装と評価を行い、評価結果をもとにマッピング技術を改良する。

これに加え、総合評価を行い、実アプリケーションを対象とした場合においても性能2倍

を達成可能であることを示す。 
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Ｂ－④仮想アクセラレータ向け自動並列化技術の開発（主担当：立命館大学、副担当：フ

ィックスターズ） 

従来の自動並列化コンパイラ技術が均質なマルチプロセッサを想定しているのに対し、本

研究が対象としているメニーコア・ドメインは、仮想アクセラレータの数、仮想アクセラ

レータ当たりの小規模コア数、などを変更することができる。そのため、様々なレベルで

並列性を抽出する仮想アクセラレータ向け自動並列化技術を開発する。これにより、仮想

アクセラレータの利点を最大限活用することができ、より広い探索空間での性能対エネル

ギーの最適化が可能となる。平成23年度は、細粒度並列化技術と粗粒度並列化技術を個別

に開発する。平成24年度は、実装と評価を行い、評価結果をもとに並列化技術を改良する。

（計画からの変更・追加）なお、本テーマに関しては、テーマＢ－⑤にて、ユーザとの

インタラクションを考慮した半自動コンパイル環境が有用である（並列化も自動では

なくユーザとのインタラクションによる半自動化）と判断したこと、また、プログラ

ミング言語としてOpenCLを選定したことから、自動並列化技術の開発は中止し、「組

込みメニーコア向けOpenCLランタイムライブラリ開発」とした。 

 

Ｂ－⑤仮想アクセラレータ向けコンパイラの実装（担当：フィックスターズ） 

仮想アクセラレータ向けコンパイラを実装する。具体的には、経済産業省 委託研究事業「平

成 20 年度 IT 投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト」のテーマ「マルチコアプ

ラットフォーム上での開発環境整備」としてフィックスターズと産総研が共同で開発した

自動並列化コンパイラ CTRUMPをベースとし、本事業で確立した各種要素技術を組込む。

C 言語で記述された逐次ソースコードと並列可能部分の情報を入力とし OpenCL 言語で記

述された並列化コードが出力される。23 年度は変換機能と OpenCL コードのライブラリを

作成する。24 年度にはＢ－⑥の成果を組込み、インタフェースも含めてソフトウェア開発

ツールとして完成させる。 

 

Ｂ－⑥アプリケーション・チューニング・ツールの開発（担当：フィックスターズ） 

メニーコアのエネルギー効率を最大化するためには、プログラマによるアルゴリズムレベ

ルの最適化や対象メニーコアのマイクロアーキテクチャに特化した最適化が必要不可欠

となる。そこで本研究項目では、逐次コードを並列化コードに移植した際に実現される性

能を大まかに予測するツールを開発し、プログラム開発者がその性能指標に基づいてアプ

リケーションをチューニングできる開発環境を構築する。具体的には、実行バイナリを入

力とし予測性能といったプロファイルを出力する。23年度にはAPI仕様を受けて詳細設計

を行う。24年度には機能を実装してツールとして実現する。 
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Ｃ－①製造ばらつきを考慮した仮想アクセラレータ制御と電源電圧制御技術の開発（主担

当：電気通信大学、副担当：九州大学、立命館大学） 

製造ばらつき特性情報を用い、各コアの性能差や動作不良の有無を意識した制御、および

きめ細かな電源電圧制御を行うことで低電圧動作を保証する新しいコンパイル技術を開

発する。例えば、各コア単位（もしくは複数コアで構成するクラスタ単位）で動作可能な

最大周波数情報（あるいは最低電源電圧情報）をチップ製造後に入手し、それに基づき性

能・電力効率が最大になるように仮想アクセラレータを制御する。さらにクラスタ単位で

小規模コアの動作周波数・電源電圧を最適化し、極低電圧領域での安定したメニーコア実

行を可能にする。平成22年度は、極低電圧領域でLSIを動作させた場合の性能と消費電力、

およびトランジスタの信頼性（動作不良の発生率など）に関する各種パラメータについて

調査を行う。平成23年度は、前年度で得られたパラメータをベースとし、製造ばらつきを

前提とした仮想アクセラレータ制御技術、およびきめ細かな電源電圧制御技術のアルゴリ

ズムを開発する。平成24年度は、実アプリケーションを対象とした場合での消費電力量削

減を示す。 

 

Ｃ－②複数仮想アクセラレータの多重実行に基づくリーク消費電力削減技術の開発（担

当：電気通信大学） 

メニーコア・ドメインにて複数の仮想アクセラレータを多重実行可能であるという特徴を

利用した瞬時間欠実行制御技術を開発する。複数タスクを性能が担保できる範囲で多重化

してマッピングすることで瞬時に実行し、早期に、かつ、長期間システムを待機状態にす

る。そして、電源供給の停止など、待機状態における徹底した低消費電力化を施すことで、

リーク消費電力の大幅な削減を可能にする。平成22年度は、既存のマルチコアプロセッサ

環境上でいくつかの並列アプリケーションを動作させ、プログラム実行時のリソース利用

率を測定することで、複数タスクの多重化実行の可能性を調査する。平成23年度は、評価

環境上で複数並列アプリケーションを多重化して実行しつつ、実際の性能への影響と電力

削減効果を調べ、そのデータを基に効率的な瞬時間欠実行制御のアルゴリズムを開発する。

平成24年度は、本プロジェクトで開発する評価環境を利用して性能と電力を評価しつつ、

アルゴリズムの改良を行う。 

 

Ｄ－①高レベル API の策定（主担当：九州大学、副担当：立命館大学、電気通信大学、フ

ィックスターズ） 

プログラムとコンパイラの間で情報をやり取りするための API を策定する。これは、プロ

グラマによる並列化に関する指示や制約条件に関する指示（性能や消費電力など）、アルゴ

リズム・レベルでの最適化をより効率的にアーキテクチャに反映するための指示、などが

考えられる。このような高レベル API を定めることにより、プログラマはハードウェアの

詳細を意識することなくプログラム開発に注力できる。平成 22 年度は、高レベル API 策定
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に向け、並列プログラム開発者へのヒアリング等に基づく実態調査を実施する。平成 23 年

度には、協力企業/大学/研究所を募り、様々な観点から議論を重ね「高レベル API 第 1 版」

を策定する。平成 24 年度においては、外部からのフィードバックに基づき改善を重ね、「高

レベル API 最終版」を策定する。（計画からの変更・追加）なお、本研究テーマに関しては、

平成 22 年度のヒアリング調査等の結果より、独自の API を新たに策定するのではなく、

ロイヤルティフリーでオープンな標準である OpenCL をベースとすることに決定した。し

かし、現在の OpenCL 仕様は、高いリアルタイム性が要求される組込みシステムには適し

ていないため、独自の制約と解釈を与えることとし、重要 API について実装することとし

た。 

 

Ｄ－②低レベル API の策定（主担当：九州大学、副担当：立命館大学、電気通信大学、ト

プスシステムズ） 

コンパイラとハードウェアの間で情報をやり取りするためのAPIを策定する。仮想アクセ

ラレータ（VAM）のマッピング制御、ハードウェア構成選択に関する指示などを可能にす

る。平成22年度は、低レベルAPI策定に向け、回路設計者や半導体開発者、極低電圧回路

を専門とする研究者へのヒアリング等に基づく実態調査を実施する。平成23年度には、協

力企業/大学/研究所を募り、様々な観点から議論を重ね「低レベルAPI第1版」を策定する。

平成24年度においては、外部からのフィードバックに基づき改善を重ね、「低レベルAPI

最終版」を策定する。 

 

Ｅ－①低電圧メニーコア実行を想定した消費電力モデルの開発（担当：トプスシステムズ） 

提案するアーキテクチャの性能と消費電力をシミュレーションにより定量的に評価する

ために消費電力モデルを開発する。平成22年度は、提案するメニーコア・アーキテクチャ

の性能と消費電力の評価に適切な消費電力モデルの要件を策定する。先ず、本提案のメニ

ーコア・アーキテクチャに基づくシステム・シミュレーションの構成と規模、及び各構成

要素の消費電力の概算値を算出する。概算値に基づいて、電力パラメータ(実装に使用す

る半導体テクノロジーに依存する電気的特性)、シミュレーション速度、消費電力見積り

精度の要件を定義する。平成23年度は、シミュレーション速度と消費電力精度のトレード

オフを考慮しながら、システム構成要素であるソフトウェア、プロセッサ・コア、メモリ、

通信ネットワーク等について、計算モデルとしての粒度と抽象度、通信モデルとしての粒

度と抽象度（TLM、概算時間レベル、サイクル・アキュレイト）を検討する。また、その

結果を消費電力モデルの仕様を纏める。そして、仕様に基づいて消費電力モデルを作成す

る。平成24年度は、作成した消費電力モデルは、システム構成例を用いてその妥当性を検

証する。 

 

Ｅ－②高速メニーコア・シミュレータの開発（担当：トプスシステムズ） 
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提案する低消費電力メニーコア・アーキテクチャの有効性を容易に評価可能な環境として

高速のメニーコア・シミュレータを開発する。平成 23 年度は高速シミュレータの要件を定

義する。そして、高速シミュレータの仕様策定と、シミュレータ・カーネルの実装を進め、

E-①の消費電力モデルをシミュレータに組込み、基本機能を確認する。平成 24 年度は、シ

ミュレーション速度を評価する。さらに、シミュレータ・カーネルに機能を追加し、各種

表示機能を実装することで、性能と消費電力のボトルネック解析を可能にするハードウェ

ア開発支援環境として完成させる。 

 

Ｅ－③提案メニーコア実行方式の総合評価（担当：トプスシステムズ） 

提案するメニーコア・アーキテクチャの有効性を定量的なシミュレーションによる分析結

果に基づいて各テーマの成果に関して総合的に評価する。平成 23 年度は、提案するメニー

コア・アーキテクチャの有効性を示すための、性能/消費電力の評価指標の詳細、評価対象

アプリケーションと評価対象とする処理範囲、評価条件（半導体プロセスなど）、及び評価

方法を決める。平成 24 年度は、総合評価の条件に従って、各テーマの成果に関する総合性能

/消費電力評価を実施する。性能/消費電力評価は、早期に各テーマにフィードバックするこ

とで、技術的な課題とその解決を進め、最終的に、同一プロセス、同一面積制約において、

従来の組込みマルチコア方式（4コア程度）と比較して、性能 2倍以上、消費エネルギー1/10以下

を実現できることを示す。 

 

Ｆ－①メニーコア適用市場と要求仕様に関する調査研究：ライフサイエンス、ネットアプ

リ、ファイナンスの 3 分野（担当：フィックスターズ） 

ライフノベーション分野（医療画像処理、検査装置、ロボットなど）、インターネット・

アプリケーション分野（Webブラウジングなど）、ファイナンス分野（金融商品の価格付

けやリスク計算など）を対象とし、特に、本事業で開発するメニーコア技術に焦点を絞り、

その適用市場ならびに要求仕様を調査する。具体的には、本調査で得られる要求仕様は、

本研究開発で実現するソフトウェア開発環境を設計する上での重要なベースとなる。特に

各分野での典型的な処理はＢ-①で利用する検証用コードとして実際に評価する。調査研

究の実施期間は22年度から24年度とする。22年度は外部機関からの調査報告書に基づき具

体的な処理内容まで深く調査する。23年度と24年度は本研究開発で対象としなかったよう

な潜在市場の調査や各市場への普及を含めて調査研究する。 

 

Ｆ－②メニーコア適用市場と要求仕様に関する調査研究：動画像処理分野（担当：トプス

システムズ） 

膨大な画像情報を実時間処理することで知的要求や価値創出が期待されるビジュアル・コ

ンピューティング分野は、アルゴリズムに内在する様々な並列性が高く、従来技術に対し

消費電力を増やさずに高性能化が可能なメニーコア技術（アーキテクチャやコンパイラ）



添付 5-8 

 

が期待されている。そこで、ビジュアル・コンピューティング分野（画像の合成、認識、

マイニングの 3 つのモデルに基づくアプリケーション）、特に本事業でターゲット・アプリ

ケーションとしているビデオ・マイニングについて、本事業で開発するメニーコア技術に

焦点を絞り、その応用展開の適用市場を調査する。平成 22 年度と平成 23 年度は、本研究

開発成果の低消費電力メニーコア IP の事業化と普及を前提に「ビジュアル・コンピューテ

ィング分野（ビデオマイニングなど）における」本研究開発の仮想アクセラレータ実行プ

ラットフォームとしての低消費電力メニーコア・アーキテクチャの有望な適用市場(要件、

既存のソリューション、技術課題、応用分野の多様性、ユーザ等)の調査分析を行う。調査

の方法として、低消費電力メニーコアに対する期待と要求仕様に留まらず、ユーザ候補企

業から本研究開発に対するフィードバックを得る。そして、調査結果として得られた要件、

技術課題、応用分野の多様性等を「ビジュアル・コンピューティング分野における低消費

電力メニーコア適用市場調査結果」として纏め、各研究テーマにフィードバックする。平

成 24 年度は、各企業に対する市場調査に加えて、ユーザ候補企業に対する本研究開発成果

に基づいて実現可能なビジュアル・コンピューティング（特にビデオ・マイニング）シス

テムを提案し、その結果を「ビジュアル・コンピューティング分野における本研究開発成

果の低消費電力メニーコア適用市場調査結果」として纏める。 

 

Ｇ－①マルチ・メニーコア技術適用アプリケーション拡大に向けた市場の調査・検討（担

当：JEITA） 

マルチ・メニーコア技術を適用するアプリケーションの拡大に向けた市場の調査・検討

では、マルチ・メニーコアチップの有望な適用分野、機器市場を調査・分析し、日本の半

導体産業の競争力強化に繋がる提言(、特に新規プロジェクト提言)をまとめる。マルチ・

メニーコア技術のニーズは幅広く、組込み機器全般に及ぶと考えられるが、市場規模、成

長性、日本の強み分野の観点から、日本の半導体産業が力を入れるべき分野にフォーカス

して調査する。また、マルチ・メニーコア技術はワールドワイドに多くの企業・大学・研

究機関が研究開発を進めており、技術革新の早い分野であるため、適切な提言に向けて最

新の技術動向を把握する。 

 

Ｇ－②開発環境を中心としたマルチ・メニーコア普及促進に向けた調査・検討（担当：キ

ャッツ株式会社） 

開発環境を中心としたマルチ・メニーコア普及促進に向けた調査・検討では、並列化コ

ンパイラをはじめとするマルチ・メニーコアで動作するシステム開発のために有効な開発

環境について調査する。また、マルチ・メニーコアの普及と日本の半導体産業の競争力強

化に繋がる提言をまとめる。マルチ・メニーコアを活用することで、製品の低消費電力化

が見込まれるが、そこで動作するソフトウェアには同時に複数コアの効果的な利用と、シ

ステムとしての性能向上、そして安全性が求められる。これらを満たすための開発環境に
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はどの様な要件が必要であるかを明らかにする必要がある。この様な開発環境にフォーカ

スした専門的な調査を、JEITAによる市場調査を踏まえて行い、検討する。 

 

Ｇ－③動作環境を中心としたマルチ・メニーコア普及促進に向けた調査・検討（イーソル

株式会社） 

動作環境を中心としたマルチ・メニーコア普及促進に向けた調査・検討では、オペレー

ティングシステムを中心としたマルチ・メニーコアの動作環境において調査を行う。既存

の非マルチ・メニーコア向けソフトウェアの再利用性、コア数の急激な増加が見込まれる

上でのスケーラビリティなどをはじめとした要件を調査、検討する。 
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（４）実施計画 

 2010 年度(H22 年度) 2011 年度(H23 年度) 2012 年度(H24 年度) 
第１ 

四半期 
第２ 

四半期 
第３ 

四半期 
第４ 

四半期 
第１ 

四半期 
第２ 

四半期 
第３ 

四半期 
第４ 

四半期 
第１ 

四半期 
第２ 

四半期 
第３ 

四半期 
第４ 

四半期 
Ａ－①汎用メニーコ
ア・アーキテクチャの
研究開発 

            

Ａ－②ビジュアル・コ
ンピューティング・メ
ニーコア・アーキテク
チャの研究開発 

            

Ａ－③大規模 FPGA

を用いた動作検証 
            

Ｂ－①アクセラレー
ション部分抽出技術
の開発 

            

Ｂ－②仮想アクセラ
レータ合成技術の開
発 

            

Ｂ－③仮想アクセラ
レータマッピング技
術の開発 

            

Ｂ－④仮想アクセラ
レータ向け自動並列
化技術の開発 

            

Ｂ－⑤仮想アクセラ
レータ向けコンパイ
ラの実装 

            

Ｂ－⑥アプリケーシ
ョン・チューニング・
ツールの開発 

            

Ｃ－①製造ばらつき
を考慮した仮想アク
セラレータ・マッピン
グと電源電圧制御技
術の開発 

            

Ｃ－②複数仮想アク
セラレータの多重実
行に基づくリーク消
費電力削減技術の開
発 

            

Ｄ－①高レベル API

の策定 
            

Ｄ－②低レベル API

の策定 
            

Ｅ－① 低電圧メニ
ーコア実行を想定し
た消費電力モデルの
開発 

            

Ｅ－②高速メニーコ
ア・シミュレータの開
発 

            

Ｅ－③提案メニーコ
ア実行方式の総合評
価 

            

Ｆ－①メニーコア適
用市場と要求仕様に
関する調査研究：ライ
フサイエンス、ネット
アプリ、ファイナンス
の 3分野 

            

Ｆ－②メニーコア適
用市場と要求仕様に
関する調査研究：動画
像処理分野 
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 2010 年度(H22 年度) 2011 年度(H23 年度) 2012 年度(H24 年度) 
第１ 

四半期 
第２ 

四半期 
第３ 

四半期 
第４ 

四半期 
第１ 

四半期 
第２ 

四半期 
第３ 

四半期 
第４ 

四半期 
第１ 

四半期 
第２ 

四半期 
第３ 

四半期 
第４ 

四半期 
Ｇ－①１． マルチ・
メニーコア技術を適
用するアプリケーシ
ョンの拡大に向けた
調査・検討 

            

Ｇ－②１． 開発環境
を中心としたマル
チ・メニーコア普及促
進に向けた調査・検討 

            

Ｇ－③１． 動作環境
を中心としたマル
チ・メニーコア普及促
進に向けた調査・検討 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。



1 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣
（事後評価）第１回分科会 資料５－１

「極低電力回路・システム技術開発（グリーンITプロジェクト）｣研究開発項目⑦

｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣

（２０１０年度～２０１２年度 ３年間）

（事後評価）

プロジェクトの概要（公開）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
Ⅱ．研究開発マネジメントについて

２０１３年 １２月９日

1/17

２０１３年 １２月９日

2 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開
発表内容

Ⅰ．事業の位置づけ・必要性 (1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性
(2)事業目的の妥当性

研究開発 ネジメ

(2)事業目的の妥当性

(1)研究開発目標の妥当性
(2)研究開発計画の妥当性

究 実施 事業体制 妥 性

ＮＥDO
（高井主査）

Ⅱ．研究開発マネジメント (3)研究開発実施の事業体制の妥当性
(4)実用化・事業化に向けたﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの

妥当性
(5)情勢変化への対応等

（高井 査）

Ⅲ．研究開発成果

(5)情勢変化への対応等

(1)目標の達成度
(2)成果の意義( )成果の意義
(3)知財権等の取得及び標準化の取組
(4)成果の普及

九州大
(井上リーダー)

Ⅳ．実用化・事業化に向けて
の見通し及び取り組み

(1)成果の実用化・事業化の見通し
(2)実用化・事業化に向けた具体的取組

(井上リ ダ )
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の見通し及び取り組み

nakamuramao
長方形



3 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開
（１）NEDOの事業としての妥当性（プロジェクト実施の背景）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

プロジェクト実施の社会的背景
地球温暖化対策は喫緊の世界的 国家的課題地球温暖化対策は喫緊の世界的、国家的課題

抜本的ＣＯ 排出抑制 省エネ技術の必要性抜本的ＣＯ２排出抑制、省エネ技術の必要性

プロジ クトの目的プロジェクトの目的
低消費電力省エネ情報通信デバイスの実現による電力損失の削減

ファブに依存しない（微細化/高集積化に頼らない）回路技術とシステム技術（ハード
ウェア・ソフトウェア）により省電力化を検討する。

「第三期科学技術基本計画（２００６年３月）」、「エネルギー技術戦略の基本的考え方（２００６年５
月）」、「新・国家エネルギー戦略（２００６年５月）」等における重要な省エネ技術としての位置付け。
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月）」、 新 国家 ギ 戦略（ 年 月）」等 おける 要な省 技術 位置付け。

事業原簿（公開版）Ⅰ-1

4 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

｢第三期科学技術基本計画｣｢新国家エルギー戦略｣政策下の｢ITイノベーション｣・｢エネル
ギーイノベーションプログラム｣を具現化するグリーンＩＴプロジェクトとして実施

経済成長戦略大綱

IT新改革戦略 第３期科学技術基本計画

京都議定書目標達成計画京都議定書目標達成計画

エネルギー基本計画エネルギー基本計画新・国家エネルギー戦略新・国家エネルギー戦略

実行プログラム実行プログラムＩＴイノベーションプログラム エネルギーイノベーションプログム

グリーンITプロジェクトⅡ．省エネ革新

Ⅰ．ITコア技術の革新

Ⅲ 情報爆発 の対応 Ⅲ 新エネルギ 等の開発 導入促進

Ⅱ．運輸部門の燃料多様化

Ⅰ．総合エネルギー効率の向上

Ⅲ．情報爆発への対応

Ⅳ．情報システムの安全性等

Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進

Ⅴ 化石燃料の安定供給確保と

Ⅳ．原子力等利用の推進と
その大前提となる安全の確保
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Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と
有効かつクリーンな利用

事業原簿（公開版）Ⅰ-1



5 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開
（１）NEDOの事業としての妥当性（政策上の位置付け）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

省エネルギー化・温室効果ガス削減のためには革新的技術開発が不可欠

パワーエレクトロニクス微細化／高密度化

小型化（3次元化）
極低消費電力回路設計

(メニ コア含）
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出所 ： （図表）グリーンＩＴイニシアティブの推進 2008年10月 経済産業省発表資料 （2012年の情報流通量）総務省情報通信統計データベース

小型化（3次元化） (メニーコア含）

事業原簿（公開版）Ⅰ-2

6 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開
（１）NEDOの事業としての妥当性（NEDOプロジェクトとして取り組む必要性）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

◆ 情報通信技術の開発、省エネルギー技術の開発は、国家的重点課題

○社会的必要性大

我が国企業の共通課題を協同体制で解決を図ろうとするものであり、
成 が 導体産業 際競争 強 献す も

◆我が国半導体メーカの共通的な課題の解決を図ろうとするもの

本プロジェクトは、半導体集積回路（ＬＳＩ）設計技術分野における低消費電力化の技術開発

その成果は、我が国半導体産業の国際競争力強化に貢献するもの

◆成果は、速やかに半導体メーカ等に移管され、実用に供されることを目指すもの

開発技術は、参加各社のLSI設計に適用可能

◆リスクが高い革新的な開発を効率的に進めるためには

○民間企業だけで取り組む事が困難

産学連携による総合的な取り組みが重要

「極低電力回路・システム技術開発（グリーンITプロジェクト） 」

NEDOプロジェクトとしての実施

6/17

2009年度～2012年度

「グリーンＩＴプロジェクト」の一環事業原簿（公開版）Ⅰ-3



7 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開
（１）NEDOの事業としての妥当性（NEDO中期目標における位置付け）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

NEDONEDO 中期目標中期目標

誰もが自由な情報 発信 共有を通じ 個々 能力を創造的か■誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ
最大限に発揮することが可能となる高度な情報通信（ＩＴ）社会の実現

■我が国経済の牽引役と しての産業発展の促進

半導体技術分野おける微細化技術に対応した設計技術

「極低電力回路・システム技術開発（グリーンITプロジェクト） 」

2005
（H17）

ネットワーク技術ネットワーク技術

2006
（H18）

2007
（H19）

2008
（H20）

2009
（H21）

2010
（H22）

2011
（H23）

2012
（H24）

ネットワークの大容量化・高信頼化、
機器の低消費電力化

2013・2014
（H25・H26）

ストレージ・メモリ技術ストレージ・メモリ技術 メモリの小型大容量化、高速化

半導体デバイスの高集積化、低消
費電力化、多品種少量生産対応、
設計・製品開発の短TAT・低コスト半導体技術半導体技術

MIRAI （hp32nm)

DFM設計技術開発（hp45nm)

情報システムの低消費電力化

設計 製品開発の短TAT 低コスト
化

「 中心型 技術 開発

半導体技術半導体技術

コンピュータ技術コンピュータ技術

ユーザビリティ技術ユーザビリティ技術

ドリームチップ

7
メニーコア技術開発

極低電力回路・システム極低電力回路・システム技術開発技術開発

ﾒﾆｰｺｱ
助成事業
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第一期中期計画 第二期中期計画

「人中心型利用技術」の開発
機器の低消費電力化

ユーザビリティ技術ユーザビリティ技術 7

事業原簿（公開版）Ⅰ-3

8 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
（２）事業目的の妥当性（プロジェクト実施により期待される効果）

期待できる分野での想定される省エネ効果例①

車載組み込みシステム適用時 （単位：万kWh/年）

●市場創出効果(車載ＥＣＵ)

普及ECU数（国際市場）
総

（ECU数：32.7億個）70,000 

電力量

2010年：１５．２億個

（売上:3,720億円）

2020年 ３２ ７億個

総EC
U

年
間
推
定

40,000 

50,000 

60,000 

電力量

3億kWh/年

2020年：３２．７億個

（売上:6,200億円）

定
電
力
消
費
量

10,000 

20,000 

30,000 電力量

●省エネルギー効果（消費電力量）

0 
2010年 2020年 （省エネ対策後）

2020年：ECUの年間消費電力削減量： ３億ｋWｈ/年

年間消費電力削減量計算＝（ECU数）＊（１つ当たり消費電力量：1W*200HR）＊（ECU内CPUの占める割合：50%）＊（省エネ効果比率：9/10）
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本研究技術により省エネルギー効果が従来の １／１０になるとして試算。



9 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性について
（２）事業目的の妥当性（プロジェクト実施により期待される効果）

期待できる分野での省エネ効果例②

通信機器適用時
（単位：万kWh/年）

通信機器適用時

●市場創出効果

通信機器普及台数（国際市場） （台数:1,829万台）

（台数:1,971万台） 本事業による
省エネ効果

52億kWh/年1,200,000 

1,400,000 

1,600,000 

通信機器普及台数（国際市場）

2010年：1,829万台

2025年：1,971万台

年
間
電
力
消
費

600,000 

800,000 

1,000,000 
ルータ（普及型）

ルータ（高信頼型）

ルータ（クラスタ型）
費
量

0

200,000 

400,000 

●省エネルギー効果（消費電力量）

2025年：ルータの年間消費電力削減量： ５２億ｋWｈ/年（原発約１．５基分）

0 
2010年 2025年 （省エネ対策後）

年間消費電力削減量計算=（台数）*（１台当たり消費電力量）*（ﾙｰﾀ内のCPUの占有割合：40%）＊（省エネ効果比率：9/10）

本研究技術により省エネルギー効果が従来の １／１０ になるとして試算。
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本研究技術により省 ネルギ 効果が従来の ／ になるとして試算。

諸元：「平成24年度 我が国情報経済社会における基盤整備（情報通信機器のエネルギー消費量に関わる調査｣（株）NTTデータ研究所
「2009年度(平成21年度)福島第一原子力発電所｣（1号機データ」（37億kWh/年）東京電力

10 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅱ．研究開発マネジメント
（１）研究開発目標の妥当性（省エネルギー化極低電力システム技術開発）

｢極低電力回路・システム技術開発｣プロジェクトによる省電力化研究開発

●ソフトウェア／アーキテクチャ的アプローチ（研究開発項目⑦）

研究開発項目 研究開発目標 目標設定の根拠

⑦低消費電力メ●あるべき低消費電力メニーコア用アーキテ ｢極低電力回路・システム技術開発｣プロジェクト

●ソ トウ ア ア キテクチャ的ア チ（研究開発項目⑦）

⑦低消費電力メ
ニーコア用アー
キテクチャとコ
ンパイラ 技術

注

●あるべき低消費電力メニ コア用ア キテ
クチャを提案する

●既存技術と比べて電力当たりの処理性能
２倍以上を達成する

●組み込み向けアプリケーション実行時電力

｢極低電力回路 システム技術開発｣プロジェクト
中の極低LSIﾁｯﾌﾟ統合最適化技術の目標（電力
消費量１／１０以下（注2）と同等の省エネルギー
効果をメニーコアアプローチで実現を図る

（注1）
●組み込み向けアプリケ ション実行時電力

消費量を１／１０以下にする 同時に処理性能についてもユーザビリティ要求
を考慮して電力当たり２倍以上の目標を設定
（注3）

（注1）｢極低電力回路・システム技術開発｣プロジェクトと
して、その他にハードウェア・アプローチによる省電力化技
術開発（基本計画の研究開発項目①～⑥（ロジック回路技術
開発、メモリ回路技術開発、アナログ回路技術開発、電源回

り
の

エ
ネ
ル

ギ
ー

10

100 Edynamic
Eleak
Etotal

1/10

理論限界
1/10

（注２）
極低LSIﾁｯ
ﾌﾟでの1/10
以下の理論

限界
路技術開発、 LSIﾁｯﾌﾟ統合最適化技術等）があるが技術的要
素が異なるため、今回の事後評価の対象外（研究開発項目①

～⑥についての事後評価分科会は別途11/19(火)（開催済）

エネルギー効率の電源電圧依存性

演
算

あ
た
り

(a
u)

0.1

1

0 0.5 1 1.5
電源電圧 (V)

出展：｢極低電力回路・システム技術開
発｣事後評価分科会（公開）資料
（2013/11/19開催）資料より

限界
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（注３） 例えば、同じ電圧（e.g.,１V）で動作させた場合に研究開発目標では既存技術より計算処理が２倍以上速くできる



11 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅱ．研究開発マネジメント
（１）研究開発目標の妥当性（メニーコア化の意義）

■半導体技術による性能向上対策
シングルコア メニーコア/マルチコア（注１)

■メニーコア・マルチコア化の利点

CPU
◆かつては、微細化技術により、半導体の

高集積化、高速化、
低消費電力化の同時達成が可能

CPU

メモリ回路

外部ｲﾝﾀﾌｪｰｽ回路
メモリ回路

CPU

CPU

◆現在は微細化の技術的制約のため、さ
らなる低消費電力化且つ性能向上には

外部ｲﾝﾀﾌｪｰｽ回路

メモリ回路

（計算例）２個のコアを使用する際に周波数を1/2に低下且つ同
時に電圧が70%に低下可能という仮定での計算ではシングルコ
アの2倍の性能対電力比となる （下表）（注2）らなる低消費電力化且つ性能向上には

現在は革新的な対策が必要な状況

アの2倍の性能対電力比となる （下表）（注2）

シングルコア
メニーコア・マルチコア

(コア2個の場合）

処理 ［周波数］ 0 5 × ２個 1処理
能力

［周波数］

に比例
１

0.5 × ２個 = 1
シングルコアと同等

消費

［周波数
×

電圧の2 １

(0.5×0.72)×2個 = 
0.5

◆ メニーコアによるアプローチへの
期待

（注１)ﾏﾙﾁｺｱ：2～63ｺｱ ﾒﾆｰｺｱ：64ｺｱ以上

電力 電圧の2
乗 ］に比

例

１ 0.5
シングルコアの半分

性能対消費電力比 １
1/0.5 = 2

シングルコアの2倍

11/17
性能対消費電力比の向上を実現事業原簿（公開版）Ⅱ-1

NEDO試算（注2）本例はﾒﾆｰｺｱ・ﾏﾙﾁｺｱ化の効果を示すためのものであり

並列実現性やﾁｯﾌﾟ容積量等の複数ｺｱ化の弊害等は考慮していない

12 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅱ．研究開発マネジメントについて
(2)研究開発計画の妥当性（プロジェクト開発項目および実施計画）研究開発 妥 性（ 開発項目 実施 ）

『⑦低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術』中の研究開発項目を
基盤技術開発、応用技術開発（注１）に分けて効率的に実施。

研究開発項目 2010年度 2011年度 2012年度 達成目標

【メニーコア基盤技術開発】

(１)汎用メ アS C開発

汎用SoC

向けﾒﾆｰｺ
ｱ ｱ ｷﾃｸﾁｬ(１)汎用メニーコアSoC開発

(1)-1 汎用メニーコア・アーキテクチャ設計

(1)-2 メニーコア用コンパイラ技術開発

(1)-3 メニーコア・ア－キテクチャ実装
評価／電源電圧制御技術開発

ｱ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ
の開発と
電力性能
当たり性
能2倍､消
費 電力量

基本アーキテクチャ開発 詳細アーキテクチャ開発、RTL設計 アーキテクチャ改良と評価

合成／マッピング技術開発 実装評価

制御アルゴリズム開発 プロトタイプ開発と実装評価ﾃﾞﾊﾞｲｽ/ｱﾌﾟﾘ特性調査

（注2）

評価／電源電圧制御技術開発

（５百万円） （７２百万円） （７０百万円）

費 電力量

1/10達成

【メニーコア応用技術開発】

ビデ グ

ﾋﾞﾃﾞｵﾏｲﾆﾝ
ｸﾞ向けﾒﾆｰｺ
ｱ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ
開発と電力

装

アプリケ ション分析
アーキテクチャ改良

実装評価とデモボ ド設計詳細アーキテクチャ開発 RTL設計
（注2）

(２)ビデオマイニング向けメニーコア
開発

(３)ソフトウェア開発環境開発

開発と電力
性能当たり
性能2倍､消
費電力量
1/10達成

ﾄｳ 開

アプリケーション分析 実装評価とデモボード設計

コンパイラ／性能推定技術開発
ベンチマーク開発 ソフトウェア開発環境の実装評価

詳細アーキテクチャ開発､RTL設計

アプリケーション分析

（１５百万円） （７８百万円） （１３０百万円）

ｿﾌﾄｳｪｱ開
発環境の
構築･公開

合計 （370百万円） （２０百万円） （１５０百万円） （２００百万円）
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（注１）基盤技術開発：将来的な実用化を目指す革新的な基礎技術開発。
応用技術開発：2-3年以内の実用化を目指した実用化技術開発

（注２）RTL：Register Transfer Level



13 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅱ．研究開発マネジメントについて
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性（目標達成に向けた体制の構築）研究開発実 事 体 妥 標 体 構

大学、企業による産学連携の体制を実現。

委託
九州大学ＮＥＤＯ

立命館大学

(1)-1 汎用メニーコア・アーキテクチャ設計等

(1) 2 メニ コア用コンパイラ技術開発等

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ﾘｰﾀﾞｰ
井上准教授(九大) (1)-2 メニーコア用コンパイラ技術開発等

(1)-3 メニーコア・ア－キテクチャ実装評価
／電源電圧制御技術開発等

東京農工大学電気通信大学
再委託

井上准教授(九大)

(1)-3 メニーコア評価用ＯＳ設計

(株)トプスシステムズ

(2) ビデオマイ ング向けメ ア開発等

／電源電圧制御技術開発等 (1) 3 メ コア評価用ＯＳ設計

ＰＪ進捗会議

(株)フィックスターズ

(2) ビデオマイニング向けメニーコア開発等

(3) ソフトウェア開発環境開発等

13/17
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(3) ソフトウェア開発環境開発等

14 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅱ．研究開発マネジメントについて
(3)研究開発実施の事業体制の妥当性（目標達成に向けた体制の構築）研究開発実 事 体 妥 標 体 構

研究項目別の実施体制◎ 研究開発項目別の実施体制の構築
●基盤技術開発と応用技術開発２つを組み合わせて計３つの研究課題に取り組み
●基盤技術開発は大学を項目リーダとして、 応用技術開発は企業が項目リーダとして実施者参加して推進

★：研究項目リ－ダ

→ 大学から企業への速やかな技術移管を促進（PJ進捗会議等を通して設計仕様書、評価報告書の成果引継等）

基盤技術開発 応用技術開発目

(1)汎用メニーコアSoC

（2020年頃の実用化）

(2) ビデオマイニング
向けメニーコア

(2015年の実用化)

基盤技術開発（注） 応用技術開発（注）

研
究

開
発

項
目

(3)ソフトウェア開発
環境

(2014年の実用化)（2020年頃の実用化） (2015年の実用化)研

九州大学★

(2014年の実用化)

（注）
●基盤技術開発：

将来的な実用化を目指す革新的な基礎
技術開発

立命館大学

電気通信大学
東京農工大●応用技術開発：

2-3年以内の実用化を目指した実用化技
術開発

電気通信大学

(株)フィックスターズ ★

東京農工大
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(株)トプスシステムズ ★



15 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅱ．研究開発マネジメントについて
(4)研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメント（知財戦略）研究開発成果 実用 事業 （ 財戦略）

研究開発成果を生かした効率的な知的財産マネジメント

知的財産権の取り扱い管理
●（日本版バイド ル法により）知的財産権はＮＥＤＯより実施者に譲渡される●（日本版バイドール法により）知的財産権はＮＥＤＯより実施者に譲渡される
●特許出願後の状況の変更の都度、実施者よりＮＥＤＯに通知報告
●実施者間（３大学、２企業）は知財に関して共同研究契約書を締結

-単独機関の発明は単独所有、複数機関の発明は持分に応じた共用所有。
-（単独、共同）特許出願時には出願の旨を他実施者に通知し情報共有。

⇒ 特許の効率的な利用を促進
（例）九大のバリア制御特許を（株）トプスシステムズにて製品で利用計画する等

電通大九大 立命館大

共同研究契約（知財情報を共有） ＮＥＤＯ

日本版バイドール法に基づく知財譲渡

電通大九大 立命館大

共同研究契約（知財情報を共有） ＮＥＤＯ
特許出願通知・出願権利化報告(株)ﾄﾌﾟｽ(株)ﾌｨｯｸ
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16 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開
①ＰＪ進捗会議によるフォロー
◎約２ｹ月周期でＰＪ進捗会議を開催
◎適宜進捗と研究開発の課題を把握して遅延が発生しないようﾀｲﾑﾘｰな対策実施。

②事業化に向けたヒアリング
◎NEDOにて PJ終了後の事業化見通しヒアリングを実施者に実施 （2011年5月 2012年5月の2回）◎NEDOにて PJ終了後の事業化見通しヒアリングを実施者に実施。（2011年5月・2012年5月の2回）
◎事業計画の明確化と ﾕｰｻﾞ企業（電機ﾒｰｶ､車載ﾒｰｶ等）へ提案を指示・促進。

③市場・技術動向調査
◎メニーコアの市場調査・事業調査を実施 （JEITA：利用分野調査 eSOL:ﾒﾆｰｺｱOS調査 CATS：開発環境調査）◎メニ コアの市場調査 事業調査を実施。（JEITA：利用分野調査、eSOL:ﾒﾆ ｺｱOS調査、 CATS：開発環境調査）

◎メニーコアのSoC分野への適用ﾆｰｽﾞを把握して研究開発計画の方向性を確認。

④PJ終了後の実用化支援
◎本成果を活用して組込み向け（車載用途等）メニーコア実用化に向けてNEDO助成事業注)にて

実施者（（トプスシステムズ）がメニーコアモデル国際標準化を含む技術開発を実施中。

■タイムリーな進捗管理により研究開発項目毎の目標を達成！！
■NEDOの実用化・事業化マネジメントにより、ＰＪ終了後，以下のメニーコア ビ
ジネスを立ち上げ

【例】マルチ/メニーコア用ソフトウェア開発ツール（フィックスターズ）
ビデオマイニング向けメニーコア・プロセッサ（トプスシステムズ）

16/17

ビデオマイニング向けメニ コア プロセッサ（トプスシステムズ）

注)名称：ＮＥＤＯ｢戦略的省エネルギー技術革新プログラム（期間：2013年2月～2015年2月） 『多様なﾏﾙﾁ・メニ－コアの高度な活用を可能にする標準
プラットフォーム開発』｣助成事業として(ⅰ)メニーコアモデル国際標準化の推進 (ⅱ）車載向けビデオマイニングシステムの事業を加速・先導する。参
画企業：（株）トプスシステムズ、ルネサス（株）、イーソル（株）。 NEDO省エネルギー部所管。



17 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開Ⅱ．研究開発マネジメントについて
(4)研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメント（外部企業との事業連携促進）研究開発成果 実用 事業 （ 部 業 事業 携促 ）

●研究成果の社外へのアピールによる企業連携や事業化の促進
NEDO主催の公開メニーコアシンポジウムにより本ＰＪの成果報告発表・パネルディスカッションを
実施して（2012年3月 2013年2月の2回開催） 外部ユ ザ 有識者と盛んな商談 議論を行 た

CEATEC2011・CEATEC2012のNEDOブースにてメニーコアの研究開発成果展示、成果プレゼン
テーションを発表（2011年10月、2012年10月の2回開催）

実施して（2012年3月、2013年2月の2回開催） 外部ユーザ、有識者と盛んな商談・議論を行った。

国内企業へのアピールによりメニーコア研究成果の活用・普及を促進
外部ユーザ・連携企業・外部有識者との意見交換を実施

外部企業との商談・連携議論の機会を創出して今後の実用化事業化の後押し外部企業との商談 連携議論の機会を創出して今後の実用化事業化の後押し
行った。

＜CEATEC2012の事例＞
NEDOブース来場者数 約1万5千人

＜ﾒﾆｰｺｱｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2012の事例＞
参加者数 約160人の聴講者 NEDOブース来場者数 約1万5千人

うち63人とプロジェクト成果に係る具体的な意見交換を実施
参加者数 約160人の聴講者

外部ユーザに成果をアピール
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展示ブースの様子メニーコアデモシステム展示シンポジウムの様子

18 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開．研究開発マネジメントについて
(4)研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメント（将来の事業化のイメージ）

実用化/事業化

自動車 多目的

研究会開発項目

基盤技術開発 プ シ ムズ
数年後 自動車

メーカ
多目的FPGA

実証

同上情報家電
メーカ

基盤技術開発

汎用メニーコアＳｏＣ

FPMA用SWツ ル

トプスシステムズ

FPMA*2)

汎用ﾒﾆｺｱChip販売

医療機器
メーカ

同上

各メーカで検証したい新Logicを
FPMA上に容易に実証・評価

FPMA用SWツール

応用技術開発

ビデ グ向
トプスシステムズ

成果を活用

２～３年後

VideoﾏｲﾆﾝｸﾞIP
販売 *1)

自動車
メーカ

自動衝突回避等

デジタルカメラ等
映像検索等

ビデオマイニング向けメ
ニーコア

トプスシステムズ
自動車
メーカ

情報家電
メーカ

内視鏡自動診断等

メーカで高負荷な対象ﾋﾞﾃﾞｵ処
理をChip/ASSP実装

医療機器
メーカ

汎用ﾏﾙﾁｺｱ・ﾒﾆｺｱ用
SW開発環境・ツール

販売

理をChip/ASSP実装

応用技術開発

ソフトウェア開発環境
自動車
メーカ

高負荷処理等

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ処理

産業機器
メーカ

金融・ＩＴ
サービス

18/17*1)商標：IP=RTL記述のChip設計データ *2)Field Programmable Manycore Array（汎用ﾒﾆｺｱ：S/W入れ替えのみでFPGAと同様の機能を享受可能） *3)SoC：Sysmtem on Chip
18

ヘルスケア等医療機
器・ｻｰﾋﾞｽ

カ

サ ビス



1 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣
（事後評価）第１回分科会 資料５－１

「極低電力回路・システム技術開発（グリーンITプロジェクト）｣研究開発項目⑦

（事後評価）

｢低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術｣

（事後評価）

（２０１０年度～２０１２年度）

（ 開）

III．研究開発成果について
実用化 事業化に向け 見通し及び取り組みに

（公開）

Ⅳ．実用化、事業化に向けての見通し及び取り組みについて

２０１３年 １２月９日

プロジ クトリ ダ 九州大学 井上 弘士プロジェクトリーダー 九州大学 井上 弘士

参加機関：九州大学・立命館大学・電気通信大学・
株 ク タ ズ 株 プ ズ

1/24

（株）フィックスターズ・（株）トプスシステムズ

2 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
（１）目標の達成度と成果の意義（基本計画目標に対する成果と達成度）

研究開発目標
最終目標（２０１３年２月）

成果 達成度

あるべき低消費電力メニーコア用

アーキテクチャを提案する。

• 汎用SoCをターゲットとしたメニーコア用アーキテク
チャを開発（略称：SMYLEref)

• ビデオマイニングをターゲットとしたメニーコア用アー
キテクチャを開発（略称：SMYLEvideo）

◎
キテクチャを開発（略称：SMYLEvideo）

既存技術と比べて電力当たりの処

• SMYLEref：従来実行方式と比較して電力当たり4倍の
性能向上を確認（加えて、サーバ向け並列実行技術 ◎既存技術と比べて電力当たりの処

理性能２倍以上を達成する
を開発し4.3倍の性能向上を実機で確認）

• SMYLEvideo：最新画像認識プロセッサに対し電力当
たり3.2倍の性能向上を確認

既存技術と比べて組込み向けアプ
リケ シ ン実行時の電力消費量

• SMYLEref：従来実行方式と同一性能を前提とした場
合に消費電力量1/10を見積りにより確認（加えて，
サーバ向け並列実行技術では消費電力量1/4を確 ○

◎：目標を大幅に超えて達成 ○：目標達成 △:目標一部未達×：目標未達

リケーション実行時の電力消費量
を１／１０以下にする

認）
• SMYLEvideo：最新画像認識プロセッサに対し電力消

費量1/4，回路規模1/2を確認

○

2/24
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3 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
（１）目標の達成度と成果の意義（本プロジェクトにおける問題意識）

• 産業的観点（アーキテクチャ）• 産業的観点（アーキテクチャ）
– メニーコア開発によるサクセスストーリが示されていない

– 多くの半導体メーカが先進的なプロセッサ開発へ踏み出せない多 半導体 先進 な ッ 開発 踏 出 な

→2つの戦略に基づくアーキテクチャ開発

• 産業的観点（ソフトウェア）
– メニーコア向けのプログラム開発環境が整っていない

– プログラム生産性の低下が懸念されメニーコア化へシフトしない

特に既存の フトウ ア資産の活用（移植）に大きな障壁– 特に既存のソフトウェア資産の活用（移植）に大きな障壁

→ソフトウェア開発基盤の開発

• 学術的観点• 学術的観点
– メニーコア実行／評価環境が整備されていない

– その結果，研究開発を加速することができない

3/24

その結果，研究開発を加速する とができな

→研究開発基盤の整備と普及
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4 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
（１）目標の達成度と成果の意義（本プロジェクトの狙い）

• 産業的観点（アーキテクチャ）• 産業的観点（アーキテクチャ）
– メニーコア開発によるサクセスストーリが示されていない

– 多くの半導体メーカが先進的なプロセッサ開発へ踏み出せない多 半導体 先進 な ッ 開発 踏 出 な

→2つの戦略に基づくアーキテクチャ開発

• 産業的観点（ソフトウェア）
– メニーコア向けのプログラム開発環境が整っていない

– プログラム生産性の低下が懸念されメニーコア化へシフトしない

特に既存の フトウ ア資産の活用（移植）に大きな障壁– 特に既存のソフトウェア資産の活用（移植）に大きな障壁

→ソフトウェア開発基盤の開発

• 学術的観点
実用化を見据えた研究開発

オ プン化を目指した研究開発• 学術的観点
– メニーコア実行／評価環境が整備されていない

– その結果，研究開発を加速することができない

オープン化を目指した研究開発
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その結果，研究開発を加速する とができな

→研究開発基盤の整備と普及
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5 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
（１）目標の達成度と成果の意義（主な研究成果：実用化に向けて）

汎用システムLSI SMYLEref
汎用システムLSIメニーコア SMYLEref

クラスタ型メニ コア ア キテクチャを提案あるべきメ ア ア キテクチ を提案する

目標 成果
汎用システムLSI SMYLEref • クラスタ型メニーコア・アーキテクチャを提案，

FPGAプロトタイプにより128コア動作確認
• 既存方式に対して電力当たり4倍の性能向上

を確認

• あるべきメニーコア・アーキテクチャを提案する
• H21年3月最新技術に対し，電力当たりの処理

性能2倍を達成する
• H21年3月最新技術に対し，組込み向けアプリ を確認

• 消費電力量1/10の実現可能性を確認

ビデオマイニング向けメニーコア SMYLEvideo

H21年3月最新技術に対し，組込み向けアプリ
実行時の消費電力量を1/10以下にする

目標 成果
• へテロジニアス・メニーコア・アーキテクチャを

提案，FPGAボードにより2クラスタ動作確認
• 2013年時の最新画像認識プロセッサに対して

電力当たり3 2倍の性能向上を確認

• あるべきメニーコア・アーキテクチャを提案する
• H21年3月最新技術に対し，電力当たりの処理

性能2倍を達成する
電力当たり3.2倍の性能向上を確認

• 2013年時の最新画像認識プロセッサに対して，
消費電力量1/4，回路規模1/2を確認

• H21年3月最新技術に対し，組込み向けアプリ
実行時の消費電力量を1/10以下にする

高速ソフトウェア・ライブラリ BEMAP

• 主要4分野から8種類のコードを選択し，
OpenCL版高速ソフトウェア・ライブラリを開発

• 主要アプリケーション分野を定め，メニーコ
ア向けソフトウェア・ライブラリを開発する

目標 成果

5/24
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OpenCL版高速ソフトウェア ライブラリを開発ア向けソフトウェア・ライブラリを開発する

6 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
（２）知的財産権等の取得及び標準化の取り組み

汎用システムLSIメニーコア SMYLEref

特許件数：国内3件，米国1件

• 同期処理回路及び同期処理方法（九州大学）

• メニーコアにおいて同期処理を高速化するためのハードウェア機構であり，同期
処理に参加するコアのグループを形成することが可能

プ シ ムズ よる 実用化 利用を想定

ビデオマイニング向けメニーコア SMYLEvideo

• トプスシステムズによるSMYLEref実用化での利用を想定

• プロセッサコア，およびマルチコア・プロセッサ・システム（トプスシステムズ）
• コア間での直接通信を極めて高速に実現するためのハードウェア機構
• トプスシステムズによるSMYLEvideoで使用• トプスシステムズによるSMYLEvideoで使用
• 米国特許も出願済み

ソフトウェア開発環境 PEMAP

• 実行時間算出装置，実行時間算出方法，及びプログラム（フィックスターズ）
• プログラム移植後の性能推定を可能にするコード生成技術

6/24
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プログラム移植後の性能推定を可能にするコ ド生成技術
• フィックスターズ社の「M3プラットフォーム」にて活用（高速ライブラリ開発で活用）



7 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
（３）成果の普及（成果物の公開と学術的貢献）

成果物の公開 論文/発表
• 国内論文（査読付き）：2件• 国内論文（査読付き）：2件
• 国内会議：31件
• 国際会議：22件

主 際会議発表

メニーコアFPGA評価環境 C-to-OpenCL変換ツール

• PACT 2012, 2013
• MPSoC 2012, 2013

DATE 2012 2013

主要国際会議発表

メニ コアFPGA評価環境
（RTL/OS/ミドルウェア含む）

C to pe C 変換ツ ル
(ソースコードレベル公開)

• DATE 2012, 2013
• ASPDAC 2013

受賞

Core  Array
Em ulation  Engine

OpenCL  Program

Linux  OS

Runtim e
Library

Core
Em ulation

Thread
...

.cp
p.cp

p.cpp
.cpp

OpenCL
Host  Code

.cl.cl.cl.cl

OpenCL
Kernel  Functions

Core
Em ulation

Thread

Core
Em ulation

Thread

Core
Em ulation

Thread
...

 A

l

locat ion Daa

• WANC’12 Best Paper Award
• SACSIS’12 優秀ポスター賞
• 情報処理学会山下記念賞

受賞

メニーコア用ベンチマーク集
(C/OpenCLソース，最適化レポート含む)

メニーコア用
機能シミュレータ • 2012年(参加者165名)

• 2013年(参加者115名)

NEDO主催シンポジウム
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• 2013年(参加者115名)

8 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（研究体制と研究テーマ）

基盤技術開発 応用技術開発

汎用メニーコアSoC
SMYLEref

年 実

ビデオマイニング

向けメニーコア
SMYLEvideo

基盤技術開発 応用技術開発

SW開発環境と
高速SWライブラリ

BEMAP
（2020年頃の実用化） (2015年の実用化)

九州大学★

(2014年の実用化)

立命館大学

電気通信大学電気通信大学

(株)フィックスターズ ★

東京農工大

(株)トプスシステムズ ★

8/24



9 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEref：狙い）

• メニーコアSoCプラットフォーム（汎用SoCを目指して）

 マルチコア性能<<メニーコア性能<専用エンジン性能

 様々なアプリケ ションを「比較的」効率良く実行 様々なアプリケーションを「比較的」効率良く実行

 SoCに搭載された複数HWエンジンをメニーコア(SW処理)で置換え
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Processing

Mail

Box
CRC

Decryption

メニーコア技術を活用した新しいSoCビジネスモデル
「多品種少量生産 から「少品種大量生産

c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c c cBox
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「多品種少量生産」から「少品種大量生産」へ
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10 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEref：仮想アクセラレータVAMの導入）

スケーラビリティの高い
アプリケーションばかりではない！

シングルスレ ドシングルスレ ド ルチスレ ドルチスレ ド ルチスレ ドルチスレ ド

本研究の狙い

シングルスレッド

シングルプログラム

実行

シングルスレッド

シングルプログラム

実行

マルチスレッド

シングルプログラム

実行

マルチスレッド

シングルプログラム

実行

マルチスレッド

マルチプログラム

実行

マルチスレッド

マルチプログラム

実行

タスクA タスクB タスクC

アプリケーション アプリケーション

汎⽤処
理部

加速実⾏部

P VAM

汎⽤処
理部

加速実⾏部

P VAM

汎⽤処
理部

加速実⾏部

P VAM

c c c c c

P VAM
16-Core

P VAM
32-Core

P VAM
64-Core

仮想
アクセラレータ

c
c
c
c

c
c

c
c
c
c

c
c

c
c
c
c

c
c

c
c
c
c

c
c

c
c
c
c

c
cP

Pホストコア
様々な並列性を活⽤

• VAM内：データ/スレッド並列
• VAM間：タスク/アプリ並列

柔軟なVAMの割当て
• コア稼働率の向上
• 処理の空間局所化
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VAM: Virtual Accelerator on Many-core

処理の空間局所化
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64コアサーバシステムでの実行時間

hashimotokor
画像

hashimotokor
画像

hashimotokor
線

hashimotokor
線



11 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEref：アーキテクチャ）

• 共有メモリ・モデル

• VAMの実装を考慮VAMの実装を考慮

 シンプルなスカラコアで構成されるクラスタ構造＋NoC接続

 プライベートL1$＋分散共有L2$（HWコヒーレンス制御無し）

 再構成可能グループHWバリア機構の導入（SW方式から60倍の高速
化）

Packet Cont.
Router

Scalar
Core

Scalar
Core

Scalar
Core

Scalar
Core

Distributed Sahred L2$

IL1 IL1 IL1 IL1

DL1 DL1 DL1 DL1

DL1 DL1 DL1 DL1

Cluster

Host

VAM1

VAM1

VAM VAM.

Scalar
Core

Scalar
Core

Scalar
Core

Scalar
Core

IL1 IL1 IL1 IL1

Mem. Controler
I/O Controller

SDRAM Peripherals

Host2 3

11/24
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12 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEref：SoC設計フロー）

問題：既存OpenCL実行環境は多くの場合で逐次実行モデル（データ並列性の活用）
対策：空間並列実行モデルとして実装→タスクorプログラム・レベル並列性の積極活用

OpenCL Program 3OpenCL Program 2OpenCL Program 1• プログラミングモデルには
オープン仕様でありロイヤリ

Host CodeHost Code

Cross‐Compiler

Host Code 1 3

Compile‐Time Creation 
of Contexts

オープン仕様でありロイヤリ
ティフリーなOpenCLを採用

• 組込み応用を意識したラン
タイム・ライブラリ開発 Device Code 1

Host Code 1..3
Device Code 2 Device Code 3

Light‐Weight
Run‐Time System

Mapper

タイム ライブラリ開発
• 機能検証のためのシミュ

レータ開発

問題：最適なコア割り当てを実現できない
対策：複数コンテキスト静的マッピング手法の開発

Static Mapping

問題：既存OpenCL実行環境は動的制御によるオーバヘッド大
対策：組込みシステム向けOpenCL実行環境の構築

対策：複数コンテキスト静的マッピング手法の開発

12/24
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対策：組込みシステム向けOpenCL実行環境の構築
→可能な限りコンパイル時に処理（タスク割当てなど）



13 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEref：128メニーコアFPGAプロトタイプ）

IL1 IL1 IL1 IL1
Cluster

• クラスタ：MIPSベースのRISCコアを8
個 NoCのためのルータ 分散共有L2

Packet Cont.
Router

Scalar
Core

Scalar
Core

Scalar
Core

Scalar
Core

Distributed Sahred L2$
DL1 DL1 DL1 DL1

ScalarScalarScalarScalar

DL1 DL1 DL1 DL1

Cluster

Host

個、NoCのためのル タ､分散共有L2
キャッシュ・スライスを搭載

• ホストコア：Linuxを起動可能であり CoreCoreCoreCore

IL1 IL1 IL1 IL1

Mem. Controler
I/O Controller

Host• ホストコア：Linuxを起動可能であり､
VAM制御のためのAPI策定、ドライバ
開発、MPEGデコードデモシステム開
発 などを実施 SDRAM Peripherals発､などを実施

• ボード間通信：高速シリアル通信イン
タフェースであるrocket I/Oを使用､
ボード間通信サポート・モジュールを
開発

• プロセッサコアのクロック周波数は数
10MHz程度、rocket I/Oによるルータ

13/24
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10MHz程度、rocket I/Oによるル タ
間は5GHzでのシリアルデータの通信

14 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEref：性能／消費電力量評価）

全コア実行
（全コアアクティブ）

逐次最適コア数実行
（全コアアクティブ）

逐次最適コア数実行
（未使用コアはアイドル）

逐次最適コア数実行
（未使用コアは完全停止）

PIDLE = 0.4×PACTIVE PIDLE = 0
PIDLE : アイドル/停止時のコア当り消費電力
PACTIVE : 活性化時のコア当り消費電力

複数の並列プログラム

使用
するコア

使用
するコア

使用
するコア

S All S-Opt S O t Idl S Opt Offを順次実行（既存）

複数の並列プログラム
を同時実行（SMYLE）

S-All S Opt
ベースライン

S-Opt-Idle S-Opt-Off

P-Opt P-Opt-Idle P-Opt-Off

• 性能（スループット）はFPGAメニーコア評価環境での実行結果より推定
• 消費電力は電力モデルに基づき見積り

3.5

4
4.5

上
比

４倍 2 5倍

1

1.2

ー 1/10倍

1.5
2

2.5
3

た
り

の
性

能
向 ４倍 2.5倍

0.4

0.6

0.8

消
費

エ
ネ

ル
ギ

ー 1/10倍

1/7倍

0
0.5

1

1.5

All Opt Opt-Idle Opt-Off Opt Opt-Idle Opt-Off

電
力

当

0

0.2相
対

消

All Opt Opt-Idle Opt-Off Opt Opt-Idle Opt-Off
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S (既存) P (SMYLE) S (既存) P (SMYLE)

S-Optと同一性能となるよう動作周波数を1/4とし，電源電圧を60%に低下すると仮定
⇒実行時間はS-Optと同じでPACTIVEは0.09倍（0.25×0.6×0.6）



15 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEref：サーバ応用を意識した動的最適化技術開発）

• 実行中に各プログラムの「スケーラビリティ」を推定
• 各プログラムに対して「コア数」と「動作周波数＆電源電圧」を動的各プログラムに対して コア数」と 動作周波数＆電源電圧」を動的

に決定
• 同時実行プログラムの種類や挙動が変化した場合でも追従可能
• Linuxに実装し実機（64コアを搭載したサーバシステム）で評価

Idle 

• Linuxに実装し実機（64コアを搭載したサーバシステム）で評価
⇒4.3倍の性能向上と75%以上の消費エネルギー削減を確認

 

Active 
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（A）単一プログラム実行 （B）複数プログラム均一分割実行 （C）複数プログラム不均一分割実行 
〜SMYLEref実行方式〜 
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16 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（研究体制と研究テーマ）

基盤技術開発 応用技術開発

汎用メニーコアSoC
SMYLEref

年 実

ビデオマイニング

向けメニーコア
SMYLEvideo

基盤技術開発 応用技術開発

SW開発環境と
高速SWライブラリ

BEMAP
（2020年頃の実用化） (2015年の実用化)

九州大学★

(2014年の実用化)

立命館大学

電気通信大学電気通信大学

(株)フィックスターズ ★

(株)トプスシステムズ ★
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17 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（ビデオマイニング向けメニーコア：SMYLEvideoの開発）

SMYLEvideoの狙い

• 完全ソフトウェア処理

• リアルタイム性の保証と低消費
電力の両立

• スケーラビリティの確保

アプローチ

• SMYLErefのクラスタ構造や複
数タスク同時実行技術を導入数タスク同時実行技術を導入

• ビデオマイニングに焦点を当て
たハードウェア／ソフトウェア
協調設計協調設計

ビジネス展開戦略

• FPGAボードを用いたデモンスト
レーション

• ユーザ環境（コア種類など）への
カスタマイズ
ドメイン特化型メ ア として

17/24
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• ドメイン特化型メニーコアIPとして
提供

18 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEvideo：アーキテクチャ）

• KPNモデルによるストリーム O
 

TaskO
 O
 

Task

ローカルメモリ ローカルメモリ 

KPNモデルによるストリ ム
型並列処理アーキテクチャ

• ビット幅の異なる２種類のコ

FI
FO (*
) Task-

A FI
FO (*
) 

FI
FO (*
) Task-

B 
Kahn Process Network 

• ビット幅の異なる２種類のコ
ア（64ビットと256ビット）と拡
張複合命令のサポート

L1 Instruction Memory(SPM) 

Cluster 0 

Instruction Bus 
Event Bus Register Bus 

L1 Instruction Memory(SPM) 

Cluster 1 

Instruction Bus 
Event Bus Register Bus 

• ソフトウェア制御可能なFIFO
をレジスタ・ファイル上に実現

請

L1 Data Memory(SPM) 

QVP 
C0 

SVP 
C4 

Data Bus 

QVP 
C1 

QVP 
C2 

QVP 
C3 

SVP 
C5 

L1 Data Memory(SPM) 

SVP 
C0 

Data Bus 

QVP 
C2 

QVP 
C3 

SVP 
C1 

合計 ク タ（国内／国外特許申請）

• クラスタ内レジスタ通信＋ク
L2 Data Memory (SPM) 

CPU Mem 
Ctrl 

I/O 

SMYLE for Video Mining Chip 

NoC for data and event communication 

QVP : Quad V processor 
           (256-bit core) 
SVP : Single V processor 
           (64-bit core) 

合計：2つのクラスタに10コア ( SIFT: 15fps) 

ラスタ間NoC通信 Cluster 
1 

Cluster 
0 

Cluster 
2 

Cluster 
3 

・・・・・ ・・・・・ Cluster Cluster 

更にクラスタの追加により、スケーラブルに高性能化や高機能化が可能  

18/24
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19 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（SMYLEvideo：性能／消費電力／コスト評価）

アプローチ 
ソフトウェア 

方式 

性能 
（GOPS) 

柔軟性 
(ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾏﾋﾞﾘﾃｨ) 

ｽｹｰﾗﾋﾞﾘﾃｨ 
（拡張性） 

消費電力 
（mW） 

コスト 
（回路規模） 

◎ ◎SMYLEvideo 
ヘテロジニアス・ 
メニーコア 

分散並列 
処理ソフト 

◎ 
～700GOPS *1 

@100MHz 
(2ｸﾗｽﾀ構成) 

◎
 
 

 

◎ 
（PE数, 

ｸﾗｽﾀ数） 

◎ 
350mW以下 *3 

（2ｸﾗｽﾀ構成) 

◎ 
約17mm2 *2 

（3Mgate+2MB)　 

SoC ソフトSoC 
（独自アルゴリズム＋　 
　汎用コア＋ 
　専用アクセラレータ） 

ソフト 
＋ 

ハードIP 

△ △ △ △ △ 

SoC 
（汎用コア＋

ソフト 
＋

◎ 
464GOPS △ △

○ 
748 6mW ○ 

（汎用コア＋ 
　専用アクセラレータ） 

＋ 
ハードIP 

464GOPS 
@266MHz 

△ △ 748.6mW 
620GOPS/W 

44.54mm2 

SIMD型マルチコア 
SIMD 

＋ 
MIMD 

△ 
138＠108MHz 

○ 
○ 

（PE数） 
○ ○ 

MIMD 
 （PE数） 

*1 Intel corei5の性能から換算した見積値 
*2 40nmで実装した場合の見積値 
*3 外部メモリの消費電力も下がる 
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命令レベル・シミュレータ開発 消費電力見積り

20 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（研究体制と研究テーマ）

基盤技術開発 応用技術開発

汎用メニーコアSoC
SMYLEref

年 実

ビデオマイニング

向けメニーコア
SMYLEvideo

基盤技術開発 応用技術開発

SW開発環境と
高速SWライブラリ

BEMAP
（2020年頃の実用化） (2015年の実用化)

九州大学★

(2014年の実用化)

立命館大学

電気通信大学電気通信大学

(株)フィックスターズ ★

(株)トプスシステムズ ★
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21 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（メニーコア向けソフトウェア開発環境の構築）

SW開発環境構築の狙い

• SWの資産化／共有化
プ グ 移植容 性 向• プログラム移植容易性の向上

• メニーコア時代のSW開発に関
する知識の共有

アプローチ

• 半自動並列化コンパイラの開
発と公開（SMYLErefでも使

半自動並列化コンパイラ CLtrump
http://ctrump.sourceforge.net/cltrump.html 発と公開（SMYLErefでも使

用）

• 移植後性能推定ツールの開発
と公開

p p g p

と公開

• 主要な応用分野に着目したベ
ンチマーク開発と公開（→高速
ソフトウェアライブラリへ展開）

ビジネス展開戦略

• オープンソース化で利用者拡大

• 高速・高品質ライブラリ販売やカ
ズ 保 ポ

http://sourceforge.jp/projects/sfnet bemap/ 
OpenCLベンチマーク BEMAP

21/24
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スタマイズ，保守サポート
p g jp p j _ p

CLtrump (C to CL Translation Utilities for Manycore Processor)
PEMAP (Performance Estimator for Many-core Processors)
BEMAP (BEnchMark for Auto-Parallelizer)

22 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（CLtrump: 半自動最適化コンパイラ）p

• プログラマによる並列化作業プログラマによる並列化作業
負荷を軽減

• 高度最適化（アルゴリズムレ• 高度最適化（アルゴリズムレ
ベルなど）は人手､自動化可
能最適化（ループ変形など）
はコンパイラはコンパイラ

• コンパイラによる最適化チャ
プ グンスの提示とプログラマによ

る実行指示（インタラクティブ
な最適化）

• 最適化後コードの再利用性
の向上

22/24
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の向上



23 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開III．研究開発成果について
研究開発成果の詳細（PEMAP: 移植後性能推定用コード生成ツール）

• オリジナル・ソースコードからオリジナル ソ スコ ドから
移植後の性能を予測するた
めのソースコード（並列化ダ
ミーコード）を生成ミーコード）を生成

• 移植対象マシンで並列化ダ
ミ コ ドをネイティブ実行ミーコードをネイティブ実行

• 移植のためのコーディングを
植後行う前に移植後の性能を把

握可能

23/24
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24 低消費電力メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術 事後評価分科会

公開IV．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて
（１）成果の実用化・事業化の見通し

2013年 2015年 2020年

汎用システムLSI SMYLEref
汎用システムLSIメニーコア

SMYLE f
• FPMA(Field 

Programmable
• 事業化へと展開

汎用システムLSI SMYLErefSMYLEref

• FPGAプロトタイプにより128コア動作確認
• 既存方式に対して電力当たり4倍の性能向上を確認
• 消費電力量1/10の実現可能性を確認

Programmable 
Manycore Array)とし
て展開 • （株）トプスシステムズ

消費電力量1/10の実現可能性を確認

ビジュアルコンピューティングメニーコア

SMYLE id
• ユーザが有する環境 • カスタマイズ作業の

SMYLEvideo

• FPGAボードにより2クラスタ動作確認
• 画像認識プロセッサ@2013に対して電力当たり1.7

倍の性能向上を確認（CPUに対しては30倍）

へのカスタマイズ
• ユーザ獲得(2013年3

月)に基づく事業化進
行中

効率化
• さらなる事業の拡大

倍の性能向上を確認（CPUに対しては30倍）
• 加えて，消費電力量1/4，回路規模1/2を確認

（株）トプスシステムズ

ソフトウェア開発環境の構築
CLtrump/PEMAP/BEMAP

• ベンチマーク／高速ソフトウェア・ライブラリを開発

• 追加開発：SWプラット
フォームM3ブランド
に統合

• M3ブランドの普及
• さらなる事業の拡大

24/24

ベンチマ ク／高速ソフトウェア ライブラリを開発
• CtoOpenCL変換ツールを開発
• 移植後性能推定ツールを開発
• 特許出願1件

に統合
• 2社への導入決定

(2013年9月現在)
（株）フィックスターズ事業原簿（公開版）IV-１



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料１ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

参考資料 1－1 
 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 

 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）確定

理事長

報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民
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１．評価の目的 

 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 

 
２．評価者 

 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他

社会的ニーズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある６名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構評価部が担当した。 

 
３．評価対象 

 
平成２２年度に開始された「極低電力回路・システム技術開発（低消費電力

メニーコア用アーキテクチャとコンパイラ技術）（グリーンＩＴプロジェクト）」

プロジェクトを評価対象とした。 
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なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 

 
４．評価方法 

 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリングと、そ

れを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実施

者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換す

る形で審議を行うこととした。 

 
５．評価項目・評価基準 

 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、NEDO が定める「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-7 頁参照）を

もとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局がカスタマイズしたものである。 
プロジェクト全体に関わる評価について、主に事業の目的、計画、運営、達

成度、成果の意義、実用化に向けての見通しや取り組み等を評価した。 
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評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 
(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・「ＩＴイノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム」

の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと 
により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比 
較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動 
向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい 

るか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい 
るか。 

 
(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配 
分を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が 
明確になっているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）
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に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 
・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化の担い手、

ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や 

標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等 
に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待で 

きるか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま 

での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果 
として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、または汎用性のある成 

果については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が挙がっ 
ている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場 
合には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 
 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権 
の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用 
化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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(3) 成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 
・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
 ・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 
 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

 
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の

販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 
(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に 
なっているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 
・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は 
確保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 
・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が 
見込めるものとなっているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 
 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 
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標準的評価項目・評価基準 

平成２５年５月１６日 

 NEDO 
 

 
 
本「標準的評価項目･評価基準」は、「技術評価実施規程」に定める技術評価

の目的※を踏まえ、NEDO として評価を行う上での標準的な評価項目及び評価基

準として用いる。 
本文中の「実用化・事業化」に係る考え方及び評価の視点に関しては、対象

となるプロジェクトの特性を踏まえ必要に応じ評価事務局がカスタマイズする。 

  
※「技術評価実施規程」第 5 条(技術評価の目的) ①業務の高度化等自己改革の

促進、②社会への説明責任、経済･社会ニーズの取り込み、③評価結果の資源配

分反映による、資源の重点化及び業務の効率化促進 

 
なお「評価項目」、「評価基準」、「評価の視点」は、以下のとおり。 

   ◆評価項目：「１．・・・」 
   ◆評価基準：上記、各項目中の「（１）・・・」 
     ◆評価の視点：上記、各基準中の 「・」 

 
 
 
 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・ 
制度の目標達成のために寄与しているか。 

・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと 
により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比 
較において十分であるか。 

 
(2) 事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動 
向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

は じ め に 

評価項目・基準・視点 
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２．研究開発マネジメントについて 
(1) 研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい 

るか。 
・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい 

るか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマごとの  

配分を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観 
点から絞り込んだうえで活用が図られているか。 

 
(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が 
明確になっているか。 

・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担って 
いるか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争 
が十分に行われる体制となっているか。 

・知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 
(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

(基礎的・基盤的研究開発及び知的基盤・標準整備等研究開発の場合は、「事

業化」を除く) 

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 

・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用 

化の担い手、ユーザーが関与する体制を構築しているか。  

・ 全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されている場合、成果の 

   実用化・事業化シナリオに基づき、適切な研究開発のマネジメントが行 

われているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ戦略等) や 
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標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 

 
(5) 情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等 
に機敏かつ適切に対応しているか。 

 
３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 
・ 成果は目標を達成しているか。 
・ 成果は将来的に市場の拡大あるいは市場の創造につながることが期待で 

きるか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達成ま 
での課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果 
として評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、又は汎用性のある成 

果については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が上がっ 

ている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学又は公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場 

合には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 

 
(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権 

の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、又は実用 

化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の 

成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

 ・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 
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(4) 成果の最終目標の達成可能性(中間評価のみ設定) 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なも 

のか。 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の

販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 

 なお、評価の対象となるプロジェクトは、その意図する効果の範囲や時間軸

に多様性を有することから、上記「実用化・事業化」の考え方はこうした各プ

ロジェクトの性格を踏まえ必要に応じカスタマイズして用いる。 

 

 

(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に 

なっているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は 

確保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が 

見込めるものとなっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 

整備に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 



 

参考資料 1－11 
 

◆プロジェクトの性格が「基礎的・基盤的研究開発」である場合は以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 実用化イメージに基づき、課題及びマイルストーンが明確になっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・経

済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 

 

◆プロジェクトの性格が「知的基盤・標準整備等の研究開発」である場合は 

 以下を適用 

４．実用化に向けての見通し及び取り組みについて 

(1)成果の実用化の見通し 

・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得ら 

れているか。 

・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されている 

か、その見込みはあるか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準 

整備に向けた見通しが得られているか。 

・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 

・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的・ 
経済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

  

(2) 実用化に向けた具体的取り組み 

・ 成果の実用化に向けて、誰がどのように引き続き研究開発を取り組むの

か明確になっているか。 

 



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料２ 評価に係る被評価者意見 
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研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 
評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 

 



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料３ 分科会議事録 

 



  

（事後評価）分科会 

議事録 

 

日 時：平成２５年１２月９日（月）13：30～17：40 
場 所：大手町サンスカイルーム (朝日生命大手町ビル27階) Ｄ室 

 

出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 

分科会長   中島 浩  京都大学 学術情報メディアセンター センター長／教授 
分科会長代理 今井 正治 大阪大学 大学院情報科学研究科 情報システム工学専攻 教授 
委員     猪飼 英雄 トヨタ自動車株式会社 第2電子開発部  GM 
委員     佐藤 三久 筑波大学大学院 シスエム情報工学研究科 教授 
委員     鈴木 正人 パナソニック株式会社 システムLSI事業部 参事 
委員     橋口 昭彦 ソニー株式会社 デバイスソリューション事業部 アナログLSI事業部 部長 
 

＜推進者＞ 

岡田 武  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 部長 
関根 久  NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 統括研究員 
山崎 光浩 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 
高井 伸之 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 
平山 武司 NEDO 電子・材料・ナノテクノロジー部 主査 
 

＜実施者＞ 

井上 弘士 九州大学 大学院システム情報科学研究院 准教授 

冨山 宏之 立命館大学 理工学部 教授 

近藤 正章 東京大学 大学院 情報理工学系研究科 准教授 

並木 美太郎 東京農工大学 大学院工学研究院 教授 

田村 陽介 株式会社フィックスターズ エンジニアリングサービスユニット 取締役 

松本 祐教 株式会社トプスシステムズ 代表取締役社長 

 

＜企画調整＞ 

中谷 充良 NEDO 総務企画部 課長代理 
 

＜事務局＞ 

竹下 満  NEDO評価部 部長 
保坂 尚子 NEDO評価部 主幹 
加藤 芳範 NEDO評価部 主査 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、分科会の設置、資料の確認 

２．分科会の公開について 

３．評価の実施方法 

４．評価報告書の構成について 

５．プロジェクトの説明 

(1)事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメントについて 
(2)研究開発成果、実用化・事業化の見通し及び取り組みについて 

(3)質疑応答 
 

非公開資料取り扱いの説明 

 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの詳細説明 

6.1 実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
(1)株式会社トプスシステムズ 
(2)株式会社フィックスターズ 

 

（公開セッション） 

７・全体を通しての質疑 
８．まとめ・講評 

９．今後の予定、その他 

１０．閉会 
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議事内容 
（公開セッション） 

１. 開会（分科会成立の確認、挨拶、資料の確認） 

・開会宣言（事務局） 
・研究評価委員会分科会の設置について、資料1-1、1-2に基づき事務局より説明。 
・中島分科会長挨拶 
・出席者（委員、推進者、実施者、事務局）の紹介（事務局、推進者） 
・配布資料確認（事務局） 
 

２. 分科会の公開について 

事務局より資料2-1及び2-2に基づき説明し、議題６.「プロジェクトの詳細説明」を非公開とすること

が了承された。 
 

３,４. 評価の実施方法および評価報告書の構成について 
評価の手順を事務局より資料3-1～3-5、資料4に基づき説明し、評価の実施方法および評価報告書の構

成は事務局どおり了承された。 
 
５．プロジェクトの説明 
(1)事業の位置付け・必要性、研究開発マネジメントについて 

推進者より資料5-1に基づき説明が行われた。 
(2)研究開発成果、実用化・事業化の見通し及び取り組みについて 

実施者より資料5-1に基づき説明が行われた。 
 

【中島分科会長】 ありがとうございました。 
かなりいろいろな説明がありましたが、今の二つの説明に関して、ご意見・ご質問等お願いします。 

【佐藤委員】 なぜOpen CL（Open Computing Language：ヘテロジニアス・コンピューティングによる

並列処理を前提としたプログラム開発を効率的に行うためのプログラミング・モデルと実行フレーム

ワーク）を選んだのですか。 
【井上（実施者）】 OpenCLを選んだ理由は、そもそもSMYLEref（本プロジェクトで開発した、汎用メ

ニーコア（多数のコアを1個のLSIに集積したマイクロプロセッサ・チップ）SoC（システム・オン・

チップ）を実現するためのメニーコア・アーキテクチャ）は、ある種のホストコアがあって、加速す

る部分を、メニーコアを使っていくつかのコアを割り当てるという実行スタンスを取っています。そ

うなってくるとCUDA（Compute Unified Device Architecture：GPU（グラフィックス プロセッ

シング ユニット）向けの C 言語の統合開発環境）のような、ある種のアクセラレータを使うための

環境が必要になってきます。そこで基本的にはフリーで使える環境として、OpenCLは今後非常に重

要になってくるだろうということで選びました。 
【佐藤委員】 せっかくシェアードメモリを使っているのであれば、なぜそこまでやる必要があるのか。

OpenCL のところの説明にありましたが、逆に OpenCL を元に戻すような拡張をなさっている。つ

まりアフィニティをもう少し意識するという話なので、それであればOpenMP（並列コンピューティ

ング環境を利用するために用いられる標準化された基盤。主に共有メモリ型並列計算機で用いられ

る。）等にしたほうが非常に素直に行くと思うのですが。 
【井上（実施者）】 そのへんはいろいろ議論しましたが、結局ヘテロジニアス・コンピューティングが今後
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重要になってくるだろうというところを一番重要視して選びました。 
【佐藤委員】 これはホモジニアスですね。 
【井上（実施者）】 プロセッサの命令セットという観点ではそうですが、ホストコアから見たときに、メニ

ーコア側は、プロセッサの種類は同じですが、コアの数等も変わってきますので、そういう観点から

ヘテロジニアスであると我々は考えています。 
【佐藤委員】 そういった意味では、グローバルメモリ、外部のシェアードメモリがどういう形で繋がって

いて、オンチップネットワークがどういうふうに繋がっているのかの説明がなかったと思います。そ

れ次第だと思うのですが。 
【井上（実施者）】 まずメモリに関しては、共有メモリ空間を前提としていますので、どのコアからでも見

ることができます。ただし、これは組み込みを想定していますので、実際には複数プログラムがあっ

たときに、これをそれぞれクロスコンパイルして、最後に統合するところで、共有メモリであり、か

つプロセスとしては独立しているのですが、メモリ空間を割り当ててあげて、それで実行するという

形態になっています。 
オンチップネットワークですが、このクラスタの中は共有バスでまず結合されており、クラスタ間

は二次元メッシュになっています。この分散共有キャッシュですが、実際にはメモリマッピングを上

手く工夫することで、できるだけここに割り当てられたタスクを使うデータがここに載ってくるとい

う形にしています。 
【佐藤委員】 そういう観点からも何かOpenCLまで持っていくのは、少しやり過ぎで、結局はモジュラリ

ティなり、そのマッピングの仕方から言うと OpenMP くらいでとどめておいたほうが、何となくす

っきりプログラムができるという印象です。 
それから、電力性能の評価の方法ですが、ちょっと自社比で行うのはどうかと思います。結局フル

に使っているというところを、ほかのもう少し大きいプロセッサと比較して、そこがちゃんとベース

ラインになっていれば、この比較は意味があります。フルに使ったときに、普通のメニーコアではな

い、もう少し大きなコアを含めたシステムと比べて、電力が非常に多かったら、この比較も結構バイ

アスがかかっているという話になるわけです。 
従来のアーキテクチャから言って、結局メニーコアにしたから良かったというのは、こういう形で

アイドルの部分ができるからセーブができるのか、それとももう少しアーキテクチャ上でローカリテ

ィがキープできて、そのメモリトラフィックが少なくなるから良いというのか、そのあたりをもう少

しやっていただければ良いと思います。 
【井上（実施者）】 ありがとうございます。まったくご指摘はその通りです。実際には仮想的ですが、メニ

ーコアに対してどれだけということになっているので、現状のマシンでエネルギーという観点できち

んと、ピュアな比較がなかなか難しく、結局今回は仮想的にはなってしまうのですが、ベースライン

をここに取ったということです。 
おっしゃる通りで、本当にメニーコアがどこまで良くなるかというところを考えるときに、アーキ

テクチャ的な何かドラスティックなことが起きたかというよりも、一番効いているところは、いかに

コアを休めないかというところになっています。コアを休めないというのは、特にサムシングニュー

というわけではなくて当たり前のやり方だと思いますが、ただ一つの実行環境で、複数のコアを使っ

て、複数のプログラムを実行するときに、コアを最大限使わせるための仕組みをつくったところが、

今回の効果ではないかと思っています。 
結局のところ、今までの低消費電力化が、「動かさない」というスタンスであったのを、メニーコア

になると徹底的に動かして、性能を稼ぐだけ稼いでおいて、それをいかに電力に還元してエネルギー

を減らすかという方向性に行くべきだと考えており、その一つのやり方を示したことになります。評
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価の精度、詳細度に関しては先生のおっしゃる通りで、まだその詳細さが足りないことは認識してお

ります。 
【鈴木委員】 今回三つのプロジェクトを並行に動かされたと理解をしています。SMYLEref と

SMYLEvideo（本プロジェクトで開発した、ビジュアル・コンピューティング（特に動画像認識）向

けメニーコア・アーキテクチャ）の二つのアーキテクチャのご提案があるということですが、その二

つの関係がどうなっているのか。まったく独立して動いたようにも思えます。それともう一つ、最後

にありました三つ目のプロジェクトの開発環境ですが、これが前の二つのアーキテクチャとどう結び

ついているのか。要は三つの関係をもう少し教えていただけませんでしょうか。 
【井上（実施者）】 三つのプロジェクトの関係ですが、まず進め方としては、すべての大学と企業が一緒に

進めていったという形です。内容に関しては、スタンスとしては上（SMYLEref）が汎用システムLSI
向けのメニーコアで、下（SMYLEvideo）がある種ドメインに特化した形になります。 
ただドメインに特化したと言っても、メニーコアのつくり方として、たとえばクラスタ構成にする

など、基礎的なところはSMYLErefの研究成果の知見を使ってSMYLEvideoのほうに活かした形に

なります。ただ成果としては、実際には汎用を狙ったものとドメインに特化したものなので、見た目

としてはかなり違う形になっています。 
まずフィックスターズ社にやっていただいたソフトウェアの開発のところで、三つの成果がありま

す。資料の21ページですが、半自動並列化コンパイラは、最初に申しましたSMYLErefのコンパイ

ル環境として、もともとプロジェクトとしては位置付けています。 
2番目の高速ライブラリですが、これは開発当初は、評価用のベンチマークの形で進めてきました。

よって、これはどちらのプロジェクトでも使えるという話になるのですが、そこのライブラリとして

の重要性がプロジェクトの途中で非常に高くなってきたので、実用化のほうに持っていきました。 
最後の三つ目が、プログラムコードを移植したときの性能を見積もるということですが、これは汎

用システムLSIを実現するときに必要になってくるツールとして作りました。 
【鈴木委員】 ありがとうございます。だいぶ理解は深まったのですが、一応汎用を目指したのはSMYLEref

だということで、その汎用性をビデオマイニングに活かしたのが SMYLEvideo かと思っていたので

すが、現時点では必ずしもそうではないということですか。 
【井上（実施者）】 はい。 
【鈴木委員】 ということは、将来的には ref のほうを活かしてビデオマイニングに特化したような、いわ

ゆる実用化もこれからの研究テーマとしてはあるという理解でよろしいのでしょうか。 
【井上（実施者）】 少し違います。SMYLEvideoに関しては、基礎的なところはSMYLErefを使ってはい

るのですが、その時点で研究開発を進めて、SMYLEvideoはSMYLEvideoでビジネス化をどんどん

進めています。SMYLErefに関しては、次のセッションになると思いますが、今のところSMYLEvideo
に特化したもので、ビデオではない、いわゆるFPGA（field-programmable gate array：製造後に購

入者や設計者が構成を設定できる集積回路）の置き換えという形でのビジネス展開を進めようとして

いるので、方向としては同じものではなくて二つのものです。ただし、それをビジネス展開として上

手くいくためには一つだけではなくて次の手を打っていると理解していただければと思います。 
【鈴木委員】 分かりました。開発環境については、例えば性能評価の数字がいくつか出てきましたが、そ

れらの数字も三つ目のテーマで開発されたものを利用した数字ではないと理解してよろしいのですか。 
【井上（実施者）】 正確に言うと、一部利用はしていますが、完全にそのツールだけで全部やり切れている

かというと、2年強のところではなかなかそこまでは行けなかったというのが正直なところです。 
【鈴木委員】 確かに時間的な制約があったということですね。 
【井上（実施者）】 ご指摘のとおりです。 
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【鈴木委員】 ということは、また逆に言うとそれがこれから期待できる分野でもあると考えられますね。 
【井上（実施者）】 はい。 
【鈴木委員】 それからこの大きな目標の一つに、アーキテクチャとコンパイラがありますが、メニーコア

のアーキテクチャからコンパイラ技術を開発していくときに得られた知見、あるいは開発の成果的な

ものは何かありましたか。 
【井上（実施者）】 われわれは CLTrump（本プロジェクトで開発した、逐次 C ソースコードから並列化

したOpenCLソースコードを生成するコンパイラ）と呼んでいるものですが、コンパイラがどうある

べきか、というところで、完全自動はなかなか難しい。かつメニーコアクラスになってくると、プロ

グラマの知識をうまく使わないとあれだけのコアの資源を使い切ることができない。基本的にメニー

コアは「使い切っていくら」という世界だと思っていますので、そのためにはプログラマとコンパイ

ラをいかにインタラクティブに協調して最後まで進めていく環境が必要ではないかと考え、そのため

のツールを作ったことが一つの成果になります。 
【鈴木委員】 おっしゃるとおり、おそらくたくさん、膨大なソフトウェアの資産を活用しないと、実用化

は難しい。まずそこに着目されて変換ツールを作られたことは、実用化という面で見ると非常に大き

な成果だと思います。しかし一方において、特に学術的な面において、メニーコアに特化したコンパ

イラの技術開発も重要で、一からソフトウェア開発をする側にとっては過去の資産は無いわけですか

ら、逆にコンパイラをたくさん使って自動化して、メニーコアの性能を本当に100％、あるいは120％
出すようなツールを目指していかないと、将来的には厳しいのではないかと思います。 

【猪飼委員】 最初の NEDO の説明の目標値の設定ですが、根拠はエネルギーの削減の目標から、例えば

消費電力を1/10にする等の設定が背景でしょうか。 
【高井（推進者）】 目標値ですが、電力消費量を1/10 以下にするというところは、実は極低電力回路のハ

ードウェアの目標設定値で、10ページに簡単に図を描かせていただきましたが、本数値の１／１０が

ハードウェアの理論限界ということで、目標として設定されています。我々としては、この目標値を

ソフトウェア・アーキテクチャ的アプローチにて実現するということで、その目標を追認しています。 
また省エネ目標だけではなく、メニーコアは性能を高めることが一つの大きなターゲットでありま

すので、それと同時に処理性能も電力当たり2倍という目標を設定しました。 
【猪飼委員】 効果算出ではなくて、ハードウェアの制約のほうから目標値を設定したという理解でよろし

いですか。 
【高井（推進者）】 はい、そのとおりです。 
【猪飼委員】 次に、最終的に実用化といったときに、事前にお話をいただいたときにも伺おうとしたので

すが、メンバーの中に半導体メーカが入っていないと、最終的に良い技術であってもすぐに実用化す

る、あるいは 10 年後にやろうと思っても事前準備がかなり必要ではないかと思いますが、なぜここ

には半導体メーカが入っていないのでしょうか。 
【高井（推進者）】 本来メンバーとして半導体メーカにも入っていただいたほうが良かったかもしれません

が、まずは要素技術としてアーキテクチャを固めることを最初に行いました。半導体メーカが入った

事業化・実用化を目指したアクティビティは、その次のステップとして考えており、先ほどのプレゼ

ンでも情勢変化への対応のところで少し申し上げましたが、現在、次のステップの助成事業として、

2年間の予定で半導体企業も参加した形でプロジェクトを推進しております。 
【猪飼委員】 次に井上准教授の発表内容で、10ページ目でアプリケーションによっては性能が出ない。例

えば一番下の赤のラインで、増えれば増えるほど性能が悪くなるという図がありますが、今回の技術

を適用した時にはどうなるかという図はあるのですか。 
【井上（実施者）】 今回の技術を適用した場合ですが、この曲線が変わるわけではありません。こういった

参考資料3-6



いろいろな形の曲線を持っているプログラムを同時に実行するときに、それぞれのプログラムに何個

のコアを割り当てて、どう実行したら良いかを自動で決めるという技術が一つのポイントです。 
こちらの曲線は、逆に先ほどコメントしましたプログラマとコンパイラをインタラクティブにコー

ドをチューニングしてくれる。そこを頑張ってくれれば頑張ってくれるほど、上のほうに移ってくる

わけです。ここでは特性の異なるものが一度にやってきたときにどうなるかという話です。 
逆に言うと、素性の良いアプリケーションしか実行しなくて良いという時には、今回提案した技術

では、従来技術からの改良効果は非常に小さくなると理解していただいても結構です。 
【猪飼委員】 11ページの例では、一つ当たり8個のものがベースで、それを16個載せましたと言われて

いますが、これは場合によっては数が変わるというイメージですか。 
【井上（実施者）】 ハードウェアとして変わるというわけではありませんが、応用によってここのコアの数

はいくつと決めるのはかまいません。 
【猪飼委員】 単位が12個とか、20個とかという場合もあるということですか。 
【井上（実施者）】 おっしゃるとおりです。 
【猪飼委員】 12ページのスライドで、組み込みと言われましたが、われわれ自動車産業に携わる者からす

ると、この後の SMYLEvideo の画像認識のところと、エンジン制御のところでは、アプリケーショ

ンの作りがかなり違います。今回の話は、少なくとも SMYLEvideo のほうは完全に画像認識向けな

のでそれはそれに特化して良いのですが、SMYLErefのほうは、エンジン制御等も含めた目標のアプ

リケーションにそれが含まれているという理解でよろしいのですか。 
【井上（実施者）】 正直なことを言いますと、本当にハードリアルタイムを満たす仕組みはありません。で

すから結局OpenCL実行環境をスタティックにやってしまうと言っても、どうしてもダイナミックに

実行する部分が残ってしまいます。そしてメニーコアですので、その中で、たとえばネットワーク・

オンチップの中の通信の衝突のような、読み切れない非決定的な部分がどうしても残ってきます。そ

この部分が許容できる範囲内であれば良いのですが、本当にハードウェア・デッドラインを満たさな

いといけないという領域に関してはまだまだ研究開発の余地があると理解しています。 
【冨山（実施者）】 リアルタイム性について補足します。リアルタイム性を保証しやすくするための工夫は

いくつかあります。たとえばマッピングのときには極力タスクにリソースを取り合わないようにマッ

ピングをする工夫を取り入れています。またアーキテクチャ的にはキャッシュを持っていますが、そ

れをスクラッチパッドメモリ、キャッシュではなくてもソフトウェアで必ずメモリをそこに置く。そ

うすると1サイクルでアクセス可能です。そういうものを使うことによって、ワーストケースの性能

を保証とまでは言いませんが、見積もりしやすくする工夫をハード的にもソフト的にも入れています。 
【猪飼委員】 今の話は、保証は今のところ無理ということですね。我々の世界でいくと、保証しないとい

うことはちょっとありえないので、今の技術ではそういう制御的には少し厳しい、多少マージンがあ

ればできるかもしれない。そういう理解でよろしいですか。 
【冨山（実施者）】 保証するのはシステム設計者だと思っています。我々はその基盤となるミドルウェア、

プロセッサを作るほうですので、アプリケーションを書かれる人が保証しやすくするための仕組みを

提供しております。それを使って保証していただくとご認識いただければと思います。 
【猪飼委員】 分かりました。ありがとうございます。 
【橋口委員】 SMYLEref と SMYLEvideo、それぞれのミッションについて確認させていただいて、ベン

チマークのことについてお伺いしたいと思います。例えば SMYLEref は、メニーコアに対してクラ

スタ型を用いるとメリットがあるというご発表になると思うのですが、そのときのベンチマークとし

ては、14ページ目のものがそれに相当すると思っていればよろしいのですか。 
【井上（実施者）】 ここのスライドには正確には載っていなくて、事業原簿に書いてあります。実際には、
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先ほどありました高速ライブラリをベンチマークで開発すると言いましたが、そこで開発したものを

六つ選んで、それを順番に実行するか、同時に実行するかという違いで取ったデータがこちらです。 

【橋口委員】 いま選択されたアーキテクチャが一番良いと思われているということですか。 

【井上（実施者）】 はい。 

【橋口委員】 SMYLEvideo について、これも一応ベンチマークがありましたが、OpenCL ということも

あって連想的に来るのですが、たとえば GPGPU（General-purpose computing on graphics 

processing units： GPUによる汎目的計算）のようなものは、この中には入っているのですか。 

【井上（実施者）】 まず私から答えさせていただきます。説明が悪かったのですが、SMYLEvideoに関しては、

OpenCLからソフトウェアをつくり込むことを当初考えていました。しかしながら、作り込んだ専用ハ

ードウェアを最大限活用するようチューニングすることまでを考慮すると時間的に厳しい状況でした。

そのため、ここのソフトウェアはOpenCLを使っているというわけではありません。 

【松本（実施者）】 こちらのベンチマークの数字については、SMYLEvideo に関しては画像認識アルゴリ

ズムのうち一番重いといわれているSIFT というアルゴリズムを使って、それを実行した場合の性能

値として求めています。他社の性能値等については、リファレンスとして入手したものですので、そ

ちらのベンチマークのプログラムとまったく同じかと言われると、ちょっと違う可能性があります。

ただ必要な性能を実際の画像認識アプリケーションから導き出して、そのときの処理能力と換算して

います。 

GPUに関しては、実際にここでは比較対照等はしておりません。 

【井上（実施者）】 まず消費電力はかなり違うので、パフォーマンスの数字を比べることはできると思うの

ですが、電力当たりの性能と考えると、非常に大きな違いになるのではないかと思っています。 

【橋口委員】 分かりました。ではここで比べられた中で、SMYLEvideoの場合はなぜ電力効率が良くなる

のかというと、それはどのようにお考えですか。 

【松本（実施者）】 非公開セッションでも具体的に説明があるのですが、メモリをあまり使わずに、あるい

はコア間の通信にかかるエネルギーを削減する等のメカニズムがいくつか採用されています。 

【橋口委員】 SMYLEref のほうで、FPGA で実証されたというお話がありました。これのアウトプット、

意味合いを伺いたいのですが、気になっているのがプロセッサのコアのクロック周波数を数十 MHz

程度。それに対してクラスタ間通信のところになるのか、NoC のところになるのかわかりませんが、

rocket I/Oを5GHzで使っています。このプロセッサの処理能力とインタフェースの能力は、どうい

うふうにバランスされているとお考えですか。 

【井上（実施者）】 ご指摘の通りです。ここはどうしてもある種のアンバランスが出てきています。特にプ

ロセッサとメモリのところが、一般的に考えてバランスが逆転するという形が見えてくるのですが、

ここは二つあって、一つがメモリに関してはある種の仮想的にメモリにアクセスしてデータがやって

きても、それをFPGAの中で仮想的にプロセッサに渡さないという形で遅らせることは可能になって

きます。 

もう一つが、今回の提案の話の中で、メモリに対してどううまく工夫するかが非常に重要になって

くるのですが、決定的な解はまだ見出せていないというのが答えです。今回は、ラストレベル・キャ

ッシュにできるだけデータが載るように、うまくデータをマネジメントするところまでやりましたが、

そこに基本的にはある程度のデータが載りきるという形だとすると、先ほどのような結果になってき

ます。当然ながらかなりオフチップとのバンド幅が必要になってくる、メモリとのデータ転送が非常

に高くなってくるとなると、先ほど出したような結果ではなくて、もう少し悪い結果になってくるこ

とは想定されます。 

【橋口委員】 お話を伺うと、そこまでの知見を入れてこのアーキテクチャや環境が準備されていると思っ
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ていればよろしいですか。 
【井上（実施者）】 はい。 
【近藤（実施者）】 1点補足します。10MHzでコアのクロックが5GHzと書いてありますが、あれはシリ

アルということなので、一般的にはチップ内は32ビットとか64ビット幅ということになります。そ

れでもネットワークのほうが多少速いかもしれないのですが、64ビットと思えば、バンド幅という意

味ではそこまでバランスが悪いアーキテクチャではないことになります。 
【今井分科会長代理】 refモデルとvideoモデルの位置付けはrefモデルが汎用とご説明になっていて、video

のほうは画像認識を特にターゲットに考えられていると理解しています。もともとこういうアーキテ

クチャを考える場合に、アプリケーションドメインをまず考えると思います。この技術が将来適用さ

れる際のアプリケーションのマップというのか、今どういう技術がクリティカルになっていて、将来

どういうアプリケーションがすごく重要になりそうだ、ということを多分考えられたと思います。そ

れとこういう選び方をされた関係についてご説明いただけますか。 
【井上（実施者）】 まず画像認識ですが、これは本当にプロジェクト終了後の実用化・事業化と、昨今の画

像認識の広がり、重要性を考えると、これはもうマストだろうというのが一つありました。逆に

SMYLErefは、汎用と言うと、では何をもって汎用というか、どこをターゲットにするかということ

ですが、このプロジェクトにおいては、先ほど来ベンチマークという話が何回か出てきましたが、フ

ィックスターズ社は実際にソフトウェア開発を長年やってこられている会社です。フィックスターズ

社が、今後どういった分野のソフトウェアが更に重要になって、かつ並列処理が大事になるというこ

とを考慮して、4 分野 8 種のベンチマークを定めました。その中にはファイナンス系や、もちろん画

像処理系も入っていますが、そういった形でまずターゲットのアプリケーションを汎用と言いつつも

ある程度決めて行いました。 
【今井分科会長代理】 4分野8種はどういうものを考えられましたか。 
【中島分科会長】 事業原簿の比較的最初のほうの、Ⅲ－26 ページを見てください。そこに表 3.8、

BEMAPの性能表が一番上にあります。 
【田村（実施者）】 分野に関しては何社かで調査させていただきましたが、弊社としては、画像処理分野、

ライフイノベーション、インターネットアプリケーション、ファイナンスという過去の弊社の実績か

ら高速化が求められる分野として最初に挙げさせていただきました。 
【今井分科会長代理】 この分野の中で、結局組み込みというご説明だったのですが、組み込みもあるし、

サーバアプリもあるという理解でよろしいでしょうか。 
【井上（実施者）】 私の説明が駆け足で不親切になってしまったのですが、基本的にこのSMYLErefは組

み込みを対象にしています。そのメニーコアの上で並列化された複数のアプリケーションを実行する

ことをサーバに応用できないかということで、これはSMYLErefの亜種という形でOSに実装して、

ダイナミックにそのコアの割り当てをするといった形の追加的な成果として出たものです。ですから

SMYLErefそのものは組み込みを狙っていることになります。 
【今井分科会長代理】 むしろ逆の説明のような印象を持ちました。つまり ref のようなモデルだと、複数

のタスクをたくさん走らせて、スループットを改善するという観点かと思ったのです。そうすると、

それはたとえば車載の組み込みでリアルタイム性を狙うのではなくて、サーバモデルでスループット

を上げようというモデルだと思いました。たぶん最後の事業化等と関係があると思うのですが、最終

ターゲットをどこに置くかということで、アーキテクチャの形はかなり違ってくる。そういうところ

をどのようにお考えでしょうか。 
【井上（実施者）】 このプロジェクトは、最初組み込みというところからスタートしましたので、そこでい

かにメニーコアのあるべき姿をどう考えるかというところでスタートしていました。 
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【高井（推進者）】 補足させていただくと、井上准教授がおっしゃるとおり、やはり組み込みは日本が強い

ところなので、まずメニーコアで日本が勝っていくためにはこの組み込み分野から普及させていこう

ということでスタートしています。将来的にはサーバのほうにも展開できればと NEDO も実施者も

同様に考えています。 
【今井分科会長代理】 プロセッサのモデルですが、いまヘテロだとおっしゃるのだけれども、ほとんどホ

モジニアスな構成かと思います。 
【井上（実施者）】 SMYLErefのほうですか。 
【今井分科会長代理】 はい。そうすると、もし組み込みを考えられて、アプリケーションドメインはある

程度絞り込むとしたら、ハードウェアアクセラレータを入れる、あるいはFPGAを入れておいて対応

するとか、そういうモデルもありそうな気もするのですが、そのへんの対応は何かうまく考えられて

いるのでしょうか。 
【井上（実施者）】 おっしゃるとおりです。たとえば専用ハードウェアやFPGAを入れるのは可能ですが、

今回のプロジェクトで一つの指針、ポリシーとして、ここは絶対これで行こうというのは、いかにソ

フトウェア処理で全部実現してしまうかというところに結構こだわってやっています。 
それはやはりこういう合成技術が本当にものになって、簡単に、しかも質のよいハードウェアをす

ぐに自動でつくれるようになれば、先ほどの自動並列化と似たような話で、その世界もかなり有望だ

と思いますが、現在のこのプロジェクトでは、やはりソフトウェア処理でどれだけできるかというこ

とが今後さらに重要になってくるのではないかということで、その方向性を取りました。 
ただ現実問題としては、いまの世の中のシステムを見ると専用のハードウェア等を使われていると

ころがありますので、そういったものを前提とした今回の実行環境などに拡張することは可能だと思

いますが、このプロジェクトの中ではそこまではできていないのが現状です。 
【今井分科会長代理】 すごく限られた3年という期間でやられたので仕方ないと思いますが、将来的には

そういうことも念頭に入れて拡張性を持たせていただくと良いのではないかと思いました。 
【井上（実施者）】 おっしゃるとおりです。 
【鈴木委員】 本当は次のセッションでもう少し議論したほうが良いのでしょうけれど、このプロジェクト

の知財戦略をどう考えられたのか。特に戦略ですから、ここは勝つ、でもここは諦めるといったとこ

ろのバランスが必要かと思います。そこをちょっと教えていただけませんでしょうか。 
【高井（推進者）】 NEDO の戦略としては、先ほどの資料の 15 ページに書いてありますように、各実施

者の事業戦略に基づいてその知財の活用を推進するという考え方で行っています。そのためどこをオ

ープン／クローズにするかというところは、各事業者の事業戦略に基づいて実施いただくことを考え

ていますので、強制的にここをオープンにしろ、ここをクローズにしろと NEDO から特に指示して

はおりません。その内容は、各事業者の事業戦略にもよりますので非公開のところでお話しさせてい

ただきます。 
【鈴木委員】 オープン・クローズの議論とはちょっと別に、ここは知財として強化できる分野だけれど、

ここはひょっとしたら先に知財を取られているかもしれないという領域がたぶんあると思います。た

とえばクラスタ構造については、特にニューではないというご発言がありました。そういったところ

の第三者の知財をどうケアしていくのか。大きく実用化、あるいは実用化した後の変な権利問題が絡

んでくる可能性があるわけです。そのへんを後で議論できればと思います。 
【中島分科会長】 性能評価がありましたが、これは結局どういうアプリケーションミックスをやられたの

ですか。 
【井上（実施者）】 先ほどのⅢ－26ページの表の3.8において、この中から六つですが、それを書いている

ところがあります。 
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【中島分科会長】 ですから、組み込みという話とこれは多分、全く話がかみ合わない。要するにそれはマ

イクロサーバか何かの話になってしまって、それはそういうこともあるでしょう、あるいはたとえば

Xeon Phiの上でそういうことをやるようなネタも世の中には出てきていますが、そんな話ではないで

すよねという話です。組み込みなのだから、タスクをそれなりにスタティックに割り当てることがで

きて、スループットなり、レイテンシーなりの、ターゲットスペックがあって、それを満たすのに一

番低電力でやれるのはこうだというような話であるはずです。だからそもそもアプリケーションミッ

クスが間違っているのではないですか。 
【井上（実施者）】 ある組み込み応用を考えたときの、その中からアプリケーションミックスを抽出して、

その中で評価するべきだったということですか。 
【中島分科会長】 そうでないと、組み込みのSoCを、そもそもメニーコアでやっていいのかという根本的

な話に対する回答にならないわけです。それさえ何とかなれば、それは例えばクラスタアーキテクチ

ャなのかキャッシュがどうなのかは置いておいて、そもそもこういう分野の組み込みアプリは、こう

いうアーキテクチャで何とかなるという話を出すのがこのプロジェクトで一番大事だったと思います。

それは適当なアーキテクチャを設定してサーバで走っているようなアプリケーションミックスでやる

と、何かは出ます。でもそれは何かが出てもしょうがないのではないかという気がします。 
もう一つは ref と video の話が先ほどから、なかなかかみ合わないのですが、やってはみたのでし

ょうか。つまりvideoのソフトウェアか何かをこれで適当にマッピングして、たとえばコア間通信は、

video に特有のハードウェアは置いておいて、適当にキャッシュなり共有メモリなりを使ってやると

こうでしたというような話はあるのですか。 
【井上（実施者）】 videoとSMYLErefを比較したということですね。それはやっていません。 
【中島分科会長】 この性能モデルでは、L1キャッシュはいくらでL2キャッシュはいくらなのでしょうか。 
【近藤（実施者）】 L1 キャッシュはデータ命令で、8kB ずつで、L2 キャッシュは各クラスタで、もちろ

んサイズは変えられるのですが、12kBです。 
【中島分科会長】 それで評価されたということですね。 
【近藤（実施者）】 はい。 
【佐藤委員】 最終的なイメージとしてはどのくらいのテクノロジーを使って、いくつのプロセッサでとい

う感じはありますか。 
【井上（実施者）】 実際には、64個ぐらいかなという気はしています。組み込みなので128個ではちょっ

とビジネス的にペイしないのではないかと思いますので、64個ぐらい、行ってもそれぐらいではない

かという気がします。 
【佐藤委員】 いろいろコンペティターがいますが、それに向かっての強み、弱みはどうですか。 
【井上（実施者）】 SMYLEref ですが、今のところ我々が認識しているコンペティターが三つあります。

一つはタイレラ社（TILERA）のオーソドックスなメニーコア、二つ目は東芝社が昨年発表された画

像認識向けの64コアのメニーコア、もう一つはSTマイクロエレクトロニクス社が昨年発表したメニ

ーコアがあって、その中でマルチプログラムの実行を意識したものはありません。 
タイレラ社は実際にはできるのですが、それに何かしらの合わせ込み、チューニングをしていると

いうわけではないと認識しています。ただ一番近いのは ST マイクロ社です。聞いた話では大規模態

勢で取り組んでいて、去年非常に似たクラスタ構造を持ったチップを作っていることを発表していま

す。彼らがいまターゲットにしているのは、やはり画像認識などマルチメディアでの一つのシングル

プログラムを加速実行するというところまでしか、まだ行っていないので、そこはある種脅威ではあ

って、同じような方向を見てやっているところです。 
【中島分科会長】 よろしいでしょうか。議論は尽きない感じがありますが、だいたいのところはこれで委
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員の皆様も感覚がつかめたのではないかと思いますので、ここで休憩に入ります。 
 

（非公開セッション） 

６. プロジェクトの詳細説明 
省略 

 
（公開セッション） 

７．全体を通しての質疑 

質疑に先立ち、株式会社トプスシステムズからパワーポイントによるデモが行われた。 

 

【中島分科会長】 どうもありがとうございました。 
それでは全般的な話として、予定時刻は過ぎているのですが、10分ぐらい全体を通して聞き足りな

かった話があればご質問ください。 
【今井分科会長代理】 今日一日聞かせていただいて、実際に評価してみた例が画像処理など画像系ですが、

もし組込みとおっしゃるのであれば、組込みのほかのアプリケーション、特に実時間系の制約の強い

アプリケーションに対して、どのように考えているのか、その場合、本当にメニーコアが100コア必

要なのか、たとえば 10 コアぐらいで粒度を大きくしたほうが良いのか、そういう検討が必要ではな

いかと思います。そのあたりはどのようにお考えでしょうか。 
【井上（実施者）】 ご指摘のとおりです。結局のところいろいろなプログラムレベルも含めて並列性をどれ

だけ抽出できるかというところが全てだと思っています。そのリアルタイム性が厳しい場合に、（その

アプリケーションが持っている並列性）×（アプリケーションの数）というところが重要になってき

ます。ただ実際にユースケース、あるアプリケーションを前提としたときに、ではその、（プログラム

の数）×（各プロセスが持っている並列性）がどれだけかというところを見据えた上での評価はまだ

できていないので、それはご指摘のとおりしっかり抑さえていかないといけないと思います。 
【中島分科会長】 先ほどから少し気になっているのは、2 年 3 カ月という期間なので、できることは限ら

れていることは良く分かるのですが、そもそも何で2年3カ月だったか。2年3カ月である程度の結

果が出てくるようなテーマ設定になっていたのでしょうか。 
【高井（推進者）】 当初は３年ぐらいの期間は予定していたのですが、採択が遅れた関係で、2年3カ月に

なりました。NEDOプロは先ほど申し上げたように我々としては、3年、あるいは5年単位でプロジ

ェクトは期間を区切って運営していきます。基本方針としては統一した考えの下にメニーコアのプロ

ジェクトを実施していきたいと考えています。 
いったんここまでで基礎研究として成果を出した後にも、本評価分科会でのご意見を踏まえて、後

継プロジェクトを実施すべきかどうかを判断致します。たとえば本メニーコア技術開発を継続案とし

ては、クリーンデバイスという今後行う予定の公募にてメニーコアを提案をするという案もあります。 
【中島分科会長】 そう言われると評価するほうは非常に困ってしまう。そういうスタンスで始めた話であ

るという理解で、このプロジェクト自体が走ってきたのか、それとも評価項目には事業化等があるわ

けで、言われると何かしないといけないという話があって、では事業化だったら、今はこれで手を打

つしかないみたいなことが出てきてしまうのではないでしょうか。 
2 年 3 カ月で事業化できるようなテーマではないのだから、もちろん関連ビジネスはやっていただ

きたいとは思いますが、その上で、2020 年頃に 128 コアと言われると、さすがに何かの法則を読み

間違っているような気もしますがそれはさておき、今から 5 年後にだいたい事業化・実用化するとい

う設定になっていれば、結果が大変違うと思います。そういう線で走ったほうが良かったのではない
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かと思います。だからフィージビリティスタディになっているのかというところが、私は非常に気に

なるところです。 
【高井（推進者）】 先ほどと重複してしまうかもしれませんが、このプロジェクトが終了、それが2～3年

でもそれ以降の先のビジネスプランでもいいのですが、要はビジネスストーリーが描けているかどう

かが非常に重要であると考えています。 
【関根（推進者）】 付け加えます。これはメニーコアのプロジェクトですが、この前に先導研究があってマ

ルチコアの研究を１年間しています。マルチコアとメニーコアの境を一応 64 コア数に置いてやって

きました。その中で 2 年半前にNEDO はマルチコアからメニーコアにということで、政策的にメニ

ーコアをターゲットとして産業の大きなキャパを持っている自動車分野、そしてサーバ分野等を念頭

に置いて、その目標の1/10の電力消費量で、かつその処理量が変わらないようにして、どういうもの

までアプローチできるかということを目標としてやってきました。 
研究開発成果においては、2 年３ヶ月でその目標に対してどう評価されるようになったかというこ

とを評価していただく。あと実用化と事業化については、その道筋がどのようについているかという

ことをご評価いただきたいと思っています。その道筋というのは、いくつか成果を細かいところまで

お話しさせていただきましたが、この先、例えばいくつかの会社の中で物が作られるかどうかを含め

て、その道筋がつけられているかどうか。 
さらに先ほど高井主査からも申し上げているように、次のプロジェクトに向けて、どうなっている

かというと、一つは、一つのファブを持っている会社を含めて実用化に結びついているところもあり

ます。そうなっていない部分もあるかと思いますが、そのあたりは将来に向けてどういう道筋がつけ

られているかというところが、一つの指標になっておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 
【今井分科会長代理】 厳しい言い方をすると、プロジェクトをスタートするときに、2 年半でゴールをど

こに設定するか、ハードルがものすごく高いプロジェクトをスタートされたのではないでしょうか。

2 年半とかではとても解決できないような大きな問題にアプローチされたのではないかという気がし

ます。 
アプリケーションの一つとして、画像系はかなりうまく行きそうだというのを今日見せていただき

ましたが、エンベッディドにターゲットを置くとすると、もっといろいろな制約条件があったりして、

一つのアーキテクチャで全てカバーできるとは思えません。そうすると、そもそもマーケットがどう

なのか等の話があっても良いのではないかという気がしました。 
よって、2 年半ではなくて 5 年でやらないといけないプロジェクトだったという気がしますが、そ

れを言ってしまうと過去のことという感じになるのですが。 
【中島分科会長】 NEDOの研究計画の設定方法はいかがであったかというのが評価項目に入っていますか

ら、それは別にかまわないと思います。 
【関根（推進者）】 補足いたしますと、2010年度の予算として、後年度負担がありますので国会にかから

ないと予算は決められないのですが、4 億円弱の計画の中で、2 年半でやらなければいけないという

制約がありました。実は本分科会の評価対象になっているソフトウェアの開発は、項目の7番目とし

てやっており、項目 1～項目 6 は、ほかに STARC（株式会社半導体理工学研究センター）が担当す

る形でハードウェアのほうも実施しており、それと併せてのグリーン IT のプログラムとしてエスタ

ブリッシュしました。後ろのほうのメニーコアもやらなければいけないということから追加したもの

です。そのあたりはご勘案いただければと思います。 
 

８．まとめ・講評 
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【橋口委員】 このプロジェクトの発足当時から考えて、メニーコアのアーキテクチャ、リファレンスのも

のをつくりあげるという理念、それからある程度のアプリケーションをいくつか想定して最適なコア

を作りあげるという理念、それに対してソフトウェアも両輪として開発しなければいけないという理

念、その三つはある意味正しかったと思います。今回お聞きして、それぞれに対してそれぞれのグル

ープの方々、リーダーの方々がアウトプットを出されているのは、ベンチマークもそうですし、その

根拠のお話もそうですが理解できました。 
やはり惜しいのは、その三つはアウトプットをシェアしてシナジー効果を出しながら、本日のご発

表についてもまとめられるようなところまで持ってこられたら良かったのではないかと思っています。 
【鈴木委員】 今日はありがとうございました。貴重なお話をたくさん聞けて、非常に有意義だったと思い

ます。あまりコメントなどを申し上げる立場でもないのですが、1 点だけ、2 年半という間で川上か

ら川下まで求められるプロジェクトで大変だったということを分かっていながら、いろいろ厳しい質

問をさせていただいて本当に申し訳ありませんでした。 
このプロジェクトの前に先導の研究があったというお話ですが、ある意味この2年3カ月のプロジ

ェクトも先導研究のような位置付けなのではないかと私は理解しています。そのように見ると、今日

お話があったいろいろな成果も次に繋がっていく、非常に期待の持てるものではないかと思っていま

す。プロジェクトは終わりではなくてスタートととらえていただきたい。 
仕事柄、知財の話を今日は何回もしていますが、知財というのは、出願時点がゴールではない。出

願がスタートです。特許は出願から20年が権利期間ですから、20年先までやっていくことを考える

と、本当にスタートです。これからいい権利を取っていく、そして権利が取れた後にその権利をどう

活用していくか、そういったことを考えると、非常に息の長い話になってきます。是非そういったこ

とも視野に入れてやっていただければと思います。 
私もこのSoCというところに身を置いており、いま非常に荒波にさらされておりますことは、皆さ

ん良くご存じのとおりですので詳細は割愛させていただきますが、そういった中でこのメニーコアも

一つの大きな助け舟になるのではないかと思っています。他人事ではなくて自分の身でもあるととら

えて、これをこれからどう活用していくのか、私自身も考えていきたいと思います。ぜひ今後ともよ

ろしくお願いいたします。 
【佐藤委員】 何回も出ている2年3カ月という話で、その中では比較的皆さん頑張って、それぞれの目標

設定をしてやられてきたと思いますが、先ほど中島分科会長からあったように、2 年半であれば 2 年

半なりの目標の設定の仕方があったかなという感じはします。 
気になったところは、消費電力を下げるという目標ですが、組込みの観点から言うと、私も大学で

組込みのプロジェクトをやったことがありますが、非常につかみどころのない話が多くて、組込みの

定義は何かという話があって私もやりにくい覚えがあります。例えば今回のその話で一つ思うのは、

videoの部分と refの部分がある程度独立してしまっているようなところがあって、videoのところは

アプリケーション・オリエンテッドで、あれこそ組込みの典型だと思えば、そのアーキテクチャが分

かれるような形よりも、もう少し寄り添うような形で終結しても良かったのではないかと思います。 
もう1点、低消費電力に関しては、やはりコアを使わなければ休めるという話は何となくまだまだ

という感じなので、メニーコアならではの問題点、あるいは低消費電力技術、休むところもそうです

が、たとえばこれからのテクノロジーを利用してオンチップをやる。先ほどの video との比較から言

うと、隣とのコミュニケーションをうまくやれば低消費電力になる等、そういったところをもう少し

やっていただければよかったのではないかと思います。 
当社比でコアの消費電力が下がるというよりも、全体としてアーキテクチャとして下がるという観

点が必要だったと思います。そういった意味では、今から言ってもしようがないのですが、やはりお
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金をかけてレイアウトしてもらって、物を作るまでは行かないけれど CAD あたりで見積もってもら

うくらいのところでやったほうが、FPGAを作るよりも低消費電力の観点からはエビデンスとして示

せる効果が大きかったのではないかと思います。 
【猪飼委員】 今日はどうもありがとうございました。私は今日の話の中ではほとんどユーザ視点でコメン

トさせていただきました。私も社内ではどちらかと言うとマイコンや半導体寄りの立場にいて、シス

テムの人たちは私が今日言った以上に厳しい問題を投げかけてきます。3年で30倍の性能、あるいは

今日の画像認識のところで行くと、消費電力はカメラシステムとして 1～2W に収めなくてはいけな

いなど、結構厳しいところで性能向上だけを期待されます。したがって、そういうところの技術開発

をしっかりやっていただきたいというのが一つです。 
世の中はどんどん進んでいて、ベンチマークという言葉も途中で言いましたが、その中でも汎用性

はキーワードとして私はすごく期待をしています。ただ他社事情で見ると、結構ヘテロジニアスで、

いろいろなものをぶち込んで性能を上げてくるというスタイルと、実はもう車にもFPGAを使ってき

て、そちらの効果が出るのではないか等、コンペティターがたくさんあるというところなので、その

へんを見越して何年先の技術であるということで目標等もきちんと設定することをお願いしたいと思

います。 
あともう一つは、やはり国の絡むプロジェクトですので、国の半導体事業をもう少ししっかりやっ

てほしいと思っています。そこに打ち込んでいく技術として何かやってほしい。このまま行くと、は

っきり言って日本の半導体は大丈夫なのかと心配です。我々は今、立場的にも、供給というところを

すごく心配していますので、コアとなる技術を持って世界と戦っていかないといけない。そういうと

ころで今日のような話をすごく期待したいと思っていますので、よろしくお願いいたします。 
【今井分科会長代理】 いろいろ厳しいコメント等もしましたが、私自身、いままで NEDO のプロジェク

トに実施の立場で参加させていただいたり、あるいは逆に評価する立場で参加させていただいたり、

両方の立場が見えるので、余計に厳しいことを言ったのではないかと思います。 
まず先ほど猪飼委員がおっしゃいましたように、NEDOがこういう半導体系のプロジェクトに補助

金を出していただくことは、私自身の研究のドメインから考えると、非常にありがたいことです。以

前に実施者の立場で参加させていただいたときも、やはり低消費電力化をメインに置きましたが、こ

ういう LSI をつくって低消費電力化を 1/10 にすることはなかなか難しいことだと思います。しかし

低消費電力化というキーワードなので、悪く言うとそれに合わせて作文をしないといけないし、それ

できちんと成果も出さないといけない。そういう制約条件の下で助成をしていただけるということな

ので、それは覚悟の上でたぶん研究をされたと思います。 
ただ、低消費電力化と高性能化は相反する要求になっていて、両方をきちんと達成することはなか

なか難しいし、むしろ両方と言うとターゲットを絞りにくい面もあるかと思います。組込みがすごく

漠然とした世界なので、画像処理という応用も組込みの一つの重要なアプリケーションで、それにつ

いてはうまく行ったことを示されたことは非常に良かったと思います。 
2 年半であれもこれも全部やれというのはもともと無理な話だと思いますので、ぜひとも今後こう

いう組込みの世界、マルチコアやメニーコアというキーワードで言われるようなアーキテクチャの世

界、あるいはお昼の雑談の中でこれから半導体会社はどうするのかという話がありましたが、ひょっ

としたらモア・ムーアだけではなくて、モア・ザン・ムーアの世界もあるかもしれませんし、新しい

アプリを考えていくことがもう一つの重要な視点ではないかと思います。 
そういう意味で今回は非常に限られた時間と、もちろん予算をちゃんと取っていただけたことはす

ごくありがたいことだと思いますが、いろいろな制約の中で皆さんがすごく頑張ってこられたところ

は評価したいと思います。いろいろ失礼なことをたくさん申し上げたと思いますがお許しください。 
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【中島分科会長】 要するにメニーコアが、特にコンピュータ、サーバではどれだけのソリューションにな

っているのだというところは、皆さんたぶんすごく気になっておられると思います。井上准教授達が

やられた128コア、MIPSで、サブワットでこんなに速いということは、疑うわけではありませんが、

そのグッドニュースが本当にちゃんとグッドニュースになっているのか。 
それが本当にグッドであって、たとえばトプスシステムズ社の話のような制約条件の下においてな

のか、それとも井上准教授が実施したように、比較的普通のコアを、少し繋ぎ方を工夫してやればい

いのか。そのへんが見えた後で、フィックスターズ社の出番がある。それで今度はどうやってソフト

を開発するのか。だからそもそもメニーコアは、組込みの定義がまた難しいとは思うのですが、サー

バではない、PC でもない、という分野で、ソリューションになっているのか。これはもちろん日本

だけではなくて、世界的にも、実はこれしかコンピュータサイエンスとして生きていく方法はなく、

ほかにはやりようがない。では「こういうやり方だったら」というのをもう少し具体的に示していた

だければ、○印の数も多かったのではないかと思います。 
もちろんフィックスターズ社、トプスシステムズ社はこれからもこの線に沿ってご商売をされると

思いますが、各社の皆さんにはそういう観点で、たとえば 10 年後でも 5 年後でも結構だと思うので

すが、1Wでこれだけのことができると、そういうわかりやすい絵をインダストリのほうに発信する。

それは研究を通じていろいろなことができると思います。チップ関係者がいなくてもできることはあ

ると思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 
 

また、推進者、実施者から次のようなコメントがあった。 
 

【岡田（推進者）】 長時間にわたり、叱咤も含めて激励もあったと私は思っておりますが、コメントをいた

だきまして大変ありがとうございます。 
ご存じの方もいらっしゃると思いますが、NEDOはこれまでどちらかと言うと、電子材料部と言っ

ているぐらいですから、ハードを中心にやってきたという経緯があります。以前、別の独法で IPAが

ソフトウェアの技術開発をやっていましたので、ハードとソフトは別々で進んでいた部分がありまし

た。IPAでは、これからはソフトウェアの技術開発はやらないということで、NEDOでハード・ソフ

ト一体で技術開発をやっていくわけですが、このメニーコアの課題もハード・ソフト一体で推進する

ことが、半導体戦略上きわめて重要だと思っています。 
メニーコアについては、今回は 2 年ちょっとという短い期間の中でアーキテクチャとコンパイラ、

どちらかと言うとメニーコアの利用環境整備を目指したわけですが理論と実践の整合が難しい部分が

ありました。ただ、限定的にはなると思いますが、メニーコアの画像処理の面において、メニーコア

の有効性の一部は示せたのではないかと思っています。 
今後のことですが、NEDO電材部では20弱のプロジェクトを推進していますが、PDCAを回して

いくことが重要だと思っております。鈴木委員が先導研究とおっしゃいましたが、やはりこの2年ち

ょっとという限られた成果ではありますけれども、その次の半導体戦略でメニーコアをどう位置付け

るかが非常に重要だろうと思っています。メニーコアの時代はまだこれからであり、やるべきことが

たくさんあって、決してこれでもう終わりということではないと思っています。 
半導体戦略については、経済界も次世代半導体の戦略を出そうとしていますし、われわれ NEDO

としても半導体のロードマップを今年度整理しようとしています。その中でこのメニーコアをきちん

と位置付けて、次のプロジェクトをつくっていきたいと思います。では次はこういうことをやったら

良いということをぜひ評価のコメントの中に期待を込めて書いていただけると、叱咤激励になって、

私どもとしては仕事が進めやすくなります。ただ駄目と言わずに、こういうことをやるべきだという
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観点でコメントをいただければありがたいと思っています。今後ともご指導のほどをどうぞよろしく

お願いします。 
【井上（実施者）】 2年3カ月という期間を私も口に出してしまいましたが、やはり決められた期間で目標

設定をして、計画を立てるのがプロジェクトリーダーの私の責任ですので、そこがうまく行っていな

かったことはひとえに私の力不足だったと反省しています。 
ただ我々も実用化というところのとらえ方を少し間違ってしまったのではないかという気もしてお

ります。先ほど高井主査から説明がありましたが、プロジェクトが終わってすぐに実用化、やはり将

来を見据えてというところがあったときに、反省材料としては、最後に中島分科会長からコメントを

いただきましたけれども、本質的なところを少し見失いつつあったのではないかということです。本

当にメニーコアで何ができるのか等の境界条件をきちんと示すところに力を割くことを、少し怠って

しまったのではないかと反省しています。 
今日、私は激励しかもらっていないと理解しておりまして、今日いただいたコメントをぜひ次に繋

げていって、我が国の半導体産業をぜひ復活させたいと思います。今後ともぜひよろしくお願いしま

す。本日はどうもありがとうございました。 
 
【中島分科会長】 どうもありがとうございました。それでは実施者・推進者の皆様、もちろん評価委員の

皆様、約4時間半の長丁場になりましたが、どうもありがとうございました。今日の貴重なディスカ

ッションを踏まえて、我々のほうで、まずは評価の案を作らせていただきますので、よろしくお願い

いたします。あと、我々はいただいている資料と今日のプレゼンをベースに評価するわけですが、わ

からないところ等が出てくると思いますので、そのへんはできる範囲でお答えをいただきたいと思い

ます。それではどうもありがとうございました。 
 
９．今後の予定 
 
１０閉会 
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評価結果を受けた今後の取り組み方針について 



 

 

評価における主な今後の提言 今後の取り組み方針 

○メニーコア組込プロセッサというコンセプトに向けて、積み残された課

題を整理・精査し、本プロジェクトで構築した産学連携体制を生かしつつ、

研究開発が継続されることを期待する。新規アーキテクチャの普及のため

には、実用化のレベルまで継続的なフォローが必要であり、顧客製品への

導入容易性を確保することが、最終的に市場に受け入れられる必須要件で

ある。 

 

○今回取り上げたメニーコアプロセッサのアーキテクチャ（構造）は、現

在世界各国で研究されているアーキテクチャの一つであり、他にも様々な

アーキテクチャが考えられている。実用化・事業化を成功させるためには、

マーケットの分析を行い、重要な応用分野（キラーアプリ）に適したアー

キテクチャを検討する必要もある。 

○メニーコア組込プロセッサは参画企業にて実用化を目指し、適宜、大

学の知見等の協力を得ながら研究開発を継続する。また、「戦略的省エ

ネルギー技術革新プログラム」を活用する等により、メニーコアモデル

の標準化に取り組んでおり、導入容易性を高める。 

 

 

 

○今回の研究開発成果を活用して、参画企業が中心となり、今後、応用

分野（車載等）のユーザー事業者と適用性検討・評価を継続的に実施し、

要件の整理と有望な応用分野の絞り込みを行う。 

評価結果を受けた今後の取り組み方針について 
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本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 

平成２６年３月 

 

 NEDO 評価部 

 部長 竹下  満 

 主幹 保坂 尚子 

 担当 加藤 芳範 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載していま

す。 

（http://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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